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＜運営基盤機構大学評価部門中期目標対応部会 名簿＞ 
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松尾 七重 教育学部・教授  

米村 千代 人文科学研究院・教授  
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中山 善将 企画部長  

牧野 映也 財務部長  

小野寺 多映子 研究推進部長  

菅野 仁 学務部長  

木村 貴彦 施設環境部長  

葛城 昌弘 企画部企画政策課長  
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＜令和 3年度計画及び第 3期中期目標期間の実施状況に基づく自己点検･評価書について＞ 

 

1.自己点検・評価の流れ 

①部局等による自己点検・評価（令和 4年 2月～3月） 

中期計画推進担当組織により指定された部局等が、各計画の実

施状況を確認するとともに、自己点検・評価を実施した。 

 

②中期計画推進担当組織による評価（令和 4年 3月～4月） 

  ①を参考に、中期計画推進担当組織が、各計画の実施状況を確

認するとともに、自己点検・評価を実施した。 

 

③中期目標対応部会による評価（令和 4年 4月～6月） 

②を参考に、中期目標対応部会が最終評価を実施し、本評価書

を作成した。 

※計画 No.66～74、81～83、85～101については複数の委員が評

価を実施したうえで、部会長による調整により、評価を確定

した。 

 

 

 

 

2.自己点検・評価の方法 

  年度計画・中期計画の実施状況を踏まえ、以下の 4段階で評価

を実施した。 

   Ⅳ：計画を上回って実施している 

   Ⅲ：計画を順調に実施している 

   Ⅱ：計画を十分に実施していない 

   Ⅰ：計画を実施していない 

 

3.評価の視点 

・学外者が評価した場合を想定して第三者的な視点で客観的に評

価すること 

・計画に記載されている取組が実施されているかどうかを確認す

ること 
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

2 ◆　 各学部は、 教養教育と 専
門教育と の有機的な統合及び
学位授与の方針と 授業科目の
関係がわかり やすく 可視化さ
れたも のと なる よ う 、 カ リ
キュ ラ ムツ リ ー、 カ リ キュ ラ
ムマッ プ、 コ ース・ ナン バリ
ン グの見直し を 継続し て行
う 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

計画No. 1で確認 ◆　 それぞれの分野のミ ッ
ショ ン において定めら れた人
材養成目的を 実現する ため
に、 教育課程編成・ 実施の方
針を 見直し つつ、 確かな基盤
的能力、 専門中核学力を 獲得
し 、 専門的知識・ 技能を 修
め、 創造的思考力を 高める こ
と ができ る 学士課程教育を 学
位授与の方針と 授業科目が有
機的に統合・ 可視化さ れたカ
リ キュ ラ ムマッ プを 整備し 、
提供する 。

○教育課程編成・ 実施の方針の見直し 、 学位授与の方針と
授業科目が有機的に統合・ 可視化さ れたカ リ キュ ラ ムマッ
プの整備
・ 学校教育法に係る 省令の公布、 ガイ ド ラ イ ン の公表に合
わせて全学的に必要な見直し を 実施。

・ 令和元年度にENGI NEプロ グラ ムの実施に伴う 、 全学の
「 学位授与の方針」 及び「 教育課程編成・ 実施の方針」 に
ついて見直し を 実施。

・ 学位授与の方針に基づき 、 学修成果の達成にどの授業科
目が寄与する かを 示すカ リ キュ ラ ムマッ プを 策定する た
め、 学内で検討し 、 全学的なモデルを 形成。

・ 令和元年度に各学部において、 カ リ キュ ラ ムマッ プを 策
定し 、 以降毎年度見直し を 実施。

Ⅲ Ⅲ

3 ◆　 各学部は、 新規開講科目
について、 アク ティ ブ・ ラ ー
ニン グ型科目の類型化によ る
科目の整理を 行う と と も に、
アク ティ ブ・ ラ ーニン グ手法
を 導入し た科目の開講を 進め
る 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

・ 教育企画課から 各学部に対し 、 令和２ 年度に開
講し た科目について類型化を 依頼し た。

・ 各学部によ る 類型化の結果、 学部における アク
ティ ブ・ ラ ーニン グ型科目数の合計は3, 631科目
と なり 、 昨年度に引き 続き 、 学部平均120科目以
上を 上回っ た。

・ 開講を 推進し た事例と し て、 国際教養学部で
は、 専門基礎科目（ 俯瞰科目、 スキル形成科目）
及び専門科目（ フ ィ ールド 科目） においてグルー
プ学習やPBL等のアク ティ ブ・ ラ ーニン グを 多く
展開し 、 アク ティ ブ・ ラ ーニン グ型科目の拡充を
推進し た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 倫理観、 コ ミ ュ ニケー
ショ ン 能力や問題解決能力を
高める ため、 アク ティ ブ・
ラ ーニン グ型の科目を 全学で
120科目以上設定し 、 基礎
的・ 汎用的能力の向上に資す
る 教育活動を 実施する 。

○アク ティ ブ・ ラ ーニン グ型科目の実施状況
・ 倫理観、 コ ミ ュ ニケーショ ン 能力や問題解決能力を 高め
る ため、 アク ティ ブ・ ラ ーニン グ型科目の類型を 検討し 、
作成。 アク ティ ブ・ ラ ーニン グ型科目の類型化を 毎年、 各
学部に依頼し ており 、 令和３ 年度はアク ティ ブ・ ラ ーニン
グ型科目に該当する 科目を 学部平均120科目以上開講。

Ⅲ Ⅲ

◆ 各学部は、 教養教育と 専
門教育と の有機的な統合及び
学位授与の方針と 授業科目の
関係がわかり やすく 可視化さ
れたも のと なる よ う 、 カ リ
キュ ラ ムツ リ ー、 カ リ キュ ラ
ムマッ プ、 コ ース・ ナン バリ
ン グの見直し を 継続し て行
う 。
　 また、 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会は、 2
年目と なる 普遍教育改革の計
画に従い、 授業科目の開講を
進める 。

1 ○全学的な教育改革方針の策定
・ 全学的な教育改革方針と し て、 平成28年10月に「 次世代
型人材育成計画（ Gar net  Pl an） 」 を 策定。 平成30年度の
国際未来教育基幹の再編に伴い、 同計画を 一部改訂。

・ さ ら に、 国際教養学部を 中心に成果を 上げてき ている グ
ロ ーバル人材育成戦略を 更に拡大展開する プラ ン と し て、
平成30年度に国立総合大学初と なる 「 全員留学」 を 柱と し
た「 千葉大学グロ ーバル人材育成“ ENGI NE” 」 を 策定し 、
新たに令和２ 年度から 実施。

○学際性を 有する 地域科目２ 単位と 国際性を 有する 国際科
目２ 単位の必修化
・ 「 千葉大学グロ ーバル人材育成“ ENGI NE” 」 に基づき 、
グロ ーバル社会で活躍する ための素養を 身につける ための
国際科目、 地域再生の知識、 実践力を 身につける ための地
域科目について、 令和２ 年度から それぞれ２ 単位を 必修
化。

○カ リ キュ ラ ムツ リ ー等を 利用し 体系的な学士課程教育の
提供
・ 各学部において、 授業計画等の策定に合わせて、 毎年度
コ ース・ ナン バリ ン グ及びカ リ キュ ラ ムツ リ ーの見直し を
実施。

◆　 全学的な教育改革方針を
策定し た上で、 学際性・ 国際
性等を 涵養する 教養教育の方
針を 明確化し 、 学際性を 有す
る 地域科目2単位と 国際性を
有する 国際日本学2単位を 必
修科目と する 。 それと と も
に、 コ ース・ ナン バリ ン グや
カ リ キュ ラ ムツ リ ーを 利用し
て、 教養教育と 専門教育が有
機的に統合し た体系的な学士
課程教育を 提供する 。

・ 教育企画課から 各学部・ 研究科（ 学府） ・ 学位
プロ グラ ムに、 来年度の授業計画等の策定に合わ
せて、 カ リ キュ ラ ムツ リ ー、 カ リ キュ ラ ムマッ
プ、 及びコ ース・ ナン バリ ン グの更新を 依頼し 、
各学部・ 研究科（ 学府） ・ 学位プロ グラ ムは、 来
年度の授業計画に基づき 、 更新作業を 実施し た。

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会は引き 続き 、 学際性を 有す
る 地域科目２ 単位と 国際性を 有する 国際科目２ 単
位の必修科目について、 予定どおり 、 e-l ear ni ng
形式によ り 開講し た。
　 「 留学学（ １ ） 」 （ 受講者数： 118名）
　 「 留学学（ ２ ） 」 （ 受講者数： 211名）
　 「 留学学（ ３ ） 」 （ 受講者数： 121名）
　 「 ホリ スティ ッ ク 地域学入門（ １ ） 」 （ 受講者
数： 144名）
　 「 ホリ スティ ッ ク 地域学入門（ ２ ） 」 （ 受講者
数： 339名）

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

○多彩な教育プロ グラ ムによ る 世界の多様な文化への理解
を 涵養する 機会の提供外国語コ ミ ュ ニケーショ ン 能力の育
成
・ 普遍教育改革に伴い新たに構成し たコ ミ ュ ニケーショ ン
英語及び学術英語について、 8科目を 新たに開設し 、 原則
う ち 6単位の履修を 必修化。

・ 普遍教育科目における 国際日本学の科目数は、 担当する
教員の異動に伴う 科目の見直し 行い、 令和元年度423科目
を 実施（ 平成28年度と 比較し て71科目増加） 。

・ イ ン グリ ッ シュ コ ミ ュ ニケーショ ン 科目は、 令和元年度
80科目を 実施。 （ 平成28年度と 比較し て16科目増加）

○６ タ ーム制の導入
・ 留学、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ ア等、 学生の多様
な社会体験の機会を 確保し 、 自主的で主体的な学びを 促す
ため、 平成28年度に６ タ ーム制を 全学的に導入し 、 学事暦
を 柔軟化。

・ 国立大学法人評価委員会から は次のと おり 高評価。 （ 平
成28年度評価結果 教育研究の質の向上）
「 留学、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ ア等、 学生の多様
な社会体験の機会を 確保し 、 自主的で主体的な学びを 促す
ため、 ６ タ ーム制を 全学的に導入する と と も に、 シラ バス
の英語化を 推進する など、 学生の留学促進や外国人留学生
の受入れのための環境整備を 進めている 。 」

◆ グロ ーバル化に対応し 得
る 資質を 養成する ために、 バ
ラ ン スの取れた外国語コ ミ ュ
ニケーショ ン 能力の育成を 重
視する 。 また、 世界の多様な
文化への理解を 涵養する 機会
を 保証する こ と によ り 、 平成
33年度までに留学する 学生年
間900名を 確保する 。 そのた
めに、 学事暦の柔軟化の措置
を 実施し 、 海外の高等教育機
関と の教育交流に向けた体制
を 整備する 。

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会は、 普遍教育教養展開科目
と し て開講する コ ミ ュ ニケーショ ン リ テラ シー能
力を 高める 科目群に加え、 普遍教育改革に伴い新
たに構成し たコ ミ ュ ニケーショ ン 英語及び学術英
語について、 改革２ 年目の授業計画に従い、 必修
科目と し て、 予定どおり 以下の科目を 開講し た。
「 I nt er act i on」 、 「 Pr esent at i on」 、
「 Di scussi on」 、 「 Wr i t i ng」 、 「 CALL」 、
「 Cr i t i cal  Thi nki ng i n Engl i sh」 、 「 Engl i sh
f or  Speci f i c Fi el ds」 、 「 CALL２ 」

・ 学部における 開講の状況と し て、 法政経学部で
は、 学術英語に係る 演習科目等を 引き 続き 開講す
る と と も に、 令和３ 年度から ２ 年次学生対象の
「 社会科学英語」 を 開講し たほか、 理学部では、
専門英語科目と し て「 地球科学英語」 「 化学・ 生
物英語」 「 生物学論文演習」 に加え、 令和３ 年度
から 「 物理英語」 を 開講し 、 令和４ 年度から は
「 数理英語」 の開講を 予定し ており 、 計画的な科
目の拡充を 進めている 。

・ 今般のコ ロ ナ禍によ り ， 昨年度に引き 続き 、 原
則と し て全ての海外留学プロ グラ ムの実施を 中止
する と と も に、 個別の研究交流や学会参加等のた
めの学生の海外渡航も 自粛を 要請し ている 。 ただ
し 、 ６ 月中旬に発出さ れた文科省から の周知に基
づき 、 今夏24名の学生が、 ９ か月以上の渡航を 伴
う 交換留学に出発し た。 また、 ２ 月に発出さ れた
文科省から の周知に基づき 、 ９ か月未満の渡航を
含む交換留学に５ 名が出発し た。 いずれの場合
も 、 本学で定めた「 コ ロ ナ禍における 海外留学実
施の判断基準」 を 満たすこ と が確認でき た場合に
ついて、 十分に事前の危機管理指導を 行っ たう え
で渡航を 認めた。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
国際教育セン
タ ー
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○高度専門職業人育成のための教育課程の充実
・ 高度専門職業人と し ての基盤的な学力を 充実さ せる と と
も に、 その基礎の上に、 幅広い視野と 高度な専門的知識・
技能を 修得でき る 教育課程を 提供する こ と を 目的と し 、 各
研究科・ 学府において策定し たカ リ キュ ラ ムの構成を コ ー
スナン バリ ン グに反映さ せたう えで、 カ リ キュ ラ ムツ リ ー
と し て作成し 、 毎年度見直し を 実施。

○大学院共通教育の実施
・ 学際的で幅広い視野に立っ た学識を 修得する ため、 新た
に大学院共通教育を 開設し 、 平成30年度の試行を 経て、 令
和元年度から 本格的に実施。
令和３ 年度は、 大学院共通教育科目と し て41科目を 開設。

○大学院先進科学プロ グラ ムの実施
・ 平成29年度に設置さ れた融合理工学府に、 前期後期一貫
の特別プロ グラ ムと し て大学院先進科学プロ グラ ムを 開
設。

◆ 修士課程（ 博士前期課
程） では、 高度専門職業人と
し ての基盤的な学力を 充実さ
せる と と も に、 その基礎の上
に、 幅広い視野と 高度な専門
的知識・ 技能を 修得でき る 教
育課程を 提供する 。 また、 学
内を 三領域「 生命科学系」 、
「 理工系」 、 「 文系」 に大別
し て、 共通教育やチーム教育
を 実施する 。 特に理工系で
は、 理学系・ 工学系・ 融合科
学系が統合し た理工統合型の
専攻において、 イ ノ ベーショ
ン 教育を はじ め、 独創的な研
究活動に資する ための一貫し
た教育課程を 構築する 。

・ 教育企画課から 各研究科（ 学府） ・ 学位プロ グ
ラ ムに対し 、 カ リ キュ ラ ムツ リ ーの更新を 依頼
し 、 各研究科（ 学府） ・ 学位プロ グラ ムは、 来年
度の授業計画に基づき 、 更新作業を 実施し た。

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー大学院共通教育運営部会は、 令和３ 年度にお
ける 大学院共通教育科目について、 数理・ データ
サイ エン ス関連科目及び、 チーム教育の要素を 含
む科目の新規開講を 進め、 昨年度よ り も 10科目多
い、 41科目を 開講し 、 延べ984名が受講し た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

◆ 各研究科（ 学府） は、 修
士課程（ 博士前期課程） のカ
リ キュ ラ ムを 見直し 、 授業科
目の変更等に合わせてカ リ
キュ ラ ムツ リ ーの見直し を 継
続し て行う 。

また、 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー大学院共通教育運営部会
は、 チーム教育の要素を 持つ
科目の開講を 含め、 大学院共
通教育を 着実に実施する 。

5

◆ バラ ン スの取れた外国語
コ ミ ュ ニケーショ ン 能力を 育
成する ため、 国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会は、 2
年目と なる 普遍教育改革の計
画に従い、 新たに構成し たコ
ミ ュ ニケーショ ン 英語及び学
術英語について、 開講を 進め
る 。

また、 各学部、 研究科（ 学
府） は、 英語教育改革に伴う
全員留学の大学方針に則り 、
ギャ ッ プタ ームなどを 活用し
ながら 、 学生の円滑な留学を
推進する 。

4



計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ◆　 各研究科（ 学府） は、 博
士課程（ 博士後期課程） のカ
リ キュ ラ ムを 見直し 、 授業科
目の変更等に合わせてカ リ
キュ ラ ムツ リ ーの見直し を 継
続し て行う 。
　 また、 各研究科（ 学府）
は、 ダブル・ ディ グリ ー・ プ
ロ グラ ムの拡大に努める 。

6 ○多様なキャ リ アパスに対応し た教育課程の充実
・ 高度専門職業人と し ての基盤的な学力を 充実さ せる と と
も に、 その基礎の上に、 幅広い視野と 高度な専門的知識・
技能を 修得でき る 教育課程を 提供する こ と を 目的と し 、 各
研究科・ 学府において策定し たカ リ キュ ラ ムの構成を コ ー
スナン バリ ン グに反映さ せたう えで、 カ リ キュ ラ ムツ リ ー
と し て作成し 、 毎年度見直し を 実施。

○大学の枠を 超えた世界水準の学位プロ グラ ム
・ 実社会への回路を 持たないと 思われてき た人文知の応用
的展開を 行う ため、 文化的想像力や感性の探求から 社会実
装を 目指す「 アジアユーラ シア・ グロ ーバルリ ーダー養成
のための臨床人文学教育プロ グラ ム」 、 世界を 先導する 革
新医療創生のイ ノ ベータ ーを 輩出する 「 革新医療創生
CHI BA卓越大学院」 の２ 件が令和元年度文部科学省「 卓越
大学院プロ グラ ム」 に採択。 特に、 「 アジアユーラ シア・
グロ ーバルリ ーダー養成のための臨床人文学教育プロ グラ
ム」 は全国の人文系で唯一の採択。 それぞれ大学院全体の
改革につながる よ う な優れた提案である こ と が高く 評価さ
れている 。

○グロ ーバルな教育課程の提供
・ ダブル・ ディ グリ ー・ プロ グラ ムの多く は唯一随一の園
芸学部と 工学部デザイ ン コ ースであり 、 本学の特色ある 教
育プロ グラ ムを 先導。

・ 人文公共学府においては、 初めてのダブル・ ディ グ
リ ー・ プロ グラ ムを 令和元年度から 開始。 本プロ グラ ムに
基づく 入試を 初めて実施し 、 10月に１ 名入学。

・ 医学薬学府では、 令和元年度、 卓越大学院プロ グラ ムに
医学薬学府が中心と なっ て組織し た「 革新医療創生CHI BA
卓越大学院」 が採択さ れ、 海外の一流大学と ダブル・ ディ
グリ ー・ プロ グラ ムの実施に向けて、 米国カ リ フ ォ ルニア
大学サン ディ エゴ校（ UCSD） と 協働で大学院教育の
I mmunol ogy Pr ogr amを 組織化し 、 南カ リ フ ォ ルニア大学や
ト ロ ン ト 大学と ダブル・ ディ グリ ープロ グラ ムの構築と 開
始に向けて協議。

◆　 博士課程（ 博士後期課
程） では、 優れた研究者を は
じ めと する 社会の指導的立場
に立つ人材を 育成する ため、
多様なキャ リ アパスに対応し
た教育課程を 提供する と と も
に、 大学の枠を 超えた世界水
準の学位プロ グラ ムを 構築す
る 。 大学院課程教育において
は、 ダブル・ ディ グリ ー・ プ
ロ グラ ム、 ジョ イ ン ト ・ ディ
グリ ー・ プロ グラ ムを 拡大
し 、 グロ ーバルな教育課程を
提供する 。

・ 教育企画課から 各研究科（ 学府） ・ 学位プロ グ
ラ ムに対し 、 カ リ キュ ラ ムツ リ ーの更新を 依頼
し 、 各研究科（ 学府） ・ 学位プロ グラ ムは、 来年
度の授業計画に基づき 、 更新作業を 実施し た。

・ 大学院教育委員会にて、 各研究科（ 学府） にて
実施し ている ダブル・ ディ グリ ープロ グラ ムの実
施状況について、 全学的に共有し 、 各研究科（ 学
府） における ダブル・ ディ グリ ープロ グラ ムの拡
大を 促し た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ◆　 専門職学位課程では、 法
科大学院において、 司法試験
の合格状況や入学者選抜状況
等を 考慮に入れ、 学士課程教
育と の密接な連携によ る 法曹
養成教育プロ グラ ムの実施
や、 き め細やかなケアによ る
学修支援制度の構築によ っ て
よ り 充実し た教育活動を 行
う 。
　 また、 教職大学院を 設置
し 、 こ れまでの教職教育と グ
ロ ーバル関連教育プロ グラ ム
を 組み入れた教育課程を 提供
する 。

○法曹養成教育プロ グラ ムの実践と 学生の特性に応じ た学
修支援
・ 早期から 優秀な学生を 教育し 、 早期卒業に法科大学院へ
の入試が可能と なる 「 法学特進プロ グラ ム」 （ 法学コ ー
ス） を 法政経学部で開始（ 毎年度15名程度） 。

・ 女性学生の安全・ 安心な学修環境を 確保する ため、 住居
費の支援を 実施。

・ 法学未修者に対し ては、 本研究科修了弁護士を チュ ー
タ ーと し て配置し 、 月に１ 回程度２ 時間の学修支援時間を
設ける チュ ータ ー制度を 実施。

・ 「 法曹コ ース」 に関し て、 令和元年６ 月に学部法科大学
院連携法が成立し 、 明治学院大学、 鹿児島大学と 協定を 締
結。

・ 令和２ 年度から 法政経学部において「 法曹コ ース・ プロ
グラ ム」 を 導入。

・ 女性学生への支援と し て、 本研究科では、 女性
学生に対し て安全・ 安心な学修環境を 確保する た
め、 従来よ り 、 住居費の支援を 実施する も のと し
ており 、 令和３ 年度は、 申請のあっ た者５ 名全員
への住居費支援を 実施し た。 また、 実務基礎科目
である 「 エク スタ ーン シッ プ」 は、 法律事務所に
おける 実習の機会を 確保する 授業科目であり 、 千
葉県弁護士会会員弁護士が非常勤講師と し て担当
する も のである と こ ろ 、 女性学生の実習を 担当す
る 弁護士には女性弁護士を 配置し ている 。 また、
法学未修者に対する チュ ート リ アル（ 後述） や、
２ 、 ３ 年生向けのフ ェ ロ ー（ 後述） においても 、
女性のいる グループには可能な限り 女性弁護士を
配置する こ と で、 学生の特性に応じ た指導が可能
と なる よ う にし ただけではなく 、 女性学生にと っ
てのロ ールモデルを 提供でき る よ う に配慮し た。
「 未修者教育プロ グラ ム」 は令和元年度に構築し
たも のである が、 こ れを 本年度も 継続実施し た。
具体的には、 未修１ 年次向けの授業科目と し て
「 法学学習ガイ ド 」 （ １ 単位） を 開講し （ 研究者
教員と 実務家教員が共同担当） 、 同授業と チュ ー
ト リ アルと の連携の強化を 図り 、 また、 令和２ 年
度から 、 ３ 年コ ース（ 未修者コ ース） １ 年生の共
通到達度確認試験受験が必須と さ れたこ と に伴
い、 受験料等について所要の支援策を 講じ たほ
か、 同試験の成績が進級要件に反映さ れる よ う 改
定し たカ リ キュ ラ ムを 実施し た。 さ ら に、 平成30
年度よ り 実務家教員（ 弁護士） によ る 入門的授業
（ 合計３ 単位） を 新たな１ 年次授業科目と し て開
講し てき たが、 同教員が令和２ 年度に退職し た後
の令和３ 年度は、 同旨の授業を ４ 単位に増強し た
こ と 、 従来に引き 続き 、 本研究科修了弁護士を
チュ ータ ーと し て配置し 、 月に１ 回程度２ 時間の
学修支援時間を 設ける チュ ータ ー制度を 実施し た
こ と （ 令和３ 年度前期においては、 チュ ータ ー３
名が各４ 回、 計10回（ う ち ２ 回は２ 名合同） の授
業を 、 同後期においては、 同３ 名が各５ 回、 計10
回（ う ち ５ 回は２ 名合同） の授業を 、 それぞれ実
施し た） 。
　 その他、 法学未修者が、 入学前から 法科大学院
進学時に必要な知識を 得ら れる よ う 、 令和元年度
よ り 「 入学前オリ エン テーショ ン 」 （ ３ 月に実
施） を 、 令和２ 年度よ り 「 入学前学習相談会」
（ １ 月に実施） を 、 それぞれ実施し ており 、 こ れ
ら を 本年度も 内容を 充実さ せて実施し た。 その
他、 ２ 、 ３ 年生に対し ては、 本研究科修了弁護士
を フ ェ ロ ーと し て任用し 、 起案演習等修学の援助
を 行っ ている ほか、 原級留置を し た２ 年生に対し
ては、 チュ ート リ アルを 実施し それぞれの学修の
進度に応じ た対応を 行っ ている 。 以上の各措置に
よ り 、 個々の学生の特性に応じ た学修支援が十分
に推進さ れている 。

・ 本研究科は、 令和２ 年１ 月に、 本学法政経学
部、 鹿児島大学法文学部及び明治学院大学法学部
と 法曹養成連携協定を 締結し 、 同年３ 月に文部科
学大臣の認定を 受けた。 同協定に基づき 、 令和２
年度から 各学部に法曹コ ース（ 本学法政経学部の
場合、 学内規程上は「 法曹コ ース・ プロ グラ
ム」 ） が設置さ れており 、 本研究科と 連携先各学
部は教育課程連携協議会を 合同設置する こ と で連
絡を 密にする と と も に、 本研究科教員が、 と り わ
け本学法政経学部法曹コ ースの授業を 数多く 担当
する こ と で 連携を 強化し た 上記各連携協定に

専門法務研究科7 ◆　 法科大学院において、 女
性学生への支援や法学未修者
のために令和元年度に導入し
た共通到達度確認試験を 含む
「 未修者教育プロ グラ ム」 を
実施する 等、 個々の学生の特
性に応じ た学修支援を 推進す
る と と も に当該取組の効果の
検証を 行う 。
　 また、 連携先の各学部の
「 法曹コ ース」 と の連携を 強
化する と と も に、 法曹コ ース
学生のための特別選抜入試を
適切に実施する 。
　 さ ら に、 教育学研究科高度
教職実践専攻（ 教職大学院）
において、 認証評価結果を 踏
まえ、 学級経営・ 学校経営及
び生徒指導・ 教育相談のミ ド
ルリ ーダーの養成のための教
職教育の充実を よ り 一層推進
し 、 その効果検証を 行う 。
　 加えて、 グロ ーバルマイ ン
ド を 持っ た教員を 養成する た
めのグロ ーバル対応リ ーダー
プロ グラ ムを さ ら に充実さ
せ、 その効果を 検証し 、 必要
な見直し を 行う 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

教育学研究科 ・ スク ールマネジメ ン ト 分野においては、 地域連
携に関わる 科目等、 新規開設科目も 開講し 、 更な
る 充実を 図っ た。

・ 「 ミ ド ルリ ーダー養成特別演習」 では、 多様な
ト ッ プリ ーダを 招聘する 連続講座を 行っ ている
が、 地域のリ ーダ養成の観点から 、 修了生の参加
も 許可し ている 。 同演習については、 受講者への
アン ケート 調査によ っ て、 その効果を 検証し てお
り 、 良好な結果を 得た。

・ グロ ーバル対応リ ーダープロ グラ ムは、 コ ロ ナ
禍の下、 海外での演習に制約がある 中、 講義・ 演
習における 指導を よ り 充実さ せる こ と で、 質の担
保を 行っ た。

Ⅲ Ⅲ ○教職大学院の設置
・ 平成28年度に教育学研究科に高度教職実践専攻（ 教職大
学院） を 設置。 実践的な指導力・ 展開力を 備え、 新し い学
校づく り の有力な一員と なり う る 新人教員を 養成、 学校経
営や生徒指導等の高度な専門的知識を 体系的に学びリ ー
ダーと し て活躍でき る 教員を 養成。
・ 日本に住む外国籍の児童生徒に対する 指導法を 学ぶ「 グ
ロ ーバル対応リ ーダープロ グラ ム」 を 実施し 、 フ ィ リ ピ ン
において英語によ る 道徳授業を 実践。
・ 認証評価結果を 踏まえ、 学級経営・ 学校経営及び生徒指
導・ 教育相談のミ ド ルリ ーダーの養成のための教職教育の
充実を よ り 一層推進。

Ⅲ Ⅲ

　

　

　

する こ と で、 連携を 強化し た。 上記各連携協定に
おいては、 本研究科の令和４ 年度入学者選抜か
ら 、 各連携大学法曹コ ース修了予定者向けの特別
選抜枠での入学者選抜（ ５ 年一貫型教育選抜） を
実施する こ と と さ れており （ 募集人員６ 人） 、 第
１ 回の同入学者選抜（ 令和３ 年９ 月に実施） は４
名の法曹コ ース修了予定者が受験し （ 第１ 回の受
験資格を 有する のは法曹コ ース３ 年生のみである
ため、 受験者数は募集人員よ り も 少人数と な
る ） 、 全員が合格し た。 合格発表後は、 こ れら ４
名に対し 、 Web会議システムを 用いて入学前指導
を 行っ ている 。

　

　

　

　

7



計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

9 ◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 全学教育セン タ ー大学
院共通教育運営部会は、 チー
ム教育の要素を 持つ科目の開
講を 含め、 大学院共通教育を
着実に実施する 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

計画No. 5で確認 ◆　 大学院課程教育における
高度な教養教育の方針を 、 イ
ノ ベーショ ン と グロ ーバル化
の観点よ り 策定、 明確化し 、
高度教養教育を 実施する 。

○大学院課程における 高度教養教育の実施
・ 学際的で幅広い視野に立っ た学識を 修得する ために新た
に大学院共通教育を 開設し 、 平成30年度の試行を 経て、 令
和元年度から 本格的に実施。
令和３ 年度は、 大学院共通教育科目と し て41科目を 開設。

Ⅲ Ⅲ

○英語によ る 教育コ ースの拡充
・ 英語科目、 英語によ る 教育コ ースの拡充を 図り 、 令和３
年度は、 英語科目813科目を 開設する と と も に、 英語によ
る 教育コ ースを 40コ ースを 設置。

・ 大学院共通教育科目と し て、 「 アカ デミ ッ ク ・ リ スニン
グ」 、 「 アカ デミ ッ ク ・ ラ イ ティ ン グ」 「 アカ デミ ッ ク ・
プレ ゼン テーショ ン 」 の３ 科目を 開設。

・ 卓越大学院プロ グラ ム「 アジアユーラ シア・ グーバル
リ ーダー養成のための臨床人文学教育プロ グラ ム」 では、
英語ないし 中国語・ ロ シア語などの外国言語を 積極的に用
いた実践的な英語によ る 教育コ ースを 設置。

○海外の高等教育機関と の教育交流の推進
・ 学生の留学ト レ ーニン グスタ ジオ、 協定校の学生向けコ
ン テン ツ の実施スペースと し て、 マヒ ド ン 大学イ ン タ ーナ
ショ ナルカ レ ッ ジ（ MUI C） 内に「 千葉大学バン コ ク ・ キャ
ン パス」 を 開設。
留学初心者向け体験型留学プロ グラ ムを 実施する など、 国
際教育拠点と し ても 活用。

・ 毎年、 国際交流公募事業「 交流協定校と の海外共同学習
プロ グラ ム」 において、 各部局から 申請のあっ たプロ グラ
ムに対し て支援を 実施。
また、 ４ か国の協定校と 連携し た海外ビ ギナーズの学生を
対象と し た留学プロ グラ ム（ BOOT） を 夏季及び冬季に実
施。

○６ タ ーム制の導入
・ 留学、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ ア等、 学生の多様
な社会体験の機会を 確保し 、 自主的で主体的な学びを 促す
ため、 平成28年度に６ タ ーム制を 全学的に導入し 、 学事暦
を 柔軟化。

・ 国立大学法人評価委員会から は次のと おり 高評価。 （ 平
成28年度評価結果 教育研究の質の向上）
「 留学、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ ア等、 学生の多様
な社会体験の機会を 確保し 、 自主的で主体的な学びを 促す
ため、 ６ タ ーム制を 全学的に導入する と と も に、 シラ バス
の英語化を 推進する など、 学生の留学促進や外国人留学生
の受入れのための環境整備を 進めている 。 」

◆　 グロ ーバル化に対応し 得
る 資質を 養成する ために、 英
語によ る 教育コ ースを 拡充
し 、 20コ ース以上設置する 。
また、 英語等によ る 授業の実
施、 異文化理解に関する カ リ
キュ ラ ムの充実、 海外の高等
教育機関と の教育交流の推
進、 学事暦の柔軟化等、 必要
な措置を 実施する 。

・ 国際企画課における 英語授業科目数調べの結
果、 令和３ 年度の大学院課程の英語によ る 授業科
目数は813科目の開講と なっ ており 、 令和２ 年度
と 比較し 23科目増の開講と なっ た。 また、 英語に
よ る 教育コ ース数については、 令和３ 年度は40
コ ースと なっ た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

◆　 各研究科（ 学府） は、 大
学院課程における 英語によ る
授業数の増加及び英語によ る
教育コ ースの拡充に向けた取
組を 行う と と も に、 新型コ ロ
ナウイ ルス感染症の拡大状況
を 見極めつつ、 海外の高等教
育機関と の交流を 進める 。
　 また、 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト 国際教育セン
タ ー及び各学部、 研究科（ 学
府） は、 海外の高等教育機関
と の交流プロ グラ ムの開発を
行い、 教育交流を 更に推進す
る 。

8
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
入試セン タ ー

・ 各学部の入学者受入れ方針と 当該学部で実施す
る 各選抜方法と の整合性の検証依頼を ７ 月に行
い、 ９ 月末に各学部における 検証結果が提出さ れ
た。 検証結果から 、 一部の学部・ 選抜において検
討の余地がある 事項も 見受けら れたが継続検証と
する も のであり 、 全般的には各学部と も 入学者受
入れ方針に沿っ て概ね実施でき ている こ と を 、 国
際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 入試セン タ ー入学者
選抜専門委員会委員長と も 確認し た。

Ⅲ Ⅲ ○入学者受入れの方針、 教育課程編成・ 実施の方針、 学位
授与の方針の継続的な見直し
・ 学校教育法に係る 省令の公布、 ガイ ド ラ イ ン の公表に合
わせて全学的に必要な見直し を 実施。

・ 令和元年度にENGI NEプロ グラ ムの実施に伴う 全学の「 学
位授与の方針」 及び「 教育課程編成・ 実施の方針」 につい
て見直し を 実施。

・ 毎年度、 各学部に入学者受入れの方針と 選抜方法と の整
合性の検証を 依頼し 、 当該検証結果について国際未来教育
基幹キャ ビ ネッ ト 入試セン タ ー入学者選抜専門委員会で確
認、 必要に応じ て助言等を 実施。

Ⅲ Ⅲ

国際未来教育基
幹

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

10 ◆　 教学改善を 自律的・ 継続
的に行う ため構築し たPDCAサ
イ ク ルを 継続的に機能さ せ、
全学的教学マネジメ ン ト 体制
の更なる 実質化を 図る と と も
に、 「 次世代型人材育成計画
（ Gar net  Pl an） 」 を 必要に
応じ て見直し 、 教育改善の更
なる 推進を 図る 。
　 また、 入学者受入れの方
針、 教育課程編成・ 実施の方
針及び学位授与の方針につい
て、 関連性や一貫性が確保さ
れる よ う 、 必要な見直し を 行
う 。

◆　 学位の国際通用性を 確保
する ため、 国内外の専門家の
意見を 取り 入れて、 教育実践
手法の改善を 行い、 次世代型
人材を 育成する 全学的なマネ
ジメ ン ト 体制を 構築する 。
 さ ら に、 入学者受入方針、
教育課程の編成・ 実施の方
針、 学位授与の方針を 一体的
なも のと し て継続的に見直
す。

○国際未来教育基幹の創設及び再編
・ 平成28年度に全学的な教学マネジメ ン ト 体制の見直し を
行い、 高等教育研究機構を 企画部門、 国際未来教育基幹を
実施部門と 役割を 明確化。

・ 平成29年度に学長のリ ーダーシッ プによ り 、 迅速かつ円
滑な全学教育マネジメ ン ト 体制を 機能強化し 、 内部質保証
システムを 構築する ため、 高等教育研究機構を 廃止し 、 国
際未来教育基幹に統合・ 再編を 決定。

・ 平成30年度に内部質保証システムを 構築する ため、 「 全
学の教育評価に関する 方針」 を 策定。

・ 令和元年度に「 全学の教育評価に関する 方針」 に基づ
き 、 国際未来教育基幹の各セン タ ーにおける 自己点検・ 中
間評価及び国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト における 外部評
価を 実施。

・ 国の動向や、 ENGI NE等の大学の方針等の状況に沿っ て見
直し たアク ショ ン プラ ン に基づいた教育改革を 推進する と
と も に、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対応する ため、 メ
ディ ア授業と メ ディ ア授業実施に係る 学生・ 教職員へのサ
ポート 、 オン ラ イ ン 留学プロ グラ ムを 活用し た留学、 学生
相談の充実等を 実施。

・ 令和３ 年度に教育改善の推進を 促進する ため、 国際未来
教育基幹の機能強化・ 発展のため基幹再編の検討を 行い、
第４ 期目標期間に向けた新体制新たな「 千葉大学次世代人
材育成計画」 を 策定。

・ 「 国際未来教育基幹における 全学の教育評価に
係る 指針」 に基づき 実施し た「 次世代型人材育成
計画アク ショ ン プラ ン の進捗状況に係る 中間評価
（ 自己点検・ 評価及び外部評価） の結果等を 踏ま
え、 国の動向や、 ENGI NE等の大学の方針等の状況
に沿っ て見直し たアク ショ ン プラ ン に基づき 、 普
遍教育及び学部専門教育における 新し い英語カ リ
キュ ラ ムの実施、 数理・ データ サイ エン ス教育の
実施と 文部科学省から のプロ グラ ム認定、 オン ラ
イ ン 留学プロ グラ ムの活用によ る 全員留学の実
施、 大学院共通教育英語科目の拡充等の教育改善
を 実施し ている 。

・ 令和元年度にENGI NEプロ グラ ムの実施に伴い、
「 学位授与の方針」 及び「 教育課程編成・ 実施の
方針」 について全学的な見直し を 行っ ており 、
「 教育課程編成・ 実施の方針」 については、 学習
成果の評価の方針を 含める こ と と し 、 合わせて各
学部、 研究科（ 学府） 、 学位プロ グラ ムにおいて
「 学位授与の方針」 及び「 教育課程編成・ 実施の
方針」 の見直し を 行っ た。

9



計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会にて、 地域科目及び教養展
開科目（ キャ リ アを 育てる ） における 、 プロ ジェ
ク ト ・ ベースド ・ ラ ーニン グ、 イ ン タ ーン シッ
プ、 ボラ ン ティ ア、 フ ィ ールド ワーク と いっ た、
実践的かつ体験型の科目の拡大を 推進し 、 令和３
年度は、 79科目を 開講し た。

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会にて所管する 普遍教育教養
展開科目と し て、 「 実務家によ る キャ リ ア・ デザ
イ ン 入門」 「 地方創生の実務現場」 「 地域で仕事
を おこ す・ 入門篇」 等の科目を 開講し た。 また、
国際教養学部において、 地域PBL型実習、 持続的
地域貢献活動実習、 フ ィ ールド ・ スタ ディ 等にお
いて、 学外企業・ 団体等と 連携し た教育プロ グラ
ムを 実施し ており 、 社会と の接続を 意識し た実習
内容と なっ ている 。

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会にて、 普遍教育科目におけ
る 、 プロ ジェ ク ト ・ ベースド ・ ラ ーニン グ、 イ ン
タ ーン シッ プ、 ボラ ン ティ ア、 フ ィ ールド ワーク
と いっ た、 実践的かつ体験型の科目を 拡大し 、 令
和３ 年度は79科目を 開講し た。 また、 国際教養学
部においては、 、 キャ リ ア関連科目「 未来のかた
ち と キャ リ アデザイ ン 」 、 I CTを 利用し たオン ラ
イ ン 国際協働学習科目「 Di sast er  
Pr epar edness」 「 国際教養学研修プロ グラ ム」 を
開講し た。 文学部においては、 イ ン タ ーン シッ プ
科目「 人文学地域イ ン タ ーン シッ プ」 を 開講し 、
企業や地方自治体のイ ン タ ーン シッ プへの参加を
促し ている こ と に加え、 社会の様々な企業や団体
で働く ゲスト スピ ーカ ーを 招き 、 現場での体験を
語っ ても ら う キャ リ ア科目「 現代社会で働く こ
と 」 を 継続的に開講し ており 、 LMSを 利用し たメ
ディ ア授業で開講し た。

・ 社会人等を 対象に、 体系的な知識・ 技術等の習
得を 目的と し た教育プロ グラ ムの実施と し て、 本
年度は、 全学と し て以下の履修証明プロ グラ ムを
実施し た。
　 ・ 園芸技術者養成プロ グラ ム（ 10名）
　 ・ 病院経営スペシャ リ スト 養成プロ グラ ム（ 25
名）
　 ・ アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク 教育・ 学修支援専門職
養成プロ グラ ム（ 39名）
　 ・ 多様な農福連携に貢献でき る 人材育成プロ グ
ラ ム（ ７ 名）
　 ・ メ ディ カ ルイ ノ ベーショ ン 戦略プロ グラ ム
（ 32名）

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 全学教育セン タ ー普遍
教育運営部会は、 ボラ ン ティ
アやイ ン タ ーン シッ プ関連科
目、 キャ リ ア教育ポリ シーに
基づく キャ リ ア関連科目の開
講を 行う 。
　 また、 各学部、 研究科（ 学
府） は、 学内外での大学・ 研
究機関・ 企業・ 団体と 連携し
た教育プロ グラ ムを 充実さ せ
る と と も に、 ボラ ン ティ アや
イ ン タ ーン シッ プ、 キャ リ ア
関連科目、 I CTを 利用し た授
業科目の拡充を 進める 。
　 さ ら に、 各学部、 研究科
（ 学府） は、 社会と の接続や
社会人の学び直し を 意識し た
教育課程やプロ グラ ム及び学
習環境の整備・ 充実を 図る 。

11 ○普遍（ 教養） 教育によ る キャ リ ア教育
・ キャ リ ア・ マネジメ ン ト の概念を 導入し た授業科目と し
て、 「 キャ リ ア入門」 、 「 実務家によ る キャ リ ア・ デザイ
ン 入門」 、 「 実務家によ る キャ リ ア・ デザイ ン 演習」 等５
科目を 普遍教育科目において開講。

・ 実践的かつ体験型の科目の拡大を 図る ため、 プロ ジェ ク
ト ・ ベースド ・ ラ ーニン グ、 イ ン タ ーン シッ プ、 ボラ ン
ティ ア、 フ ィ ールド ワーク 等を 含む科目を 普遍教育科目に
おいて79科目開講。

・ 社会人等を 対象に次のよ う な複数の履修証明プロ グラ ム
を 開設。  
園芸技術者養成プロ グラ ム、 病院経営スペシャ リ スト 養成
プロ グラ ム、 地域療養設計管理者養成プロ グラ ム、 アカ デ
ミ ッ ク ・ リ ン ク 教育・ 学修支援専門職養成履修証明プロ グ
ラ ム、 多様な農福連携に貢献でき る 人材育成プロ グラ ム、
臨床医学の献体利用を 推進する 専門人材養成プロ グラ ム、
メ ディ カ ルイ ノ ベーショ ン 戦略プロ グラ ム。

・ アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン タ ーが実施し ている 大学の
教職員を 対象と し た「 専門的な教育・ 学修支援の研修プロ
グラ ム（ ALPS履修証明プロ グラ ム） 」 の修了生３ 名が、 更
に学びを 深める ため、 本学の人文公共学府の教育・ 学修支
援コ ースに進学。

○I CTを 利用し た科目の拡充
・ I CTを 活用し て、 時間や場所にと ら われずに授業を 受講
する こ と が可能と なる スマート ラ ーニン グ（ I CTを 活用し
た双方向個別学修システム） の実施に向け、 基本方針を 策
定。

・ ENGI NEプロ グラ ムの実行及びコ ロ ナ禍の状況変化に対応
する ため、 メ ディ ア授業の実施及び情報環境整備を 推進。

◆　 生涯を 通じ た高度な知識
の習得の場と なる ために、
キャ リ ア・ マネジメ ン ト の概
念を 全学に導入し 、 ボラ ン
ティ アやイ ン タ ーン シッ プ等
の社会と の接続を 意識し た教
育内容を 充実する と と も に、
学び直し と し ての社会人が学
習し やすい教育課程や学習環
境を 整備する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

・ 学部教育委員会及び大学院教育委員会を と おし
て、 教育企画課から 各部局に対し て、 成績評価基
準に従っ た評価及び成績の分布状況の確認につい
て改めて依頼する と と も に、 各学部に対し ては、
成績分布の公開についても 合わせて依頼を 行っ
た。 また、 普遍教育運営部会及び学部教育委員会
において、 普遍教育科目のGPCA及び成績評価割合
について確認を 行っ た。

・ スマート オフ ィ スにおいて、 教員向け・ 学生向
けのメ ディ ア授業サイ ト の整備や問い合わせ対応
及びサポート 等、 学修時間の増加に寄与する メ
ディ ア授業実施・ 受講支援の取組みを 充実さ せ
た。

Ⅲ Ⅲ ○成績評価の厳格化
・ 学部教育委員会及び大学院教育委員会において、 各部局
に対し て成績評価基準に従っ た評価及び成績分布状況の確
認を 実施、 成績分布の公開も 依頼。

・ 普遍教育運営部会及び学部教育委員会において、 普遍教
育科目のGPCA及び成績評価割合を 確認。

・ 学修時間の増加に向けた取り 組みと し て、 Moodl e等の活
用、 シラ バスに授業外学習を 記載する など、 単位の実質化
を 推進。

Ⅳ Ⅳ

○SULAによ る 学修支援の充実
・ 教員と 協力し て高度な学修支援・ 学務指導を 行う
SULA( Super  Uni ver si t y Lear ni ng Admi ni st r at or ) を 平成
28年度に国際教養学部２ 名から 順次拡大、 令和３ 年度にお
いては、 全学的に計50名を 配置。

・ 学生から の問い合わせ対応、 障がい学生支援、 教員と の
協働によ る 履修指導、 留学ガイ ダン スや危機管理講習の開
催等留学に係る 支援等の活動を 各部署において実施。 特
に、 国際教養学部においては、 定期的にオフ ィ スアワーを
設定し 、 学生が相談し やすい環境を 整える ほか、 SULAの業
務補助を 学生が行う 、 学生学修相談員制度“ St udent  
SULA” を 試行的に実施し 、 ピ アサポート によ る 学生目線の
支援ができ る 体制を 構築。

・ 海外ビ ギナーズの学生を 対象と し た留学プロ グラ ム
（ BOOT） を 中心に、 学生の資質や能力に応じ た指導助言を
SULAが担当し 、 留学体験の機会を 支援。

・ 教育関係共同利用拠点と し て認定を 受けた「 アカ デミ ッ
ク ・ リ ン ク 教育・ 学修支援専門職養成プロ グラ ム」 によ る
履修証明プロ グラ ムを 受講する SULAサーティ フ ィ ケート
コ ースを 構築。

・ SULA支援事務室の支援のも と 、 本年度の配置計
画48名よ り ２ 名多い50名のSULAが全学に配置さ れ
ており 、 本年度は7名のSULAを 新たに配置し た
（ 内訳： 学務部教育企画課１ 名、 学務部留学生課
２ 名、 人社系学務課１ 名、 亥鼻地区事務部学務課
１ 名、 松戸地区事務課１ 名、 附属病院総務課１
名） 。 SULAは、 研修と し て「 アカ デミ ッ ク ・ リ ン
ク 教育・ 学修支援専門職養成履修証明プロ グラ
ム」 を 全員が受講し 、 専門性の向上に努める こ と
と し ており 、 本年度は７ 名のSULA任命者が新たに
受講を 開始し ている と こ ろ である 。 また、 先導的
な取組を 全学のSULAで共有する ため、 SULAミ ー
ティ ン グを 11月に開催し た。 さ ら に、 ガルーン 上
のSULA専用スペースによ り 、 業務上の相談等を い
つでも 行う こ と ができ る 体制を 整えている 。 こ の
よ う に全学的なSULAのネッ ト ワーク を 構築する こ
と で、 情報共有に留まら ず各SULAの持つ強みを 相
互に発揮し 、 チームと し て学生支援・ 学修支援を
向上さ せる 枠組みの形成に引き 続き 努めている 。

・ SULAは各部署において学生から の問い合わせに
対応する 等の業務にあたっ ている 。 特に、 国際教
養学部においては、 独自のピ アサポート 制度
“ St udent  SULA” を 今年度も 引き 続き 運営し （ 令
和３ 年度前期７ 名・ 後期９ 名） 、 困難な状況に置
かれた学生に対応する 環境づく り を 行っ た。 学部
生約400名に対し 、 前期中の相談利用者はのべ約
270名、 St udent  SULAによ り 企画さ れたイ ベン ト
への参加人数はのべ約100名と なっ た。 また、
キャ リ アガイ ダン スを 教員と 協働し て企画・ 実施
する 等、 部局の人材育成像を 踏まえた学生の主体
的・ 計画的な学びを 支援する 取組に貢献し た。

・ 国際教養学部で導入し たPor t f ol i umの検証結果
を 踏まえ、 今年度に更新し た新教務システム等の
客観データ を 活用し たシステムの仕様検討を 行っ
た。 今後は年度内にシステムの基本機能の開発を
終え、 検証や学生によ る 試用を 実施する 予定であ
る 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

◆　 学習指導のエキスパート
と なる 、 SULA（ Super  
Uni ver si t y Lear ni ng 
Admi ni st r at or ） を 配置・ 育
成し 、 学生個人の成績データ
を 活用し ながら 、 き め細かな
学生指導を 実施する 。 また、
授業別の成績分布を 公開・ 可
視化する こ と によ り 、 成績評
価の厳格化を 進め、 単位制度
の実質化を 推進する 。

12 ◆　 SULA（ Super  Uni ver si t y 
Lear ni ng Admi ni st r at or ） の
配置・ 育成を 進める と と も
に、 全学的な組織体制によ
り 、 各SULAの活動を 支援す
る 。 各SULAは先導的な取組を
所属部局等において展開し 、
教員等と 協働し てそれぞれの
部局の特性やディ プロ マポリ
シーに則し た学修者の主体的
な学びの支援方策の検討に貢
献する 。
　 また、 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会及び各
学部、 研究科（ 学府） は、 策
定し た成績評価基準に基づく
成績評価の状況について確認
を 行う と と も に、 学士課程に
おける 授業別の成績分布を 公
開し 、 厳格な成績評価を 進
め、 単位制度の実質化を 推進
する 。
　 さ ら に、 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ーは、 ラ ーニン グ
ポート フ ォ リ オの全学展開と
標準化に向け、 活用の充実の
ための利便性・ アク セシビ リ
ティ の向上に取り 組むと と も
に、 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 全学教育セン タ ー普遍
教育運営部会及び各学部、 研
究科（ 学府） は、 学修時間の
増加に向けた各種の取組を 更
に発展さ せる 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 学部学生が進学先の大学院開講科目を 履修可能
と する 先行履修制度を 本格的に開始し 、 全学と し
て年度当初に計画し ていた121科目を 学部生向け
に開放し た結果、 37名の学部生が当該制度を 利用
し た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

◆　 各学部、 研究科（ 学府）
は、 他大学及び学部間・ 研究
科（ 学府） 間の連携実績を 踏
まえて、 学士課程と 修士課程
（ 博士前期課程） の接続など
学部間、 研究科間の連携及び
学内外での大学・ 研究機関・
企業・ 団体と 連携し た教育プ
ロ グラ ムを 着実に実施する 。

13 ○学部間、 研究科（ 学府） 間の連携推進
・ 学部間・ 研究科（ 学府） 間の連携と し て、 学部学生が進
学先の大学院開講科目を 履修可能と する 先行履修制度の構
築を 進め、 令和２ 年度から 実施。

・ 医療系３ 学部（ 医学・ 薬学・ 看護学） と 附属病院が結集
し た亥鼻キャ ン パスの立地を 活かし 、 次世代対応型医療人
を 育成。

・ 学士課程においては、 医療の場では患者中心のチーム医
療が不可欠と いう 観点から 、 2007年度よ り 、 医学部・ 薬学
部・ 看護学部の３ 学部によ る 専門職連携教育「 亥鼻I PE」
を 実施。 平成29年度から は工学部医工学コ ースの学生も 一
部のプロ グラ ムに参加。

○大学や企業と 連携し た教育プロ グラ ムの提供
・ ボラ ン ティ アやイ ン タ ーン シッ プ関連科目と し て、 普遍
教育において、 平成29年度から キャ ン パスラ イ フ と ソ ー
シャ ルラ ーニン グ、 平成30年度から ソ ーシャ ルラ ーニン グ
Ⅰを 開講。

・ 地域を 志向し た全学教育プロ グラ ムに関連する 取組と し
て、 自治体や地元企業と 連携し たPBLや地域活動体験、 イ
ン タ ーン シッ プを 実施。

・ 平成28年度に本学・ 金沢・ 長崎大学の3大学によ る 先進
予防医学共同大学院を 設置、 O次予防から 3次予防までを 包
括し た先進予防医学を 実践でき る 専門家養成を 共同で実
施。

◆　 学士課程と 修士課程（ 博
士前期課程） ・ 専門職学位課
程と の接続、 学部間、 研究科
（ 学府） 間の連携を 推進す
る 。 他大学と の連携の強化に
よ り 、 高度で効率的な教育課
程を 提供する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

15 ◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 全学教育セン タ ー普遍
教育運営部会は、 地域関連科
目等において、 プロ ジェ ク
ト ・ ベースド ・ ラ ーニン グな
どの実践的かつ体験型授業を
継続的に実施する 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会にて所管する 普遍教育科目
において、 プロ ジェ ク ト ・ ベースド ・ ラ ーニン
グ、 イ ン タ ーン シッ プ、 ボラ ン ティ ア、 フ ィ ール
ド ワーク と いっ た、 実践的かつ体験型の科目を 拡
大し 、 令和３ 年度は79科目を 開講し た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 プロ ジェ ク ト ・ ベース
ド ・ ラ ーニン グ、 イ ン タ ーン
シッ プ、 ボラ ン ティ ア、
フ ィ ールド ワーク 等、 実践的
かつ体験型の授業を 教養教育
において30科目以上設置し 、
社会に対し て能動的に関与す
る コ ミ ュ ニケーショ ン 能力を
育成する 。

○実践的かつ体験型授業の充実
・ ボラ ン ティ アやイ ン タ ーン シッ プ関連科目と し て、 普遍
教育において、 平成29年度から キャ ン パスラ イ フ と ソ ー
シャ ルラ ーニン グ、 平成30年度から ソ ーシャ ルラ ーニン グ
Ⅰを 開講。

・ 普遍教育において、 地域科目及び教養展開科目（ キャ リ
アを 育てる ） を 中心と し て、 プロ ジェ ク ト ・ ベースド ・
ラ ーニン グ、 イ ン タ ーン シッ プ、 ボラ ン ティ ア、 フ ィ ール
ド ワーク 等と いっ た、 実践的かつ体験型の科目を 拡大し 、
令和３ 年度には普遍教育科目79科目を 実施。

Ⅲ Ⅲ

・ 各学府・ 研究科長の承認を 受け提出さ れた実施
計画書の大学院生、 71名（ 延べ129名） が業務従
事前にMoodl e上に構築さ れたe-l ear ni ng形式のTF
研修プロ グラ ムを 受講・ 完了し 、 当該計画書の授
業科目においてTF業務を 円滑に実施し ている 。

・ TA・ SAの活用状況と し て、 薬学部においては、
メ ディ ア授業のコ ン テン ツ 制作の際、 TAやSAに資
料収集や動画の作成補助等を 依頼し ている ほか、
法政経学部においては、 基礎ゼミ ナール、 ゼミ
ナール、 演習系の科目においてアク ティ ブ・ ラ ー
ニン グの手法を 積極的に取り 入れており 、 こ れら
の科目に対し て、 TAを 活用し ている 。

・ コ ロ ナ禍以前と 比較し てMoodl e等のLMSを 活用
する 授業は３ 倍以上に増加し ており 、 I CTを 活用
し た授業科目は全体と し て普遍的なも のと なり つ
つある 。 また、 メ ディ ア授業の質の向上に向け
て、 学生へのアン ケート 結果を も と にフ ィ ード
バッ ク の重視と オン デマン ド 型のメ ディ ア授業に
おいては動画型を 推奨する こ と によ り 、 メ ディ ア
授業に対する 満足度が上昇し た。 また、 一部の授
業ではハイ フ レ ッ ク ス型のメ ディ ア授業を 実施し
たり 、 特に語学や初年次の授業において対面授業
を 拡大する など、 学生のニーズに合わせた授業実
施の工夫を 行っ た。

・ LMSと し ての千葉大学Moodl eについては、 昨年
度に実施し たク ラ ウド 化を 基盤と し て、 安定的に
システムを 稼働し ている 。 動画配信システムにつ
いては、 教員の利用申請を 不要と し 、 Moodl eの
コ ース作成及びGoogl e Cl assr oomのク ラ ス作成に
ついても シラ バスシステムを 改修し 申請を 不要と
し 、 よ り シームレ スに使用する 環境を 整備し 、
ユーザビ リ ティ を 向上さ せた。 また、 Moodl eと 教
務システム、 動画配信システム及びGoogl e 
Wor kspace（ 旧G Sui t e） と の連携についても 、 新
たな学生ポータ ルを ７ 月に公開し 、 履修登録やシ
ラ バスと の連携等、 学修に必要な統合的な環境を
整備し た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

アカ デミ ッ ク ・
リ ン ク ・ セン
タ ー

○LMS（ Lear ni ng Management  Syst em） と 教育情報システ
ムの連携
・ 教員の作業負担を 軽減する ため、 シラ バス作成時に教育
情報システム上で、 Moodl e使用の申請ができ る よ う 改修
し 、 テスト 環境での実証確認を 実施。

・ Moodl eの新たな機能（ 教育情報システムと の連携によ る
Moodl eのコ ース自動作成及び当該コ ースへも 教師権限・ 学
生権限の設定自動化） については令和元年度から 本運用に
移行。

・ 令和２ 年度には急き ょ 第１ ・ ２ タ ームの全科目を オン ラ
イ ン で実施にする こ と と なっ ため、 ４ 月以降Moodl eを 適宜
増強。 また、 次年度において学生・ 教職員の利用に支障の
ない環境を 提供する ため、 Moodl eを ク ラ ウド 化
（ Mi cr osof t  Azur eを 利用） 。

○教育支援と 学生支援の充実
・ TA・ SAの積極的な活用の一環と し て、 高度な授業支援を
行う TF（ ティ ーチン グ・ フ ェ ロ ー） 制度の育成方針や育成
プロ グラ ムの構築が進めら れ、 令和元年度に試行を 実施。
令和２ 年度よ り 本格実施。

・ 各研究科・ 学府よ り 選出さ れた大学院生、 令和元年度は
８ 名、 令和２ 年度は47名、 令和３ 年度は70名が、 TFと し て
研修の受講や授業支援を 実施。

14 ◆　 各学部、 研究科（ 学府）
は、 TF、 TA・ SAを 積極的に活
用する と と も に、 メ ディ ア授
業科目などのI CTを 利用し た
授業科目の拡充を 進め、 アク
ティ ブ・ ラ ーニン グの手法を
授業やカ リ キュ ラ ムに積極的
に取り 入れる 。
　 さ ら に、 スマート ラ ーニン
グ（ I CTを 活用し た双方向個
別学修システム） 及び全学的
なメ ディ ア授業を 推進する た
め、 LMS（ Lear ni ng 
Management  Syst em） と し て
moodl eを 継続的に運用・ 提供
し 、 必要に応じ て機能の向上
を 図る と と も に、 教務システ
ムの他、 動画配信システム及
び千葉大学G Sui t eと の連携
を 継続的に推進する 。

◆　 アク ティ ブ・ ラ ーニン グ
の手法を 取り 入れた科目や
I CT利用の教育方法の改善、
TA・ SAの活用等を 通し て、 学
習の双方向性を 確保し 、 主体
的な学びに裏打ち さ れた基礎
的・ 汎用的能力を 涵養する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

16 ◆　 年俸制等を 活用し て、 外
国人教員、 女性教員や40歳未
満の若手教員の採用の拡大を
図る と と も に、 特に女性教員
の採用について、 女性を 優先
する 公募によ り 、 女性教員の
採用比率の向上を 図る 。

教員人事調整委
員会

・ 教員人事調整委員会では、 「 第３ 期中期目標期
間における 教員人事計画」 に基づく 教員人事不補
充計画の実施によ り 限ら れた採用枠の中、 外国
人・ 女性・ 若手に該当する 教員を 優先的に採用す
る 方針を 示し ており 、 教育研究業績等を 踏まえ、
大学運営において真に必要と する 者のみを 採用し
ている 現状で、 採用比率は、 対前年度比（ 3. 31現
在） 、 外国人教員7. 1%増（ 令和２ 年度： 1. 2%→令
和３ 年度： 8. 3%） 、 女性教員7. 1%増（ 令和２ 年
度： 20. 7%→令和３ 年度： 27. 8%） 、 若手教員5. 1%
減（ R2： 63. 4%→R3： 58. 3%） と なっ ている 。 特に
自然科学系分野においては「 女性限定公募」 を 実
施する 等、 女性教員比率の向上に努めている 。

Ⅲ Ⅲ ◆　 教育課程のグロ ーバル化
に対応し 、 年俸制等を 利用し
て、 外国人教員等を 積極的に
登用する 。 また、 40歳未満の
優秀な若手教員の活躍の場を
全学的に拡大し 、 教育研究を
活性化する ため、 若手教員の
雇用に関する 計画に基づき 、
退職金に係る 運営費交付金の
積算対象と なる 教員における
若手教員の比率を 21%以上に
する と と も に、 女性優先公募
の実施によ り 女性教員を 積極
的に登用し 、 多様な教員配置
を 実現する 。 特に女性教員採
用比率については、 30%程度
と する 。

○外国人教員等、 若手教員、 女性教員の配置
・ 全学の機能強化に資する 教員ポスト の再配分を 決定する
「 教員人事調整委員会」 において、 限ら れた採用枠の中、
外国人・ 女性・ 若手に該当する 教員を 優先的に採用する 方
針を 提示。

・ し かし ながら 、 「 第３ 期中期目標期間における 教員人事
計画」 に基づく 教員人事不補充計画の実施によ り 、 全体の
採用数が減少し 、 部局運営において真に必要と する 者のみ
を 採用。

・ 第３ 期当初の若手教員比率は16. 0%、 第3期終了時は
15. 1%と なっ ている 。 ただし 、 承継外教員や特任教員（ 常
勤） を 含める と 20. 1%である 。 女性教員採用比率は第3期当
初20. 9%、 第3期終了時28. 7%と なっ ている 。 なお、 外国人
教員比率は第3期当初2. 9%、 第3期終了時3. 5%であり 、 R3年
度採用比率は前年度比+7. 1%と いう 状況である 。

Ⅲ Ⅲ
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

（ １ ） 新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大への対応と し
て、 オン デマン ド 型のメ ディ ア授業、 同時双方向
型のメ ディ ア授業及び対面授業を 、 教育目的に応
じ て併用し 、 授業を 実施し た。

・ スマート オフ ィ スは、 メ ディ ア授業の継続的な
実施に向けて、 前年度の「 臨時サイ ト 」 を 改訂し
た「 メ ディ ア授業サイ ト 」 （ 学生向け・ 教職員向
け） を 開設し 、 メ ディ ア授業実施方法に関する 情
報提供環境を 整備し た。 また教職員や学生から の
問合せには、 アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン タ ーの
Moodl eサポート やPCサポート デスク と も 連携し て
対応し 、 合計3, 260件の質問に対応し 、 メ ディ ア
授業の円滑な実施に貢献し た。

・ 令和３ 年度にHLS動画管理サイ ト を 通じ て千葉
大学Moodl e上で公開し た動画・ 音声件数は約
24, 000件、 配信時間数は約70万時間であっ た。

（ ２ ） 教育・ 学修支援に係る SDプロ グラ ムと し て
以下の取組を 実施し た。
・ アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン タ ーは７ 月30日付
で、 教育関係共同利用拠点（ 「 新たな時代の大学
教育を 創造する 「 教育・ 学修支援専門職」 養成拠
点」 ） と し て、 文部科学大臣よ り 3回目の認定を
受けた。 認定期間は令和４ 年４ 月１ 日から 令和９
年３ 月31日までの５ 年間である 。

・ ALPS履修証明プロ グラ ムの実施
全国の教育・ 学修支援を 行う 大学職員や学内の学
修支援専門職（ SULA） の専門性を 高める ための体
系的な研修プロ グラ ムと し て、 ALPS履修証明プロ
グラ ムを 実施し 、 新たに第５ 期生（ SULAを 含む22
名） を 受け入れた。 前年度に新型コ ロ ナウイ ルス
感染拡大のため実施でき なかっ た公開講座を 11月
から 12月にかけて実施し 、 19名の参加があっ た。
公開講座のテーマは、 コ ロ ナ禍の状況を 踏まえて
「 教育のI CT化と 教材開発支援」 と し た。

・ ALPSセミ ナーの開催
年間でALPSセミ ナーを ウェ ビ ナー形式で５ 回開催
し た。 受講者（ 延べ人数） は全体で687名（ 学外
565名、 学内122名） の参加があっ た。 令和４ 年３
月30日にアカ デミ ッ ク ・ リ ン ク 開設10周年記念を
兼ねたシン ポジウムを 開催し 、 206名（ 学外168
名、 学内38名） の参加があっ た。

アカ デミ ッ ク ・
リ ン ク ・ セン
タ ー

○アク ティ ブ・ ラ ーニン グに資する 教材の提供 
・ セミ ナー等の収録動画を 基に、 令和元年度18プロ グラ ム
のビ デオ学習教材を まと め、 提供（ 平成28年度（ 10プロ グ
ラ ム） と 比較し て8プロ グラ ム増加） 。

○教育環境の整備
・ 令和元年度は、 スマート ラ ーニン グ（ I CTを 活用し た双
方向個別学修システム） の一環と し てメ ディ アを 高度に利
用し て行う 授業（ 略称： メ ディ ア授業） の実施を 可能にす
る ため、 Moodl eと 連携し て動画を 配信でき る システム
（ HLS動画配信システム） を 整備。

・ 令和２ 年度は、 急き ょ 第１ ・ ２ タ ームの全科目を オン ラ
イ ン で実施にする こ と と なっ ため、 ４ 月以降Moodl eを 適宜
増強。 また、 Moodl eと 同様に動画配信システムについて
も 、 ハード ウェ アの追加や増強等の対策を 実施。 さ ら に、
次年度において学生・ 教職員の利用に支障のない環境を 提
供する ため、 Moodl eを ク ラ ウド 化（ Mi cr osof t  Azur eを 利
用） 。

・ 令和３ 年度は、 Googl e Wor kspaceを 本格導入する と と も
に、 臨時に開設し ていたメ ディ ア授業サイ ト を リ ニュ ーア
ルし 、 学生・ 教職員の利用に支障のない環境を さ ら に提
供。

◆　 アク ティ ブ・ ラ ーニン グ
の推進のために、 ビ デオ学習
システムの教材を 60プロ グラ
ム開発する と と も に、 こ れら
の反転学習の場の環境整備を
アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン
タ ーを 中心に推進する 。
　 また、 教材作成と と も に教
育環境の整備を 同時に推進す
る 。

・ 各学部・ 研究科は、 メ ディ ア授業（ オン デマン
ド 型または同時双方向型） 、 対面授業及び対面授
業と メ ディ ア授業を 組合わせたハイ フ レ ッ ク ス型
授業を 教育目的の応じ て併用し 実施し ている 。 ま
た、 実験・ 実習・ 演習・ 実技については対面授業
を 中心に実施し た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

◆　 アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・
セン タ ーを 中心に、 アク ティ
ブ・ ラ ーニン グに資する メ
ディ ア授業の推進、 メ ディ ア
授業に係る 各種ガイ ド ラ イ ン
を 整備する と と も に、 教育環
境整備の一環と し て、 教育・
学修支援に係る SDプロ グラ ム
を 実施する 。
　 また、 各学部、 研究科（ 学
府） は、 各授業科目の教育目
的に応じ て、 メ ディ ア授業、
対面授業及びこ れら を 組み合
わせた授業の開講を 進める 。

17 ○ビ デオ学習システム教材の開発
スマート ラ ーニン グ（ I CTを 活用し た双方向個別学修シス
テム） の一環と し て、 メ ディ アを 高度に利用し て行う 授業
（ 略称： メ ディ ア授業） の実施を 計画し た。 特に令和2-3
年度においては、 新型コ ロ ナウイ ルス症感染拡大と いう 状
況の下での授業の継続と いう 観点から 、 授業の目的に応じ
たオン デマン ド 型・ 同時双方向型のメ ディ ア授業の実施を
支援し た。 また、 千葉大学グロ ーバル人材育成"ENGI NE"の
取組みのひと つである 「 いつでも どこ でも 学べる 環境整
備」 の推進に向けて、 メ ディ ア授業実施環境の整備と 安定
化を 行っ た。

（ １ ） メ ディ ア授業の実施を 可能にする ため、 令和元年度
にMoodl eと 連携し て動画を 配信でき る システム（ HLS動画
配信システム） を 整備し た。 令和2-3年度で52, 000件を 超
える 動画・ 音声を 配信し た。

（ ２ ） 令和２ 年２ 月に設置さ れたスマート オフ ィ スを 中心
に、 アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン タ ーがこ れに協力する 形
でスマート ラ ーニン グの実施を 全学的に支援する 体制を 構
築し た。
・ 全学でのメ ディ ア授業実施と その安定的な継続に向けて
令和２ 年度に千葉大学Moodl eを ク ラ ウド 化し 、 令和２ 年度
に導入さ れたGoogl e Wor kspaceと 併用し て、 メ ディ ア授業
で利用する システムの安定的な運用環境を 整備し た。
・ メ ディ ア授業を 支援する ための情報提供を 行う ために、
スマート オフ ィ スは「 メ ディ ア授業サイ ト 」 （ 教職員向
け・ 学生向け） を 構築し て最新の情報を 提供し た。 また教
職員や学生から の問合せに対し 、 アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・
セン タ ーのMoodl eサポート やPCサポート デスク と も 連携し
て電話、 メ ールで対応し た。 問い合わせ件数は令和２ 年度
と 3年度合計で9, 272件であっ た。
・ アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン タ ー独自の取り 組みと し
て、 セミ ナー等の収録動画を 基に、 平成28～令和３ 年度に
合計108プロ グラ ムのビ デオ学習教材を 提供し た。

○教育環境整備と し てのSDプロ グラ ムの運営
教育関係共同利用拠点と し て、 教育・ 学修支援専門職養成
のための履修証明プロ グラ ムを 運営し 、 平成28年度から 令
和３ 年度までに、 60名が履修証明プロ グラ ムを 修了し 、
SULA　 41名が履修証明プロ グラ ムの基盤的テーマを 修了し
た。 また、 教育・ 学修支援に係る 課題を 全国的に共有する
ために、 セミ ナー、 シン ポジウムを 開催し た。 セミ ナー、
シン ポジウムには延べ3, 290名（ 機関数556機関） が参加し
た。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ○学習上必要な資料の体系的整備と し て、 以下の取り 組み
を 行っ た。
 （ １ ） 「 学習と コ ン テン ツ の近接」 を 目指し 、 学生の視
野を 広げ学問への関心を 喚起する ために資料の体系的な提
示と 可視化を おこ なっ た。

・ 普遍教育科目等の授業に即し た参考文献等を 紹介する 授
業資料ナビ ゲータ を 、 毎年整備し た。 平成28-令和３ 年度
の延べ科目数は合計288科目と なっ た。

・ 令和元年度にアカ デミ ッ ク ・ リ ン ク 松戸と し てリ ニュ ー
アルオープン し た松戸分館において、 新し く 整備し たアク
ティ ブ・ ラ ーニン グ・ スペースに各領域の基本図書・ 文献
を 展示し ガイ ド を 提供する 「 研究資料ナビ ゲータ 」 を 設置
し 、 図書と 電子ブッ ク を 合わせて計7領域524点を 利用に供
し た （ 令和元-3年度） 。 さ ら に、 植物を 持ち 込んでのグ
ループワーク を 想定し た「 フ ィ ールド 実習支援棚」 を 設置
し 、 植物図鑑等43点を 配架し た。

（ ２ ） ポスト コ ロ ナと デジタ ルト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン
を 見据え資料へのアク セス支援を 強化し た。
・ 令和２ 年度に電子書籍重点整備方針を 定め、 学生用図書
は電子書籍での整備を 原則と し た。 電子書籍の導入によ
り 、 他キャ ン パスの資料も 即座に利用でき る よ う になる な
ど資料利用における キャ ン パス間格差が解消さ れ、 全学的
な学習環境の向上が図ら れた。 利用可能な電子書籍は
33, 414タ イ ト ルである 。

・ 学外から 電子資料を 利用する ためのリ モート アク セス環
境の整備を 行い、 学外から のメ ディ ア授業受講や自宅学習
を 支援する 機能を 強化し た。

・ 令和２ 年度に開始さ れた「 授業目的公衆送信補償金制
度」 の下で、 授業における 著作物利用を 支援する ために、
メ ディ ア授業を 実施する 教員の求めに応じ て図書館所蔵資
料の一部を 電子化し て提供する サービ スを 開始し た。 令和
2-3年度の提供件数は66件であっ た。

○情報提供機能の拡充
（ １ ） デジタ ルコ ン テン ツ の公開・ 拡充によ り 学修・ 研究
環境を 整備し た。
・ デジタ ルコ ン テン ツ の教育研究での利活用の促進と いう
観点から 、 デジタ ル画像の相互利用を 可能と する 国際的な
枠組みである I I I Fに対応し たデジタ ルアーカ イ ブ「 千葉大
学学術リ ソ ースコ レ ク ショ ン （ c-ar c） 」 を 平成30年度に
公開し た。 医古書コ レ ク ショ ン 、 江戸・ 明治期園芸書コ レ
ク ショ ン 、 工学部工業意匠学科・ デザイ ン 工学科卒業生デ
ザイ ン 集、 町野家文書、 真菌・ 放線菌ギャ ラ リ ー、 萩庭植
物標本データ ベース、 森鷗外書簡を 新規公開する など、 継
続的にコ ン テン ツ を 拡充し てき た。

（ ２ ） オン ラ イ ン 上に学習・ 研究支援の窓口を 整備し た。
・ 令和２ 年度に学部生を 主たる 対象と し た「 オン ラ イ ン 学
習支援ポータ ルサイ ト （ EYeL！） 」 を 、 令和３ 年度に大学
院生を 主たる 対象と し た「 研究支援ポータ ル（ EYRJ! ） 」
を 開設し 、 学部生や大学院生のニーズを 満たし 、 いつでも
どこ でも 学べる 環境の実現に向けた支援を 強化し た。 ま
た、 令和２ 年度から は学習や論文執筆にかかる 相談のオン
ラ イ ン 化を 実現し た。

◆　 アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・
セン タ ー（ 附属図書館を 含
む） は、 学習上必要な資料の
体系的整備を 行う と と も に、
学習に必要な情報提供機能を
拡充、 強化し 、 西千葉・ 亥
鼻・ 松戸の3キャ ン パスに展
開する 。

（ １ ） 授業資料ナビ ゲータ の整備状況
西千葉キャ ン パス本館において、 各授業の基本図
書を 展示し ガイ ド を 提供する 「 授業資料ナビ ゲー
タ 」 37科目を 整備し て利用に供し た。 内訳は普遍
教育開講科目28科目、 文学部開講科目２ 科目、 国
際教養学部開講科目６ 科目、 医学部開講科目１ 科
目である 。

（ ２ ） 研究資料ナビ ゲータ の整備状況
松戸分館において、 各領域の基本図書・ 文献を 展
示し ガイ ド を 提供する 「 研究資料ナビ ゲータ 」 を
引き 続き 整備し 、 図書と 電子ブッ ク を 合わせて計
７ 領域88点を 利用に供し た。 また、 圃場や緑地に
ある 植物を 松戸分館２ 階アク ティ ブ・ ラ ーニン
グ・ スペースへ持ち 込んでのグループワーク を 想
定し 、 新たに「 フ ィ ールド 実習支援棚」 を 設置
し 、 植物図鑑等43点を 配架し た。

（ ３ ） 学習上必要なリ ソ ースの体系的整備
・ メ ディ ア授業下における 学外での学修を さ ら に
支援する ため、 附属図書館と し て電子書籍を 重点
的に整備し 、 令和３ 年度に972点の電子書籍を 購
入・ 提供し た。 主要な電子書籍の利用回数は約
44, 000回であり 、 よ く 利用さ れている 。 また、 認
証ツ ールEZpr oxyを 導入、 新たにデータ ベース等
25点を 学外から アク セス可能にし た。

・ 「 授業目的公衆送信補償金制度」 を 有効的に活
用する ため、 メ ディ ア授業を 実施する 教員の求め
に応じ て図書館所蔵資料の一部を 電子化し 28件を
提供し た。

（ ４ ） 全学的情報提供機能の拡充・ 強化
・ メ ディ ア授業下における 学外での学修を 支援す
る 「 オン ラ イ ン 学習支援ポータ ルサイ ト
（ EYeL！） を 充実し た。 また、 大学院生向けに
「 研究支援ポータ ル（ EYRJ! ） 」 を 開設し た。
・ 「 オン ラ イ ン 学習支援ポータ ルサイ ト
（ EYeL！） 」 や「 研究支援ポータ ル（ EYRJ! ） 」
を プラ ッ ト フ ォ ームと し て、 スチュ ーデン ト ・ ア
シスタ ン ト によ る 分野別・ 領域別学習相談
（ ALSA-LS、 松戸-LS） や英文レ ポート ・ 論文の相
談窓口「 Acadi mi c Engl i sh Consul t at i on」 を オ
ン ラ イ ン によ り 実施し た。 「 Acadi mi c Engl i sh 
Consul t at i on」 の相談件数は全学で314件（ 令和
４ 年２ 月末現在） で、 開設し たコ マの92%が利用
さ れ盛況である 。

アカ デミ ッ ク ・
リ ン ク ・ セン
タ ー

◆　 アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・
セン タ ー（ 附属図書館を 含
む） は、 授業資料ナビ ゲータ
や専門分野・ 領域に対応し た
学習上必要なリ ソ ース（ 「 研
究資料ナビ ゲータ 」 など） の
体系的整備を 行う と と も に、
電子書籍等オン ラ イ ン アク セ
ス可能なリ ソ ースを 整備し 遠
隔から の学習を 重点的に支援
する 。
　 また、 亥鼻・ 松戸キャ ン パ
スを 含む全学的情報提供機能
を オン ラ イ ン でも 展開し 、 拡
充・ 強化を 行う 。

18
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

運営基盤機構
キャ ン パス整備
企画部門

・ 令和２ 年度に整備し た医学系総合研究棟等のコ
ミ ュ ニケーショ ン ・ スペース、 グループ学習ス
ペース等の状況を 踏まえ、 本年度策定し た工学系
再開発基本計画では複数のアク ティ ブ・ ラ ーニン
グ・ スペース、 グループ学習スペース等を 配置
し 、 イ ノ ベーショ ン ・ コ モン ズの形成に資する も
のと し た。

Ⅲ Ⅲ ○コ ミ ュ ニケーショ ン ・ スペースやグループ学習スペース
の充実
・ 学生の自主的学習等を 促進する 空間と し て、 医学系総合
研究棟等の改築・ 改修においてコ ミ ュ ニケーショ ン ・ ス
ペースやグループ学習スペースを 多数整備し た。

Ⅲ Ⅲ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
学生支援セン
タ ー

・ 混住型学生寮である 薫風寮について、 ２ 月１ 日
現在67名在寮し ている （ 入居率39. 4％、 う ち 外国
人留学生２ 名） 。 なお、 学生寮における 新型コ ロ
ナウイ ルス感染拡大防止の観点から 、 健康観察の
ための一時待機スペースを 確保し 、 入居者数を 制
限し ている （ 最大入居率50％程度） 。

・ 寮生満足度調査の検証に基づき 、 学生寮の充
実・ 整備と し て、 共用部の清潔感を 保つため、 調
理器具の新調及びサイ ク ルポート 屋根の整備を
行っ た。

Ⅲ Ⅲ ○学生寮等の施設整備
・ 寮生満足度調査の検証に基づき 、 学生寮の充実・ 整備と
し て、 コ ミ ュ ニティ キッ チン の清潔感を 保つため、 特別清
掃の回数を 年２ 回に増やし 、 調理器具及びサイ ク ルポート
屋根を 整備し た。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 継続的に、 GPCA、 アク ティ ブ・ ラ ーニン グ経
験、 学修時間のモニタ リ ン グを 実施・ 分析し てい
る 。 よ り 円滑な情報提供を 実現する ため、 本年度
に新たに構築・ 公開さ れたFDポータ ル上に教育I R
のページを 新設し 、 教育I Rのこ れまでの調査分析
の情報や成果を 集約し 、 学内外に公表する 体制を
整備し た。 また、 新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大へ
の対応と し て、 令和３ 年度の授業は対面と メ ディ
ア授業の併用によ り 実施し ている 状況を 踏まえ、
令和２ 年度に続き 「 千葉大学のメ ディ ア授業にお
ける 学習状況に関する アン ケート 調査」 を 実施
し 、 その後の学生の学習状況やニーズ、 意見等を
把握する こ と によ り 、 今後の教育や学習支援体制
の改善や方針策定に向けた根拠資料と し て、 各種
委員会で報告を 行い、 開講部局に対し て調査結果
に基づく 改善方針の提出を 求めた。

・ 「 大学院共通教育」 を テーマと し て学生参画会
議を 開催し 、 大学院生から 「 研究者養成を 視野に
入れた科目」 「 学際的な研究方法論に関する 科
目」 「 キャ リ アパスに関する 科目」 等の提案があ
り 、 PDCAサイ ク ルを 機能さ せる べく 学内へフ ィ ー
ド バッ ク を 行っ た。

・ 教育I Rの分析結果を も と に、 アカ デミ ッ ク ・ リ
ン ク ・ セン タ ーFD推進専門委員会において、 FDの
事業計画を 策定し た。 その後、 各部局に本年度の
部局FD事業計画に共通テーマ（ ポスト コ ロ ナを 見
据えつつ、 ハイ ブリ ッ ド 型授業を 含むオン ラ イ ン
（ メ ディ ア） 授業を 実施する 中で、 学生の学習意
欲の維持や授業の質の向上に資する FD） を 組み入
れ実施する よ う 依頼し た。 加えて、 各部局から 提
出さ れた昨年度のFD成果報告書の内容を 精査し 、
適切に共通テーマ（ コ ロ ナ禍でのオン ラ イ ン （ メ
ディ ア） 授業を 中心と し た授業を 実施する 中で、
学生の学習意欲の維持や授業の質の向上に資する
FD） が実施さ れている か確認し た。

国際未来教育基
幹

アカ デミ ッ ク ・
リ ン ク ・ セン
タ ー

◆　 国際未来教育基幹におい
て、 教学上の諸情報の実証的
分析及び学生の学修成果のモ
ニタ リ ン グの実施等を 通じ た
教育I Rの調査分析を も と に、
教育改革の方向性を 検討する
と と も に、 各部局へ情報提供
を 行い、 組織的な教育改善を
継続的に推進する 。
　 また、 千葉大学学生参画会
議を 開催し 、 学生から の提案
によ る 教育活動の改善及び教
育の質の向上を 図る 。
　 さ ら に、 アカ デミ ッ ク ・ リ
ン ク ・ セン タ ーにおいて、
データ に基づく 教育改善を 推
進する ため、 継続し て教育I R
の分析結果を FDの計画に活用
し 実施する 。

20 ○教育I Rを 活用し た教育改善
・ 「 千葉大学における 教育I Rの基本的な考え方」 に基づ
き 、 調査分析・ 報告を 学内会議等において公表。

・ 平成29年度に学生の学修時間、 アク ティ ブ・ ラ ーニン
グ、 ナン バリ ン グ、 GPCAに関する 教育I R分析を 行い、 本分
析結果についてFDを 実施。

・ 平成30年度にアク ティ ブ・ ラ ーニン グを 促す授業形態の
一つである 反転授業の理解を 深める ためのFDを 実施。

・ 令和元年度にFDの事業計画を 策定し 、 各部局に対し 「 学
生の学修時間の向上に資する FD」 を 実施。

・ 令和２ 年度に「 メ ディ ア授業の受講環境に関する アン
ケート 」 、 「 千葉大学のメ ディ ア授業における 学習状況に
関する アン ケート 調査」 を 実施。

・ 令和３ 年度に教育I Rのこ れまでの調査分析の情報や成果
を 集約し 、 学内外に公表する 体制を 整備。

○学生参画によ る 教育改善
・ 「 千葉大学学生参画会議」 において、 新たに学生が受け
てみたい授業と し て提案のあっ た企画を も と に、 授業科目
の設置について検討を 行い、 普遍教育科目の中に、 学生発
案型授業「 ソ ーシャ ルビ ジネスを 考える 」 を 開講。

・ 年度ごと にテーマを 設定し 、 学生参画会議を 実施し てお
り 、 学生の意見を 取り 入れる 仕組みを 設けている 。

◆　 国の財政措置の状況を 踏
まえ、 自主的学習、 情報交換
及び課外活動の場と し て学生
が利用でき る コ ミ ュ ニケー
ショ ン ・ スペースやグループ
によ る 自主学習が可能なス
ペースの設置及び学生寮等の
施設を 充実さ せる 。

◆　 教育I Rを 活用し 、 全学及
び各学部・ 研究科（ 学府） に
おける コ ース・ ナン バリ ン グ
を 利用し たシラ バス作成、 学
事暦の柔軟化及びGPA制度等
の実施状況を 検証し て、 組織
的な教育改善を 継続的に推進
する と と も に、 学生の参画に
よ る 教育改革体制を 構築す
る 。

19 ◆　 運営基盤機構キャ ン パス
整備企画部門は、 アカ デミ ッ
ク ・ リ ン ク 機能を 実現さ せる
ための施設設備及び、 コ ミ ュ
ニケーショ ン ・ スペースやグ
ループ学習スペースの全学的
充実を 図る 。
　 また、 混住型学生寮「 薫風
寮」 の円滑な運営に努める 。
　 さ ら に、 学生寮の充実に向
け、 寮生満足度調査の検証に
基づき 、 快適かつ安心・ 安全
な生活環境の提供を 図る 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ◆　 アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・
セン タ ーは、 学生のニーズを
踏まえ、 アク ティ ブ・  ラ ー
ニン グを 推進する ための反転
学習の実施、 メ ディ ア授業の
改善に資する FDプロ グラ ムを
各学部及び研究科（ 学府） と
協力し て実施する 。
　 また、 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー、 全学教育セン
タ ー及びアカ デミ ッ ク ・ リ ン
ク ・ セン タ ーが連携し て「 千
葉大学ティ ーチン グ・ フ ェ
ロ ー」 制度を 運用し 、 年間60
名のティ ーチン グ・ フ ェ ロ ー
を 育成する 。

21 ○アク ティ ブ・ ラ ーニン グ推進のための全学FDの実施
・ 全学FD研修会と し て、 平成28年度「 アク ティ ブ・ ラ ーニ
ン グは必要なのか」 、 平成29年度「 アク ティ ブ・ ラ ーニン
グの実践事例から 考える 教育・ 学習のあり 方」 を 開催し 、
学生の学習を 効果的に促進する ための工夫等を 得る 機会を
提供。

・ 反転学習の実施に関する 教員の理解を 高める ために、 そ
の方法を テーマと し た全学FDを 平成30年度に実施。

・ アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン タ ーが中心と なり 教員がメ
ディ ア授業を 実施する 際のマニュ アルと なる 「 千葉大学メ
ディ ア授業実施ガイ ド 」 を 令和元年度に作成。

○高機能TA制度の具体化
・ 高機能TA制度の具体化を 進め、 大学院教育の一環と し
て、 授業の支援業務を 通じ て学生の教育指導能力及び教育
企画・ 運営能力を 高める こ と によ っ て、 将来の大学教育に
おいて指導的な役割を 担いう る 人材の育成を 図る と と も
に、 教育的効果を 高める こ と によ っ て大学教育を よ り 充実
さ せ、 あわせて手当の支給によ っ て学生の処遇の改善に資
する こ と を 目的と し た千葉大学ティ ーチン グ・ フ ェ ロ ー
（ TF） 制度の試行案を 平成30年度に策定、 令和元年度に試
行実施、 令和２ 年度から 本格実施。

・ 令和元年度に8名の大学院生を TFと し て採用し 、 TFの試
行を 実施。 TF採用者は業務従事前にMoodl e上に構築さ れた
TF研修プロ グラ ムのe-l ear ni ngを 受講する こ と と し 、 業務
従事後には試行の検証のため、 TF本人と 指導教員の双方か
ら 業務報告の提出を 受け、 その双方がTF制度を 高く 評価。

・ 令和２ 年度よ り 本格実施し 、 令和２ 年度は47名、 令和３
年度は中期計画の年間60名を 上回る 70名の大学院生を TFと
し て採用・ 育成。 TF採用者は業務従事前に令和元年度と 同
様のTF研修プロ グラ ム（ e-l ear ni ng） を 受講（ 未受講者の
み） し 、 業務従事後にはTF本人よ り 業務報告を 提出。 ま
た、 令和３ 年度にはTFが実施し た授業の受講生に対し アン
ケート も 実施。

◆　 学生の主体的な学びを 促
進する ため、 学生のニーズや
アク ティ ブ・ ラ ーニン グ化に
伴う 反転学習の実施のための
FDプロ グラ ムを 開発、 実施
し 、 教員の教育力を 高める と
と も に、 TAの研修を 拡充し 、
将来の教職員候補と なり う る
「 高機能TA」 の年間60名の育
成等、 教育改善を 推進する 。

・ アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セミ ナー/ALPSセミ
ナーと の共催で、 「 デジタ ル・ ペダゴジー（ デジ
タ ル時代・ AI 時代の教育学） 」 （ ７ 月） 、 「 コ ロ
ナ禍における 障がいのある 学生への学修支援」
（ ８ 月） 、 「 DX時代の教材のデジタ ル化、 共有
化、 そし てオープン 化」 （ 11月） と 題し て全学FD
を 開催し た。 さ ら に教務情報システム更新に伴
い、 「 教員用教務情報システム（ Campus Pl an）
によ る 「 成績登録について」 」 （ ７ 月公開） 、
「 新し いシラ バス・ システムの入力方法と 注意
点」 （ １ 月～２ 月） と 題し てオン デマン ド で開催
し た。

・ 各学府・ 研究科長の承認を 受け提出さ れた実施
計画書の大学院生、 70名が業務従事前にMoodl e上
に構築さ れたe-l ear ni ng形式のTF研修プロ グラ ム
を 受講・ 完了し 、 当該計画書の授業科目において
TF業務を 円滑に実施し た。 また、 将来の教職員候
補の養成を 目的と し た全学開講科目は、 TF制度の
研修を 拡充し 大学院共通教育科目と し てプレ
FD/PFF（ Pr epar i ng Fut ur e Facul t y） を 目的と し
た「 大学教員養成講座」 を メ ディ ア授業と し て開
講（ 前後期合計14名が受講し 12名が単位を 取得）
する と と も に、 その一部を TF研修と し て利用し
た。

アカ デミ ッ ク ・
リ ン ク ・ セン
タ ー
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
学生支援セン
タ ー

・ 総合安全衛生管理機構の医師が国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト 学生支援セン タ ーの健康相談部長
と なり 、 学生相談室長と と も に運営会議を 通じ て
各支援部（ 室） と の連携を 図っ ている 。 学生相談
室相談員は、 学部等及び総合安全衛生管理機構
（ 医師） と 必要に応じ て情報共有し 、 最適な相談
支援になる よ う 努めている 。 また、 連携強化のた
めに、 総合安全衛生管理機構（ 医師） と 定期的に
カ ン フ ァ レ ン スを 開催し ている 。

Ⅲ Ⅲ ・ WEB問診の際に調査研究への協力に同意が得ら れた学生
の回答を 集計、 解析し た結果、 自閉症スペク ト ラ ム傾向が
強い学生では学業と 社会生活で支障の程度が大き く なっ て
おり 、 摂食障害の有無と は関係なく Body Mass I ndex 
( BMI ) が低いこ と が明ら かに。 こ の調査結果は平成29年度
の第55回全国大学保健管理研究集会で発表。

Ⅲ Ⅲ

総合安全衛生管
理機構

・ 精神症状がある 、 ある いは精神的な問題のため
に学生生活で支障を 来し ている と 回答し た学生に
対し て、 症状や抱えている 問題について詳細に尋
ねる WEB問診を 令和３ 年12月～令和４ 年１ 月に
行っ た。 その結果から 、 すでに相談歴がある 学生
も 含め98名の学生にメ ン タ ルヘルス相談を 勧める
メ ールを 送信し 、 相談希望者に対し て面談を 行っ
ている 。

・ 海外派遣留学予定者でメ ン タ ルの問題を 抱える
学生については該当者がいなかっ た。

Ⅲ Ⅲ ・ 毎年度継続的に学生健康診断時にWEB問診を 実施。 「 子
ども のこ こ ろ の発達教育研究セン タ ー」 と 「 総合安全衛生
管理機構」 が連携し 、 スク リ ーニン グ目的のWEB問診で精
神症状がある 、 ある いは学生生活に支障を 来し ている と 回
答し た学生に対し て詳細な内容の問診を 行い、 その結果を
踏まえてメ ン タ ルヘルス相談室への受診を 勧める メ ールの
送付と 相談者への必要なサポート を 実施し 、 学生のメ ン タ
ルヘルス向上を 推進。

Ⅲ Ⅲ

子ども のこ こ ろ
の発達教育研究
セン タ ー

・ 今年度は例年通り の形式でメ ン タ ルヘルススク
リ ーニン グを 行う こ と ができ た。 こ のため、 精神
症状がある 、 ある いは精神的な問題のために学生
生活で支障を 来し ている と 回答し た学生に対し
て、 症状や抱えている 問題について詳細に尋ねる
WEB問診を 令和３ 年12月～令和４ 年１ 月に行う こ
と ができ た。 その結果から 、 すでに相談歴がある
学生も 含め98名の学生にメ ン タ ルヘルス相談を 勧
める メ ールを 送信し 、 相談希望者に対し て面談を
行っ ている 。

・ 海外派遣留学予定者でメ ン タ ルの問題を 抱える
学生については該当者がいない。

Ⅲ Ⅲ ・ 学生の健康支援等を 行う 「 総合安全衛生管理機構」 の医
師が「 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 学生支援セン タ ー」
の健康相談部長と なり 、 連携体制を 構築。 さ ら に、 幅広い
発達段階の人間のこ こ ろ と 脳に関する 研究を 心理学、 精神
医学、 教育学、 脳科学等文理横断的に行う 「 子ども のこ こ
ろ の発達教育研究セン タ ー」 と 「 総合安全衛生管理機構」
が総合大学の特色を 活かし 連携体制を 強化。

Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 学生支援セン タ ーは、
「 障害者差別解消法」 に基づ
き 、 状況に応じ た障がい学生
支援のあり 方、 合理的配慮、
人員の配置等について検討
し 、 全学的な支援体制の構築
や教職員対応要領及び留意事
項に沿っ て、 適切に対応する
と と も に、 財政状況を 踏ま
え、 必要な機器等の充実を 図
る 。

22 ◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 学生支援セン タ ーの各
支援部等が中心と なり 、 各学
部等及び総合安全衛生管理機
構と 連携し て、 学生のニーズ
に基づき 、 相談支援体制の強
化を 図る 。
　 また、 総合安全衛生管理機
構と 子ども のこ こ ろ の発達教
育研究セン タ ーが連携し 、
WEB問診によ る メ ン タ ルヘル
ススク リ ーニン グの結果を 分
析し て、 早期診断・ 早期介入
を 目的と し たメ ン タ ルヘルス
相談を 実施する 。
　 さ ら に、 海外派遣留学予定
者でメ ン タ ルの問題を 抱える
学生に対し ては、 必要に応じ
てメ ン タ ルヘルス相談室で診
察と 対応を 行う 。

◆　 学生の修学、 生活、 進
路等に関する ニーズをを把握
し 、 相談、 支援を き め細かに
実施できる る 体制を 組織し 、 継
続的に推進する 。 また、 カ ウ
ン セラ ー組織を 強化し 、 特に
心身の健康等にわたる 相談支
援体制を 充実さ せる と と も
に、 医学、 教育学、 心理学、
脳科学等の学問領域を 超えた
研究の成果に基づき 、 WEB問
診によ る メ ン タ ルヘルススク
リ ーニン グ結果を 分析し て、
心の健康問題に関し ての早期
発見及び相談によ る 早期介入
を 行い、 学生のメ ン タ ルヘル
ス向上を 推進する 。

・ 「 学生相談室」 と 「 総合安全衛生管理機構」 が中心と な
り 、 各学部等の担当教員と 緊密な連携を 図り 、 それぞれの
学生のニーズに対応し た修学支援を 実施。 （ 例： 電動車椅
子学生の教室移動の職員によ る サポート 、 発達障害等学生
については、 学部等の教員等と 協議を 行い、 授業担当教員
へ配慮依頼）

・ 期別ごと に学生の支援会議を 開催し 、 単位修得状況や履
修相談を 行い、 支援について確認を 実施。

・ 車椅子使用学生から 、 要望のあっ た建物間のスロ ープの
工事を 平成30年度に実施。

◆　 障がいのある を学生の支援
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

・ 学部ガイ ダン スで冊子「 学生生活のために」 を 配布、 最
近の事故や犯罪被害の状況、 宗教を 隠し た勧誘、 不適切な
飲酒、 イ ン タ ーネッ ト の問題ある 利用等について説明し 、
被害にあっ た際の連絡先を 周知徹底し た。

・ 正門や南門、 総合学生支援セン タ ー周辺に立看板の設
置、 学生向け掲示板にチラ シ掲示、 電子掲示板への掲示や
一斉メ ールや学生ポータ ルの活用によ る 注意喚起の徹底を
実施し た。

・ 重点事項と し て、 「 盗難」 、 「 カ ルト 勧誘」 対策と し 、
特にカ ルト 勧誘については、 「 学生支援セン タ ー」 を 中心
と し た組織的対応を 行い、 勧誘抑止のため、 学生への注意
喚起（ 周知） を 実施し た。 盗難対策については、 サーク ル
会館利用時間の厳格化と 施錠の徹底、 共用室ド アの交換や
窓の鍵の二重化を 実施し た。

◆　 学生へのガイ ダン ス等を
通し て、 交通事故、 犯罪被
害、 宗教を 隠し た勧誘、 不適
切な飲酒、 イ ン タ ーネッ ト の
問題ある 利用等への注意喚起
を 行い、 それら への監視を 強
化し 、 抑止する 体制を 整備す
る 。

○多様な留学プロ グラ ムの開発によ る 海外留学の促進
・ 多様な留学プロ グラ ムの開発等によ り 、 単位修得を 伴う
留学し た学生数は平成27年度614名から 平成30年度は914名
と なり 、 令和３ 年度までに年間900人以上を 留学と し てい
た数値目標を ３ 年目で達成。 令和元年度は725名と 一定数
を 維持。

・ 令和３ 年度において緊急代替措置を 実施し た令和２ 年度
入学の学部２ 年生のう ち ， オン ラ イ ン によ る 「 全学プロ グ
ラ ム」 においてはENGI NE対象学年の971名が受講， 全体と
し ては1, 045名が受講し 、 一定数を 維持。

◆　 多く の学生がる海外研修等
を 体験できる よ う を、 多様な海
外派遣プラ ン を 提供し 、 参加
学生への支援を 行う と と も
に、 留学する 学生を 平成33年
度までに年間900名を 確保す
る 。 また、 海外派遣の成果を
継続的に検証し 、 改善する 。

・ 今般のコ ロ ナ禍によ り 、 昨年度に引き 続き ， 原
則と し てすべての海外留学プロ グラ ムの実施を 中
止と し ている が、 修業年限を 考慮し 、 全ての大学
院生及び学部学生の一部（ 令和２ 年度入学学部２
年生） に対し て、 留学の代替と みなす「 緊急代替
措置」 を 実施し た。 こ れによ り 、 大学院生につい
ては、 「 大学院共通緊急代替プロ グラ ム（ 海外の
大学等が提供する オン ラ イ ン コ ース（ MOOCs）
等） 」 または「 部局独自緊急代替プロ グラ ム（ 各
部局の専門性を 生かし たプロ グラ ムや、 オン ラ イ
ン 国際学会への複数回の参加等） 」 の受講によ り
「 留学」 と みなし た。 令和２ 年度入学の学部２ 年
生については， オン ラ イ ン によ る 「 全学プロ グラ
ム」 または「 学部独自プロ グラ ム」 の受講によ り
「 留学」 と みなし た。 「 全学プロ グラ ム」 は第３
タ ーム， 第６ タ ーム併せて16か国39のオン ラ イ ン
留学プロ グラ ムを 実施し ， ENGI NE対象学生は
1, 307名のう ち 971名（ 約74%） が受講し た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
国際教育セン
タ ー

◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト イ ノ ベーショ ン 教育セ
ン タ ー、 全学教育セン タ ー普
遍教育運営部会、 国際教育セ
ン タ ー及び各学部、 研究科
（ 学府） は、 グロ ーバル人材
プラ ン 「 ENGI NE」 に基づき 、
多様な海外派遣プロ グラ ムの
提供、 必要に応じ たプロ グラ
ムの改善等を 促進する と と も
に、 留学支援の充実化を 図
る 。

25

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染防止のため、 Moodl eで
実施し た学部ガイ ダン スの際に、 「 キャ ン パスラ
イ フ と 健康ガイ ダン ス」 と し て、 最近の事故や犯
罪被害の状況、 宗教を 隠し た勧誘、 不適切な飲酒
及びイ ン タ ーネッ ト の問題ある 利用等について説
明し 、 被害にあっ た際の連絡先を 周知し ている 。
また、 正門や南門、 総合学生支援セン タ ー周辺に
立看板を 設置し 、 学生向け掲示板にはチラ シを 掲
示する と と も に、 電子掲示板にも 掲示し ている 。
さ ら に、 適宜一斉メ ールや学生ポータ ルを 利用し
た注意喚起を 行っ ている 。

・ 重点事項「 盗難対策」 、 「 カ ルト 勧誘対策」
○盗難対策
課外活動施設における 盗難防止対策と し て、 サー
ク ル会館の利用時間を 設定し 、 施錠を 行っ た。 ま
た、 自転車の盗難についても 、 利用者への注意喚
起と し て、 掲示や一斉メ ール及び自転車への注意
文書配布などの対応を 行い、 学生への注意喚起を
実施し た。
○カ ルト 勧誘対策
学生支援セン タ ー（ 勧誘行為対応部を 中心に） に
おいて、 情報共有する など組織的対応を 行い、 勧
誘抑止のため、 学生への注意喚起（ 周知） を 行っ
ている 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
学生支援セン
タ ー

◆　 カ ルト 勧誘を はじ めと す
る 様々な事故等について、 国
際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト
学生支援セン タ ー及び各学部
において、 新入生への注意喚
起チラ シの配付、 学部ガイ ダ
ン ス、 学内掲示等での周知等
を 行い、 その実施状況等を 踏
まえ、 国際未来教育基幹キャ
ビ ネッ ト 学生支援セン タ ーに
おいて、 重点項目を 設定し 、
防止策を 講ずる 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
国際教育セン
タ ー

・ 優秀な外国人留学生の受入れに資する こ と を 目
的と し 平成28年度入学者よ り 「 渡日前奨学金申請
登録制度」 にて， 成績優秀者から 順に好条件の支
援に推薦する こ と と し ており ， 本年度においても
国費留学生， エク セレ ン ト ・ イ ン タ ーナショ ナ
ル・ スチュ ーデン ト ・ スカ ラ ーシッ プ、 パート
ナーシッ プ・ プロ グラ ムに採用し 、 外国人留学生
の経済的支援を 行っ ている 。

Ⅲ Ⅲ ○渡日前奨学金申請登録制度の運用
・ 国費外国人留学生大学推薦制度と 本学独自の支援制度等
を シームレ スに繋ぎ、 優秀な外国人留学生の受入れに資す
る こ と を 目的と し た「 渡日前奨学金申請登録制度」 を 平成
28年度から 実施。

○「 千葉大学グロ ーバル人材育成“ ENGI NE” 」 を 策定　
・ 令和２ 年度に国立総合大学初と なる 「 全員留学」 を 柱と
し た「 千葉大学グロ ーバル人材育成“ ENGI NE” 」 を 策定。
こ れによ り 外国人留学生を 含め、 留学する 全ての学生を 対
象と し て、 留学費用の一部に対し 、 経済的支援を 行う こ と
を 決定。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ キャ リ アセン タ ーでは、 全学から 進路状況を 収
集し 、 進学率、 就職率や業種別の就職先等を 経年
データ と 比較する など、 各学部、 研究科ごと の進
路特性を 継続的に分析し ている 。 上記の分析を 踏
まえながら 、 令和３ 年度においては、 就職相談、
就職ガイ ダン スについて、 感染症対策と 実施効果
の両立を 図り 、 オン ラ イ ン 形式と 対面形式と を 組
み合わせたハイ ブリ ッ ド 形式によ り 実施し た。
キャ リ アアド バザーによ る 就職相談においては、
後期よ り アド バイ ザーの人数を 増やし たう え、 学
生の希望に応じ た形式で、 930件の相談を 受けた
ほか、 就職活動の進め方などを 伝える 就職ガイ ダ
ン スにおいては、 オン ラ イ ン 形式を 中心に94回の
ガイ ダン スを 開催し 、 昨年度の参加者数を およ そ
200名程度上回る 、 5, 068名が参加し た。 また、 開
催後は、 アーカ イ ブ動画を 作成のう え、 オン デマ
ン ド での視聴を 可能にする など、 学生のニーズに
則し た支援の提供を 行っ た。

・ 早期から のキャ リ ア形成意識の醸成に寄与する
キャ リ ア教育授業についても 、 就職相談、 就職ガ
イ ダン スと 同様、 感染症対策を と り ながら 、 「 実
務家によ る キャ リ アデザイ ン 入門Ａ 」 、 「 実務家
によ る キャ リ ア・ デザイ ン 入門Ｃ 」 、 「 地方創生
の実務現場Ａ 」 の３ 科目を 開講し 、 延べ197名の
学生が受講し た。

・ 翌年度の各種取組についても 、 感染症対策と 支
援効果並びに教育効果の両立を 図り ながら 、 計画
的に進める こ と と し ている 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
キャ リ アセン
タ ー

・ 国費外国人留学生大学推薦制度と 本学独自の支援制度等
を シームレ スに繋ぎ、 優秀な外国人留学生の受入れに資す
る こ と を 目的と し た「 渡日前奨学金申請登録制度」 を 平成
28年度から 実施し た。

・ 授業料免除申請においては、 申請書の英文併記や英語に
よ る 説明を 実施し 、 留学生向けの手続き を 改善し た。

・ 各部局における 雇用計画を 精査後、 各部局へ雇用経費配
分を 実施。 TA採用の大学院生に対し 、 大学院生の処遇改善
及び将来の教員・ 研究者になる ためのト レ ーニン グの機会
を 提供し た。

・ 特別RAについては、 採用さ れた大学院（ 博士後期課程）
の学生に対し て経済的支援を 実施し た。

・ 平成30年度に国立総合大学初と なる 「 全員留学」 を 柱と
し た「 千葉大学グロ ーバル人材育成“ ENGI NE” 」 を 策定。
こ れによ り 外国人留学生を 含め、 留学する 全ての学生を 対
象と し て、 留学費用の一部に対し 、 経済的支援を 行う こ と
を 決定し た。

◆　 外国人留学生を 含む学生
に対し て、 授業料免除制度や
各種奨学金に関する 案内の充
実、 相談体制の点検と 改善、
TA・ 特別RA制度の積極的な活
用等を 進め、 経済的に困窮状
態にある 学生への支援体制を
強化する 。

◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト キャ リ アセン タ ーにお
いて、 進路状況・ 就職活動の
検証を 行い、 進路指導、 就職
ガイ ダン ス、 資格試験対策等
充実し た就職支援の維持・ 継
続を 図る と と も に、 キャ リ ア
教育についての取組の更なる
発展・ 充実を 図る 。
　 また、 SULA（ Super  
Uni ver si t y Lear ni ng 
Admi ni st r at or ） の配置・ 育
成を 進める と と も に、 全学的
な組織体制によ り 、 各SULAの
活動を 支援する 。 各SULAは先
導的な取組を 所属部局等にお
いて展開し 、 教員等と 協働し
てそれぞれの部局の特性や
ディ プロ マポリ シーに即し た
学修者の主体的な学びの支援
に貢献する 。

27 ○就職ガイ ダン ス等の充実
・ 平成28年度に「 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト キャ リ ア
セン タ ー」 を 設置、 就職活動時期の再変更に伴い、 円滑な
就職活動の実施を 協議。

・ 例年実施し ている 就職ガイ ダン スの他に、 理系・ 文系の
学生向けに特化し たイ ン タ ーン シッ プセミ ナーを 平成29年
度に新たに開催。

・ 平成30年度から 新たにOB・ OGを 交えた交流会等の就職準
備講座を 開催。

・ 令和元年度に同セン タ ーにおいて、 各学部等における 就
職支援の取組み状況を 検証。 以降、 継続的に取り 組みを 集
約し 、 部局間での共有を 実施。 イ ン タ ーン シッ プの重要性
を 踏まえ、 イ ン タ ーン シッ プガイ ダン スの開催数を 増加。

・ 就職試験対策と し て、 学生から のニーズを 受けて、 無料
で貸与する 試験対策本の種類を 増やし たほか、 就職相談の
充実と し て、 ハロ ーワーク 千葉の協力を 得て学内での相談
を 実施し 、 増加する 相談へのニーズに対応。

・ 令和２ 年度から は、 オン ラ イ ン によ る 就職相談、 就職ガ
イ ダン スを 開始し 、 令和３ 年度から はオン ラ イ ン の特性を
活かし た、 昼休みの隙間時間ガイ ダン スを 開始。 さ ら に
は、 社会人と し て活躍する 卒業生と 在学生と を よ り 結びつ
ける 企画と し て、 卒業生によ る 企業説明会を 積極的に開
催。

◆　 学生の進路ニーズを 踏ま
えた進路選択を 支援する た
め、 進路指導強化と 、 キャ
リ アサポート と し ての就職
ガイ ダンスを、 就職相談、 就
職試験対策等の2つに分類し
内容を 充実さ せる 。 進路指導
強化は、 学習指導のエキス
パート と なる SULAを 中心に進
め、 キャ リ アサポート は、 就
職支援体制を 強化する 。

26 ◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 学生支援セン タ ー及び
国際教育セン タ ーにおいて、
授業料免除制度や各種奨学金
に関する 案内の充実、 相談体
制の点検と 改善を 行う と と も
に、 各学部・ 研究科（ 学府）
において、 TAや特別RAを 活用
する 。
　 また、 外国人留学生の支援
体制の強化のため、 国費外国
人留学生大学推薦制度と 本学
独自の支援制度等を シームレ
スに繋ぐ 渡日前奨学金申請登
録制度を 実施する 。

・ 授業料免除申請において、 事前受付アン ケート
を 継続し て実施し た。 日本語を 苦手と する 留学生
も 入力し やすいよ う 、 英文を 併記し た。 併せて、
授業料免除申請の手続き において、 説明や質問等
を 日本語だけでなく 英語で行っ た。

・ 特別RAについては、 雇用計画を 精査後、 各部局
へ雇用経費を 配分し た。 採用さ れた大学院（ 博士
後期課程） 学生に対し て、 経済的支援を 行う こ と
で、 安心し て研究に専念する こ と ができ 、 研究者
と し ての能力向上に繋げら れる と と も に、 優秀な
学生確保などの効果が期待さ れる 。 なお、 年度末
に実績を 収集し 、 支援体制及び配分方法等の検討
を 行っ ている 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
学生支援セン
タ ー
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

28 ◆　 国際未来教育基幹キャ ビ
ネッ ト 全学教育セン タ ー普遍
教育運営部会は、 地域関連科
目等において、 プロ ジェ ク
ト ・ ベースド ・ ラ ーニン グな
どの実践的かつ体験型授業を
継続的に実施する 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

計画No. 15で確認 ◆　 社会状況の変化に対応
し て、 普遍教育、 各学部、 研
究科( 学府) における キャ リ ア
教育と し てのイ ン タ ーン シッ
プやボラ ン ティ アを活動等の新
し い実践的体験型教育の実施
状況について継続的に検証、
改善し 、 全学的に単位化を 行
う 。

○実践的体験型教育の授業科目の開講
・ 平成28年度に「 ソ ーシャ ルラ ーニン グに関する WG」 にお
いて、 学部・ 研究科等における ボラ ン ティ ア等ソ ーシャ ル
ラ ーニン グに関する 授業の実施状況を 調査。 その検討結果
を 踏まえ、 同WGにおいて教養展開科目「 キャ ン パスラ イ フ
と ソ ーシャ ルラ ーニン グ」 を 開講。

・ 引き 続き 大学外の機関等と の係わり の可能性、 ボラ ン
ティ アやイ ン タ ーン シッ プ関連科目について検討を 行っ た
結果、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ アなどの体験学習、
地域活性化や産官学連携のなかでの協働学習やPBL型の学
習を 提供する 、 教養展開科目「 ソ ーシャ ルラ ーニン グⅠ」
を 平成29年度に開講。

・ 上記を 含め、 普遍教育において、 地域科目及び教養展開
科目（ キャ リ アを 育てる ） を 中心と し て、 プロ ジェ ク ト ・
ベースド ・ ラ ーニン グ、 イ ン タ ーン シッ プ、 ボラ ン ティ
ア、 フ ィ ールド ワーク 等と いっ た、 実践的かつ体験型の科
目を 拡大し 、 令和３ 年度には普遍教育科目79科目を 実施。

Ⅲ Ⅲ
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

アカ デミ ッ ク ・
リ ン ク ・ セン
タ ー

・ 千葉大学Moodl eについては、 学務系システム基
盤（ Mi cr osof t Azur e利用） を 構築し た。 ク ラ ウド
基盤に構築する こ と で、 オン プレ ミ スであれば避
ける こ と のでき ない災害によ る 障害リ スク を 軽減
でき 、 ハード ウェ アの保守についても Mi cr osof t
社の安定し たリ ソ ースを 利用でき る こ と から 、 学
生・ 教職員の利用に支障のない環境を 提供でき る
よ う 基盤の構築を 進めた。

Ⅲ Ⅲ ○Moodl eの基盤強化
・ コ ロ ナ禍以降、 授業における LMSの活用需要が増大し た
こ と から 、 千葉大学Moodl eを 、 オン プレ ミ スサーバーでの
稼働から ク ラ ウド 基盤（ Mi cr osof t  Azur e） 上での稼働に
移行し ており 、 災害等によ る 障害リ スク が軽減さ れ、 安定
的なサーバー稼働を 実現し ている 。 バージョ ン アッ プや高
速化対策等のメ ン テナン スも 実施し ており 、 学生、 教職員
が安定的に千葉大学Moodl eを 利用し た。

Ⅲ Ⅲ

30 ◆　 留学生の寄宿舎確保や日
本人学生と の国際交流等を 促
進すべく 、 混住型学生寮「 薫
風寮」 の申請を サポート す
る 。
　 また、 都市再生機構( UR) と
連携し 、 本学が借主と なる 留
学生向け賃貸契約の支援を 実
施する 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
国際教育セン
タ ー

・ 入学手続関係書類及びHP上にて入寮案内を 掲載
し ， 入寮希望者へはI SD窓口にて個別で入寮手続
き のサポート を 行っ ている 。 また、 平成23年度か
ら 「 都市機構賃貸住宅の借り 上げに関する 協定
書」 に基づき 、 本学が借主と なり 、 外国人留学生
向け賃貸契約の支援を 継続的に実施し ている 。 更
に、 留学生住宅総合保障制度について近隣の不動
産業者にアン ケート 調査を 行い、 留学生への適切
な住宅保証のあり 方について検討を 行っ た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 外国人留学生のための施
設整備を 進め、 学習環境、 生
活環境、 健康管理等の面でのを
支援体制を 充実さ せる と と
も に、 日本人と の混住型の学
生寮を 新たに開設し 、 留学生
と 日本人学生間の相互文化理
解及びを国際交流を 進展さ せ
る 。

○外国人留学生の生活環境等の支援体制の充実
・ 都市再生機構（ UR） と の間において、 本学が借主と なる
こ と で、 礼金、 仲介手数料及び更新料が不要かつ家賃を
10％割引く 契約を 締結する こ と によ り 、 国際交流会館（ 留
学生寮） に入居出来ない留学生への支援を 実施。

・ 各部局に必要に応じ て生活面・ 学習等のサポート を 行う
日本人チュ ータ ーを 配置。

・ その他、 留学生の宿舎である 国際交流会館にはスタ ッ フ
が常駐、 宿舎での様々な事柄に対応のほか、 男女１ 名ずつ
日本人学生チュ ータ ーが国際交流会館に入居、 留学生に対
する 幅広い支援を 実施。

Ⅲ Ⅲ

○I SDの機能の拡充等
・ 学務部留学生課に私費留学生向けの奨学金担当者を 配
置。 奨学金を 希望する 私費留学生に対し 、 奨学金ガイ ダン
スの実施や、 申請書類の確認等、 窓口における 個別相談に
対応。
・ その他、 留学生の宿舎である 国際交流会館にはスタ ッ フ
が常駐、 宿舎での様々な事柄に対応。
・ 平成29年度に留学生のための生活ガイ ド を 英文によ る ハ
ン ド ブッ ク と し て作成する と と も に、 英文ウェ ブサイ ト に
掲載。
・ 令和元年度の国際系事務組織の集約化及び移転によ り 、
留学生が手続等を 行う 関係各課の窓口がひと つのエリ アに
集約化さ れ、 留学生へのワン スト ッ プサービ ス機能を 強
化。

・ 令和２ 年度に留学支援セン タ ーが新設さ れ、 各キャ ン パ
スの国際交流担当教員と 事務組織の連携体制強化に伴い、
西千葉、 松戸、 亥鼻各キャ ン パスI SDの機能が拡充さ れ、
各キャ ン パスの外国人留学生や留学する 日本人学生への
サービ ス向上へ繋がっ た。 （ ※参考： 松戸、 亥鼻キャ ン パ
スへのI SDブラ ン チの設置は2011年度）

○日本語教育・ 日本文化教育の充実
・ 各部局に必要に応じ て生活面・ 学習等のサポート を 行う
日本人チュ ータ ーを 配置。
・ 国際未来教育基幹国際教育セン タ ー内に「 日本語支援
室」 を 設置、 同室にチュ ータ ーを 配置し 、 留学生から の日
本語や授業等に関する 質問や相談に対応。
・ そのほか日本人学生チュ ータ ーが国際交流会館及び浩気
寮に入居、 留学生に対する 幅広い支援を 実施。
・ 外国人留学生が受講する 日本語の授業に、 日本人学生が
授業ボラ ン ティ アと し て参加。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
国際教育セン
タ ー

◆　 外国人留学生の多様な
ニーズに対応でき る よ う 、 生
活、 学習、 進学、 就職に関す
る 相談支援体制を 充実さ せる
と と も に、 留学する 日本人学
生への支援を 充実さ せる た
め、 I SD（ I nt er nat i onal  
Suppor t  Desk） の機能を 拡充
し て、 亥鼻キャ ン パス及び松
戸キャ ン パスにも 展開する 。
また、 日本語教育、 日本文化
教育については、 I CTの活用
及び日本人学生の参加を 促進
する こ と でアク ティ ブ・ ラ ー
ニン グを 一層充実さ せ、 留学
生の学習成果の達成度を 向上
さ せる 。

29 ・ I SDにて区役所での住民登録・ ゆう ち ょ 銀行口
座開設などの外国人留学生への生活サポート 支援
を 行い、 I SDホームページではコ ロ ナ禍における
本学の対応について情報を 随時掲載し ている ほ
か、 オン ラ イ ン での相談を 予約・ 申込出来る 体制
を 整備し た。 また、 令和４ 年度入学予定の留学生
から 外国人留学生向け学研災付帯学生生活総合保
険（ 略称「 イ ン バウン ド 付帯学総」 ） への加入を
義務づけ、 在学中における 危機管理体制を 強化し
た。

・ 日本人学生に対する サポート と し ては、 昨年度
設置し た留学支援セン タ ーにおいて留学プロ グラ
ムの開発支援と あわせて、 海外渡航等に係る 危機
管理に関する 検討・ 審議を 定期的に行っ ている 。
長期留学中の危機管理等支援の一つと し て、
Googl e Wor kspaceを 活用し 、 学生、 当該学生の指
導教員、 派遣留学プロ グラ ム担当教員、 留学生課
及び所属部局職員が参加する チャ ッ ト ルームを 学
生ごと に作成し 、 速やかに情報の伝達・ 共有を 文
字・ ビ デオ通話で行う 仕組みを 整え、 万が一の際
にも 迅速な対応ができ る よ う にサポート 体制を 強
化し た。

・ ほと んどの日本語科目でZoomと Moodl eを 併用し
た同時双方向型の授業を 提供し ている 。 さ ら なる
改善を 図る ため、 オン ラ イ ン 授業に関し て、 受講
者を 対象と する イ ン タ ビ ュ ー調査も 実施し た。 渡
日でき ていない外国人留学生に対し ても 主体的に
学べる 環境を 確保する ため、 日本語授業ボラ ン
ティ ア、 日本語支援室チュ ータ ー活動においても
オン ラ イ ン を 活用し て日本語の文章添削， 会話練
習などの機会を 提供し ている 。

・ Zoomと Moodl eを 併用し た同時双方向型の授業、
ガイ ダン ス及びチュ ート リ アルを 行っ ており ， 非
常勤講師を 含めI CTを 効果的に活用し ている 。 ま
た、 渡日前の日本語学習と し てe-l ear ni ngソ フ ト
ウェ ア「 みなと 」 での学習を 推奨し 、 本学での日
本語学修を スムーズに始めら れる よ う 支援し てい
る 。

◆　 I SD（ I nt er nat i onal  
Suppor t  Desk） によ る 外国人
留学生への生活サポート 等の
充実化及び日本人学生に対す
る 留学サポート 体制の強化を
引き 続き 図る 。
　 また、 日本語教育を 中心に
e-l ear ni ng等の活用や日本人
学生と の双方向の学習機会の
さ ら なる 充実を 図り 、 学生の
主体的な学びを 活性化する 。
　 さ ら に、 外国人留学生向け
の科目における e-l ear ni ngの
提供やmoodl eの更なる 活用に
向けた利用支援を 行う 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における
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（ 年度計画）
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担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

31 ◆　 入学者受入れの方針につ
いて、 選抜方法と の整合性を
検証し 、 『 「 卒業認定・ 学位
授与方針」 （ ディ プロ マ・ ポ
リ シー） 、 「 教育課程編成・
実施の方針（ カ リ キュ ラ ム・
ポリ シー） 及び「 入学者受入
れの方針（ アド ミ ッ ショ ン ・
ポリ シー） の策定及び運用に
関する ガイ ド ラ イ ン 』 に基づ
き 、 必要な見直し を 行う と と
も に、 求める 能力を 評価でき
る 選抜方法を 検討・ 実施す
る 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
入試セン タ ー

・ 令和４ 年度入学者選抜における 選抜方法の変更
も し く は「 学位授与の方針」 及び「 教育課程編
成・ 実施の方針」 の見直し 等に伴う 「 入学者受入
れの方針」 の見直し について、 年度当初に各学部
等に依頼を 行っ ており 、 見直し 等があっ たも のは
更新し 、 ７ 月初旬に本学Webサイ ト 上に公開し
た。

・ 各学部等と も 入学者受入れの方針等に沿っ た選
抜を 実施し ており 、 一部学部では選抜方法の見直
し ・ 検討を 行っ ている 。

Ⅲ Ⅲ ◆　 各学部、 研究科( 学府)
は、 その教育目標に基づきき 入
学者受入方針を 継続的に見直
し 、 入学後の教育課程と 入学
者選抜の評価方法と の関係性
や求める 能力の評価方法を 明
確化する 。

・ 入学者受入れ方針については、 毎年度４ 月に学部、 研究
科等に対し て見直し 等の依頼を 行い、 変更等が生じ たも の
は７ 月初旬に本学Webサイ ト 上で公開し ている 。 また、 毎
年度７ 月頃、 各学部に入学者受入れ方針と 選抜方法と の整
合性の検証を 依頼し 、 当該検証結果を 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト 入試セン タ ー入学者選抜専門委員会で確認、
必要に応じ て助言等を 実施。 各学部と も 概ね入学者受入れ
方針に沿っ た選抜が実施でき ている こ と を 確認し ている 。

・ 各学部及び研究科等において入学者受入れ方針に沿っ た
選抜を 実施し ている 。 選抜方法等を 変更する 場合には2年
前予告の原則に基づき 、 ７ 月の入学者選抜要項（ 学部）
や、 12月又は３ 月の本学Webサイ ト 上での予告掲載にて公
表し ている 。

Ⅲ Ⅲ

32 ◆　 多様な背景を 持つ入学希
望者を 適切に評価する ため
に、 各学部等において総合型
選抜（ 旧AO入試） を はじ め特
色ある 入試を 全学的に展開す
る 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
入試セン タ ー

・ 令和４ 年度入学者選抜では、 先進科学プロ グラ
ム（ 飛び入学） において、 新たなに総合型選抜方
式（ 工学部デザイ ン コ ース） を 開始し た。

・ 他の特別選抜については前年度から 選抜や募集
人員等の変更はないが、 総合型選抜（ 全学173
名） 、 学校推薦型選抜（ 同58名） など多様な選抜
を 実施し た。 なお、 一部の学部では、 学校推薦型
選抜において高校での活動を 広範囲に聴取し その
主体性評価を 含んだ面接を 実施する など、 受験者
の多様な背景を 考慮し た選抜方法を 実施し たり 、
または継続検討し ている 。

Ⅲ Ⅲ ◆　 入試実施体制の再編成と
アド ミ ッ ショ ン オフ ィ スの設
置によ り 、 新し い入試システ
ムを 構築し 、 能力・ 意欲・ 適
性を 多面的・ 総合的に評価・
判定する ための多様な入試選
抜方法を 採用する 。 また、 英
語の外部試験を 入学者選抜に
利用する 方法を 新たに採用す
る 。 こ れまで先進科学プロ グ
ラ ムで実施し てき た総合評価
に基づく 選抜方式を 礎にこ れ
を 全学に展開する 。

・ こ れまで多様な背景を 持つ入学者選抜の導入検討にあた
り 、 各学部に対し て総合型選抜（ 従前のAO入試） 等の特別
選抜の導入・ 拡大を 図っ てき た。 その結果、 平成29年度入
試（ 平成28年度実施） では特別選抜募集人員175名であっ
たと こ ろ 、 総合型選抜の募集人員拡大や新規選抜の導入
（ 園芸産業創発学プロ グラ ム選抜） 等も あり 、 令和４ 年度
入試では248名にまで募集人員が拡大し た。 先進科学プロ
グラ ム（ 飛び入学） 学生選抜においては、 従前の方式I ・
I I ・ I I I の各選抜に加え、 令和４ 年度選抜（ 令和３ 年度実
施） では総合型選抜方式（ 工学部デザイ ン コ ース） を 新規
展開し た。 また、 外国語検定試験成績を 利用し た選抜方法
と し て、 一般選抜では平成29年度入試（ 平成28年度実施）
に国際教養学部が利用を 開始し て以降、 平成30年度入試で
は教育、 園芸、 看護の3学部が導入、 令和３ 年度選抜（ 令
和２ 年度実施） にあっ ては医学部を 除く 9学部が利用する
こ と になり 、 ほぼ全学展開に拡充し た。

Ⅲ Ⅲ
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
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第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ○高大連携推進に向けた高等学校の連携
・ 毎年度、 SSH校やSGH校などの高等学校と 意見交換を 行
い、 連携講座への取り 組みや接続推薦制度についての情報
収集、 制度の検討を 実施。
・ 文部科学省「 大学教育再生加速プロ グラ ム（ AP） 」 に採
択さ れた「 高大連携での科学教育コ ン ソ ーシアムによ る
『 次世代才能スキッ プアッ プ』 プロ グラ ム」 を 構築。

・ 平成30年３ 月の「 大学教育再生加速プロ グラ ム委員会」
中間評価において、 入試改革から 高大接続、 初年次教育改
革、 卒業時における 質保証の取組まで一貫し た大学改革が
推進さ れている こ と 、 我が国の大学改革モデル校と し て牽
引役を 果たし ている こ と 等が評価さ れ、 最高評価「 S」 評
価を 取得。

・ 国立大学法人評価委員会から は次のと おり 高評価（ 平成
29年度評価結果 教育研究の質の向上） 「 優れた能力や資
質を 持つ若者が、 早期から 研究の基礎と なる 学問を 学び、
将来研究者等になる ための先進科学プロ グラ ム（ 飛び入
学） を 理工系学部を 中心に拡大する と と も に、 高大接続シ
ステム改革と 連動さ せた「 次世代才能スキッ プアッ プ」 プ
ロ グラ ムを 実施し 成果を あげている 。 」

・ 園芸学部総合型選抜への接続制度と し て、 「 次
世代才能スキッ プアッ プ」 プロ グラ ムにおいて
「 園芸総合型対象講座」 を 実施し ている 。  

・ 教育学部総合型選抜において、 「 次世代才能ス
キッ プアッ プ」 プロ グラ ムを はじ めと する 高大連
携プロ グラ ムへの参加状況や成績を 「 活動履歴
書」 に記載する こ と を 可能と し 、 評価対象と し て
いる 。

・ 先進科学プロ グラ ム入試Ⅱ（ ４ 月入学） の植物
生命科学関連分野において、 科学技術コ ン テスト
等（ 園芸学部応用生命化学科が開講する 次世代ス
キッ プアッ ププロ グラ ムを 含む。 ） における 実績
がある 場合には、 その実績を 総合判定において評
価し ている 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
高大接続セン
タ ー

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 入試セン タ ー入
試広報戦略専門委員会にて策定し た入試広報基本
方針に基づく 活動を 計画し たが、 新型コ ロ ナウイ
ルス感染拡大の影響から 、 夏季オープン キャ ン パ
スや大学見学会（ キャ ン パスツ アー） 等の対面型
イ ベン ト はやむを 得ず中止と なっ た。 し かし 一方
で、 コ ロ ナ禍に対応すべく 、 オン ラ イ ン 入試広報
の新たな展開拡充に注力し た。 Webオープン キャ
ン パスにおいては、 新たに学部長等によ る 学部紹
介動画を 公開し たり 、 VRを 活用し たキャ ン パス紹
介コ ン テン ツ を 制作し た（ 松戸、 令和４ 年度公
開） 。 さ ら に、 秋季オープン キャ ン パスでは、 学
部の協力を 得てオン ラ イ ン 相談会を 開催し 受験者
の進学相談を 行っ た。 なお、 高校等への大学説明
会では総数97校（ 県内36校、 県外61校） に対応し
たが、 その内、 オン ラ イ ン によ る も のは約半数の
48校（ 県外44校） と 、 県外且つ新規高校の申込み
も 増加し ており 、 オン ラ イ ン によ る 入試広報の効
果と し て、 更なる 本学志願者の獲得に繋がっ てい
る も のと 思われる 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
入試セン タ ー

33 ◆　 「 入試広報基本方針」 を
策定し 、 方針に基づいた入試
広報を 行う と と も に、 オン ラ
イ ン によ る 広報の在り 方を 含
め、 改善点等の検証を 行う 。
　 また、 意欲的で多様な志願
者の確保に向け、 高等学校の
SSH事業等への講師･委員の派
遣、 研究室訪問の仲介等を 行
い、 高度な教育に向けたカ リ
キュ ラ ム開発を 継続的に支援
する 。

◆　 高等学校の関係者等の意
見を 踏まえ、 入試広報活動を
改善する と と も に、 高等学校
等のカ リ キュ ラ ム開発支援や
高大連携企画事業を 通じ て意
欲的で多様な志願者を 確保す
る 。

○入試広報基本方針の継続的な見直し
・ 毎年度、 千葉県高等学校進学指導担当教諭と 意見交換を
実施し た。

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 入試セン タ ーにおいて毎
年度、 前年度の実施状況等を 検証し た入試広報基本方針を
策定。 同方針に基づいた入試広報活動を 実施し た。

・ 対面型イ ベン ト の制約を 受けたコ ロ ナ禍に対応すべく 、
Webオープン キャ ン パスにおける 学部紹介動画やキャ ン パ
ス紹介（ 動画、 VR） 、 Web会議システムを 利用し たオン ラ
イ ン 相談会など、 様々なコ ン テン ツ を 活用・ 展開し 、 オン
ラ イ ン によ る 入試広報を 大幅に拡充さ せた。 こ れによ り 、
コ ロ ナ対応から の相乗効果と し て、 従前は遠方等の理由で
本学を 訪問する 機会が少なかっ た高校等から の依頼が増
え、 令和３ 年度にあっ ては県外61校に対応し た内、 オン ラ
イ ン によ る 依頼は44校にのぼっ ており 、 千葉大ネームの更
なる 浸透、 及び、 新たな本学志願者の獲得に繋がっ ている
も のと 思われる 。

・ 入試広報活動の成果の一つと し て、 また、 ENGI NEプラ ン
等によ る 本学の教育改革の魅力発信も あり 、 一般選抜にお
ける 志願者数が平成28年度入学者選抜から 7年連続で国立
大学１ 位と なっ ている 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

先進科学セン
タ ー

・ 春飛び入学で１ 名の入学者を 迎えた。

・ 春飛び入学（ 方式I 、 I I 、 総合型選抜方式） 及
び秋飛び入学（ 方式Ⅲ） の募集を 行い、 春飛び入
学（ 方式I 、 I I ） の入学試験を 実施し た。

・ 令和４ 年度入試から 、 春入学（ ４ 月入学） 学生
選抜（ 総合型選抜方式） の工学関連分野（ 工学部
総合工学科（ デザイ ン コ ース） ） において、 総合
型選抜を 活用し た入試を 実施する ために、 入学者
選抜要項等に必要な記載を 行っ た。

・ 入試科目や実施方法の見直し を 行っ た．

Ⅲ Ⅲ ○飛び入学の拡大及び秋季入学制度の整備・ 改善
・ 飛び入学制度（ 先進科学プロ グラ ム） を 平成30年度から
園芸学部などの生命科学及び化学分野に、 さ ら に令和元年
度から 理学部の生物学分野においても 拡大。 こ れによ り 、
理学・ 工学・ 園芸学・ 文学の４ 学部の物理学・ 化学・ 生物
学・ 工学・ 植物生命科学・ 人間科学関連６ 分野で実施。

・ 入学時期の弾力化等を 図る ため、 平成28年度に６ タ ーム
制を 全学的に導入によ り 学事暦を 柔軟化。

・ 国立大学法人評価委員会から は次のと おり 高評価（ 平成
29年度評価結果 教育研究の質の向上）
「 留学、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ ア等、 学生の多様
な社会体験の機会を 確保し 、 自主的で主体的な学びを 促す
ため、 ６ タ ーム制を 全学的に導入する と と も に、 シラ バス
の英語化を 推進する など、 学生の留学促進や外国人留学生
の受入れのための環境整備を 進めている 。 」

Ⅳ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
入試セン タ ー

計画No. 32で確認 ○AO入試や海外入試の実施
・ 多様な入学者を 確保する ため、 各学部において総合型選
抜等の特色ある 入試や、 医学部を 除く 9学部において外国
語検定試験成績を 利用し た入試を 実施。

・ 国際バカ ロ レ アを 利用し た入試については、 18歳人口が
減少する 中で対象と なる 生徒が増加する かどう か不明確で
ある こ と から 、 新たな特別入試の実施は見送っ ている 。

Ⅳ Ⅲ

・ 園芸学部総合型選抜への接続制度と し て、 「 次
世代才能スキッ プアッ プ」 プロ グラ ムにおいて
「 園芸総合型対象講座」 を 実施し ている 。  

・ 教育学部総合型選抜において、 「 次世代才能ス
キッ プアッ プ」 プロ グラ ムを はじ めと する 高大連
携プロ グラ ムへの参加状況や成績を 「 活動履歴
書」 に記載する こ と を 可能と し 、 評価対象と し て
いる 。

・ 先進科学プロ グラ ム入試Ⅱ（ ４ 月入学） の植物
生命科学関連分野において、 科学技術コ ン テスト
等（ 園芸学部応用生命化学科が開講する 次世代ス
キッ プアッ ププロ グラ ムを 含む。 ） における 実績
がある 場合には、 その実績を 総合判定において評
価し ている 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
高大接続セン
タ ー

◆  学生の多様なニーズに
対応し 、 グロ ーバル人材育成
を 進める ため、 「 飛びを入学」
制度の充実、 秋季入学制度の
整備・ 改善、 AO入試を 推進す
る と と も に、 海外での入試及
び国際バカ ロ レ アを 利用し た
入試を 実施する 。 特に、 理工
系や国際教養学部において、
高大連携プロ グラ ムを 活用し
た接続推薦制度を 実施する こ
と によ り 高大連携を 推進し 、
連携する 高等学校、 SSH校や
SGH校から 優秀な学生を 獲得
する 。

34 ◆　 多様な背景を 持つ入学希
望者を 適切に評価する ため
に、 各学部等において総合型
選抜（ 旧AO入試） を はじ め特
色ある 入試を 全学的に展開す
る 。
　 また、 先進科学プロ グラ ム
（ 飛び入学） の入試と し て、
春入学者、 秋入学（ 9月入
学） 者用の方式を 継続的に実
施する と と も に、 課題を 整理
し 改善する 。
　 さ ら に、 「 次世代才能ス
キッ プアッ プ」 などの高大連
携プロ グラ ムを 実施し て、 理
工系や関連学部における 接続
推薦制度に向けた高大連携活
動を 推進する 。

○高大連携推進に向けた高等学校の連携
・ 毎年度、 SSH校やSGH校などの高等学校と 意見交換を 行
い、 連携講座への取り 組みや接続推薦制度についての情報
収集、 制度の検討を 実施。

・ 文部科学省「 大学教育再生加速プロ グラ ム（ AP） 」 に採
択さ れた「 高大連携での科学教育コ ン ソ ーシアムによ る
『 次世代才能スキッ プアッ プ』 プロ グラ ム」 を 構築。

・ 平成30年３ 月の「 大学教育再生加速プロ グラ ム委員会」
中間評価において、 入試改革から 高大接続、 初年次教育改
革、 卒業時における 質保証の取組まで一貫し た大学改革が
推進さ れている こ と 、 我が国の大学改革モデル校と し て牽
引役を 果たし ている こ と 等が評価さ れ、 最高評価「 S」 評
価を 取得。

・ 国立大学法人評価委員会から は次のと おり 高評価（ 平成
29年度評価結果 教育研究の質の向上） 「 優れた能力や資
質を 持つ若者が、 早期から 研究の基礎と なる 学問を 学び、
将来研究者等になる ための先進科学プロ グラ ム（ 飛び入
学） を 理工系学部を 中心に拡大する と と も に、 高大接続シ
ステム改革と 連動さ せた「 次世代才能スキッ プアッ プ」 プ
ロ グラ ムを 実施し 成果を あげている 。 」
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ グロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹（ GP基幹） に
おいて、 各研究プロ ジェ ク ト の個別の状況を ヒ ア
リ ン グし た上で、 GP基幹が推進する 研究プロ ジェ
ク ト 全体の進捗状況や個別プロ ジェ ク ト の重要性
等を 踏まえ、 以下のと おり 学内資源の戦略的配分
を 実施し た。

・ 平成28年度から 推進し ている 研究部門３ 研究プ
ロ ジェ ク ト と 次世代研究イ ン キュ ベータ 19研究プ
ロ ジェ ク ト に対し て、 研究資源の戦略的重点投下
を 継続し て実施。 特に、 国際的卓越研究の創出の
ため、 研究加速・ 推進担当研究者５ 名を 研究部
門、 ２ 名を イ ン キュ ベータ に継続し て配置。 さ ら
に、 国際的卓越拠点形成を 目的と し て、 産業連
携・ 加速担当１ 名を 研究部門に配置し て実施。

・ 研究プロ ジェ ク ト への重点配分に加え、 用途を
特定し た支援体制と し て、 「 国際研究ネッ ト ワー
ク 構築のための支援プロ グラ ム」 を 実施し 、 研究
集会等のリ モート 開催についても 支援し た。 「 若
手研究者育成プロ グラ ム」 を 、 コ ロ ナ禍の影響は
あり つつも 継続し て支援を 実施。
 
・ 研究プロ ジェ ク ト の研究力向上を 支える 研究基
盤の充実に向けて、 共用機器・ 設備の安定的運用
を 目的と し た当該機器・ 設備の整備、 更新等維持
管理経費の支援を 実施。

◆ 免疫システム調節治療
学、 キラ リ ティ ー物質科学分
野等、 先駆的・ 先端的な世界
水準の研究分野への重点的な
全学的支援を 行う こ と によ っ
て国際的に卓越し た研究拠点
を 形成・ 強化し 、 国内外の先
端的研究拠点と のネッ ト ワー
ク を 構築し て質の高い論文を
増やす等国際的に高く 評価さ
れる 成果を 生み出す。 さ ら に
研究I Rやミ ッ ショ ン の再定義
等によ り 把握し た「 強み」 と
なる 研究分野についても 全学
及び各研究科等によ る 強化を
行い、 こ れら 研究分野におい
て国内外を 牽引する 。

グロ ーバルプロ
ミ ネン ト 研究基
幹運営部門

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構

・ 第４ 期中期目標期間では、 GP基幹の後継組織と
し て、 新たに国際高等研究基幹を 設置する 計画で
ある 。 同基幹において、 千葉大学に所属する 研究
者が推進する 研究を 加速・ 充実さ せ、 優れた研究
成果を 得る ために、 大型研究費の獲得や研究拠点
の形成を 目指すこ と を 目的と し た研究支援を 企
画、 検討し た。 「 学際的先端研究支援プロ グラ
ム」 「 社会価値創造研究支援プロ グラ ム」 の２ つ
の枠組みから 成る 研究支援プロ グラ ムを 企画し 、
募集を 実施し た。 学術研究・ イ ノ ベーショ ン 推進
機構（ I MO） に設けた本学を 代表する 教員を 構成
員と し た選考委員会によ る 厳正なる 審査の結果、
３ 月に研究計画20件の採択を 決定し た（ 応募は57
件） 。 なお、 本プロ グラ ムに採択さ れた研究計画
は， 本学の研究戦略に基づいて推進さ れる 研究プ
ロ ジェ ク ト の１ つと し て千葉大学国際高等研究基
幹の「 ト ッ プリ ーダー型」 、 「 次世代展開型」 に
位置付けら れ、 千葉大学ビ ジョ ン の研究事項の実
現と 第４ 期中期目標・ 計画等への貢献が期待さ れ
る 。 また、

令和２ 年度及び３ 年度のG 基幹採択プ ジ ク ト

35 ◆　 グロ ーバルプロ ミ ネン ト
研究基幹が推進する 研究プロ
ジェ ク ト に対し 、 引き 続き 学
内資源を 戦略的に配分する と
と も に、 国内外の研究拠点等
と のネッ ト ワーク 構築及び維
持のため、 人的交流を さ ら に
促進する 取組を 継続実施す
る 。 こ れら の取組によ り 、 国
際的卓越研究拠点の形成・ 強
化を 図る 。
　 また、 第4期中期目標期間
に向けて次世代を 担う 研究プ
ロ ジェ ク ト の裾野拡大を 図る
ため、 「 リ ーディ ン グ研究育
成プロ グラ ム」 に新たな対象
枠を 企画し 、 外部有識者を 加
えた評価審査会によ る 選定を
経て、 戦略的に育成・ 推進す
る 。 同時に、 PDCAサイ ク ルに
沿っ て研究I Rによ る 新たな重
点推進分野の発掘を 行う 。
　 さ ら に、 全学及び各研究科
等において、 強みと なり う る
研究分野を 強化する ための取
組を 実施する こ と で、 研究活
動面の裾野の拡大と 底上げを
図る 。

○世界レ ベルの研究の創出と それに基づく 国際的卓越研究
拠点の形成
・ 本学の研究戦略（ 「 人文社会科学系、 理工学系、 生命科
学系分野における 世界レ ベルの研究の推進」 、 「 次世代を
担う イ ノ ベーショ ン の創出」 ） を 強力に推進する ため、 本
学の研究の核と なる 新規性・ 独創性を 備えた多様で発展性
のある 研究群を 、 長期間に渡り 継続的に創出する こ と を 目
的と し て平成28年度に「 グロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基
幹」 を 設置。 本基幹長（ 学長） の下に、 学内研究資源を 集
約し 、 研究を 推進する ために必要と さ れる 研究資源の戦略
的配分機能、 研究分野・ プロ ジェ ク ト の調査・ 分析・ 評価
機能、 研究マネジメ ン ト 改革、 資源マネジメ ン ト 改革等を
通じ た研究力強化方策の企画・ 運用に係る マネジメ ン ト 機
能を 整備。 本基幹には、 「 世界レ ベルの研究の創出と それ
に基づく 国際的卓越研究拠点の形成」 を 進める “ 研究部
門” 及び「 次なる 本学の重点推進分野を 育成」 する “ 次世
代イ ン キュ ベータ ” の二階層の研究推進部門を 設けて、 双
方に複数の研究プロ ジェ ク ト を 配置。

・ 国際粘膜・ アレ ルギー治療学研究拠点形成事業におい
て、 カ リ フ ォ ルニア大学サン ディ エゴ校と 共同し て、 感染
症・ アレ ルギー・ がん等の予防のための次世代型粘膜ワク
チン の開発を 目指す国際粘膜免疫・ アレ ルギー治療学研究
拠点と し て、 平成28年度にカ リ フ ォ ルニア大学サン ディ エ
ゴ校（ UCSD） の「 San Di ego研究セン タ ー」 、 本学亥鼻
キャ ン パスの「 千葉研究セン タ ー」 から 成る 「 千葉大学－
UCSD国際粘膜免疫・ アレ ルギー治療学研究セン タ ー」 を 設
置。

・ 世界最高感度のニュ ート リ ノ 観測と 数値シミ ュ レ ーショ
ン で切り 拓く 高エネルギーハド ロ ン 宇宙国際研究拠点形成
事業において、 ハド ロ ン 宇宙国際研究セン タ ーは、 南極点
の氷河を 検出体と し た画期的な国際共同実験「 I ceCubeプ
ロ ジェ ク ト （ 12カ 国49機関が参加） 」 に日本で唯一の参加
機関。 　

・ 客観的な指標から 本学の強みと さ れた植物分子科学研究
を 結集し 、 当該研究分野の更なる 先鋭化を 図る 分野横断・
融合によ る 卓越研究拠点と し て、 「 植物分子科学研究セン
タ ー」 を 全学セン タ ーと し て設置。

・ 本学の強みと し ての生物飛行と 小型無人航空機（ ド ロ ー
ン ） 及び関連研究分野の先鋭的な研究を 結集し 、 分野横
断・ 融合によ る 先進的な飛行ロ ボティ ク スの拠点と し て、
「 イ ン テリ ジェ ン ト 飛行セン タ ー」 を 工学研究院の附属セ
ン タ ーと し て設置。

・ 以上の取組によ り 、 客観的な指標の一つである ト ムソ
ン ・ ロ イ タ ー社の“ Web of  Sci ence” によ る 論文数につい
て、 Top１ %論文及びTop10%論文数、 国際共著率は安定的に
一定数を 確保。 　

○強みと なる 新たな研究分野の醸成
・ 本学の強みと なる 研究分野を 強化し 、 研究活動面の裾野
の拡大と 底上げを 図る ため、 「 研究費獲得促進プロ グラ
ム」 、 「 人工知能等関連研究支援プロ グラ ム」 、 「 千葉大
学先進科学賞」 、 「 研究プロ ジェ ク ト 等に係る リ サーチ・
アシスタ ン ト （ RA） 経費の配分」 を 実施。

・ 第５ 期科学技術基本計画において、 人工知能等（ 機械

学習、 ニュ ーラ ルネッ ト ワーク 、 深層学習、 強化学習、 最
適化、 Ｉ ｏ Ｔ 、 データ マイ ニン グ、 サイ バーセキュ リ
ティ ） に関連する 研究の重要性が高まっ ている こ と を 踏ま
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

 

令和２ 年度及び３ 年度のGP基幹採択プロ ジェ ク ト
５ 件については、 後継組織である 国際高等研究基
幹における 継続研究計画に位置付けら れ、 国際高
等研究基幹と し て次年度以降の継続運営を 支援す
る 計画である 。

・ 研究I Rによ り 、 優秀な特任研究者を 認定し 、 GP
基幹所属の６ 名については、 後継組織である 国際
高等研究基幹における 機能強化学長裁量定員（ 概
算要求によ る ミ ッ ショ ン 実現加速化イ ニシアティ
ブ経費を 財源） と し て、 継続雇用する こ と と し
た。 また、 国際高等研究基幹における 中堅・ 若手
研究者育成のため、 国際高等研究基幹の教員募集
を 実施し 、 厳正なる 審査の結果、 テニュ アト ラ ッ
ク 准教授２ 名及び特任助教３ 名を 採用（ 応募はテ
ニュ アト ラ ッ ク 准教授７ 名、 特任助教16名） し 、
次世代を 先導する 中堅・ 若手研究者育成を 支援・
推進する 計画である 。

　

　

　

◆　 環境リ モート セン シン グ
研究セン タ ーは、 新気象衛星
データ を はじ めと する 様々な
地上・ 衛星リ モート セン シン
グデータ のアーカ イ ブと その
データ 活用によ る 地球環境モ
ニタ リ ン グ研究と 、 マイ ク ロ
波リ モート セン シン グ研究に
重点を 置き 、 リ モート セン シ
ン グ及び環境に関する 研究拠
点と し ての機能を 強化する 。
観測によ る 診断型を 中心と し
た地球環境研究に加えてモデ
ル予測研究にも 貢献する 。 さ
ら に、 フ ュ ーチャ ーアースな
どを 通じ た研究成果の社会的
活用の推進を 図る 。 イ ン ド ネ
シアを はじ めと する アジア各
国への国際展開、 温室効果気
体等モニタ リ ン グ、 衛星リ
モート セン シン グデータ のモ
デル応用によ る 環境変動予測
において、 海外と の連携を 強
化し 、 国内に加えて国際研究
拠点と し ての強化を 行う 。

36 ・ 環境リ モート セン シン グ研究セン タ ーのプロ グ
ラ ム研究を 軸に５ つの「 プロ グラ ム研究会」 を 実
施し 、 コ ミ ュ ニティ への貢献を 明示的にプロ グラ
ム活動と 結びつけた。

・ 環境リ モート セン シン グ研究セン タ ーが中心と
なり 開発・ 運用化し た全球大気データ 同化システ
ムNEXRAは、 令和３ 年度も 引き 続き JAXAのスパコ
ン 上で実時間運用さ れ、 日々解析結果を 社会に向
けて発信する と と も に、 理化学研究所・ 東京大
学・ JAXAと の共同研究によ る 高度化を 推進し た。
（ ht t ps: //www. eor c. j axa. j p/t heme/NEXRA/i ndex
_ j . ht m） 。

・ 令和３ 年４ 月よ り 気象庁・ 気象研究所と の間に
共同研究契約を 締結し 、 深層学習を 用いた現業天
気予報システム開発研究へ向け、 最先端研究を 推
進し た。

・ 地球規模課題対応国際科学技術協力プロ グラ ム
（ SATREPS) において、 イ ン ド ネシア・ ボゴール農
科大学を 対応機関と し た課題「 食料安全保障を 目
指し た気候変動適応策と し ての農業保険における
損害評価手法の構築と 社会実装」 を 実施し てい
る 。 令和３ 年度は干ばつ害損害評価手法、 水害損
害評価手法、 病虫害損害評価手法のプロ ト タ イ プ
手法を 用いたト ラ イ アルを 実施し た。 カ ウン タ ー
パート への技術移転及びキャ パシティ ・ ディ ベ
ロ ッ プメ ン ト について多岐に渡る 分野と テーマに
ついて多種多様な方法で行っ て来た結果、 一部の
活動はイ ン ド ネシア側だけで実施でき る よ う に
なっ た。 コ ロ ナ禍以降両国間での往来は出来なく
なっ たが、 こ れまでの技術移転の活動が実を 結び
コ ロ ナ禍において発揮さ れる こ と と なっ た。 さ ら
に研修教材の準備に係り 、 キャ パシティ ・ ディ ベ
ロ ッ プメ ン ト に必要なハン ド ブッ ク や教材の作成
も 同時並行し て実施し た。 こ れまでに得ら れた両
国メ ン バーによ る 成果は、 査読付き 論文20件、 国
内外学会・ 招待講演118件、 受賞５ 件、 報道４
件、 ワーク ショ ッ プ・ シン ポジウム60件である 。

環境リ モート セ
ン シン グ研究セ
ン タ ー

・ 世界の静止衛星観測網を 活用し た陸域モニタ リ ン グ研究
の研究拠点形成を 目的と し たJSPS研究拠点形成事業( a.  先
端拠点形成型) に採択さ れ、 今後、 日米豪中韓での国際共
同研究と 本セン タ ーの拠点化に向けた体制を 整える こ と が
でき た。
ht t ps: //www. j sps. go. j p/j -c2c/j i sshi chu_ a. ht ml

◆ 環境リ モート セン シン グ
研究セン タ ーにおいては、 国
内外の研究機関と の共同研究
及び学内の関係分野と の協働
のも と に、 リ モート セン シン
グ研究を 進展さ せ、 地球環境
に関する 研究を 推進し 、 得ら
れた成果の可視化、 評価・ 分
析を 行い、 アジアにおける 国
際拠点と し て、 先端的な研究
を 強化する 。

 

　

  

　

ティ ） に関連する 研究の重要性が高まっ ている こ と を 踏ま
え、 本学における 人工知能等の関連研究の組織的活動や推
進及び人工知能等に関連する 研究の裾野の拡大と 底上げに
資する こ と を 目的と し て、 「 人工知能等関連研究支援プロ
グラ ム」 によ り 支援を 行い、 AI 等に関連する 研究の裾野の
拡大と 底上げを 図る こ と を 目的と し た学外講師によ る 「 AI
技術講座」 を 実施。 　
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ○病原真菌を 含む各種病原体の基礎研究の推進
・ 本セン タ ーは、 我が国唯一の公的な真菌医学研究機関で
あり 共同利用・ 共同研究拠点と し て、 真菌・ 放線菌によ る
ヒ ト 真菌症の克服を 図り 、 安全・ 安心社会の構築に寄与す
る と と も に、 こ れら 微生物資源・ 遺伝子資源の活用を 軸と
し て、 広く 全国の研究者と 共同研究を 推進し た。

・ 平成30年度共同利用・ 共同研究拠点の中間評価を 踏ま
え、 共同利用・ 共同研究体制を 一層強化する 取組と し て、
（ １ ） 国際共同研究推進のため、 拠点事業と し て国際
フ ォ ーラ ムを 計画し 、 研究ネッ ト ワーク 拡大を 目指し た活
動を 推進。 （ ２ ） ブラ ジルカ ン ピ ーナス大学と の薬剤耐性
真菌の疫学およ び耐性メ カ ニズムの解析に関する 研究、 米
国マサチュ ーセッ ツ 大学と のアスペルギルス臨床株を 用い
た分子疫学解析の研究を 推進。 （ ３ ） 米国の共同研究者と
と も にNI Hの競争的研究資金の申請を 行う など、 国際的な
共同研究と と も に研究資金獲得を 推進。 その結果、 令和３
年度の拠点期末評価において「 A」 評価を 受ける と 共に、
「 真菌感染症研究拠点」 と し て再認定さ れた。

・ 本セン タ ー教授ら の研究グループは、 東北大学など国内
外の研究グループと の共同研究によ り 、 重篤な肺感染症を
引き 起こ す病原性の真菌（ カ ビ ） において、 薬剤耐性の制
御に寄与する 新規な因子を 発見する と と も に、 本研究で得
ら れた知見を も と に、 世界中で急速に拡大し ている タ イ プ
の薬剤耐性メ カ ニズムを 、 制御因子の遺伝子変異によ り 無
効にでき る こ と を 世界で初めて実証し 、 本研究成果は、 平
成28年にNat ur e系学術誌「 Sci ent i f i c Repor t s」 に掲載さ
れた。

・ 本セン タ ーでは、 広く 宿主微生物叢と 宿主免疫応答に関
する 異分野融合型の柔軟な感染症研究の展開と 拠点形成を
目的と し て、 平成28年度に「 無菌動物飼育施設」 を 導入
し 、 本施設を 利用し た共同利用・ 共同研究の受入れ体制を
強化する と と も に、 共同研究者研究室等を 改修・ 整備する
こ と で「 オープン リ サーチラ ボ」 を 充実し 、 拠点と し ての
機能を 強化。

・ 世界中で増大する 耐性菌を 克服する ため、 国内外の研究
グループと の共同研究を 実施。

・ 無菌動物飼育実験設備、 オープン リ サーチラ ボ等、 共同
利用・ 共同研究の支援に必要な一連の施設・ 設備等を 積極
的に整備。

○感染症に関する 新たな予防・ 診断・ 治療に関する 研究の
推進
・ 本セン タ ー准教授が「 腸内細菌と ３ 型自然リ ン パ球によ
る 腸管恒常性制御機構の研究」 によ り 、 平成29年度科学技
術分野の文部科学大臣表彰において、 「 若手科学者賞」 を
受賞。 本業績は、 腸管恒常性維持システムの解明と その破
綻によ っ て引き 起こ さ れる 様々な疾患の予防・ 治療・ 診断
法の開発に大き く 貢献。

・ 本セン タ ーの准教授が、 「 病原真菌の分類学的研究と 臨
床菌株コ レ ク ショ ン の充実」 によ り 、 平成30年度日本微生
物資源学会学会賞を 受賞し た。 本研究成果は、 病原微生物
株の収集・ 保存・ 提供体制の整備によ り 、 高度情報を 賦与
し た信頼でき る 病原微生物株と し て提供し 、 感染症と 病原
体の教育・ 研究を する 人々に大き く 貢献。

・ 本セン タ ーの特任助教が、 「 Epi demi ol ogi cal  St udy of  
Fusar i um Speci es Causi ng I nvasi ve and Super f i ci al  
Fusar i osi s i n Japan」 によ り 平成30年度日本医真菌学

  
      
 

 
 

◆ 真菌医学研究セン タ ーに
おいては、 国内外の研究機関
と の連携や全国の医療機関等
と のネッ ト ワーク を 最大限に
活用し 、 病原真菌を 含む各種
病原体の基礎研究及びそれら
に起因する 感染症に関する 新
たな予防・ 診断・ 治療に関す
る 研究を 推進し て、 得ら れた
成果の可視化、 評価・ 分析を
行い、 免疫学研究者と 協力し
我が国の臨床感染症治療研究
拠点に発展さ せる 。

37 ・ NHO東京病院を 始めと し て､慶応大学呼吸器内科
/感染制御セン タ ー､東海大学呼吸器内科などの全
国の大学・ 医療機関と 連携し ､真菌症の臨床研究
を 進めており 、 海外ではブラ ジルと の研究も 活発
に行っ ている 。 また、 真菌セン タ ーに併設する 真
菌症リ フ ァ レ ン スセン タ ーは日本感染症学会及び
日本臨床微生物学会から 「 先進的感染症検査施
設」 に認定さ れており ､全国の医療機関から コ ン
サルテーショ ン サービ ス及び一般病院では成し 得
ない検査を 受け入れている 。 令和３ 年度は、
COVI D-19の大流行に加え、 担当教員が年度末で退
職のため検査依頼の受け入れ制限を 行なう などの
制約があっ たも のの、 令和３ 年４ 月から 令和４ 年
２ 月末までの間で全国の100の医療機関から 384に
及ぶ検体検査の依頼を 受け入れた｡こ れら のコ ン
サルテーショ ン や検査受け入れを 通じ てそれぞれ
の真菌症の問題点を 見いだし 、 こ れを 端緒と し て
一部は共同研究に発展し ている 。 その成果は令和
３ 年４ 月以降の８ ヶ 月間に公表さ れた21報の英文
論文と し て結実し ､現在更に７ 報がi n pr essと
なっ ている 。 さ ら にこ れら の研究の一部はよ り 広
範な共同研究に発展し つつある 。 また、 真菌感染
症研究拠点では、 国際共同研究の推進などへの取
り 組みが評価さ れ、 今年度中に実施さ れた拠点期
末評価において「 A」 評価を 受け、 再認定さ れ
た。

真菌医学研究セ
ン タ ー

◆　 真菌医学研究セン タ ー
は、 真菌感染症研究拠点と し
て、 医学研究院及び附属病
院、 国内外の研究機関の真菌
症関連研究者と 連携する と と
も に、 全国の医療機関と 臨床
真菌感染症診療・ 研究ネッ ト
ワーク を 活用し た共同利用・
共同研究を 実施し 、 薬剤耐性
菌を 含めた難治性感染症克服
のための感染症・ 免疫研究を
推進する 。
　 また、 共同利用・ 共同研究
拠点の中間評価の結果を 踏ま
え、 国際共同研究等を 通じ た
国際化を 推進する こ と によ
り 、 令和３ 年度中に実施さ れ
る 期末評価に対応する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

 

   
      

Fusar i osi s i n Japan」 によ り 、 平成30年度日本医真菌学
会優秀論文賞を 受賞。 本研究成果は、 フ ザリ ウム症の基礎
的知見の集積と 感染実態の解明に大き く 貢献。
・ 本セン タ ーの准教授が、 「 Cl i ni cal  and 
bact er i ol ogi cal  anal yses of  bact er emi a due t o 
Cor ynebact er i um st r i at um」 によ り 、 平成30年度日本感染
症学会二木賞を 受賞。 本研究成果は、 臨床現場における 感
染症対策に大き く 貢献。
・ 本セン タ ーの准教授ら が、 乳児皮膚の菌株ゲノ ム解析か
ら 病原細菌の遺伝子変異と アト ピ ー性皮膚炎発症と の関連
について明ら かにし 、 令和２ 年に国際誌Sci ence 
Tr ansl at i onal  Medi ci neで成果を 報告し た。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ GP基幹において、 研究加速・ 推進担当研究者の
配置や新規共同研究・ 萌芽的研究のための用途特
定型資源の配分など、 研究プロ ジェ ク ト への研究
資源の重点投下を 行う こ と を 通し て、 先駆的・ 先
端的研究の推進に寄与し た。

・ 研究部門３ 研究プロ ジェ ク ト 、 次世代イ ン キュ
ベータ 19研究プロ ジェ ク ト の推進によ り 、 以下の
特筆すべき 成果があっ た。
　 ・ 研究部門の研究プロ ジェ ク ト 「 ハド ロ ン 宇宙
科学」 の堀田英之准教授が、 スーパーコ ン ピ ュ ー
タ 「 富岳」 によ る 超高解像度計算によ っ て太陽の
自転分布を 世界で初めて再現し 、 Nat ur e 
Ast r onomyで発表し た。 同じ く 、 同プロ ジェ ク ト
の石山智明准教授を 中心と する 国際研究グループ
は、 国立天文台のスーパーコ ン ピ ュ ータ 「 アテル
イ I I 」 を 用いて世界最大規模のダーク マタ ー構造
形成シミ ュ レ ーショ ン に成功し 、 英国王立天文学
会発行のMont hl y Not i ces of  Royal  
Ast r onomi cal  Soci et y誌に掲載さ れた。

・ 次世代研究イ ン キュ ベータ の研究プロ ジェ ク ト
では、 令和３ 年度に採択さ れた「 分子治療学ケミ
カ ルサイ エン ス」 の中島誠也助教及び根本哲宏教
授が、 超原子価ヨ ウ素と 呼ばれる ヨ ウ素含有分子
の結合エネルギーを 人工知能によ り 算出する 予測
モデルの構築に成功し 、 「 Sci ent i f i c Repor t s」
に、 同じ く 、 「 老化と 再生研究」 の高山直也 准
教授ら は、 i PS細胞を 用いた人工血小板の作製の
効率化に成功し 、 学術誌 St em Cel l  Repor t s に
それぞれ掲載さ れた。

・ 学術研究・ イ ノ ベーショ ン 推進機構（ I MO） で
は、 基礎研究から 応用研究、 社会実装までの一括
し た支援を 行っ ており 、 イ ノ ベーショ ン の創出へ
と つながる 流れを 循環さ せる 「 イ ノ ベーショ ン ・
エコ システム」 を 推進し た。 また、 産学連携に係
る リ スク マネジメ ン ト の高度化のため、 安全保
障・ 輸出管理を 強化・ 推進し 、 利益相反に関する
e-ラ ーニン グを 用いた啓発活動を 行っ た。

・ 産学連携に係る 契約リ スク 軽減を 図る べく 、 法
務担当専門職員に加え、 弁護士委託を 行い法務面
の支援を 充実化し た。
契約書リ スク ヘッ ジの一定水準化を 図る べく 各種
知的財産許諾契約の雛型作成を 行っ た。

・ 研究推進部内に「 西千葉地区研究推進室」 を 設
置し 、 研究に関わる ワン スト ッ プ支援体制を 整備
し 、 研究の活性化に資する 研究者の事務的負担軽
減に向けた取組みを 行っ た。

グロ ーバルプロ
ミ ネン ト 研究基
幹運営部門

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構

◆　 イ ノ ベーショ ン 創出に資
する 成果を 生み出すため、 グ
ロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基
幹において、 先駆的・ 先端的
研究及び融合型研究に対する
重点支援を 行う 。
　 また、 全学的に産業連携研
究を 増加・ 活性化する ための
取組を 引き 続き 行う と と も
に、 産学連携に係る リ スク マ
ネジメ ン ト の高度化を 推進す
る ため、 学術研究・ イ ノ ベー
ショ ン 推進機構の体制を 円滑
に運営する 。

38 ○先駆的・ 先端的研究及び融合型研究の推進
・ 国際粘膜・ アレ ルギー治療学研究拠点形成事業におい
て、 カ リ フ ォ ルニア大学サン ディ エゴ校と 共同し て、 感染
症・ アレ ルギー・ がん等の予防のための次世代型粘膜ワク
チン の開発を 目指す国際粘膜免疫・ アレ ルギー治療学研究
拠点と し て、 平成28年度にカ リ フ ォ ルニア大学サン ディ エ
ゴ校（ UCSD） の「 San Di ego研究セン タ ー」 、 本学亥鼻
キャ ン パスの「 千葉研究セン タ ー」 から 成る 「 千葉大学－
UCSD国際粘膜免疫・ アレ ルギー治療学研究セン タ ー」 を 設
置。

・ 世界最高感度のニュ ート リ ノ 観測と 数値シミ ュ レ ーショ
ン で切り 拓く 高エネルギーハド ロ ン 宇宙国際研究拠点形成
における 「 国際共同ニュ ート リ ノ 観測装置I ceCube（ アイ
スキュ ーブ） 実験」 の業績が評価さ れ、 自然科学の分野
で、 顕著な研究業績を 収めた女性科学者を たたえる 「 猿橋
賞」 を 受賞。 さ ら に、 平成29年に宇宙ニュ ート リ ノ 事象
「 I ceCube-170922A」 が検出さ れ、 その到来情報を 元に追
観測を 行っ た結果、 巨大ブラ ッ ク ホールを 持ち 非常に強い
γ線を 放つブレ ーザー天体TXS 0506+056（ 中心にある 超巨
大ブラ ッ ク ホールを エネルギー源と し て強烈に輝く 銀河
「 活動銀河核」 の一種） を 確認し 、 高エネルギーニュ ート
リ ノ 放射天体を 初めて明ら かにする と と も に、 同研究成果
が平成30年に「 Sci ence」 電子版が今年の最も イ ン パク ト
のある 科学ニュ ースから 10テーマを 選ぶ「 平成30年の大発
見」 の第３ 位に選出。 加えて、 原子物理学の分野で優れた
業績を あげた研究者を 表彰する 「 仁科記念賞」 を 女性研究
者（ ２ 人目） と し て26年ぶり に受賞。

・ キラ ルな光で拓く 革新的物質科学における 「 キラ ルな光
渦によ る ナノ 物質の構造と 物性制御に関する 研究」 によ
り 、 平成28年度科学技術分野の文部科学大臣表彰におい
て、 「 科学技術賞」 を 受賞。

・ 次世代３ 次元映像計測技術の創成と 応用における 「 コ ン
ピ ュ ータ ホロ グラ フ ィ の原理に基づく ３ 次元情報処理」 に
関する 研究成果が高く 評価さ れ、 日本学術振興会賞を 受賞
し た。

・ 先端マイ ク ロ 波リ モート セン シン グ拠点形成において、
グロ ーバル環境・ 地殻変動観測用の世界最小・ 最軽量100
㎏級小型衛星・ 円偏波合成開口レ ーダ（ CP-SAR) を 独自開
発し て、 イ ン ド ネシア政府等の協力のも と 、 CN235航空機
搭載CP-SARの飛行実証実験を 実施し 、 世界初のCP-SAR画像
の取得に成功。

○応用研究分野の推進
・ 質感イ メ ージン グ創成プロ ジェ ク ト において、 高性能3D
プリ ン タ の主企業である ミ マキエン ジニアリ ン グと の共同
研究によ り 、 近年注目さ れている 3Dプリ ン タ に、 層構造特
性に基づいた質感制御と いう 新し い切り 口を 導入し た制御
方法を 実現し 、 特許を 出願。 こ のほか、 顔を カ メ ラ で読み
取る こ と で、 その人の健康状態や感情を 定量的に算出する
情動計測技術の開発など、 多岐に渡り 社会実装が見込まれ
る 研究を 数多く 推進。

・ 先導的骨伝導コ ミ ュ ニケーショ ン プロ ジェ ク ト におい
て、 「 先進的骨伝導技術を 基盤と し たコ ミ ュ ニケーショ ン
促進機器の研究開発」 を 開始。 オムロ ン （ 株） 、 Samsung 
Lt d（ 韓国） などと 連携し 、 骨伝導スマート ホン や新型コ
ミ ュ ニケーショ ン ・ デバイ スの開発や、 関連する 工業規格
の策定を 目指し た活動を 実施。
また、 リ オン （ 株） 、 奈良医大と の連携によ り 、 既に実用
化し た軟骨伝導補聴器の改良と アメ リ カ 食品医薬品局認証
に向けた活動を 推進。

・ 病理画像解析に関し て光学病理像と 顕微超音波像を 関連
付ける マルチモーダル画像解析手法を 新規に考案し た。 こ
の共同研究成果を 国際的にト ッ プレ ベルの学会である  
MI CCAI  2018 Wor kshop において発表。

◆ 免疫システム調節治療
学、 キラ リ ティ ー物質科学分
野、 高度精細局所治療学等の
先駆的・ 先端的研究及び融合
型研究を 推進し 、 イ ノ ベー
ショ ン 創出に資する 成果を 生
み出す。 応用研究分野におい
て、 社会のニーズに対応し た
研究を 実施し 、 その成果を 社
会に還元する 。

31



計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

○研究活動や研究成果の発信
・ 広報戦略の方針等に基づき 、 一般市民や受験生に向けに
本学の特色ある 研究活動及びその成果を わかり やすく 発信
する 取組の一貫と し て、 本学のウェ ブサイ ト を 利用し 、 研
究成果の情報発信を 行う と と も に、 各部局の研究成果を 広
く 社会に理解し ても ら う こ と を 目的と し てプレ スリ リ ース
を 作成し てメ ディ アに発信。 プレ スリ リ ースは、 記者ク ラ
ブへの提供、 記者会見の実施（ 県政記者ク ラ ブ、 文部科学
省等） 、 記者メ ーリ ン グリ スト を 通じ た情報発信等によ り
報道各社へ直接情報提供を 行う と と も に、 ウェ ブサイ ト へ
の掲載、 ネッ ト 配信サービ ス（ PR Ti mes） 、 SNS
（ Twi t t er 、 Facebook、 YouTube） 等、 各種広報媒体を 活用
し 、 様々なステーク ホルダーに向けて発信を 行っ た。

◆ 「 知の拠点」 と し ての研
究活動やその成果を 、 学会発
表、 論文発表、 プレ スリ リ ー
ス、 ウェ ブサイ ト 等によ る 公
開やデータ ベース化を 通し
て、 広く 社会にわかり やすく
発信する 。

◆　 広報戦略本部を 中心に関
連部署と 協調し て、 広報戦略
の方針等に基づき 、 グロ ーバ
ルプロ ミ ネン ト 研究基幹及び
各部局における 様々な研究活
動や成果を ウェ ブサイ ト を は
じ めと する 媒体を 通じ て、 学
内外にわかり やすく かつ効果
的に発信する 。
　 また、 グロ ーバルプロ ミ ネ
ン ト 研究基幹、 学術研究・ イ
ノ ベーショ ン 推進機構戦略・
I R部門及び関係組織の横断的
研究広報支援チームによ り 、
本学の研究活動やその成果に
関する 情報を 組織的に収集
し 、 自ら 効果的に発信する 。

39

・ グロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹で重点的に支援し てい
る 研究プロ ジェ ク ト を 紹介する パン フ レ ッ ト 「 CHI BA 
RESEARCH」 を 作成し た。

・ ウェ ブサイ ト 上で研究活動やその成果がよ り 伝わる よ
う 、 日本語版ウェ ブサイ ト の研究・ 産学連携ページを リ
ニュ ーアルし た。

・ 千葉大学の研究活動や研究成果を よ り 一層発信し ていく
ために、 研究オウン ド メ ディ ア「 CHI BADAI  NEXT」 を 作成
し た（ 公開は令和４ 年４ 月の予定） 。

◆ 「 知の拠点」 と し ての研
究活動やその成果を 、 学会発
表、 論文発表、 プレ スリ リ ー
ス、 ウェ ブサイ ト 等によ る 公
開やデータ ベース化を 通し
て、 広く 社会にわかり やすく
発信する 。

・ 広報基本方針等に基づき 、 本学の研究成果を 広
く 社会に理解し ても ら える よ う 、 各部局・ 広報
室・ I MOが協力し 、 わかり やすいプレ スリ リ ース
を 積極的に作成し て発信し た。 プレ スリ リ ース
は、 記者ク ラ ブへの提供、 記者会見の実施（ 県政
記者ク ラ ブ、 文部科学省等） 、 記者メ ーリ ン グリ
スト を 通じ た情報発信等によ り 報道各社へ直接情
報提供を 行う と と も に、 ウェ ブサイ ト への掲載、
ネッ ト 配信サービ ス（ PR Ti mes） 、 SNS
（ Twi t t er 、 Facebook、 YouTube） 等、 各種広報媒
体を 活用し 、 様々なステーク ホルダーに向けて発
信を 行っ た。 また、 ウェ ブサイ ト 上で研究活動や
その成果がよ り 伝わる よ う 、 日本語版ウェ ブサイ
ト の研究・ 産学連携ページを リ ニュ ーアルし た。

・ 千葉大学の研究活動や研究成果を よ り 一層発信
し ていく ために、 研究オウン ド メ ディ ア
「 CHI BADAI  NEXT」 を 作成し た（ 公開は令和４ 年
４ 月の予定） 。

広報戦略本部

・ GP基幹において、 研究成果を メ ディ アや全学
Webサイ ト 等を 通じ て幅広く 情報発信を 行っ てい
く ための支援を 実施し た。 GP基幹ホームページに
よ る 支援プロ ジェ ク ト の研究成果やセミ ナー、 シ
ン ポジウム等研究集会の情報発信に加え、 次世代
研究イ ン キュ ベータ の採択課題である 未来型公正
社会研究、 薬学４ プロ ジェ ク ト の合同チームで
は、 研究プロ ジェ ク ト の研究内容や取り 組み、 最
新の研究成果等を よ り わかり やすく 的確に伝える
ためのイ ン タ ビ ュ ー形式によ る 紹介動画を 企画・
制作し 、 動画広報によ る 情報発信を 推進し た。 ま
た、 ニュ ート リ ノ 天文学では、 VRコ ン テン ツ を 活
用する こ と で、 ニュ ート リ ノ 研究で取り 扱う 新型
光検出器や世界最大のニュ ート リ ノ 観測実験
I ceCubeについて紹介する バーチャ ル研究室及び
展示会を 開催し 、 新型コ ロ ナの感染拡大がある 中
で、 研究プロ ジェ ク ト によ る リ モート 活動の推進
を 支援し た。

・ I MOにおいて、 学長特別補佐（ 広報担当） 、 本
部広報室と の連携を 図り 、 ３ 度に渡る 記者説明会
を 企画・ 開催し 、 大学公式ホームページ（ 研究
ページ） のリ ニュ ーアルや、 研究メ ディ アの立ち
上げに向けた準備と し て特集内容を 企画・ 検討
し 、 効果的な情報発信に務めた。 加えて、 I MO
ホームページのリ ニュ ーアル、 GPが支援する 未来
型公正社会研究及び薬学４ プロ ジェ ク ト によ る 広
報動画作成のマネジメ ン ト を 行っ た。

グロ ーバルプロ
ミ ネン ト 研究基
幹運営部門

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構
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Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

41 ◆　 グロ ーバルプロ ミ ネン ト
研究基幹において、 学内資源
を 「 戦略的重点研究強化プロ
グラ ム」 の研究グループに重
点投下し 戦略的に強化を 図
る 。 併せて、 本学の強みの多
様性を 確保する ため「 リ ー
ディ ン グ研究育成プロ グラ
ム」 に参画する 研究グループ
に対する 支援を 並行し て実施
する 。
　 また、 国内外の外部有識者
で構成する 専門的研究評価員
等によ る 研究プロ ジェ ク ト の
進捗確認・ 助言システムを 着
実に運用する 。

グロ ーバルプロ
ミ ネン ト 研究基
幹運営部門

・ GP基幹において、 今年度のリ ーディ ン グ研究育
成プロ グラ ム採択２ 課題に対する 研究進捗報告会
を 開催し 、 学内の研究評価員及び専門的研究評価
員によ る 推進責任者・ 中核推進者等と の意見交換
及び研究現場のヒ アリ ン グ等を 行い、 当該プロ
ジェ ク ト の活動状況等を 確認し た。 報告会には、
専門的研究評価員が参加し 、 専門的見地から プロ
ジェ ク ト の研究内容、 進捗及び達成状況に対する
評価を 行う こ と で、 研究プロ ジェ ク ト の改善に資
する と と も に、 外部研究者と の交流を 促進し 、 研
究の高度化を 図っ た。

Ⅲ Ⅲ ◆ 免疫システム調節治療
学、 キラ リ ティ ー物質科学分
野を はじ めと する 先端・ 先駆
的分野及び特色ある 分野の研
究を 戦略的に強化する ため、
学長主導の重点研究分野強化
システム及び次世代イ ノ ベー
ショ ン 育成システムを 整備す
る こ と によ り 、 人材の集中・
増強、 研究環境の整備・ 強化
等、 研究資源の戦略的活用を
進める 。

○重点研究分野強化システム等の運用
・ グロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹研究部門において、 研
究マネジメ ン ト 改革の一環と し て、 基幹長（ 学長） や国内
外研究機関の外部有識者で構成する 「 評価・ 審査組織」 に
よ り 本学の研究の強みや特色を 活かし た研究計画につい
て、 本学の研究戦略等を 踏まえた評価・ 選考等を 実施し 、
「 戦略的重点研究強化プロ グラ ム（ ト ッ プダウン 型） 」 及
び「 リ ーディ ン グ研究育成プロ グラ ム（ ボト ムアッ プ型）
に研究資源の戦略的重点投下を 実施。

Ⅳ Ⅳ

○共同研究等の拡充
・ 企業と の共同研究に向けた課題解決等の支援を 目的と し
た「 千葉大学産業連携共同研究創出支援プロ グラ ム」 によ
り 、 研究活動の支援を 実施。

・ 産業連携研究への発展に向け不採択と なっ た研究につい
ても 産業連携研究推進ステーショ ン が継続的に支援を 実
施。

・ 共同研究を 実施し たこ と がない教員を 対象にし た「 共同
研究創出支援説明会」 を 開催する と と も に、 参加教員の研
究室訪問を 行い、 継続的に支援を 実施。 こ れら の取組を 実
施し た結果、 共同研究受入件数が増加。

○次世代に向けた新たなシーズの育成
・ 既存の「 産業連携研究推進ステーショ ン 」 の機能を さ ら
に発展さ せ、 新たな産学連携拠点と し て「 学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進機構（ I MO） 」 を 設置し た。

・ 民間企業等から の外部資金獲得を 大幅に増加さ せ、 その
外部資金から 創出さ れる 間接的な新財源（ 戦略的産学連携
経費・ 研究力強化基金・ スト ッ ク オプショ ン 等） の一部を
基礎研究、 若手研究等の支援に充当する こ と によ り 、 現行
の資金循環を 変革し 、 次世代に向けた新たなシーズを 育成
する 仕組みを 構築。

○技術移転等の促進　
・ 出願・ 権利化・ 保有にあたっ ての基本理念及び具体的取
扱「 特許の取扱に関する 基本的な考え方」 を 平成28年度に
策定。 本「 考え方」 に基づき 、 発明評価委員会において審
議のも と 、 質を 重視し た特許の出願、 保有、 活用を 推進。

・ 元特許庁審判員を 外部有識者と し て委員に加えた発明評
価委員会において、 質を 重視し た特許の出願、 保有、 活用
を 進める と と も に、 さ ら に知的財産マネジメ ン ト の高度化
に対応する ため、 企業及び特許庁の審査官の経歴を 持つ人
材を 平成30年度よ り 知財管理マネージャ ーと し て採用。

・ 令和元年度以降経済産業省の知財戦略デザイ ナーの派遣
先大学に決定。 大型共同研究への発展や事業化などの未来
展望を 提案し 、 保護すべき 研究成果や知財取得のタ イ ミ ン
グなどの知財戦略を 研究者目線でデザイ ン し 、 他職種連携
によ り 知的財産権の活用を 通じ た社会的価値・ 経済的価値
の創出を 目指すための活動を 支援。
以上の取組の結果、 産業財産権保有件数約200件及びラ イ
セン ス契約権利約300件増加

◆ 研究シーズ情報の学外へ
の発信、 産業ニーズと のマッ
チン グ、 研究成果の特許出願
及び特許を 活用し た産業界と
の連携等を 通し て産業連携共
同研究を 強化する と と も に、
Ｔ Ｌ Ｏ を 活用し た技術移転等
を 促進する 。

・ 外部TLOと の連携を 継続し 、 技術移転力の強化
と 保有知財の活用促進を 学外横断的に実施し てい
る 。 技術移転件数について第3期中期計画開始時
の平成28年度実績は79件だっ たのに対し 令和３ 年
度（ 3月時点） 363件と 約５ 倍の件数になっ た。

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構

◆　 学術研究・ イ ノ ベーショ
ン 推進機構プロ ジェ ク ト 推進
部門を 中心に「 共同研究創出
支援プロ グラ ム」 等の学内支
援方策の強化によ り 、 共同研
究の拡充を 図る 。
　 また、 組織対応型共同研究
を 推進する ための専門人材に
よ り 戦略的な支援体制を 強化
する 。
　 さ ら に、 質を 重視し た特許
出願を 行い、 知的財産（ 特
許） を 確保し 、 技術移転件数
の増加を 図る 。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ教員人事調整委
員会

◆　 全学的な教員人事計画に
基づき 、 教員の重点再配置を
促進する 。
　 また、 年俸制やテニュ アト
ラ ッ ク 制等を 活用し て、 40歳
未満の若手教員、 女性教員や
外国人教員の採用の拡大を 図
る と と も に、 特に女性教員の
採用については、 女性を 優先
する 公募によ り 、 女性教員の
採用比率の向上を 図る 。

42 ・ 教員人事調整委員会において、 「 第３ 期中期目
標期間における 教員人事計画」 に基づき 検討を 行
い、 引き 続き グロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹、
国際学術研究院及び医学研究院（ 亥鼻高機能化）
などに教員の重点再配置を 行っ ている 。 今後も 教
員人事調整委員会において、 限ら れた採用枠の
中、 全学的な視点から 、 効果的な重点再配置を 促
進し ていく 。

・ また、 教員人事調整委員会では、 限ら れた採用
枠の中、 外国人・ 女性・ 若手に該当する 教員を 優
先的に採用する 方針を 示し ており 、 教育研究業績
等を 踏まえ、 大学運営において真に必要と する 者
のみを 採用し ている 現状で、 対前年度比（ 3. 31現
在） 、 外国人教員7. 1%増（ 令和２ 年度： 1. 2%→令
和３ 年度： 8. 3%） 、 女性教員7. 1%増（ 令和２ 年
度： 20. 7%→令和３ 年度： 27. 8%） 、 若手教員5. 1%
減（ R2： 63. 4%→R3： 58. 3%） と なっ ている 。 特に
自然科学系分野においては「 女性限定公募」 を 実
施する 等、 女性教員比率の向上に努めている 。

○外国人教員等、 若手教員、 女性教員の配置　
・ 教員人事調整委員会において策定し た「 第３ 期中期目標
期間における 教員人事計画」 に基づき 検討を 行い、 年俸制
やテニュ アト ラ ッ ク 制等を 促進し 、 限ら れた採用枠の中、
全学的な視点から 、 効果的な重点再配置を 促進。

・ 「 第３ 期中期目標期間における 教員人事計画」 に基づく
教員人事不補充計画の実施によ り 、 全体の採用数が減少し
ている 現状であり 、 退職金に係る 運営費交付金の積算対象
と なる 教員における 若手教員比率は第3期当初16. 0%、 第3
期終了時は15. 1%と なっ ている 。 ただし 、 承継外教員や特
任教員（ 常勤） を 含める と 20. 1%である 。 女性教員採用比
率は第3期当初20. 9%、 第3期終了時28. 7%と なっ ている 。 な
お、 外国人教員比率は第3期当初2. 9%、 第3期終了時3. 5%で
あり 、 R3年度採用比率は前年度比+7. 1%と いう 状況であ
る 。

◆　 全学的な視点から の教
員・ 研究者の配置計画に基づ
いて、 重点分野の研究者を 増
員する 等、 教員の適材適所へ
の再配置を 促進する 。 年俸制
及びテニュ アト ラ ッ ク 制等の
促進、 40歳未満の優秀な若手
教員の活躍の場を 全学的に拡
大し 、 教育研究を 活性化する
ため、 若手教員の雇用に関す
る 計画に基づき 、 退職金に係
る 運営費交付金の積算対象と
なる 教員における 若手教員の
比率を 21%以上にする と と も
に、 女性優先公募によ り 、 若
手、 女性、 外国人教員等を 積
極的に採用する 。 特に女性教
員採用比率については、 30%
程度と する 。

34



計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

真菌医学研究セ
ン タ ー

・ 真菌医学研究セン タ ーの真菌感染症研究拠点で
は、 外部委員が半数以上を 占める 運営協議会の審
査を 経て、 27件（ 国際共同研究４ 件を 含む） の共
同利用・ 共同研究を 採択・ 実施し た。 なお、 新型
コ ロ ナ感染症拡大の影響によ り 、 セン タ ーへ来所
し ての共同研究活動が制限さ れたこ と から 、 オン
ラ イ ン を 中心と し た情報交換を 通じ た共同研究を
推奨し た。 また、 拠点間の連携活動と し て、 東京
大学医科学研究所と の合同成果報告会を 令和４ 年
３ 月３ 日にオン ラ イ ン で開催し た。

Ⅲ Ⅲ ・ 真菌医学研究セン タ ーは、 部局間及び学外機関と の研究
施設の相互利用を 促進し 、 特に海外機関と 連携強化を 図
り 、 共同利用・ 共同研究が平成27年の０ 件から 令和３ 年度
４ 件と 増加。

Ⅲ Ⅲ

共用機器セン
タ ー

・ 各部局において、 「 千葉大学研究設備活用シス
テム（ CURI AS） 」 によ る 設備情報・ 利用者情報等
の管理を 推奨し ている 。 こ れによ り 、 研究組織間
の機器相互利用促進に寄与し ている 。 共用機器セ
ン タ ーが管理する 機器における 学内外から の利用
実績（ 利用料金収入） は、 令和２ 年度同時期と 比
べてほぼ同等と なっ ている 。

Ⅲ Ⅲ ・ 共用機器セン タ ーが運営する 「 千葉大学研究設備活用シ
ステム（ CURI AS） 」 において、 学内外で共用でき る 機器の
登録を 行っ ている 。 登録機器数は254件で、 令和２ 年度と
ほぼ同等である 。 また同セン タ ー教職員によ る 共同研究は
3件であり 、 令和２ 年度と 同等である 。

Ⅲ Ⅲ

◆　 環境リ モート セン シン グ
研究セン タ ー及び真菌医学研
究セン タ ーにおいて、 国内外
研究機関と の共同利用・ 共同
研究を 実施し 、 研究施設の相
互利用を 促進する 。
　 また、 共用機器セン タ ー
は、 全学的な研究機器共用に
係る 中核的な実行組織と し
て、 研究機器共用促進部会の
方針等に基づき 、 各部局と 連
携し て、 学内における 研究設
備の共同利用環境を 整備する
と と も に、 学内及び学外の利
用実績の拡大を 図る 。
　 さ ら に、 附属図書館におい
て、 オープン アク セスと 購読
の総体で本学にと っ て必要な
論文へのアク セスを 確保する
と いう 基本方針の下、 利用統
計等に基づき 電子ジャ ーナル
を はじ めと する 研究情報資源
の購読見直し と 整備を 他機関
と 連携・ 協力し ながら 実施す
る 。

43 環境リ モート セ
ン シン グ研究セ
ン タ ー

・ 拠点機能である 衛星データ の公開は、 令和４ 年
１ 月末までの総ダウン ロ ード 数が約16, 265万フ ァ
イ ルで、 過去最高であっ た前年度と 同程度のダウ
ン ロ ード 数で推移し ている 。 そのう ち 、 ひまわり
８ 号関連は 12, 381万フ ァ イ ルであり 、 う ち 4, 355
万フ ァ イ ルが学外から ダウン ロ ード さ れている 。
なお、 おも なダウン ロ ード 先については、 I Pアド
レ ス等を 通じ て直接コ ン タ ク ト を と る など、 把握
を 進めている 。

・ 共同利用研究の令和３ 年度の公募では、 国内48
件、 国際13件の共同研究を 採択し 、 実施し た。 さ
ら に本セン タ ー機能を 強化する 試みと し て、 プロ
グラ ム研究会を 募集し ４ 件を 採択し 、 実施し た。
また、 学内の関連分野で研究を 行っ ている 教員４
名が引き 続き 兼務し ている 。

・ マイ ク ロ 波リ モート セン シン グに関する 研究集
会を 継続的に開催し 、 同分野の拠点機能の発揮に
貢献し た。

・ 学術コ ミ ュ ニティ における 重要な役割と し て
は、 Asi aFl ux委員長、 SKYNET副委員長・ 日本代
表、 学会会長( 水文・ 水資資源学会、 日本水文科
学会） 、 その他の学会役員（ 多数) などを 通じ て
重責を 担っ ており 、 コ ミ ュ ニティ を 先導し てい
る 。

・ 国際地上リ モート セン シン グ観測網の福江島大
気環境観測施設を 運営し 、 越境大気汚染や線状降
水帯の最前線観測拠点と し て学外機関と の相互利
用を 促進し ている 。

◆　 環境リ モート セン シン グ
研究セン タ ー、 真菌医学研究
セン タ ー及び共用機器セン
タ ーを 中心と し て、 部局間及
び学外機関と の研究施設の相
互利用を 促進する 。 また、 電
子ジャ ーナルを はじ めと する
研究情報資源を 他機関と 連
携・ 協力し ながら 、 効率化の
観点に基づき 整備する 。

・ 環境リ モート セン シン グ研究セン タ ーは、 部局間及び学
外機関と の研究施設の相互利用を 促進し 、 特に海外機関と
連携強化を 図っ た結果、 共同利用・ 共同研究が平成27年度
の３ 件から 令和元年度８ 件、 令和３ 年度13件と 増加し た。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
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第３ 期中期計画
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担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

　

　

　

・ 学術資料専門部会において、 総合大学と し ての
分野の多様性を 維持する 等の基本方針のも と 、 前
年度よ り 行っ ている 各種利用統計等調査と 各部局
と の調整を 踏まえた検討を も と にし て、 電子
ジャ ーナルパッ ケージ等の令和４ 年度の購読内容
を 決定し た。

・ 第４ 期中期計画期間に向けて、 購読金額の約４
割を 占める El sevi er 社の電子ジャ ーナルパッ ケー
ジについて、 研究上必須である タ イ ト ルの調査を
行い、 本学における 合理的な購入方法について検
討を 行っ た。

・ 購読と 出版を 組み合わせた新たな電子ジャ ーナ
ル契約モデル導入検討のため、 本学の教員が出版
社に支払っ たオープン アク セス論文投稿料
（ APC） を 把握する ための調査を 開始し 、 ７ 月～
１ 月で約4, 500万円の支出がある こ と を 明ら かに
し た。

・ 引き 続き 「 バッ ク フ ァ イ ルを 含む電子ジャ ーナ
ル等の確保と 恒久的なアク セス保証体制の整備」
を 推進する 大学図書館コ ン ソ ーシアム連合
（ JUSTI CE) に作業部会委員を 派遣し 出版社交渉等
に参加し 研究情報資源のよ り 有利な購入・ 利用条
件の獲得、 関連情報収集を 行っ ている 。 また、 国
立大学図書館協会電子資料小委員会にも 委員を 派
遣し 、 電子資料の適切な整備等の検討に参画し て
いる 。

・ 研究情報資源の価格高騰への対応と し て学術雑
誌論文のオープン アク セス（ 以下OA） 実現を 推進
し ている 。 その実現にむけて、 素粒子論関連論文
のOA化を 進めている 国際連携プロ ジェ ク ト SCOAP3
のフ ェ ーズ３ （ 令和2-3年） へ参加し ている 。

・ 米国の非営利団体CHORによ る 学術論文のOA拡大
にむけた国際的プロ ジェ ク ト に参加し 、 JST等の
助成機関の資金提供を 受けた本学所属研究者の出
版社サイ ト 等でOA化さ れたこ と が確認さ れた論文
を リ ポジト リ に登録し ている 。

附属図書館 ○研究情報資源の効率化
・ 学術研究推進機構学術資料専門部会において、 オープン
アク セス論文が世界的に増加し ている 状況や本学の財務状
況に鑑み、 今後はオープン アク セスと 購読の総体と し て、
本学にと っ て必要な論文へのアク セスを 確保する と いう 観
点から 、 （ １ ）  ジャ ーナルを 分野ごと のグループに分け
て検討、 （ ２ ） 購読中止する パッ ケージに含まれる 分野の
ト ッ プジャ ーナルなど、 本学の教育研究にと っ て、 真に必
要なも のを 購読、 （ ３ ） 学術情報流通の維持に必要な経費
（ SCOAP3,  CLOCKSS） については、 検討対象外と する 、
（ ４ ） 総合大学と し ての分野の多様性を 維持する 、 ための
学術基盤資料検討の基本方針を 策定。
・ 電子ジャ ーナル経費の値上げに対する 対応策と し て、
（ １ ） 主題別パッ ケージなど、 よ り 小さ なパッ ケージと し
て維持する こ と に合理性のある も のはその形で維持、
（ ２ ） 購読中止する パッ ケージに含まれる 分野のト ッ プ
ジャ ーナルについては、 可能な範囲で購読を 維持、 （ ３ ）
電子ジャ ーナルパッ ケージ中止後の代替案と し て国内の他
大学等から の文献複写を 取り 寄せに係る 複写費を 無料化。

○研究情報資源の効率化
・ 本学における 教育研究基盤と し ての電子ジャ ーナル整備
に関し 、 学術研究推進機構学術資料専門部会において学術
基盤資料検討の基本方針を 策定し た。 こ の方針では、 オー
プン アク セス論文が世界的に増加し ている 状況や本学の財
務状況に鑑み、 本学にと っ て必要な論文へのアク セスを 確
保する と いう 観点から 、 ( 1)  ジャ ーナルを 分野ごと のグ
ループに分けて検討、 ( 2) 購読中止する パッ ケージに含ま
れる 分野のト ッ プジャ ーナルなど本学の教育研究にと っ て
真に必要なも のを 購読、 ( 3) 学術情報流通の維持に必要な
経費（ SCOAP3、  CLOCKSS） の確保、 ( 4) 総合大学と し ての
分野の多様性を 維持する こ と を 示し た。 こ の方針の下、 効
率化の観点から 主要パッ ケージの購読方法の見直し の検討
を 行っ たほか、 引き 続き 大学図書館コ ン ソ ーシアム連合
（ JUSTI CE） と 協力し 、 よ り 低廉な価格での購読に努め
た。
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中期計画推進

担当組織
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Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ44 学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構

グロ ーバルプロ
ミ ネン ト 研究基
幹運営部門

・ 学術研究・ イ ノ ベーショ ン 推進機構では、 機構
長（ 理事） を 本部長と する 「 研究戦略企画本
部」 、 副機構長を 本部長と する 「 研究支援・ 推進
本部」 を 立ち 上げ、 URA・ 事務職員が互いの組織
に加わる こ と で、 一体的に事業を 展開し 研究力強
化に努めている 。

・ 共同研究創出支援プロ グラ ムでは、 ７ 研究テー
マを 直接的に支援し た。

・ GP基幹において、 今年度のリ ーディ ン グ研究育
成プロ グラ ム採択２ 課題に対する 研究進捗報告会
を 開催し 、 学内の研究評価員及び専門的研究評価
員によ る 推進責任者・ 中核推進者等と の意見交換
及び研究現場のヒ アリ ン グ等を 行い、 当該プロ
ジェ ク ト の活動状況等を 確認し た。 報告会には、
専門的研究評価員が参加し 、 専門的見地から プロ
ジェ ク ト の研究内容、 進捗及び達成状況に対する
評価を 行う こ と で、 研究プロ ジェ ク ト の改善に資
する と と も に、 外部研究者と の交流を 促進し 、 研
究の高度化を 図っ た。

・ GP基幹のウェ ブサイ ト 、 ニュ ースリ リ ース、 マ
スコ ミ の取材対応や展示等で、 戦略的かつ主体的
な情報発信を 行っ ている 。

◆　 学術研究・ イ ノ ベーショ
ン 推進機構戦略・ I R部門で
は、 研究I Rの精度を 高める た
め、 分野の特徴を 捉えた業績
評価の分析を 進める 。
　 また、 研究プロ ジェ ク ト 等
の獲得に向けた融合研究や先
端研究の企画立案に係る 調
整・ 支援を 行い、 こ れら の支
援を も と にグロ ーバルプロ ミ
ネン ト 研究基幹においてアウ
ト リ ーチ活動を 実施する 。
　 さ ら に、 学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進機構プロ ジェ
ク ト 推進部門では、 URAを 含
めた専門人材への業務内容の
明確化、 最適配置と 人材育成
を 行う 。
　 加えて、 「 共同研究創出支
援プロ グラ ム」 によ る 新規課
題の掘り 起し や採択課題の
フ ォ ロ ーアッ プ等を 推進し 、
組織が一体と なっ た共同研究
創出支援を 更に活性化さ せ
る 。

○研究支援人材の確保
・ 大学の研究力と 大学・ 企業の特許情報等のデータ ( I R：
I nst i t ut i onal  Resear ch) に基づいた産業連携研究戦略を
検討し 、 オープン イ ノ ベーショ ン のための組織対応型や社
会実装の視点から 望まれる 包括連携型等の大型共同研究の
ための連携企画・ マネジメ ン ト を 行う ため、 産業連携研究
推進を ミ ッ ショ ン と する URAを 拡充。

・ 従来から 連携し ていた千葉銀行に京葉銀行・ 千葉興業銀
行を 加えた３ 行へと 連携範囲を 広げた「 客員産業連携研究
推進コ ーディ ネータ ー」 を 配置し 、 地域企業と 大学シーズ
のマッ チン グ機会を 広げる と と も に、 事務組織改編を 機会
に新たに「 イ ノ ベーショ ン 戦略係」 を 設置し 、 事務局の研
究支援体制強化を 実現。

○大型プロ ジェ ク ト の獲得に向けた支援
・ 大型競争的資金（ 科学技術振興機構（ JST） ： 未来社会
創造事業テーマ提案） に係る 情報収集と 各GP研究プロ ジェ
ク ト への情報提供及び個別説明を 実施、 平成29年度新規プ
ロ グラ ム「 未来社会創造事業」 について、 グロ ーバルプロ
ミ ネン ト 研究基幹を 中心に当該事業を 紹介し 、 ３ 件のテー
マ提案につなげた。

・ 分野の異なる 学内のAI 関連研究者を 一同に会し てネッ ト
ワーク の構築、 分野融合研究体制の構築によ り 、 平成30年
度以降の大型研究プロ ジェ ク ト 獲得を 目指すため、 平成30
年３ 月にAI 研究会を 開催。

・ 高齢化社会を 迎える 我が国の政策課題の１ つでも ある
「 健康長寿社会の実現」 に向けて、 予防医学セン タ ー教授
が2006年度から 取り 組んでいる 「 ケミ レ スタ ウン プロ ジェ
ク ト 」 の発展性に着目し 、 学内の研究シーズを 網羅的に把
握し ている 学術研究推進機構産業連携研究推進ステーショ
ン の企画力を 活かし た発案によ り 、 部局横断的に関連研究
を 実施し ている 研究者と 共同研究等相手方の精鋭大企業６
社を 集結さ せ、 斬新でハイ イ ン パク ト な社会価値創出を 目
指す大型プロ ジェ ク ト 構想を 練り 上げ、 科学技術振興機構
の研究成果展開事業である 平成30年度産学共創プラ ッ ト
フ ォ ーム共同研究推進プロ グラ ム（ OPERA） の４ 拠点のう
ち １ つに採択。

・ 平成29年度のリ ーディ ン グ研究育成プロ グラ ム候補課題
「 リ ン パ浮腫モニタ 」 の外部資金獲得に向けた支援を 行
い、 新エネルギー・ 産業技術総合開発機構（ NEDO） 事業
「 I oT社会の実現に向けたI oT推進部実施事業の周辺技術・
関連課題における 小規模研究開発」 に採択。

◆　 研究支援人材の強化等に
よ り URAシステムを 充実し 、
重点研究、 若手研究者育成、
産業連携研究等の多様な研究
I Rを 継続実施、 大型研究プロ
ジェ ク ト 等の獲得に向けた融
合研究や先端研究の企画立案
に係る 調整・ 支援、 フ ォ ロ ー
アッ プ、 アウト リ ーチ活動を
活発化さ せる 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
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（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ◆　 学術研究・ イ ノ ベーショ
ン 推進機構知財・ 技術移転戦
略部門において、 学内の研究
シーズに基づく イ ノ ベーショ
ン 創出を 推進する ため、 ベン
チャ ー創出支援体制等の強化
を 図る 。

45 ・ アン ト レ プレ ナー支援の充実化を 図る べく 、
NEDOと の包括協定を 締結し た。 また、 学内支援制
度と し て従来から 実施し ている 「 なのはなコ ン
ペ」 について、 コ ン ペ内のビ ジネスプラ ン ブラ ッ
シュ アッ プのためのワーク ショ ッ プ充実化と 企業
スポン サーの充実化によ り 、 よ り 実践的なビ ジネ
スコ ン テスト と し て発展さ せて実施し た。

・ 海外スタ ート アッ プの支援の充実化に向けて、
日本貿易振興機構（ JETRO） と の包括協定を 締結
し た。

・ 互いの特色を 活かし た交流を 図り 、 学術研究及
び教育等において連携を 推進し 、 一層の発展に資
する こ と を 目的と し 、 横浜国立大学と 連携に関す
る 協定書を 締結し た。

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構

◆　 産業連携研究I Rを 通じ
て、 研究成果の産業界におけ
る 実用可能性等について適切
に評価する と と も に、 学内の
研究シーズを 発掘し 、 知財の
適切なマネジメ ン ト と と も に
産業ニーズと のマッ チン グの
強化及び産業連携共同研究を
充実さ せ、 ベン チャ ー創出支
援等も 含めて、 研究成果を 社
会へ還元する 体制を 整備す
る 。

○組織対応型共同研究の推進
・ 学術研究推進機構の更なる 充実を 図る ため、 平成28年度
にリ サーチアド ミ ニスト レ ータ ー（ 産業連携研究推進担
当） と し て特任研究員２ 名を 増員。 なお、 リ サーチアド ミ
ニスト レ ータ ーが、 ヨ ウ素に関する 特許データ の検証等の
支援を 行い、 「 千葉ヨ ウ素資源イ ノ ベーショ ン セン タ ー」
が平成28年度文部科学省補正予算事業「 地域科学技術実証
拠点整備事業」 に採択。

・ 本事業では、 ヨ ウ素資源を 千葉において高付加価値化
し 、 本学が誇る 解析技術と 連動する こ と で、 かん水から の
ヨ ウ素抽出効率の改善と ヨ ウ素のリ サイ ク ル率を 向上。

・ 次世代太陽電池（ ぺロ ブスカ イ ト 太陽電池） 用ヨ ウ化鉛
の安定供給、 導電性に優れた有機薄膜の創製、 放射性ヨ ウ
素薬剤によ る がん診断・ 治療の新展開、 新規造影剤合成法
の開発、 有機ヨ ウ素化合物を 利用し た高機能ポリ マー創製
等の多角的な産学連携課題を 推進、 ヨ ウ素資源の高機能化
を 実施。

・ 文部科学省平成28年度補正予算「 地域科学技術実証拠点
整備事業」 において、 「 千葉ヨ ウ素資源イ ノ ベーショ ン セ
ン タ ー」 における 相互の研究活動を 飛躍的に進展さ せる た
め、 伊勢化学工業株式会社、 株式会社合同資源、 日宝化学
株式会社、 株式会社ナッ ク テク ノ サービ スの連携企業４ 社
と 「 包括連携共同研究推進等に関する 協定」 を 締結。

・ 複数企業と 組織対応型共同研究に向けた交渉を 進めつ
つ、 具体的な推進策案の実効性の検証を 行い、 株式会社リ
コ ー、 富士ゼロ ッ ク ス株式会社を はじ め、 JA等と 「 組織」
対「 組織」 の本格的な共同研究体制を 推進する ための「 包
括連携共同研究推進等に関する 協定」 を 締結。

・ 平成30年5月にヨ ウ素資源の高機能化を 行う ための施設
と し て、 「 千葉ヨ ウ素資源イ ノ ベーショ ン セン タ ー」
（ CI RI C） を 開所。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
地域連携教育セ
ン タ ー

◆　 自治体等地域社会と 連携
し て、 地域のニーズと 大学の
シーズのマッ チン グを 推進す
る と と も に、 地域と そのコ
ミ ュ ニティ の未解決課題の研
究を 進め、 地域を 志向し た全
学共通の教育プロ グラ ムを 実
施する こ と によ り 、 グロ ーバ
ルな視野を も っ て地域に関わ
り 貢献でき る 人材、 地域課題
を 解決する 専門職を 養成す
る 。
　 また、 医学、 教育学、 心理
学、 脳科学等の「 こ こ ろ の発
達」 と メ ン タ ルヘルスに関す
る 領域横断的な研究を 推進
し 、 地域の医療機関や教育機
関に貢献でき る 人材を 養成す
る 。

・ 石川県教員総合研修セン タ ーと 連携し 、 カ ウン
セラ ー教員養成研修受講生（ 小・ 中・ 高等学校教
員） を 対象に、 「 子ども の不安の解消法～認知行
動療法の視点から 」 の研修を 行っ た。

・ 千葉県子ども と 親のサポート セン タ ーと 連携
し 、 県内の小・ 中・ 義務教育・ 高等・ 特別支援学
校の教員120名を 対象に、 「 不安を 抱えやすい子
ども 達への理解と 対応」 に関する 教育相談実践研
修を 行っ た。

・ 文部科学省の課題解決型高度医療人材養成プロ
グラ ム（ 精神領域） 「 メ ン タ ル・ サポート 医療人
と プロ の連携養成」 と し て、 大学院生、 科目等履
修生等に対し て、 千葉県医師会、 千葉県歯科医師
会等と 連携し て、 低強度の認知行動療法を 提供で
き る 人材養成などを 大学院医学研究院認知行動生
理学と 協力し て行っ た。

・ 千葉県内のNPOメ ン タ ルコ ミ ュ ニケーショ ン リ
サーチと 連携し 、 スキーマ療法の研修会を オン ラ
イ ン で行っ た。

・ 千葉市教育セン タ ーと 連携し 、 養護教諭60名を
対象に、 「 健康教育Ⅰ保健室での認知行動療法の
実践」 の研修を 行っ た。

・ 柏市、 NPO法人認知行動療法推進協会と 連携
し 、 30人を 上限にし た認知行動療法サポータ ー養
成講座（ ２ 回シリ ーズ） に講師を 派遣し た。

子ども のこ こ ろ
の発達教育研究
セン タ ー

・ 各部局において、 自治体等と 連携し 、 地域課題
の解決、 産業振興の支援等を 進めている 。 具体的
に社会精神保健教育研究セン タ ーでは、 厚生労働
省の障害者政策総合研究事業で、 早期退院と 地域
定着を 目的に、 地域の精神保健福祉行政と 入院当
初よ り 関係者会議を 持つなど、 従来にない積極的
な関り を 持つシステムの研究を 実施し ており 、 国
の次期精神保健福祉計画において参考にさ れる 可
能性が高い。 その他、 コ ミ ュ ニティ イ ノ ベーショ
ン オフ ィ スでは、 学内の教員の参画を 得て外部資
金を 獲得し 地域課題解決のための研究を 継続し て
推進し ており 、 地域産品情報発信業務、 産学共同
地域活力創造事業、 大学連携型CCRC事業、 長柄中
学校国際交流事業、 JR駅舎を 中心と し た景観向上
のための調査検討業務等現時点で７ 件の研究を 推
進し ている 。

・ 昨年度から １ つのプロ グラ ムに統一し た「 ロ ー
カ ル・ イ ノ ベーショ ン 学」 は113名の学生が修了
証書の取得に向け学習を 継続し ている 。 千葉大学
ENGI NEも 連動さ せ、 台湾の協定校と の国際志向型
教育実践の取組を 始める べく 新規普遍科目「 台湾
ロ ーカ ルPBL」 「 千葉台湾ロ ーカ ルPBL」 を 設置し
た。 「 台湾ロ ーカ ルPBL」 は短期留学科目の為、
コ ロ ナウィ ルス感染拡大を 受け中止と なっ たが、
「 千葉台湾ロ ーカ ルPBL」 はオン ラ イ ン で開講
し 、 台湾と 千葉の交流向上を 提案する 学生コ ン ペ
を １ 月に開催し た。

◆　 自治体等と 各部局が連携
し て、 地域課題解決のための
研究を 推進する と と も に、
「 ロ ーカ ル･イ ノ ベーショ ン
学」 を 実施し 、 グロ ーバルな
視野を 持ち ながら 広く 地域に
貢献でき る 人材を 育成する 。
　 また、 子ども のこ こ ろ の発
達教育研究セン タ ーにおい
て、 領域横断的な研究を 推進
し て、 その成果を 地域に還元
し 、 自治体と 連携し た認知行
動療法に関する セミ ナーや講
演等を 通じ て、 人材養成を 行
う ための取組を 推進する 。

46

○こ こ ろ の発達・ メ ン タ ルヘルスによ る 地域貢献人材育成
・ 千葉県教育委員会等と 連携し 、 各地の小中学校にて不安
の対処力を 養う 認知行動療法プロ グラ ムの介入研究を 実
施。

・ 小中学校の教諭、 養護教諭等を 対象に、 プロ グラ ムの指
導者養成研修会を 開催。 平成28年度～令和２ 年度は計32回
の指導者養成研修会を 開催し 、 こ れまでに延べ1, 060名の
指導者を 養成。

・ 平成30年度以降、 千葉県柏市で認知行動療法サポータ ー
養成講座を 9回実施し 、 394名の認知行動療法サポータ ーを
養成し た。

○地域を 志向し た研究・ 教育の推進 
・ コ ミ ュ ニティ ・ イ ノ ベーショ ン オフ ィ スを 中心と し て、
外部資金を 獲得し 各地域の課題解決のための研究を 実施。
各部局においても 千葉市や松戸市、 柏市等の地域と 問題解
決のための研究を 実施。

・ 地域課題を 解決する 専門職人材を 育成する 「 コ ミ ュ ニ
ティ 再生ケア学」 、 地域産業を イ ノ ベーショ ン し 、 グロ ー
バルな視点を 持つ人材を 育成する 「 地域産業イ ノ ベーショ
ン 学」 を 実施。 それぞれ毎年度平均で約109名、 33名が各
プロ グラ ムを 受講。 令和２ 年度よ り 「 コ ミ ュ ニティ 再生ケ
ア学」 と 「 地域産業イ ノ ベーショ ン 学」 を 、 地域再生及び
地域産業の未来を つく る 人材を 育成する こ と を 目的と し た
「 ロ ーカ ル・ イ ノ ベーショ ン 学」 に統一。

・ 「 都市と 世界を つなぐ 千葉地方圏の“ し ごと ” づく り 人
材育成事業」 では、 本学と 協力自治体と の間で30件のプロ
ジェ ク ト が進行。 一部で商品化（ 売り 上げ計上） さ れる な
ど地方創生に貢献。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

子ども のこ こ ろ
の発達教育研究
セン タ ー

・ ４ 月から ２ 月までで子ども のこ こ ろ の発達教育
研究セン タ ーにおいて1, 530回、 附属病院の認知
行動療法セン タ ーにおいて928回、 地域の医療機
関と 協力し て認知行動カ ウン セリ ン グ（ 心理教育
相談） を 行っ た。

Ⅲ Ⅲ ○地域の医療機関と の連携
・ 地域医療機関と 連携し た医療人育成教育や医師派遣を 実
施。

・ 地域の医療機関と 連携し 、 医師派遣や認知行動カ ウン セ
リ ン グ（ 心理教育相談） を 実施する など、 地域における 保
健・ 医療・ 福祉サービ ス等の向上に向けた取組に積極的に
参加、 協力。

・ 子ども のこ こ ろ の発達教育研究セン タ ー並びに附属病院
認知行動療法セン タ ーにおいて、 地域の医療機関と 協力し
て認知行動カ ウン セリ ン グ（ 心理教育相談） を 実施（ 令和
元年度は3, 144回、 令和２ 年度は2, 529回実施） 。 また、 地
域のNPO法人における 性暴力・ 性犯罪被害者支援教育に協
力。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

◆　 地方公共団体を はじ めと
する 地域の機関と 連携し 、 生
涯学習の支援、 小・ 中・ 高校
生対象の教育プロ グラ ム、 各
種研修会や公開講座、 地域連
携プロ ジェ ク ト 等を 企画・ 実
施し て、 保健・ 医療・ 福祉
サービ ス、 環境・ エネル
ギー・ 防災等の様々な分野
や、 地域の医療機関や教育機
関への心理教育相談や認知行
動療法プロ グラ ムの提供、 性
暴力・ 性犯罪被害者支援教育
において地域社会に貢献する
と と も に、 学外機関によ る 研
究施設・ 設備の有効活用を 促
進する 。

○地域の機関と 連携し た各種プロ グラ ムの企画・ 実施
・ 千葉県や他の地方公共団体と 連携し た教育イ ベン ト 等を
開催し 、 地域貢献活動を 実施。

・ パラ スポーツ の体験イ ベン ト 等を 開催し 、 東京オリ ン
ピ ッ ク ・ パラ リ ン ピ ッ ク の開催種目への理解及びボラ ン
ティ アマイ ン ド の醸成に貢献。 （ 平成28年度）

・ 科学技術分野の教育改革を 展開する こ と を 目的と する 高
校生理科研究発表会を 県内の高等学校と 連携し て、 毎年度
開催。 令和元年度開催の第13回発表会には過去最大規模の
1, 358名が参加。

・ 平成29年度から 環境I SO学生委員会と 京葉銀行が実施し
ている 共同プロ ジェ ク ト の環境貢献企画において、 学生や
地域住民の環境意識を 高め、 環境ボラ ン ティ ア体験を 行う
企画を 実施。 学生、 金融機関、 行政、 地元事業者など多彩
な関係者によ る 生物多様性保全と SDGｓ の達成に向けた取
組を 開始。

・ 園芸学研究科の教員と 学生が東日本大震災の被災地を
「 花と 緑で元気にする 」 と いう 趣旨のも と 、 がれき 拾いか
ら 除草、 花壇づく り 、 専門性を 活かし た住民参加のワーク
ショ ッ プの実施、 花と 緑の復興計画の提案などを ７ 年間継
続し て実施中。 ７ 年に及ぶ取組が評価さ れ、 復興大臣から
感謝状が贈呈。

・ 千葉県・ 千葉市を はじ めと する 県内各自治体、
医療機関、 関係施設等と 多分野において連携し 、
各種委員会、 審議会、 会議等へ本学各部局の教職
員を 派遣・ 参画し た。 今年度は、 附属病院を 除き
全学で180件を 超える 派遣実績があっ た。 特に、
看護学研究院においては、 県内自治体に30名の教
員を 派遣し て、 地域が抱える 課題についての情報
収集や課題解決に取り 組んでおり 、 その内21名は
千葉県高齢者ワク チン 接種に関する 業務に関わ
り 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の拡大防止に貢献
出来た。

運営基盤機構地
域連携推進部門

○看護学分野における FDの実施
・ 教育関係共同利用拠点である 看護学研究院附属看護実
践・ 教育・ 研究共創セン タ ーにおいて、 各大学の看護学教
育の継続的質改善（ CQI ） 支援と し て、 内部質保証のモデ
ルが完成。

・ 「 看護学教育における FDマザーマッ プの開発およ び大学
間共同活用の推進」 事業において開発し たFDマザーマッ プ
®は、 「 基盤」 「 教育」 「 研究」 「 社会貢献」 「 運営」 の
５ つのマッ プから 構成さ れ、 看護学教育の特質を 踏まえた
体系的なFD企画を 支援。

・ 各大学における CQI モデルの活用推進のためのFD「 看護
学教育ワーク ショ ッ プ」 を 毎年度企画・ 開催。 令和元年

・ 全国調査及び特徴ある 取組の事例研究を も と に
完成さ せたCQI モデルに基づき 、 研修参加者同士
のピ ア・ コ ン サルテーショ ン を 活用し た課題解決
型オン ラ イ ン 研修システムを 新たに構築し 、 実施
し た。

・ 看護系大学教員向け研修は、 全国の国公私立看
護系大学よ り 33名の応募があり 、 ４ ～５ 名の少人
数グループを ７ グループ形成し 、 それぞれ１ 名の
フ ァ シリ テータ を 配置し 、 ８ か月にわたっ て展開
し た。 看護管理者およ び中堅看護者向け研修は、
全国の国公私立大学病院、 訪問看護ステーショ ン
よ り 49名の看護管理者およ び中堅看護者の応募が
あり 、 ４ ～５ 名の少人数グ

看護実践・ 教
育・ 研究共創セ
ン タ ー

47 ◆　 地域が抱える 課題の情報
収集及び解決に向けて、 県内
自治体等における 各種委員会
や会議へ本学の職員を 派遣す
る と と も に、 子ども のこ こ ろ
の発達教育研究セン タ ーにお
いて、 附属病院の認知行動療
法セン タ ー及び地域の医療機
関と 協力し て認知行動カ ウン
セリ ン グ（ 心理教育相談） を
行う 。
　 また、 看護実践研究指導セ
ン タ ーにおいて、 看護学教育
研究共同利用拠点と し て、 全
国調査及び特徴ある 取組の事
例研究を も と に完成さ せた
CQI （ Cont i nuous Qual i t y 
I mpr ovement ） モデルを 活用
し 、 従来の看護職者向けFD・
SD研修から 、 参加者が相互に
刺激し 支援し 合う ピ ア・ コ ン
サルテーショ ン を 活用し た課
題解決型の研修、 いわゆる 研
修型課題解決支援システムを
構築する 。
　 さ ら に、 共用機器セン タ ー
において、 学内外の学生・ 技
術者・ 研究者を 対象と し た技
術講習会等を 実施し 、 高度な
研究設備利用者のスキルアッ
プと 研究活性化を 図る 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

共用機器セン
タ ー

・ 共用機器セン タ ーが管理する 研究機器につい
て、 機器ごと の利用者（ 学外から の利用者含む）
へのト レ ーニン グと 利用ラ イ セン ス発行を 実施
し 、 利用者のスキル維持／向上を 図っ ている 。
令和３ 年度ラ イ セン ス発行数： 418名（ う ち 新規
208件）
電子顕微鏡等に関する 講習会（ 使用取扱説明会）
を 実施し 、 学内13名、 学外３ 名の参加者があっ
た。

Ⅲ Ⅲ ○研究施設・ 設備の有効活用
・ 共用機器セン タ ーにおいて、 講習会等を 実施する こ と に
よ り 、 共用機器の学外利用を 促進し た。 また、 「 千葉大学
研究設備活用システム（ CURI AS） 」 を 運営し 、 学内外で共
用でき る 機器の登録を 促進し た。

Ⅲ Ⅲ

48 ◆　 グロ ーバル戦略に基づ
き 、 関係する 基幹や部局にお
いて、 戦略に沿っ た各種取組
を 引き 続き 実行する 。

グロ ーバル・
キャ ン パス推進
基幹

・ コ ロ ナ禍によ り 人的移動が制限さ れている た
め、 オン ラ イ ン にて海外の大学等と 海外拠点形成
に向けた打ち 合わせを 実施し 、 人的移動が再開し
た際は渡航し 、 交流が図れる よ う 調整を 行っ た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 国際戦略本部において、
教育・ 研究・ 広報にまたがる
多様なグロ ーバル戦略を 立案
する と と も に、 既存の組織を
横断し て実行し 、 研究と 教育
のグロ ーバル化を 表裏一体で
推進する 。

○千葉大学グロ ーバル人材育成“ ENGI NE” の策定
・ 国際戦略本部において、 千葉大学VI SI ON 2015-2021及び
TOKUHI SA PLAN 2015-2021） を も と に、 国際における 教
育・ 研究・ 広報の各分野の取組について、 更に具体的に実
行する ためのグロ ーバル戦略を 平成28年度に策定し 、 国際
における 教育・ 研究・ 広報の各分野の取組を 推進。

・ 本学のビ ジョ ン と 教育のグロ ーバル化の第２ フ ェ ーズと
し て、 国際教養学部を 中心に成果を 上げてき ている グロ ー
バル人材育成戦略を 更に拡大展開する プラ ン と し て、 平成
30年度に国立総合大学初と なる 「 全員留学」 を 柱と し た
「 千葉大学グロ ーバル人材育成“ ENGI NE” 」 を 策定。

・ ENGI NEを 実質的に推進する ため、 令和元年度から 担当副
学長を 配置。

Ⅲ Ⅲ

　

度に開催し たワーク ショ ッ プでは、 46大学が参加し 、 各看
護系大学のCQI の推進を 支援。 令和２ 年度以降はオン ラ イ
ン 開催と し 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大に伴い激変し た
看護学教育現場の実情に即し た教育方略の再構築を 支援。

・ 令和３ 年度よ り 、 ピ ア・ コ ン サルテーショ ン を 活用し た
課題解決型の新規研修（ ８ か月間） を 実施。 看護系大学教
員向けFD研修は33名、 看護管理者およ び中堅看護者向けSD
研修は49名が参加。

ループを 10グループ形成し 、 それぞれ１ 名のフ ァ
シリ テータ を 配置し 、 ８ か月にわたっ て展開し
た。 本研修によ っ て得ら れた研修参加者の課題解
決のプロ セスから 、 患者の求める 健康支援の方向
を 決定づける 重要情報を 特定し 、 それを 効率的・
効果的に蓄積でき る データ ベースを 作成する こ と
を 目指し 、 課題解決プロ セスの分析に着手し た。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

グロ ーバル・
キャ ン パス推進
基幹

・ 海外拠点を 活用し たグロ ーバル・ ネッ ト ワーク
構築の促進については、 コ ロ ナ禍によ り 人の移動
に制限があり 、 オン ラ イ ン を 活用し た留学代替プ
ロ グラ ムの実施を 行っ た。 新たな地域拠点の整備
については、 地域の絞り 込みも 含めて今後検討し
ていく 。

・ アセアン 大学ネッ ト ワーク の連携については、
現在ACTS（ AUNの単位互換制度） の制度設計に基
づき 、 AUNで実施さ れている システムに基づき 履
修証明書を 発行し ていただく 手続き を 実施中であ
る が、 先方のシステム改修の必要も ある こ と から
継続し て交渉し ている 。 また、 10月にはASEAN+3
学長会議を 国立六大学を 中心にオン ラ イ ン で実施
し た。 コ ロ ナ後の高等教育及びSDGsについての議
論が活発になさ れた。

Ⅲ Ⅲ ○グロ ーバル・ キャ ン パス推進基幹の設置
・ 海外拠点を 活用し たグロ ーバル・ ネッ ト ワーク の構築を
促進する ため、 海外拠点すべてを マネジメ ン ト する こ と を
目的と し た「 グロ ーバル・ キャ ン パス推進基幹」 を 平成30
年度に設置。 本基幹設置に伴い「 国際戦略本部」 を 廃止。

Ⅲ Ⅲ

先進科学セン
タ ー

・ 海外語学研修（ ８ 月～９ 月） の研修先である ア
ルバータ 大学と 、 専門的な授業体験を 加えら れる
よ う 交渉を 行っ ていたが、 大学の方針に基づき 、
渡航を 見合わせ、 オン ラ イ ン プロ グラ ムによ る 英
語研修に内容を 変更し た。 オン ラ イ ン プロ グラ ム
は「 Communi cat i on Ski l l s f or  Gl obal  
Ci t i zenshi p（ CSGCO） 」 と 「 Engl i sh f or  
Sci ence & Technol ogy（ ESTO） 」 の２ つを 準備し
た。 両プロ グラ ムと も 、 コ ミ ュ ニケーショ ン スキ
ルを 高める プロ グラ ムである が、 後者は科学と 工
学の分野を 専攻する 学部３ 、 ４ 年生を 対象と する
も ので、 学術的又は専門的な設定と なっ ている 。
なお、 オン ラ イ ン プロ グラ ムへの参加希望者がい
なかっ たため、 先進海外研修英語Ⅰは不開講と し
た。

Ⅲ Ⅲ ・ 飛び入学制度（ 先進科学プロ グラ ム） を 平成30年度から
理学部化学科と 工学部総合工学科の全分野へ、 また園芸学
部などの生命科学分野へ拡大。 令和元年度から 理学部の生
物学分野においても 拡大。 こ れによ り 、 第３ 期中期目標開
始時点の３ 学部４ 分野から 、 ４ 学部６ 分野（ 理・ 工・ 園
芸・ 文の４ 学部、 物理学・ 化学・ 生物学・ 工学・ 植物生命
科学・ 人間科学の６ 分野） に拡大し た。

Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

49

・ 早期卒業については、 国際教養学部、 文学部、 法政経学
部、 理学部、 工学部、 園芸学部の本学の半分以上の６ 学部
で実施し 、 第３ 期中期目標期間開始前の2015年度の状況
（ ３ 学部で実施（ 卒業生を 輩出し たのは１ 学部のみ） ） と
比較し て、 対象学部を 拡大し た。

・ 法政経学部では３ 年の特進プロ グラ ムと し て法政経学部
経済学特進プロ グラ ムと 法学特進プロ グラ ムを 実施し 、 法
学特進プロ グラ ムについては、 令和２ 年度から こ のプロ グ
ラ ムを 発展さ せた法曹コ ース・ プロ グラ ムを 実施。

・ 入学時期の弾力化等を 図る ため、 平成28年度に６ タ ーム
制を 全学的に導入する こ と によ り 学事暦を 柔軟化。

・ 国際教養学部においては、 平成28年度設置当初よ り 、 卒
業までに最低１ 回の海外留学を 行う こ と を 必須化する と と
も に、 令和２ 年度よ り 、 「 千葉大学グロ ーバル人材育成
“ ENGI NE” 」 によ り 、 全学生が卒業・ 修了までに最低１ 回
の海外留学を 行う こ と を 必須化。

・ スーパーグロ ーバル大学創成支援事業の学士課程教育に
おける 英語によ る 授業科目数を 470科目に目標設定。

・ 各学部等において、 英語によ る 授業科目を 順次拡大。

・ 英語によ る 授業科目は、 令和３ 年度は386科目を 実施
（ 平成27年度と 比較し て279科目増加） 。

・ ENGI NE実施に伴い、 英語教育改革を 推進し 、 2022年度か
ら 英語教育開発セン タ ーを 設置し 、 英語教育改革を さ ら に
推進。

◆　 飛び入学、 早期卒業を 含
めた学修制度の改革、 プロ グ
ラ ム改革を 行い、 海外に分校
を 開学する ためのグロ ーバ
ル・ ネッ ト ワーク を 構築・ 展
開し 、 平成33年度までに470
科目以上の英語によ る 授業科
目を 実施する 。

・ 新型コ ロ ナウイ ルスの感染状況を 考慮し た全学
の授業実施方針に基づき 、 感染対策の観点から 開
講する 授業の実施方法等を 検討し 、 令和３ 年度は
386科目を 開講し た。 また、 ENGI NE推進会議にお
いて、 英語によ る 授業科目増加の取り 組みの一環
と し て、 各学部における 専門英語科目の新設及び
継続に係る 支援の依頼を 受け、 科目の内容や必要
と する 支援金額について科目ごと に精査を 行い、
支援を 実施する こ と を 通し て、 英語によ る 授業科
目数の増加を 図っ た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

◆　 学修制度改革と し て、 先
進科学プロ グラ ム（ 飛び入
学） における 海外語学研修先
の大学で語学に加えて専門的
授業も 体験さ せる 研修プロ グ
ラ ムを 実施する 。 　
　 また、 「 グロ ーバル・ キャ
ン パス推進基幹」 を 中心に、
海外拠点を 活用し たグロ ーバ
ル・ ネッ ト ワーク の構築を 促
進し 、 必要に応じ て新たな地
域に拠点を 整備する 。 併せ
て、 バン コ ク ・ キャ ン パスを
拠点と し て、 アセアン 大学
ネッ ト ワーク （ AUN） と の連
携を 推進し 、 グロ ーバル・
ネッ ト ワーク を 進展さ せる 。
　 さ ら に、 学士課程における
英語によ る 授業科目数の増加
を 図る 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

50 ◆　 優秀な外国人留学生の受
入れのため、 多様な入試等を
実施する と と も に、 多様な受
入プロ グラ ムの開発を 行こ と
によ り 、 新型コ ロ ナウイ ルス
感染症の拡大状況を 見極めつ
つ、 外国人留学生の受入れ数
の拡大を 図る 。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
国際教育セン
タ ー

・ 日本国政府によ る 入国規制措置及び世界の感染
状況を 踏まえ渡日時期を 十分検討し たう えで、 受
入プロ グラ ムを 実施し 、 11月１ 日現在の外国人留
学生数は901人と なり ， 前年度に比べ23人の増加
と なっ た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 優秀な外国人留学生を 組
織的に受け入れる ためのプロ
グラ ムを 充実さ せ、 その円滑
な運用を 可能と する ための学
事暦の柔軟化や、 多様な入試
の実施を 推進する と と も に、
外国人留学生の受入れに関す
る 総合的な支援体制を 強化す
る 。
　 また、 多様な留学プロ グラ
ムで受入れを 拡大する と と も
に、 平成33年度までに年間
2, 300人以上の留学生を 受け
入れる 。

・ 従前から 外国人留学生受入れプロ グラ ムと し て、 短期交
換留学プロ グラ ム（ J-PAC） を 継続実施。 　

・ 海外から の短期留学のニーズに応える ため、 平成28年度
から 新たにショ ート プロ グラ ムを 開発し 、 令和元年度に14
プロ グラ ムを 実施し た。 併せて海外に向けての広報活動を
実施。

・ 併せて、 大学全体の外国人留学生数は平成27年度（ 通
年） 1, 397名から 令和元年度（ 通年） 2, 106名に拡大。 コ ロ
ナ禍の影響によ り 、 令和２ 年度（ 通年） は1, 401人、 令和
３ 年（ 11月１ 日現在） は901人だっ た。

Ⅲ Ⅲ
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

・ 令和元年度にさ ら なる 留学促進のため、 「 語学・ 文化体
験」 「 協働学習」 「 社会体験」 「 研究」 の４ つに大別し た
留学プロ グラ ムを 全学募集プロ グラ ムと し て開発。

・ 独立行政法人日本学生支援機構によ る 「 協定等に基づく
日本人学生留学状況調査結果」 において、 協定等に基づく
派遣留学生数が毎年度、 国立大学上位を 堅持。

・ 多様な留学プロ グラ ムの開発等によ り 、 単位修得を 伴う
留学し た学生数は平成27年度614名から 平成30年度は914名
と なり 、 令和３ 年度までに年間900人以上を 留学と し てい
た数値目標を ３ 年目で達成。 令和元年度は725名と 一定数
を 維持。
令和３ 年度において緊急代替措置を 実施し た令和2( 2020)
年度入学の学部2年生のう ち ， オン ラ イ ン によ る 「 全学プ
ロ グラ ム」 においてはENGI NE対象学年の971名が受講， 全
体と し ては1, 045名が受講し ， 一定数を 維持。

・ マヒ ド ン 大学イ ン タ ーナショ ナルカ レ ッ ジと の全５ 回に
よ る オン ラ イ ン 職員交流・ 研修プロ グラ ムにおいては， タ
イ と 日本間の文化や大学システムの違いの様々なテーマに
ついてディ スカ ッ ショ ン を 行い， 職員の国際的視野の涵養
や英語発信能力の向上を 図る こ と ができ た。

・ 第４ タ ームを ギャ ッ プタ ームと し て利用でき る
学生を 対象と し た３ つの留学プロ グラ ム（ 協定校
の学生と の協働学修： ２ プロ グラ ム、 研究： １ プ
ロ グラ ム。 募集人数にし て合計約90名） を 実施す
る 体制を 整えたが， 今般のコ ロ ナ禍によ り ， 今年
度においても 原則と し てすべての海外留学プロ グ
ラ ムの実施を 中止と し た。

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の世界的拡大によ
り ， 原則と し て， 全ての海外留学の実施を 中止し
ている が、 ６ 月中旬及び２ 月上旬に発出さ れた文
科省から の周知に基づき 、 長期留学については,
感染症危険情報レ ベル２ または３ の国・ 地域で
あっ ても 、 本学が別途定めた「 コ ロ ナ禍における
海外留学実施の判断基準」 を ク リ アでき る かにつ
いて， 留学生課及び学生の所属部局において一件
ずつ精査し 、 十分な安全対策が講じ ら れている こ
と が判断でき る 場合に、 学生の所属部局長が渡航
を 許可する 体制と し た。 本体制によ り 、 29名の学
生が， 渡航を 伴う 交換留学に出発し た。 なお、 こ
のう ち 、 受給基準を 満たす学生11名に対し ， 日本
学生支援機構（ JASSO） の海外留学支援制度（ 協
定派遣） 奨学金を 支給し ている 。

・ 令和２ 年度入学学部２ 年生を 対象に実施し た緊
急代替措置のオン ラ イ ン によ る 「 全学プロ グラ
ム」 のう ち 、 バン コ ク ・ キャ ン パスがある マヒ ド
ン 大学と は、 RCEP（ 東アジア地域包括的経済連
携） を 含めた政治経済的な地域統合の意味を 、 日
本と タ イ 双方の立場から 考える プロ グラ ムを 新た
に実施し 、 第３ タ ーム、 第６ タ ーム併せて69名が
履修し た。 また、 チェ ン マイ 大学と は、 SDGsに掲
げら れている いく つかの目標を テーマにし た現地
学生と の協働学修と 、 コ ミ ュ ニケーショ ン 英語学
習を 組み合わせたプロ グラ ムを 実施し 、 第３ タ ー
ム、 第６ タ ーム併せて39名が履修し た。 重ねて留
学生担当職員のスキル向上及びコ ミ ュ ニケーショ
ン 深化を 図り 、 今後のバン コ ク キャ ン パスを ベー
スと し た教育研究活動の活性化に貢献する ため，
マヒ ド ン 大学イ ン タ ーナショ ナルカ レ ッ ジと 全５
回によ る オン ラ イ ン 職員交流・ 研修プロ グラ ムを
実施し た。

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
国際教育セン
タ ー

◆　 国際未来教育基幹は、
ENGI NEプラ ン に基づき 、 タ ー
ム制導入によ る ギャ ッ プタ ー
ムを 活用し た多様な海外派遣
プラ ン の提供、 必要に応じ た
プロ グラ ムの改善等を 促進す
る と と も に、 日本学生支援機
構や民間奨学金の活用、 千葉
大学国際交流事業によ る 参加
学生への支援等を 実施し 、 各
学部・ 研究科（ 学府） と 連携
し て、 新型コ ロ ナウイ ルス感
染症の拡大状況を 見極めつ
つ、 学生交流協定や年間留学
する 学生の増加を 図る 。
　 また、 バン コ ク ・ キャ ン パ
スを 中心と し て、 タ イ 、 アセ
アン 関連プロ グラ ム等の開発
を 促進する 。

51

・ 留学、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ ア等、 学生の多様
な社会体験の機会を 確保し 、 自主的で主体的な学びを 促す
ため、 平成28年度に６ タ ーム制を 全学的に導入する こ と に
よ り 学事暦を 柔軟化。

・ 国立大学法人評価委員会から は次のと おり 高評価。 （ 平
成28年年度評価結果 教育研究の質の向上）
「 留学、 イ ン タ ーン シッ プやボラ ン ティ ア等、 学生の多様
な社会体験の機会を 確保し 、 自主的で主体的な学びを 促す
ため、 ６ タ ーム制を 全学的に導入する と と も に、 シラ バス
の英語化を 推進する など、 学生の留学促進や外国人留学生
の受入れのための環境整備を 進めている 。 」

・ 平成29年にマヒ ド ン 大学イ ン タ ーナショ ナルカ レ ッ ジ
（ MUI C） 内に「 千葉大学バン コ ク ・ キャ ン パス」 を 開設。
本学学生の留学ト レ ーニン グスタ ジオ、 協定校の学生向け
コ ン テン ツ の実施スペースと し て利用でき る 施設を 整備。

・ 令和元年度にさ ら なる 留学促進のため、 「 語学・ 文化体
験」 「 協働学習」 「 社会体験」 「 研究」 の４ つに大別し た
留学プロ グラ ムを 全学募集プロ グラ ムと し て開発。

◆　 学事暦の柔軟化によ り 、
日本人学生の留学を 促進する
ための仕組みと 、 多様なプロ
グラ ムを 充実する と と も に、
海外派遣に関する 総合的な支
援体制を 強化する 。
　 海外の留学ト レ ーニン グス
タ ジオの設置や、 多様な留学
プロ グラ ムの開発によ り 、 平
成33年度までに年間900人以
上を 留学さ せ、 グロ ーバル人
材の育成を 推進する 。

・ 国際交流事業については、 コ ロ ナ禍によ る 渡航
制限のため学術研究集会等がオン ラ イ ン によ る 実
施がさ れたも のも ある が、 多く のケースで減額あ
る いは辞退と なっ た。 また学生交流協定について
も コ ロ ナによ る 影響で減少し た。

・ コ ロ ナでバン コ ク ・ キャ ン パスのある マヒ ド ン
大学も 他のケースと 同様にロ ッ ク アウト 等も あ
り 、 オン ラ イ ン によ る 教育・ 留学プロ グラ ムが実
施さ れた。

国際未来教育基
幹

グロ ーバル・
キャ ン パス推進
基幹
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ○外国人教員等の採用
・ 国際公募を 活用し た外国人教員等の採用。
・ スーパーグロ ーバル大学等事業における 外国人教員等の
令和元年５ 月１ 日の在籍数は平成28年度の285名から 333名
と 増加（ 平成28年度比16. 8%増） し 、 全教員に占める 外国
人教員等の割合は25. 5％（ 平成28年度22. 2％） と 順調に増
加。
・ う ち 、 外国籍教員は平成28年度56名から 令和元年度60名
と 僅かに増加。

○国際交流協定の締結
・ 学長、 理事、 副学長等によ る 海外出張によ り 、 交流協定
の締結、 国際共同研究の推進、 共同教育プロ グラ ムの実施
等の交渉を 実施。

・ 平成30年度にNAFSA（ フ ィ ラ デルフ ィ ア） 、 EAI E（ ジュ
ネーブ） に参加し 、 60校以上の大学と 交渉を 行い、 新規協
定校の開拓、 既存の協定校と の交流を 強化

・ 継続的な新規協定校の開拓、 既存の協定校と の交流強化
を 行う こ と によ り 、 令和元年度大学間協定数が260件、 部
局間協定数が257件（ 大学間協定数109件増、 部局間協定数
34件増、 対平成27年度比較） と 大幅に拡大。

○国際共同研究の積極的推進のため、 海外拠点の整備
（ ア） サン ディ エゴ・ キャ ン パス
・ カ リ フ ォ ルニア大学サン ディ エゴ校と 共同し て、 感染
症・ アレ ルギー・ がん等の予防のための次世代型粘膜ワク
チン の開発を 目指す国際粘膜免疫・ アレ ルギー治療学研究
拠点を 整備（ 平成28年度） 。
（ イ ） ベルリ ン ・ キャ ン パス
・ 「 2014年度スーパーグロ ーバル大学創成支援事業」 に採
択さ れた「 グロ ーバル千葉大学の新生－Ri si ng Chi ba 
Uni ver si t y－」 の一環と し て、 平成28年度にEUにおいて最
大の規模を 誇る 医科大学である シャ リ テ・ ベルリ ン 医科大
学内に「 千葉大学ベルリ ン ・ キャ ン パス」 を 設置。
（ ウ） バン コ ク ・ キャ ン パス
・ 平成29年度にマヒ ド ン 大学イ ン タ ーナショ ナルカ レ ッ ジ
（ MUI C） 内に「 千葉大学バン コ ク ・ キャ ン パス」 を 開設。
本学学生の留学ト レ ーニン グスタ ジオ、 協定校の学生向け
コ ン テン ツ の実施スペースと し て利用でき る 施設を 整備。

・ イ ン ド ネシア、 中国、 フ ィ ン ラ ン ド 、 ロ シア、 メ キシ
コ 、 ド イ ツ 等各国オフ ィ スにおいて、 現地駐在員を 中心
に、 現地を 中心と し た教育・ 研究活動の側面支援の実施。

・ 国立六大学国際連携機構の活動を 通じ て、 アセアン 大学
ネッ ト ワーク ( AUN) のAUN+３ への参画。

・ 海外から 研究者の受入れを 行い、 総合大学と し て多様な
研究を 推進。

○SULAの配置・ 育成によ る 学修支援
・ 教員と 協力し て高度な学修支援・ 学務指導を 行う
SULA( Super  Uni ver si t y Lear ni ng Admi ni st r at or ) を 平成
28年度に国際教育学部２ 名から 順次拡大、 令和元年度にお
いては、 全学的に計37名を 配置。

・ 学生から の問い合わせ対応、 障がい学生支援、 教員と の
協働によ る 履修指導、 留学ガイ ダン スや危機管理講習の開
催等留学に係る 支援等の活動を 各部署において実施。 特
に、 国際教養学部においては、 定期的にオフ ィ スアワーを
設定し 学生が相談し やすい環境を 整える ほか SULAの業

 

◆　 外国人教員等の積極的採
用、 国際交流協定の締結、 海
外から の研究者受入れ、 国際
共同研究の積極的推進、 海外
拠点の整備、 本学の学生及び
教員の派遣等によ り グロ ーバ
ル化を 推進する 。
　 また、 国際教養学部を 中心
に、 国際理解と 日本理解の上
に俯瞰的視野を 持っ て課題を
発見・ 解決でき る グロ ーバル
人材を 育成する ために、 SULA
を 配置・ 育成し 、 学生個人の
成績データ を 活用し ながら 、
テーラ ーメ ード 教育を 実践す
る 。

・ 国際交流協定については、 実質交流実績のない
協定を 整理し たため30件ほど減少し た。 外国人教
員等の採用、 外国人研究者の受入れ拡大について
はコ ロ ナ禍によ り 人的交流の制限がある ため実施
を 見合わせている が、 国際共同研究についてはコ
ロ ナ前の水準を 維持し ている 。

・ アセアン 大学ネッ ト ワーク の連携については、
現在ACTS（ AUNの単位互換制度） の制度設計に基
づき 、 AUNで実施さ れている システムに基づき 履
修証明書を 発行し ていただく 手続き を 実施中であ
る が、 先方のシステム改修の必要も ある こ と から
継続し て交渉し ている 。 また、 10月にはASEAN+3
学長会議を 国立六大学を 中心にオン ラ イ ン で実施
し た。 コ ロ ナ後の高等教育及びSDGsについての議
論が活発になさ れた。 イ ギリ ス、 ド イ ツ を はじ め
と する 欧州の複数の大学と オン ラ イ ン で打ち 合わ
せを 実施し 、 協定締結に向けて協議し ている 。

グロ ーバル・
キャ ン パス推進
基幹

◆　 グロ ーバル・ キャ ン パス
推進基幹は、 グロ ーバル戦略
に基づいて、 各部局において
外国人教員等の採用、 国際交
流協定締結、 新型コ ロ ナウイ
ルス感染症の拡大状況を 見極
めつつ、 外国人研究者の受入
れの拡大を 図る と と も に、 国
際共同研究を 推進する 。
　 また、 海外キャ ン パスを 拠
点と し て、 特にアセアン 大学
ネッ ト ワーク （ AUN） 及び欧
州の大学と の連携を 推進す
る 。
　 さ ら に、 SULAの配置・ 育成
を 進める と と も に、 全学的な
組織体制によ り 、 各SULAの活
動を 支援する 。 各SULAは先導
的な取組を 所属部局等におい
て展開し 、 教員等と 協働し て
それぞれの部局の特性やディ
プロ マポリ シーに即し た学修
者の主体的な学びの支援に貢
献する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ附属病院◆　 画像診断の運用の適正化
のため、 「 画像診断に係る 依
頼医及び依頼診療科の責務」
に基づき 、 画像診断体制にお
ける コ ン プラ イ アン スの徹底
を 図る 。
　 また、 医療安全管理体制の
強化に資する ため、 「 業務標
準化委員会」 において、 業務
の標準化を 推進する と と も
に、 臨床指標データ を 経時的
に測定し 確認する こ と で、 本
院の医療の質の維持・ 向上に
努める 。
　 さ ら に、 医学生に対する
WHO患者安全カ リ キュ ラ ムガ
イ ド に則っ た研修、 各部署の
リ スク マネージャ ーへの医療
安全研修を 引き 続き 行う と と
も に、 職員の医療安全及び感
染管理への意識向上のため、
医療安全管理部、 感染制御
部、 企画情報部が合同で安全
セミ ナーを 開催し 、 理解度の
把握に努める 。
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設定し 、 学生が相談し やすい環境を 整える ほか、 SULAの業
務補助を 学生が行う 、 学生学修相談員制度“ St udent  
SULA” を 試行的に実施し 、 ピ アサポート によ る 学生目線の
支援ができ る 体制を 構築。

・ 海外ビ ギナーズの学生を 対象と し た留学プロ グラ ム
（ BOOT） を 中心に、 学生の資質や能力に応じ た指導助言を
SULAが担当し 留学体験の機会を 支援。

・ 教育関係共同利用拠点と し て認定を 受けた「 アカ デミ ッ
ク ・ リ ン ク 教育・ 学修支援専門職養成プロ グラ ム」 によ る
履修証明プロ グラ ムを 受講する SULAサーティ フ ィ ケート
コ ースを 構築。

・ 令和元年７ 月にSULA支援事務室が設置さ れ、 SULAの育
成、 支援、 及び組織化に向けた検討を 行う 体制を 強化。

　

　

　

　

　

・ 全職員を 対象と し た安全セミ ナーを 年2回開催し た。 医
療安全、 感染対策、 医薬品、 医療機器、 医療放射線、 情報
セキュ リ ティ の6項目を 柱と し たオムニバス形式と し て一
つにまと める こ と で、 受講者が1回の受講で複数項目を 受
講でき る よ う 配慮し た。 また、 マルチデバイ スにも 対応し
たク ラ ウド 型職員研修システムに更新し たこ と で受講率の
向上が図ら れた( 令和３ 年度は100％を 達成) 。 医学生に対
し ては、 WHO患者安全カ リ キュ ラ ムガイ ド に則っ た研修を
定期的に実施し 、 医療安全管理に対する 理解が深まっ てい
る 。

・ 多職種連携によ り 、 患者にエビ デン スの強い認知行動療
法を 提供する ための認知行動療法セン タ ーを 設置する と と
も に、 複数科・ 多職種によ る 包括的横断的な管理が必要な
肺高血圧症に対応する ための肺高血圧症セン タ ーを 設置し
た。 併せて、 24時間体制で救急患者を 受け入れ診療する た
めの高度救命救急セン タ ーを 設置し た。

・ 医療安全管理部にそれぞれ専従の医師1名、 看護師1名に
加え、 こ れまで兼任で配置さ れていた薬剤師を 令和２ 年4
月から 専従で１ 名配置し たう えで、 副部長と し て兼任の医
師3名を 配置、 また歯科医師1名を 部員に加え医療安全管理
体制の強化を 図っ た。

・ 感染制御部においては感染制御システムを 導入し 、 検出
菌一覧の職員によ る 共有やアウト ブレ イ ク の監視、 I CTラ
ウン ド の効率化などが可能と なり 、 感染管理体制の強化に
つながっ た。

・ 周産期管理セン タ ー、 患者支援セン タ ー等の機能を 整理
し 、 患者支援部と し て改組し た。

・ 臨床倫理コ ン サルテーショ ン チームによ る 診療・ ケア等
に関わる 倫理的問題解決のための相談及び助言等によ る 支
援を 実施し た。

◆　 医療安全に関する 教育・
研修を 強化する と と も に、 コ
ミ ュ ニケーショ ン を 重視し た
診療科横断型の医療体制を 強
化し 、 医療安全と 感染管理に
重点を 置いたチーム医療を 支
援する こ と で、 患者中心の高
度な医療の実践を 推進する 。

（ 画像診断関係）
・ 医療の質・ 安全管理委員会において「 画像診断
報告書の確認状況」 を 定期的に報告し ている 。 ま
た、 同内容の当該診療科へのフ ィ ード バッ ク を 企
画情報部から 定期的に行っ ている 。
・ 令和３ 年度第1回安全セミ ナー（ 6/22～7/16開
催） において、 「 画像診断に係る 安全管理」 のタ
イ ト ルで、 本院における 改善のための取組み状況
及び医師に求める 取組み等について周知を 行い受
講率100％を 達成し た。
・ 画像診断の適正な管理及び効率的な運用を 図る
ため、 従前の「 画像診断の確認体制に関する ミ ー
ティ ン グ」 を 廃止し 、 8/1に病院長を 議長と する
「 画像検査管理検討会議」 を 設置し た。
・ 10/18～11/18の期間で全ての医師を 対象と し た
「 画像診断に係る 改善状況調査」 を 実施し 、 画像
診断に係る 改善策の遵守状況を 把握し 、 調査結果
を 画像検査管理検討会議及び実務者会議、 運営会
議において報告を 行っ た。

（ 業務標準化委員会）
・ 業務標準化委員会において、 本院における 診
療・ ケアにおける 業務の標準化を 示し た「 標準業
務マニュ アルCHI BA」 を 作成し た。 また、 本院に
おける 臨床指標45項目を 選定し 、 各部署におい
て、 評価に向けたデータ 収集に取組んでいる 。

（ 教育研修関係）
・ 医学生に対し て、 WHO患者安全カ リ キュ ラ ムガ
イ ド に則っ た講義と 演習については、 新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症の感染対策を 踏まえ、 全てオン ラ
イ ン 形式で開催し た。 （ 計9回開催）
・ 各部署のリ スク マネージャ ーに対し て以下の研
修（ 集合研修及びウェ ビ ナー） を 実施し た。
　 ■5/24「 RRS（ Rapi d Response Syst em) 」
　 ■9/27「 鎮静に関する ガイ ド ラ イ ン について」
・ 医療安全に係る セミ ナー・ テスト 等を 以下のと
おり 開催し た。
　 ■新規採用者・ 中途採用者ガイ ダン ス： 4/1～
集合研修及びｳｪﾋﾞ ﾅー 、 または動画配信サイ ト
( YouTube） によ る 個別受講
　 ■第1回安全セミ ナー： 6/22～7/16　 e-ラ ーニ
ン グ視聴（ 受講率100％）
　 ■マスタ ーセルフ チェ ッ ク テスト ： 6/22～7/16
（ 受講率100％）
　 ■第2回安全セミ ナー： 12/8集合研修　 12/22～　
e-ラ ーニン グ視聴（ 受講率100％）
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Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ 効率的な医療提供体制の構築に向け、 千葉県、 千葉市等
の行政と 適宜協議を 行う と と も に、 22地区医師会並びに県
医師会、 県看護協会及び県薬剤師会と 地域の医療提供体制
等に関する 意見交換を 行っ た。

・ 行政の協力の下、 平成31年4月に「 千葉県移行期医療支
援セン タ ー」 、 令和３ 年12月に「 千葉県がん・ 生殖医療相
談支援セン タ ー」 を 当院に設置し 、 対象患者さ んが適切な
医療を 受ける ための支援を 関連医療機関と と も に行っ てい
る 。

・ 患者が必要な支援を 円滑に受けら れる よ う な組織体制の
構築を 目的に、 令和３ 年4月よ り ［ 地域医療連携部］ ［ 患
者支援セン タ ー］ ［ 周術期管理セン タ ーの事務部門］ を 統
合し た［ 患者支援部］ を 発足さ せた。

・ 千葉県が開催する 地域医療構想調整会議の開催支援業務
を 受託する と と も に、 患者支援部長が地域医療構想アド バ
イ ザーの任命を 受けており 、 千葉県が地域医療構想を 進め
る ために必要な助言や協力を 行っ ている 。

・ 継続し て患者支援セン タ ーと 地域医療連携部が連携し 、
入院前看護師面談の強化を 行っ た結果、 平成28年度から 令
和元年度にかけて、 入院前看護師面談は、 月平均で18件、
薬剤師面談は月平均で48件増加し た。 さ ら に、 複数疾患を
抱えている 場合が多い高齢者の治療については、 診療科横
断型の高齢者医療セン タ ーや糖尿病コ ン プリ ケーショ ン セ
ン タ ー等の各セン タ ーと 各診療科が連携し て行っ ており 、
他職種によ る 総合的な評価を 行い、 担当医へフ ィ ード バッ
ク し 、 複数部署で管理する こ と で合併症の予防に繋げてい
る 。

・ 病診連携については、 平成31年1月に制定し た提携医療
機関制度を 活用し 、 医療、 介護、 福祉等、 各分野の地域の
施設と 連携する こ と で、 患者さ んのスムーズな転院に繋げ
ており 、 令和4年3月末現在37施設と 提携を 結んでいる 。

◆　 超高齢社会に対応し 、 自
治体や地域医療機関と の連携
のも と 、 患者が安心し て受診
でき る 安全な医療体制を 構築
する 。

（ 地域医療基盤強化）
・ 例年、 千葉県医師会、 千葉県看護協会及び22の
地区医師会を 訪問し 、 当院の取組みを 紹介する と
と も に、 地域の医療・ 介護の状況について情報提
供を 受け、 地域医療連携の強化に努めている 。 今
年度は、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響によ
り 、 オン ラ イ ン 会議も 併用し 意見交換を 行っ てい
る 。 さ ら に、 行政、 医師会、 地域医療機関等と
は、 コ ロ ナ禍における 医療提供体制の状況などに
ついて、 密に情報共有を 行っ ている 。
・ 例年実施し ている 地域連携の会を 、 令和４ 年3
月10日に開催（ オン ラ イ ン ） し 、 医療機関、 行政
機関等123施設よ り 245名の参加があっ た。

（ 患者へのワン スト ッ プ支援）
・ 患者中心の支援と し て、 令和３ 年4月よ り ［ 地
域医療連携部］ ［ 患者支援セン タ ー］ ［ 周術期管
理セン タ ーの事務部門］ を 統合し た［ 患者支援
部］ を 発足さ せた。 こ れによ り 患者が必要な支援
を 円滑に受けら れる よ う な組織体制が整っ た。 今
後は、 患者支援セン タ ーと 周術期管理セン タ ーで
それぞれ行っ ていた入院手続き 等の入院前支援業
務を 整理・ 統合等を 図り 、 支援の質の向上を 図っ
ていく 。
・ 入院前看護師面談は、 昨年度の中央診療棟の開
設に伴う 看護師削減から 増員は無く 対象診療科を
削減し たままと なっ ている が、 予約制の推進を 継
続し 、 月平均実施数は、 令和２ 年度636件と 比較
し 、 令和３ 年度645件と やや増加し ている 。 更
に、 入院に際し てのリ スク スク リ ーニン グ及び、
退院支援に関する スク リ ーニン グの強化を 図る た
め入退院支援に必要なスク リ ーニン グシート 等の
統合・ 連携を 進め、 一部の診療科で試行を 開始し
た。
・ 薬剤師面談について、 薬剤師数の不足によ り 対
象診療科の拡大が困難ではある が、 手術件数の増
加に呼応する 形で薬剤師面談数（ 月平均実施数）
は、 令和２ 年度281件と 比較し 、 令和３ 年度311件
と 増加し ている 。
・ 栄養士面談は、 従来行っ ていた肝胆膵外科の膵
臓の手術患者等に加え、 消化器内科のTACE（ 肝動
脈化学塞栓療法） のク リ ニカ ルパス患者を 対象に
取り 決めを 作成し 開始し た。

（ 紹介先と の連携）
・ 提携医療機関制度の活用によ り 、 医療、 介護、
福祉等、 各分野の地域の医療機関等と 連携及び情
報提供を 行い、 患者さ んのスムーズな転院に繋げ
ている 。 令和４ 年3月現在、 37施設と 提携済（ う
ち 令和３ 年度の新規提携は69施設） 。
・ 令和３ 年11月から 入退院支援ク ラ ウド
「 CAREBOOK」 を 関係医療機関と と も に導入し 、 入
退院支援業務の負担軽減・ 効率化に繋げている 。

附属病院◆　 千葉県・ 千葉市等の保健
行政や医師会等と の定期的な
懇談・ 協議を 実施し 、 地域医
療基盤を 強化する 。
　 また、 患者支援セン タ ー、
周術期管理セン タ ー、 地域医
療連携部及びその他関連部門
を 患者支援部に再編し 、 前方
支援と 後方支援を 統合する こ
と で、 入院前から 一気通貫の
支援体制を と り 、 患者が入院
から 退院までの支援を ワン ス
ト ッ プで受けら れる よ う にす
る 。 　
　 さ ら に、 当院から の患者の
紹介先と 提携する こ と で、 当
院の後方連携に係る 関係者と
の相互理解や役割分担を 進め
る 。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症のため、 昨年に引き
続き 、 海外から の患者受入れは見合わせている
が、 問合せが２ 件あっ た。 また、 以下を 実施し
た。
（ １ ） 病院WEBサイ ト の充実を 図っ た。
　 （ a） 病院概要PDF版（ 英）
　 （ b） 診療情報提供書の事前翻訳についてのお
願い（ 英/中）
　 （ c） 臨床倫理の基本方針・ こ ども の権利（ 英/
中）
　 （ d） 病院紹介映像作成の着手（ 英）
（ ２ ） 受入れ体制の強化に向け、 「 外国人患者受
入れに関する アン ケート 」 を 実施し た。 セン タ ー
の活動に今後、 反映さ せる 予定である 。
（ ３ ） 本院の受診システムの説明文書を 多言語で
作成（ 英/中）
（ ４ ） 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の関連文書の多
言語化
　 （ a） 苦痛+E3スク リ ーニン グ（ 中）
　 （ b） ベク ルリ ー使用申請書（ 中）
　 （ c） ロ ナプリ ープ点滴静注セッ ト 300/1332に
よ る 治療に係る 同意説明文書（ 英/中）
　 （ d） 身体拘束に関する 同意書（ 英/中）
　 （ e） ト シリ ズマブの適応外使用同意説明文書
（ 中）
　 （ f ） ベク ルリ ー同意説明文書（ 中）
　 （ g） 重篤になっ た場合（ 中）
（ ５ ） 診療科依頼の翻訳
　 （ a） 周術期問診票更新版( 英)
（ ６ ） 通訳環境の充実化
　 （ a） 電話通訳の使用増加に伴い、 使用時間が
無制限のコ ースに変更し た。
　 （ b） 通訳デバイ ス（ i phone・ i pad・ ポケト ー
ク ） の台数を 追加し 、 院内数か所に配置し た。
　 （ c） 厚労省「 希少言語に対応し た遠隔通訳
サービ ス事業」 の登録を 継続し 、 希少言語に対応
でき る よ う にし た。
（ ７ ） 東京オリ ン ピ ッ ク ・ パラ リ ン ピ ッ ク 競技大
会への協力
　 （ a） 大会関係者の傷病者受入れ
　 （ b） 幕張会場の会場責任医師の推薦
（ ８ ） 令和３ 年８ 月４ 日Asi a Paci f i c Advanced 
Medi ci ne Net wor k に肝胆膵外科が症例発表のた
め参加し た。 九州大学アジア遠隔医療開発セン
タ ー・ 当院エン ジニア（ 企画情報部） と の連携を
取り 実施を サポート し た。

附属病院◆　 国際医療セン タ ーを 中心
に、 患者支援セン タ ーと 連携
し 、 英語版の入院パン フ レ ッ
ト 、 各種入院に関する 英語版
記入フ ォ ーム等の整備を 進
め、 海外から の患者受入れ体
制を 強化し て、 外国人患者の
受入れ数の増加を 図る 。
　 また、 遠隔TV会議システム
を 活用し 、 海外の医療機関と
連携を 図る と と も に、 新興国
への教育支援を 行う 。

55 ・ 診療情報提供書（ 英語版） や「 出産さ れる 患者様へ」
「 入院病床の希望について」 の英語版文書を 作成・ 使用す
る と と も に、 学内で募集し た通訳ボラ ン ティ アが活動する
こ と で、 海外から の患者受入れ体制を 強化し て、 外国人患
者の受入れ数の増加を 図っ た。 また、 遠隔TV会議システム
を 活用し た中国医科大学・ 大連医科大学と の合同カ ン フ ァ
レ ン スを 実施し 、 平成30年度には眼科・ 糖尿病代謝内分泌
内科における 講演・ 症例についての意見交換を 行っ た。 さ
ら に、 平成27年度から 平成30年度にかけて、 内視鏡セン
タ ーにミ ャ ン マーの臨床修練外国医師を 毎年度2名ずつ受
け入れた。 来日前後には指導医がミ ャ ン マーを 訪問し 、 継
続的にフ ォ ロ ーを 行っ た。

・ 病院パン フ レ ッ ト の英語版には、 本院の基本方針・ 権
利・ 責務について記載、 海外の病院と の違いを ピ ク ト グラ
ムで表示する こ と によ り 、 来院前に理解を 深めても ら う よ
う 工夫を する と と も に、 CT検査、 MRI 検査及び輸血同意書
の英語版並びに中国語版を 整備し 、 使用を 開始し た。 国際
医療セン タ ーを 中心に外国人患者の受入れ数の増加を 図っ
た結果、 令和元年度は31名を 受入れ、 平成28年度から 約3
倍増と なり 、 令和３ 年３ 月までに125名を 受け入れた。 新
型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行後は、 海外から の受入れは
スト ッ プし たが、 日本在住の外国人を 月平均で26名受入れ
た。 また、 全スタ ッ フ が電話通訳を 使用でき る よ う に周知
する と と も に、 通訳アプリ や携帯型翻訳機の運用を 開始し
た。 さ ら に、 年2回開催さ れる Asi a Paci f i c Advanced 
Medi ci ne Net wor k に肝胆膵外科が症例発表のため参加す
る 際には、 九州大学アジア遠隔医療開発セン タ ーと 本院企
画情報部のエン ジニアと 連携を 取り 、 実施を サポート し
た。

◆　 海外から の患者受入れを
促進し 、 外国人患者の受診支
援体制を 整備する と と も に、
海外への医療支援を 推進す
る 。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

57 ◆　 附属病院拡充整備計画に
基づき 、 新中央診療棟整備後
のその他診療棟、 病棟の改修
工事を 行う 。

附属病院 ・ 施設環境部及び設計コ ン サルタ ン ト 業者と 協議
の上、 既存棟改修・ 解体、 新棟建設、 移転方法に
関する 再開発計画の詳細を 検討し 、 附属病院再開
発スケジュ ール（ 案） を 作成し 、 それに基づき 準
備を 進めている 。 前年度までの再開発計画の見直
し を 図っ たこ と で、 工期を 短縮し 、 工事・ 移転費
用の縮減及び仮移転回数を 減少さ せる こ と ができ
る 見込みである 。

Ⅲ Ⅲ ◆　 附属病院拡充整備計画基
本構想に基づき 、 今後の医療
環境の変化に対応でき る 病院
再開発計画を 推進する 。

・ 附属病院拡充整備計画に基づき 、 新中央診療棟新営工事
が平成30年４ 月に着工、 令和２ 年９ 月に竣工し た。 各中央
診療部門移転完了後、 令和３ 年１ 月に稼働開始し た。 引き
続き 今後の再開発計画を 検討中である 。

Ⅲ Ⅲ

（ 医師キャ リ アセン タ ー）  
・ 医師キャ リ ア支援セン タ ーにおいて、 働き やす
い職場環境形成の醸成のため両立支援を 目的と し
た代替医師の雇用枠支援制度の運用を 令和３ 年4
月から 開始し た。 令和３ 年度においては、 育児の
ための離職を 防ぎ、 就労継続支援を 円滑に実施す
る ために、 4名の代替医師を 雇用し た。

（ 経営戦略・ 施設整備）
・ 病院の経営目標と し て、 「 必達病院収入額」 を
366億円と 設定。 また、 「 必達業績評価指標」 を
①新入院患者数19, 240人、 ②手術室手術件数
9, 266件（ う ち 全身麻酔件数5, 220件） 、 ③医療費
率41. 7％と 設定し た。 こ れら を 達成に導く ための
経営戦略・ 実践指針を 策定。 3月末時点で、 附属
病院収入額は379億円、 新入院患者数は19, 069
人、 手術件数は9, 055件、 医療費率は44. 1％と
なっ ており 、 経営戦略会議において毎月報告し て
いる 。 また、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症によ る 収
支状況への影響についても 年間収支見込の見直し
を 都度実施し ている 。
・ 病院施設については、 将来計画・ 再開発検討委
員会において、 今後約6年間に渡る 再開発整備計
画の見直し を 図っ ている と こ ろ である 。 また、 設
備については、 病院設備マスタ ープラ ン に基づ
き 、 設備検討会において各診療科等から の設備要
望を 取り まと め、 選定を 行い、 計画的に整備を 進
めている 。

・ 経営コ ン ト ロ ールを 強化する ため、 病院長企画室・ 経営
企画課において「 経営戦略・ 実践指針」 を 策定・ 実施し 、
病院経営の改善を 図っ ている 。 なお、 各種データ の収集・
分析を 行い、 各診療科の状況がわかる 資料を 作成・ 提示
し 、 各診療科に経営改善意識を 促し ており 、 一例と し て、
平均在院日数、 入院患者毎のＤ Ｐ Ｃ 入院期間を 明示し 、 Ｄ
Ｐ Ｃ 入院期間Ⅰ＋Ⅱの期間内での退院割合の向上を 図っ た
こ と で、 平均在院日数の短縮によ る 入院診療単価が向上し
た。 また、 職務時の集中力及び効率を 高める ために、 ワー
ク ラ イ フ ・ シナジー（ 私生活の充実によ り 医療（ 業務） の
質向上につなげる ） のキャ ン ペーン のも と に、 ポスタ ー掲
示（ 年数回更新予定） 等を 行う と と も に、 院内保育園を 拡
充し 、 小学生（ 1～6年生） 対象の学童保育を 開始し た。 さ
ら に、 学外の有識者から の意見を 取り 入れ、 本院の教育・
研究の発展及び病院運営に反映する こ と を 目的と し た有識
者懇談会を 毎年度1回実施し ている 。 加えて、 患者視点で
の意見を 取り 入れ、 よ り 良い病院運営に役立てる ために、
認定NPO法人さ さ えあい医療人権セン タ ーCOMLに「 病院探
検隊」 の派遣を 依頼し 、 病院改善のための指摘事項を も と
に、 各部署において改善計画を 策定し 、 毎週進捗状況を 会
議にて報告を 行っ ている 。

・ 有識者懇談会における 指摘を 踏まえ、 医師キャ リ ア支援
セン タ ーを 設立し 、 育児等を 行いながら 就業でき る よ う に
する など、 女性医師が活躍でき る 職場環境を 整備し 、 多様
で柔軟な働き 方の実現を 推進する 取組を 行っ た。 また、
「 経営戦略・ 実践指針」 を 策定し 、 病院経営の健全化と 基
盤強化を 行う ための事項を 実施し た。 経営戦略の柱と なる
項目「 新入院患者数の増加」 について、 新入院患者数の増
減状況及び科別DPCⅠ＋Ⅱ期間退院割合表を 病院経営広報
と し て院内ウェ ブサイ ト へ掲載を 行っ た。 上記の経営戦略
の策定・ 実施等の結果、 平均在院日数の短縮（ 11. 3日、 対
平成27年度から 2. 2日短縮） 、 入院診療単価の向上
（ 102, 593円、 対平成27年度から 24, 211円増） 、 診療報酬
稼働額の増加（ 37, 927百万円、 対平成27年度から 7, 125百
万円増） と なっ た。

◆　 病院施設・ 診療設備等の
効率的・ 計画的な整備及び経
営の効率化を 行い、 平均在院
日数の短縮によ る 入院診療単
価の向上、 精緻な分析と 監視
検証によ り 財政基盤を 充実さ
せる と と も に、 働き 甲斐のあ
る 職場環境の形成及び法令遵
守を 徹底し 、 適切な病院運営
を 行う 。

56 ◆　 医師キャ リ ア支援セン
タ ーにおいて、 両立支援のた
めの代替医師の雇用枠支援制
度の運用を 円滑に行い、 働き
やすい職場環境形成を 行う 。
　 また、 病院の経営戦略を 策
定し 、 病院経営の改善に向
け、 各種経営に係る データ を
収集・ 分析し て、 効率的な経
営を 行う と と も に、 附属病院
拡充整備計画に基づいた病院
施設・ 診療設備の整備を 行
う 。

附属病院
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ附属病院◆　 「 亥鼻地区３ 学部と 医学
部附属病院と の教育・ 研修に
係る 連絡会議」 や千葉大学関
連病院会議の開催、 アテン
ディ ン グ（ 教育専任医師） を
含む指導医の関連病院への派
遣、 I PE（ 専門職連携教育）
への参加等によ る 関連病院や
医療系３ 学部・ 大学院と の連
携の強化によ り 、 卒前・ 卒
後・ 専門・ 生涯の一貫し た教
育・ 研修を 充実さ せる と と も
に、 アテン ディ ン グのキャ リ
ア形成の支援を 行い、 医学教
育の拡充と 継続性を 図る 。
　 また、 医療シミ ュ レ ーショ
ン 機械等を 使用し た高度医療
教育を 行う と と も に、 研修医
等への医療英語教育を 通じ た
国際医療教育の充実を 図る こ
と で育成へ貢献する 。

58 （ 医学教育の拡充・ 継続）
・ 平成19年から 医学部、 看護学部、 薬学部が合同
で運営し ている 千葉大学専門職連携教育亥鼻
I PE( I nt er Pr of essi onal  Educat i on） は、 現在、
１ 年生、 ２ 年生、 ４ 年生のプロ グラ ムが終了し て
いる 。 それら のプロ グラ ムに対し 、 演習指導者あ
る いはフ ァ シリ テータ ーと し て、 指導医・ 各診療
科の看護師・ 薬剤師及び医療専門職並びに関連病
院・ 地域医療保健福祉施設の医師及び医療専門職
が多数参加し た。

・ 平成28年度から 行っ ている ク リ ニカ ルI PE
（ I nt er Pr of essi onal  Educat i on） （ ５ 年生の臨
床実習における I PE( I nt er Pr of essi onal  
Educat i on） ) を 今年度は６ つの診療科・ 病棟で実
施し た。

・ 院内の教育・ 研修を 一元管理する ため、 総合医
療教育研修セン タ ーに教育研修管理チームを 設置
し 、 教育研修管理チーム会議において、 研修受講
管理及び評価する 仕組みについて、 検討し ている
（ 奇数月開催： ７ 月２ 日、 11月26日、 １ 月14日、
２ 月10日（ 臨時） 、 3月15日 開催済み） 。 また、
教育の質向上のため、 情報交換会を 実施し ている
（ 偶数月開催： 10月14日、 12月９ 日、 ２ 月10日実
施済み） 。 ３ 月１ 日付けで、 総合医療教育研修セ
ン タ ーに研修管理業務を 担当する 非常勤職員（ 事
務補佐員） を １ 名雇用し た。 また、 ４ 月１ 日付け
でも う １ 名雇用する 予定である 。 現在、 教育研修
管理チームでは、 次年度の新規採用者ガイ ダン ス
における 全職員等が受講すべき 研修と し て、 専門
職連携・ 接遇・ 感染対策・ メ ン タ ルヘルスケアの
研修の開催方法について計画し ている 。 受講管理
についても 、 システムに動画を 入れ、 受講でき る
よ う 検討し ている 。

・ BLS研修についても 、 上記の教育研修管理チー
ム会議にて実施要項を 作成し 、 全職員を 対象と す
る 研修を 次年度（ ４ 月25日、 ５ 月23日） よ り 開始
する 予定である 。

・ 令和２ 年度に設置し た亥鼻地区３ 学部と 附属病
院の教育・ 研修に係る 連絡会議を ５ 月14日に開催
し 、 学生のコ ロ ナワク チン 接種について検討し
た。
・ 卒後臨床研修においては27の関連病院と の連携
プロ グラ ムを 策定し た。 専門研修についてはすべ
ての基本領域において関連病院と の連携プロ グラ
ムを 策定し 、 8月よ り 募集を 開始し 、 2次募集の結
果160名採用予定である 。
・ 総合医療教育研修セン タ ーでは、 将来的にアテ
ン ディ ン グを 全診療科に配置する こ と を 段階的に
目指し ており 、 今年度は8月よ り 婦人科・ 周産期
母性科およ び小児科に新たに配置し た。 次年度中
には、 感染症内科、 肝胆膵外科、 呼吸器外科、 小
児外科を 新たに配置する 予定である 。

（ 高度医療教育・ 英語教育）
・ 亥鼻の学部学生向けに医療シミ ュ レ ータ 機器を
使用し た授業等を 152回実施し た。 また、 病院職
員を 対象と し た研修等（ BLSト レ ーニン グ、 急変
対応セミ ナー等） は62回、 千葉県内の医療従事者
を 対象と し た研修は６ 回実施し た（ 回数はいずれ
も 2月末日までの数字） 。
・ 医療英語教育について, 海外医療施設派遣は、
新型コ ロ ナウイ ルス感染症拡大の影響で派遣が中
止し ている 。

◆　 医療系3学部及び大学院
と 連携し た教育体制を 強化
し 、 関連病院・ 地域病院と 一
体と なっ た研修プロ グラ ムを
実施する こ と によ り 、 卒前・
卒後・ 専門・ 生涯の一貫し た
教育・ 研修を 充実さ せる 。 ま
た、 医療教育者のキャ リ ア形
成を 支援する 。

・ 平成19年から 医学部、 看護学部、 薬学部が合同で運営し
ている 千葉大学の専門職連携教育（ 亥鼻I PE） は、 1～4年
生のプロ グラ ムについては、 演習指導者ある いはフ ァ シリ
テータ ーと し て、 指導、 各診療科の看護師、 薬剤師及び医
療専門職並びに関連病院・ 地域医療保健福祉施設の医師及
び医療専門職が多数参加し ており 、 平成28年度から 、 ク リ
ニカ ルI PE（ 5年生の臨床実習における I PE） を 各診療科に
て実施し ている 。 加えて、 総合医療教育研修セン タ ーにお
いて、 基本診療科に配置し た教育専任医師「 アテン ディ ン
グ」 に対し 教育能力向上を 目的と し たFDを 実施し 、 各診療
科における 研修医や学生の研修・ 教育プロ グラ ム改善を 行
う など、 アテン ディ ン グ活動の充実を 行っ ている 。 また、
卒後臨床研修においては、 27の関連病院と の連携プロ グラ
ムを 実施し ている 。 専門研修についてはすべての基本領域
において関連病院と の連携プロ グラ ムを 策定し 、 実施し て
いる 。 さ ら に、 医学部学生向けの医療シミ ュ レ ータ 機器を
使用し た授業等や病院職員を 対象と し た研修等（ BLSト
レ ーニン グ、 急変対応セミ ナー、 CVCセミ ナー等） を 実施
する と と も に、 千葉医師研修支援ネッ ト ワーク と 協力し
て、 千葉県内の医療従事者を 対象と し た研修を 複数回実施
し た。
・ 院内の教育・ 研修を 一元管理する ため、 令和３ 年度から
総合医療教育研修セン タ ーに教育研修管理チームを 設置
し 、 教育研修管理チーム会議において、 研修受講管理及び
評価する 仕組みについて検討する と と も に、 教育の質向上
のための情報交換会を 実施し ている 。 教育研修管理チーム
は、 令和４ 年度の新規採用者ガイ ダン スにおける 全職員等
が受講すべき 研修と し て、 専門職連携・ 接遇・ 感染対策・
メ ン タ ルヘルスケアの研修の開催方法について計画し てい
る 。 受講管理システムの整備も 進めている 。

・ 総合診療科において、 学生や研修医を 含む医師を 対象に
医療英語教育の一環と し て英語によ る 症例検討会または身
体診察セミ ナーを 毎週行っ たこ と に加え、 総合医療教育研
修セン タ ーが医学生や研修医を 対象に医療面接、 身体診
察、 症例プレ ゼン テーショ ン など医療現場における 医学英
語教育を 実施し た。 併せて海外医療施設へ研修医数1名を
派遣し た。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症のため、 海外から の
受入れについては、 入国制限の緩和を 注視し つつ
対応を 検討し ていく 。 なお、 在外派遣研修事業の
公募は、 諸外国の感染状況を 鑑み実施し ないこ と
と し た。
（ １ ） 千葉大学国際交流公募事業
　 コ ロ ナ禍ではあっ たが、 採択者を アメ リ カ へ派
遣し 、 無事に帰国予定と なっ た。
（ ２ ） オン ラ イ ン 英会話研修の実施（ 看護部）
　 新し い業者を 開拓し 、 検討の結果、 令和４ 年１
月から ２ 月に実施し た。
（ ３ ） ミ ャ ン マー医学教育強化プロ ジェ ク ト
（ PEME） 後継プロ ジェ ク ト のヒ アリ ン グを 令和３
年２ 月に実施し 、 ４ 月に六大間で問題点等を 共有
し た。 ミ ャ ン マーの国内情勢が厳し く 、 実施の目
途は立っ ていないが、 引き 続き 、 情報収集を 行
う 。

附属病院◆　 海外医療機関等と の調整
を 進め、 医療人の海外への派
遣及び海外から の受入れを 実
施する 。
　 また、 外国人指導医によ る
臨床現場での教育の実施や医
療英語力の強化を 目的と し た
セミ ナー及びI T資源を 活用し
た海外医療機関と の双方向の
セミ ナーの実施等によ り 、 グ
ロ ーバル化に対応でき る 医療
者の育成環境の整備を 進め
る 。

59 ・ 在外派遣研修事業支援は、 千葉大学の職員で組織する 研
修グループを 海外の医療機関又は研究機関等に派遣し 、 諸
外国における 先進的な医療や研究・ 教育活動、 病院運営に
参画さ せ、 こ れら に対応し た幅広い知識と 技術の修得を 目
的と する 優れた事業に対し て必要な支援を 行う こ と によ
り 、 国際的視野を 持っ た次世代の医療人の養成を 行い、 医
学部附属病院の発展に資する こ と を 目的と し ている 。 応募
の研修内容については、 本事業の基準に満たし ている かど
う かを 国際医療セン タ ー会議で検討後、 執行部会において
採択の可否を 審議し 実施し た。 し かし ながら 、 令和２ 年新
型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行後は、 感染状況を 鑑み実施
を 見送っ た。 また、 国際医療セン タ ーを 発足後、 海外の組
織・ 団体の公的な視察来訪に対応し 、 医療の国際展開を 推
進し ており 、 令和元年11月に中国大連医科大学の医師8名
が来訪し 、 本院の5つの診療科において、 双方向セミ ナー
を 実施し た。

・ 在外派遣研修事業支援と し て、 こ れまでに、 デン マー
ク 、 アメ リ カ 、 ド イ ツ 、 オースト ラ リ アの大学や医療機関
に医師複数名を 派遣する と と も に、 ミ ャ ン マー医学教育強
化プロ ジェ ク ト （ 平成27年から 30年度） と し て、 臨床修練
外国医師2名を 毎年受け入れた。 また、 グロ ーバル化に対
応でき る 医療者育成環境の確立を 目的と し て、 異なる レ ベ
ル・ 対象者に対し て、 5つの研修（ 看護職英会話研修、 通
訳サポータ ー英会話研修、 フ レ ーズ研修、 薬剤師向け研
修、 自主勉強会） を 実施し た。

◆　 海外医療機関と の交流を
活発化し 、 医療人の派遣、 受
入れを 通し て国際性を 高める
と と も に、 グロ ーバル化に対
応でき る 医療者育成環境を 確
立する 。
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Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ 未来医療教育研究機構と の連携を 目的に、 知財
部門に専門職を 派遣し 、 知財の関連する シーズの
育成について連携し て行う 体制を 構築し た。 ま
た、 具体的に20件程度のシーズについては、 研究
の進捗状況についても 病院、 医学研究院、 薬学研
究院の3部局の研究者と 連携し て取り 組みを 開始
し た。 令和３ 年度の医学研究院のシーズ（ 医薬
品） について、 新たにAMED橋渡し 予算pr eC
（ 10, 000千円） を 獲得する と と も に、 医療機器プ
ロ グラ ムのシーズについて計画書立案、 PMDA相談
などを 経て、 来年度から の予算を AMEDに申請し 、
医師主導治験実施のための予算（ 120, 000千円）
を 獲得し た。

・ i PS-NKT細胞を 頭頚部がんを 対象と し て使用し
た再生医療のf i r st  i n humanの医師主導治験を 開
始し 、 症例の組み入れを 進めている 。 当該プロ
ジェ ク ト は理化学研究所、 医学研究院、 附属病院
と の連携し たプロ ジェ ク ト と し て大き く 報道等も
さ れている 。

・ 昨年度にオン ラ イ ン で施行し たニーズ・ シーズ
マッ チン グプロ グラ ムに端を 発し た企業エン ジニ
アと 病院スタ ッ フ の複数の連携事業に関し て共同
特許出願を 行う など、 製品の作成に向けて作業を
進めている 。 本年は同様のマッ チン グプロ グラ ム
を ハイ ブリ ッ ド 形式で開催し 、 103名の参加があ
り 、 現在、 こ のう ち ５ 社と 秘密保持契約を 締結し
共同研究の可能性に関し て検討中である 。

・ コ ロ ナ禍で中断し ていた企業エン ジニアの病院
見学およ びバイ オデザイ ン の考え方に基づいた医
療機器開発の体験事業（ も の作り 入門コ ース） も
再開し た。 本年度末までに２ コ ースを 完了し た。

・ 医工連携窓口を 通じ た医療スタ ッ フ の提案を 元
に、 医学部・ 工学部を はじ めと し た学内研究者、
及び企業エン ジニアを 加えた共同研究事業を 立ち
上げ、 あわせて進めている 。

附属病院◆　 未来医療教育研究機構と
連携し 、 医療系３ 学部のシー
ズ開発の支援を 行う 。
　 また、 メ ド テッ ク ・ リ ン ク
セン タ ーを 中心に、 フ ロ ン
ティ ア医工学セン タ ーを 窓口
と し た学内他学部研究者と の
連携、 産業振興関連の行政組
織を 窓口と し た企業エン ジニ
アと の連携を 図り 、 臨床の現
場で真に求めら れている 医療
機器・ 医療技術の開発に取り
組む。
　 さ ら に、 ニーズ･シーズ
マッ チン グプロ グラ ム、 起業
家のセミ ナー、 エン ジニアの
病院見学などのプロ グラ ムを
通じ 、 学内外組織と の共同研
究の立案を 行う 。

60 ・ 従来から 実施し ている 研究支援事業に加え、 医師主導治
験推進のため相談支援事業を 新設する と と も に、 多施設共
同の医師主導治験で申請支援を 実施し たほか、 多施設共同
臨床研究のう ち 、 本学が主導する 受託研究で、 プロ ト コ ー
ル作成や契約から 関与し 、 臨床試験部のリ ソ ースと CRO
（ 受託臨床試験実施機関） を 組み合わせて支援を 行っ た。
また、 平成28年８ 月に厚生労働省の承認を 得た世界で初め
ての遺伝子治療研究と なる 、 血液中の酵素を 欠いている た
めに重篤な症状を 示す疾患の一つである 家族性LCAT欠損症
を 対象と し た第一種再生医療臨床研究における 「 LCAT欠損
症」 の患者自身の脂肪細胞を 使っ た遺伝子治療法につい
て、 6ヶ 月間の観察を 経て安全性を 確認し た。 現在、 当該
シーズに関し ては、 ベン チャ ー企業と 連携し て医師主導治
験を 実施中である 。
・ 従来型の企業ニーズと 大学シーズのマッ チン グではな
く 、 大学（ 病院） ニーズと 企業シーズのマッ チン グを 目的
と し て、 フ ロ ン ティ ア医工学セン タ ーと 連携し た「 メ ド
テッ ク ・ リ ン ク セン タ ー」 を 院内に設置し た。 　
・ i PS-NKT細胞を 頭頚部がんを 対象と し て使用し た再生医
療のf i r st  i n humanの医師主導治験を 、 令和２ 年６ 月から
開始し 、 症例の組み入れを 進めている 。 当該プロ ジェ ク ト
は理化学研究所、 医学研究院、 附属病院と の連携し たプロ
ジェ ク ト と し て大き く 報道等も さ れている 。

・ 新規の特定臨床研究のスタ ート アッ プ支援について令和
元年度よ り 公募を 開始し 令和３ 年度まで28課題の助成を
行っ た。 また、 東海大学医学部付属病院が米国・ ディ スク
ジェ ニッ ク ス社から 委託を 受け、 同社が開発中の「 健康な
成人ド ナーから 提供さ れたヒ ト 同種の椎間板由来細胞から
なる 細胞治療製品（ I DCT-001） 」 を 用いた多施設共同治験
に本学整形外科教室も 参加し ている 。 令和４ 年３ 月時点
で、 ８ 症例が千葉大でI DCT―０ ０ １ を 使用し た治験に組み
入れら れた。 さ ら に、 メ ド テッ ク ・ リ ン ク セン タ ーでは、
東京都医工連携HUB機構、 千葉県商工労働部、 千葉県産業
振興セン タ ー等と 共同で、 臨床ニーズ・ シーズマッ チン グ
プロ グラ ムやも のづく り 企業を 対象と し た医療機器開発体
験コ ース等を 開催し た結果、 外部企業と 15件の秘密保持契
約を 締結、 そのう ち 7件が試作物作製に至り 、 う ち 1件が現
在臨床試験を 実施中である 。 こ のほか、 フ ロ ン ティ ア医工
学セン タ ーと 共同で開設し ている 医工連携相談窓口では、
こ れまでに13件の相談が寄せら れ、 特許出願（ 4件） 、 共
同研究契約（ 5件） 、 論文公表（ 1件） に繋がっ ている 。

◆　 医療系3学部及び大学院
と 連携し 、 免疫システム調節
治療学分野を はじ めと し た研
究体制を 強化し 、 総合大学と
し ての特色を 生かし て他部局
と の協力、 連携の下に「 治療
学」 を 確立する ための新たな
シーズを 発掘する こ と で、 先
端医療の開発を 促進する 。
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Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ・ 臨床研究活動の活性化を 戦略的に実施し 、 臨床研究を 強
化及び推進する こ と を 目的と し て、 「 臨床研究推進本部」
を 設置し 、 臨床研究中核病院と し ての機能拡充のため、 臨
床研究の強化及び推進に関する 戦略の策定等の検討を 行っ
た。 また、 臨床研究を 行う 者及び携わる 者を 対象と し た臨
床研究に関する 教育と し て、 「 COI 」 「 ヒ ト 倫理指針と 臨
床研究法案」 「 臨床研究に何が必要か」 等を テーマに特別
セミ ナーを 開催し た。 加えて、 研究の品質確保を 目的と し
て、 臨床試験品質管理専門部会委員を 通し て、 臨床研究の
安全管理、 品質管理について、 事例やト ピ ッ ク スの情報共
有を 行っ た。 さ ら に、 がんゲノ ム医療提供体制を 確立する
ため、 平成29年度に「 がんゲノ ムセン タ ー」 を 設置し 、 が
んゲノ ム医療の基礎と なる がんゲノ ム検査に関する 先進医
療Bの申請（ 研究代表者： 国立がん研究セン タ ー） が、 厚
生労働省に承認さ れ、 京都大学及び国立がん研究セン タ ー
中央病院と 連携し て先進医療を 推進し た。 こ れら の連携を
解消し 、 令和２ 年４ 月1日から 新たに千葉県がんセン タ ー
（ 拠点病院） と 連携し 、 今後の発展に繋げる 基盤を 確立し
た。
・ 東京大学を はじ めと する 他施設と の情報共有によ る ラ イ
セン スアウト 戦略に取り 組むと と も に、 海外シーズピ ッ チ
コ ン テスト へ参加する など、 シーズ開発支援を 強化し た。

・ 臨床試験部では、 医師主導治験122試験の治験計画の届
出を 支援し 受理さ れ、 プロ ジェ ク ト マネジメ ン ト 、 データ
マネジメ ン ト 、 統計、 モニタ リ ン グなどの包括的支援を 実
施し たこ と に加え、 臨床研究中核病院と し て、 他機関シー
ズの医師主導治験3試験と 先進医療B 2試験を 含む臨床研究 
3試験の開発支援を 実施し 、 その他医師主導治験 1試験で
モニタ リ ン グを 担当し た。 令和３ 年度外部資金と し て、 医
師主導治験に関する も のAMED6件( 直接経費140, 000千
円） 、 他6件の外部資金を 獲得し 、 試験の計画立案及び実
施を し ている 。

・ 臨床研究中核病院の厚生労働省事業と し て、 外部向けの
「 データ マネージャ ー養成研修」 を 平成29年度よ り 年1回
開催、 令和２ 年度から は「 臨床研究・ 治験従事者等に対す
る 研修」 を 年1回開催する と と も に、 厚生労働省事業の
「 先進医療等実用化促進プロ グラ ム」 では、 拠点病院と し
て先進医療Bを 実施する ための相談窓口機能を 強化する た
めにウェ ブサイ ト の作成、 テキスト の作成、 講演会を 企画
し た。

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症（ COVI D-19） における 重症化
予測マーカ ーの探索に関する 臨床研究を 、 本院を 含む計11
病院の連携によ り 開始し た。

・ 令和３ 年２ 月に国立大学病院では初めてコ ロ ナワク チン
セン タ ーを 設置し 、 医学研究院と 連携し 新型コ ロ ナワク チ
ン の効果・ 副反応・ 免疫応答に関する 研究を 実施し た。 当
該研究では職員1, 774人の抗体価を 接種前と 接種後に測定
し 、 99％以上の有効性を 確認する と 共に、 年齢、 性別、 飲
酒頻度等の因子と 抗体価の関連を 明ら かにし た。 併せて、
接種後の副反応調査も 行い、 抗体価調査の結果と 併せて、
マスメ ディ アやHPを 通じ て発信し た。
　 さ ら に、 採取し た検体を 有効活用する 研究計画を 募り 、
計8つの研究課題に検体を 分与し 、 新たな研究を 開始し て
いる 。

◆　 臨床研究の中核を 担う 病
院と し て臨床試験体制を よ り
強固なも のと し 、 臨床研究の
質の管理向上及び透明性を 確
保する 。 また、 未来開拓セン
タ ー等によ る 新し い分野の臨
床研究の推進によ り 新し いエ
ビ デン スを 創生・ 提供する と
と も に、 新規の医薬品や医療
機器の開発に貢献する 。

◆　 臨床研究推進本部を 中心
に、 臨床研究中核病院と し て
の機能を 拡充する ため、 臨床
研究開発推進セン タ ーによ る
臨床研究の立ち 上げ支援、 未
来開拓セン タ ーによ る 新し い
分野の臨床研究を 推進する と
と も に、 臨床研究に携わる 者
に対し 、 被験者の安全確保及
び手続き の適正化に関する コ
ン プラ イ アン ス教育の充実を
図る 。
　 さ ら に、 他の施設と 連携し
て、 がんゲノ ム医療連携病院
と し ての活動を 活性化さ せ
る 。

61 附属病院 （ 臨床研究中核病院・ 教育充実）
・ 臨床研究の立ち 上げ支援と し ては、 前年度に引
き 続き 、 臨床研究ワーク ショ ッ プを 開催し 、 特定
臨床研究スタ ート アッ プ支援制度によ り 新規に開
始する 臨床研究を 支援し た。 また、 各セン タ ー共
通の相談フ ォ ームを Mi cr osof t  Teams上に開設し
たこ と で、 特定臨床研究にかかる 研究者から の相
談に即座に対応する 体制を 整えた。

・ 未来開拓セン タ ーでは、 先進医療Bの１ 試験の
終了に伴い総括報告書の作成を 支援を 継続する ほ
か、 新規のCAR-T細胞療法実施に必要な細胞調製
室（ CPC） 利用を 支援し 、 新規治療開始に貢献し
た。

・ 臨床試験部では、 コ ン プラ イ アン ス教育と し
て、 年２ 回の特別セミ ナーを 開催し 、 さ ら に受講
を 徹底する ため、 オン デマン ド 配信を 行っ た。 ま
た、 臨床試験の教育研修（ マイ スタ ー制度） につ
いて1, 600名の管理について新たにシステムで管
理、 受講可能と し た。

・ 令和３ 年度は、 千葉大学主導の医師主導治験３
試験と 他機関主導の医師主導治験１ 件に対し 、 研
究計画書作成から 治験計画届出の支援を 行っ た。
こ の新規４ 試験を 含めた、 千葉大学主導９ 試験、
他機関主導２ 試験の医師主導治験実施の包括的支
援を 実施し た。 外部資金と し て、 医師主導治験に
関する も のAMED６ 件( 直接経費140, 000千円） 、 他
６ 件の外部資金を 獲得し 、 試験の計画立案及び実
施を し ている 。

（ がんゲノ ム医療）
・ 千葉県がんセン タ ーと 連携し てエキスパート パ
ネルを 実施し ている こ と に加えて、 毎月定例で開
催し ている がんゲノ ムプロ ジェ ク ト ミ ーティ ン グ
を 規程化する こ と で病院全体でがんゲノ ム医療に
取り 組む体制を 構築し た。

（ その他）
・ 令和３ 年２ 月に国立大学病院では初めて設置さ
れたコ ロ ナワク チン セン タ ーにおいて、 令和３ 年
度に医学研究院と 連携し 新型コ ロ ナワク チン の効
果・ 副反応・ 免疫応答に関する 研究を 実施し た。
当該研究では職員1, 774人の抗体価を 接種前と 接
種後に測定し 、 99％以上の有効性を 確認する と 共
に、 年齢、 性別、 飲酒頻度等の因子と 抗体価の関
連を 明ら かにし た。 併せて、 接種後の副反応調査
も 行い、 抗体価調査の結果と 併せて、 マスメ ディ
アやHPを 通じ て発信し た。 さ ら に、 採取し た検体
を 有効活用する 研究計画を 募り 、 計８ つの研究課
題に検体を 分与し 、 新たな研究を 開始し ている 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 各学校園において、 「 主体的・ 対話的で深い学
び」 やGI GAスク ール構想によ っ て実現し た一人一
台端末環境における I CT活用等の課題に関し て公
開研究会等を 通し て実践研究の成果を 発信し てお
り 、 成果が地域の学校で活用さ れている 状況を 確
認し た。
スク ールカ ウン セラ ーやスク ールソ ーシャ ルワー
カ ーが各学校園の教育相談活動等において、 十分
に活用さ れている こ と を 学校評価等を 通し て確認
し た。 さ ら に令和３ 年度よ り スク ールロ イ ヤーを
配置し 、 各学校園の問題に関し て法的な見地から
の助言が得ら れた。

・ 幼稚園・ 小学校・ 中学校間の連絡進学について
校園長によ る 推薦のあり 方について、 附属学校連
絡会議にて課題を 確認し 、 検討を 行っ た。

教育学部附属学
校園

◆　 各附属校園において、 審
議会答申等で示さ れている 項
目への対応を 含む実践研究の
成果を 公表する 。
　 また、 教育学部と の連携に
基づき 、 スク ールソ ーシャ ル
ワーカ ーの活用状況を 踏ま
え、 スク ールカ ウン セラ ーの
活用状況を 確認し 、 教育相
談、 生徒指導、 特別支援のあ
り 方及び幼稚園・ 小学校・ 中
学校の連絡進学のあり 方を 検
討し 、 成果と 課題の確認を 行
う 。

62 ・ 各学校園において、 教育学部教員や外部の専門家と の連
携によ る 研究を 進め、 「 主体的・ 対話的で深い学び」 や道
徳教育の教科化等、 審議会答申や学習指導要領で求めら れ
ている 課題に対応し た研究を 推進し 、 公開研究会、 研究紀
要、 学会発表、 教員研修等において成果を 発信する と と も
に、 交流人事教員が帰還後に地域等で研究成果を 活用し た
教育実践を 展開し 、 地域において指導的な役割を 担っ た。

・ 教育学部や教育学研究科の授業において、 学生が授業を
計画し 附属学校で実施する 取り 組みも 進んでおり 、 教育実
習に加え専門教育の授業においても 附属学校が学生の学修
に寄与し た。

・ I CTについては各学校園において端末やネッ ト ワーク の
環境整備を 進め、 さ ら にGI GAスク ール構想の前倒し 実施に
よ り 、 小中学校段階では一人一台端末と 高速ネッ ト ワーク
を 活用でき る 状況と なっ た。 こ う し た関係整備と 並行し
て、 附属小学校及び附属中学校を 中心にI CT活用に関する
実践的な研究を 進めており 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の
影響によ る 休校期間においても I CTを 活用し たオン ラ イ ン
での学習指導を 円滑に実施する こ と ができ た。 附属小学校
においてオン ラ イ ン 授業についての書籍を 刊行し たり 、 附
属中学校においてI CT活用についてのオン ラ イ ン 研究会を
開催し たり 等、 積極的に研究成果の発信を 行っ ており 、 報
道でも 多く 取り 上げら れた。

・ 生徒指導、 教育相談、 特別支援等の課題については、 附
属学校委員会等を 通し て各学校園と 教育学部で課題を 共有
し つつ、 支援専門家チームに所属する 教育学部教員が継続
的に学校園で開催さ れる 教育相談関係の会議に出席し て助
言を する 等、 教育学部と 学校園と が一体と なっ て対応する
体制を 整備し た。 スク ールカ ウン セラ ー、 スク ールソ ー
シャ ルワーカ ー、 スク ールロ イ ヤーの配置についても 継続
的に検討を 重ね、 段階的に配置を 進めた。 さ ら には、 附属
小学校が千葉大学予防医学セン タ ーと の連携でコ ロ ナ禍の
子ども の身体的成長の経年変化を 測定する 研究を 進めてお
り 、 附属中学校が千葉大学こ ども の心の発達教育研究セン
タ ーと の連携によ る 中学生へのスト レ スチェ ッ ク テスト の
導入に関する 研究を 進めた。 こ う し た取り 組みの成果は研
修会や書籍等で発信さ れており 、 茨城県取手市における い
じ め再発防止策に活かさ れる 等、 地域の取り 組みへの貢献
につながっ た。

◆　 附属校園は、 教育学部等
と の緊密な連携のも と 、 幼
児・ 児童・ 生徒の心身におけ
る 豊かな成長を 目指す教育実
践を 基盤と し 、 I CTを 活用し
た先進的な授業や評価方法の
開発、 専門家を 含む生徒指
導、 教育相談、 特別支援教育
等の体制の充実等の実践的な
課題に関する 先導的な取組を
推進し 、 公開研究会、 研究論
文、 学会発表、 教員研修等へ
の講師派遣、 大学院や学部の
授業等を 通じ てその成果を 地
域の学校、 教育委員会、 教
員、 学生等に公表する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

◆　 教育学部・ 附属学校兼任
教員制度に基づき 、 大学教員
の特命教諭と し ての附属学校
での授業及び附属学校教員の
特命教授・ 特命准教授と し て
の学部・ 大学院での授業を 着
実に実施し 、 成果と 課題の確
認を 行う 。
　 また、 教育学部及び附属学
校における 教育実習の成果と
課題の確認を 進める と と も
に、 教育支援ステーショ ン を
基盤と し た教育学部と 附属学
校の連携研究について成果と
課題を 確認し 、 必要な改善を
図る 。

63 教育学部附属学
校園

・ 教育学部において教育支援ステーショ ン 運営委員会を 附
属学校委員会と 兼ねる 形で定期的に開催し 、 教育学部教員
と 附属学校教員の連携研究を 推進し てき た。 連携研究の実
施に際し ては学部長裁量経費よ り 各研究課題に研究費を つ
ける 措置を と っ ており 、 教育実習に関する 課題等特に求め
ら れる 課題には研究費を 増額し て連携研究を 促し た。 研究
課題は毎年度50〜70件程度提出さ れており 、 増加傾向にあ
る 。 研究成果は、 教育学部・ 教育学研究科の授業や教育実
習の改善に活用さ れている 。 研究成果は1年ごと に連携研
究報告書にまと めら れており 、 180部程度を 教育委員会に
配布する と と も に、 教育学部ホームページにも 掲載し た。
また、 連携研究の成果が学会発表や論文と し て公表さ れる
こ と も 多い。

・ 「 学部・ 附属学校兼任教員制度」 を 設け、 教育学部教員
が附属学校の授業等を 継続的に担当する 場合には特命教諭
を 、 附属学校の教員が教育学部ある いは教育学研究科の授
業等を 継続的に担当する 場合には特命教授も し く は特命准
教授を 、 それぞれ発令し た。 こ う し た発令を 受けた教員の
多く が、 附属学校委員会の委員と なっ ており 、 双方が互い
の事情を 理解する こ と を 通し て、 連携研究の推進や教育実
習の改善等に貢献でき る よ う にし た。

・ 令和元年度入学生よ り 教育学部のカ リ キュ ラ ム改革を 行
い、 教育学部と 附属学校と の近接性を 活かし 、 附属学校と
連携し た実習的な授業の充実を 図っ た。 具体的には、 1年
次及び2年次に希望者だけが継続的に附属学校に通っ て授
業見学等を 行う 「 セレ ク ト 実習」 が導入さ れたり 、 一部学
生が附属小学校において「 イ ン タ ーン シッ プ基礎実習」 を
行っ た。 「 セレ ク ト 実習」 の希望者は対象学生の半数程度
と 多く 、 学生が入学直後から 学校現場で教育実践に触れる
貴重な機会と なっ た。

◆　 教育学部及び附属校園
は、 教育支援ステーショ ン を
基盤に密接に連携し 、 学部教
員の附属校園の授業への参画
や附属校園教員の学部・ 大学
院授業への協力を 推進し て双
方の教員が教育実践や教員養
成への理解を 深める と と も
に、 学校の実践的な課題解決
に資する 研究や、 教育実習や
他の実習的授業の質を 不断に
向上さ せる ための教育実習計
画の策定・ 実施を 推進し 、 そ
の成果を 積極的に公表する と
と も に、 大学、 附属校園双方
の教育実践に還元する 。

64 教育学部附属学
校園

◆　 附属校園は、 教育学部と
の連携に基づき 、 教育学部教
員養成諮問会議、 大学院の授
業やシン ポジウム、 各校園の
学校評議員会等を 通し て、 地
域の教育委員会と の連携協力
を 推進し 、 授業の公開、 講師
派遣等を 通し て、 地域の学校
が抱える 教育課題の解決に貢
献する 。

・ 各学校園では、 千葉県教育委員会、 千葉市教育
委員会、 千葉市子ども 未来局等と の間で、 連携協
議会、 学校評議員会等を 通し て、 交流人事のあり
方や「 幼保こ 小連携」 等に関し て連携協力を 進め
た。 また、 公開研究会・ 公開講座の開催や講師派
遣等を 通し て、 たと えばGI GAスク ール構想への対
応等に関し て、 地域の学校が抱える 教育課題の解
決への貢献を 進めた。

◆　 附属校園は、 教育学部教
員養成諮問会議、 大学院の授
業やシン ポジウム、 各校園の
学校評議員会等を 通し て千葉
県教育委員会や千葉市教育委
員会等、 地域の教育委員会と
の連携協力を 推進し 、 授業の
公開、 講師派遣等を 通し て地
域の学校が抱える 教育課題の
解決に貢献する 。

・ 千葉県教育庁の職員や千葉県内の市町村教育委員会の教
育長に各学校園の学校評議員を 委嘱し 、 学校園の運営につ
いて意見を いただいた。 また、 千葉市こ ども 未来局と の間
で幼保小連携に関する 連絡協議会を 設けており 、 市内の幼
稚園・ 保育所・ 認定こ ども 園・ 小学校の取組に助言を 行い
事例集を 作成する 等、 幼児教育等に関する 連携協力を 推進
し た。 こ の他、 講師派遣や見学受け入れにおいて教育委員
会と の連携を 進めた。 教育委員会から の要望を 踏まえ、 各
学校園の公開研究会開催、 千葉県教育委員の小学校英語授
業視察受け入れ等を 通し て、 幼児教育・ 保育、 小学校英語
教育、 I CTの活用、 道徳の教科化、 理科実験の安全管理、
特別支援学級教諭の資質向上研修会等、 地域の学校が抱え
る 課題に対応し た。

・ 各附属学校園において、 千葉県教育委員会、 千葉市教育
委員会、 千葉市子ども 未来局と の連携協議会や学校評議員
会等における 情報交換、 意見交換を 通し て地域の教育課題
に関する 認識を 共有し 、 学校運営全般ある いは公開研究会
や講師派遣等の取組に活用し た。 また、 公開研究会や講師
派遣によ り 、 附属小学校のプロ グラ ミ ン グ教育の手法が八
千代市の小学校、 同じ く 附属小学校のオン ラ イ ン 公開研究
会の手法が習志野市谷津小学校、 附属中学校の道徳教育の
手法が一宮町の中学校、 附属特別支援学校の作業学習の手
法が千葉県内の特別支援学校において活用さ れる など、 地
域の学校の課題解決に寄与し た。

・ 第３ 期中期計画期間中における 学部・ 附属学校
兼任教員制度について評価を 行い、 こ の制度が教
育学部・ 教育学研究科と 附属学校と の双方に意義
ある も のである こ と を 確認し 、 今後に向けてさ ら
に充実を 図る こ と を 確認し た。

・ 附属学校における 教育実習については、 こ れま
での研究成果を 踏まえつつ、 学生の実習態度等に
関する 課題を 確認し 、 教育学部と 連携し た学生へ
の指導の充実を 図っ た。
教育学部と 附属学校と の連携研究については予算
上の制約があり ながら 件数の増加や教育実習関連
等重要な研究の充実と いっ た成果が見ら れる こ と
を 確認し ている 一方で、 附属学校委員会と 教育支
援ステーショ ン と を 別の組織と し て運用し ていく
こ と に課題がある こ と が確認さ れ、 両組織の統合
を 決定し 、 関連する 諸規定を 整備し た。
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65 ◆　 教育学部・ 附属学校兼任
教員制度に基づく 附属学校教
員採用の在り 方について成果
と 課題の検証を 進める 。
　 また、 本制度を 活用し た附
属学校教員のキャ リ ア形成の
状況や、 附属学校がその使命
を 果たすための教職員組織の
整備を 必要に応じ て行う 。

教育学部附属学
校園

・ 千葉大学で採用し た附属学校専任教員の状況を
ふまえ、 令和４ 年度以降も 各学校園において計画
的に専任教員を 採用する 方針を 確認し た。 また、
こ れまで採用さ れた専任教員のキャ リ ア形成につ
いて、 各教員の意向を 踏まえながら 検討を 行っ
た。 附属学校に関係する 組織体制の見直し を 行
い、 附属学校経営会議及び附属学校連携支援委員
会を ガバナン ス等を 担う 組織と し て設ける こ と を
決定し た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 教育学部及び附属校園
は、 附属学校連絡会議等を 活
用し 、 附属校園教員の教職大
学院兼務、 附属校園と し ての
特色を 活かし た教員のキャ リ
アパスの開発等を 含め、 附属
学校の役割や組織に関する 検
討を 行い、 附属校園と し ての
使命を 果たすために必要な組
織の整備を 行う 。

・ 長期にわたっ て学校園の安定的な運営に貢献でき る 教育
を 確保する ために、 附属幼稚園の多数の教員、 附属小学校
及び附属中学校の20%程度の教員を 、 千葉大学で採用する
専任教員と する こ と を 目指し て、 教員の採用を 行う 制度を
設けて公募・ 採用を 進め、 目標に近い数の専任教員を 採用
する こ と ができ た。

・ 専任教員と し て採用さ れた教員のキャ リ アパスの開発の
検討を 進め、 大学院における 修学、 校内での特定の役割の
担当、 特色ある 研究の推進等、 個々の教員の特徴や本人の
希望に基づく キャ リ ア形成を 進めた。

・ 附属学校運営に関する 組織体制の見直し を 行い、 学部
長・ 担当副学部長・ 校園長等から なる 附属学校経営会議及
び担当副学部長・ 校園長・ 副校園長・ 教育学部教員から な
る 附属学校連携支援委員会を 中心と し た組織体制の改変を
行う こ と を 決定し 、 令和４ 年度から 実施する こ と ができ る
よ う 関連諸規程の整備を 行っ た。

Ⅲ Ⅲ
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Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

○人文社会科学系教育研究機構の取組
・ 人文科学研究院及び社会科学研究院に設置し た
各セン タ ーにおいて、 学際性を 基盤と し た研究を
強化し た。 具体的には、 新学術領域研究を 基盤と
し た「 グロ ーバル関係融合研究」 や、 統計学を 中
核と し た「 小地域推定の統計手法開発と 貧困・ 公
衆衛生・ 災害への応用研究」 と いっ た研究プロ
ジェ ク ト によ り 、 社会科学系の卓越し た研究拠点
と し て研究事業を 推進し た。

・ 人文社会系に属する 全ての学生が共同研究に応
募でき る よ う 環境を 整備し 、 大学院における 研究
と 教育を 連動さ せ、 研究力の強化と グロ ーバル人
材の育成を 行っ た。

○自然科学系教育研究機構の取組
・ 自然科学系教育研究機構長が中心と なり 、 大学
院先進科学プロ グラ ム博士前期課程における QE
（ 博士論文研究基礎力審査） を 実施し た。 また、
大学院先進科学プロ グラ ム学生への経済支援と し
て、 博士前期課程学生を 研究協力者と し て15名、
博士後期課程学生を RAと し て25名（ 前期： 18名、
後期： 7名） を それぞれ採用し た。 また、 海外の
学会参加等に係る 海外渡航支援と し て、 4名の支
援を 採択し た。 さ ら に教育支援と し て、 早期修了
要件（ QE審査、 博士論文審査） を 円滑に達成する
ために、 理系英語の作成能力の強化を 目的と し
て、 外部から 講師を 迎えて「 論文英語実践ゼミ 」
を 実施し 、 大学院先進科学プロ グラ ム学生15名が
参加し た。

○未来医療教育研究機構の取組
・ 未来医療教育研究機構によ る 知財支援・ 研究推
進活動によ り 、 令和３ 年度は38件（ 平成27年度比
237. 5%増） の特許出願が行われた。

・ 医学研究院、 薬学研究院、 看護学研究院、 真菌
医学研究セン タ ーの各部局に研究講演情報ディ ス
プレ イ を 設置し 、 部局間で研究情報を 共有し 、 共
同研究の促進に努めた。 その結果、 亥鼻地区にお
ける 企業等と の共同研究契約は81件/387, 550千円
（ 前年度比 それぞれ88. 3%/70. 8%増） と なり 、 受
託研究契約は104件/1, 661, 061千円（ 前年度比 そ
れぞれ62. 5%/88. 1%増） であっ た。  

・ 科研費の獲得に向けて、 科研費申請ガイ ド の配
布、 学内ホームページの充実のほか、 科学研究費
助成事業研究計画調書テン プレ ート の配布、 医学
系若手研究者向けの説明会、 医学研究院企画戦略
チームによ る 計画調書の査読支援を 実施し た。

・ 「 災害治療学シン ポジウムi n千葉2021」 を オン
ラ イ ン 開催し 、 学長を はじ めと する 本学関係者お
よ び千葉県知事、 香取市長、 千葉市長等の講演に
よ り 、 地域住民を はじ め多く の視聴者への情報発
信を 行っ た。

◆　 本学の組織を 3つに大別
し （ Tr i pl e Peaks： 生命科学
系、 理系、 文系） 、 それぞれ
を 統括する 「 機構」 が教育・
研究・ 人事の司令塔と し てガ
バナン スを 強化する と と も
に、 教員組織を 「 研究院」 と
し て統括し 、 学部・ 学府にお
ける 教育研究等を 推進する 。

・ 未来医療教育研究機構において、 平成30年度に新規の治
療薬・ 治療法の開発、 事業展開・ 統括などを 世界的に推進
でき る 博士人材を 養成する こ と を 目的と し て、 関連機関等
と 連携し て国際治療学研究教育ハブ拠点を 形成し 、 その拠
点内に、 産学連携治療学講座を 設置し 、 産学連携教育体制
を 整備し た。

・ 未来医療教育研究機構が中心と なり 、 国立研究開発法人
理化学研究所やカ リ フ ォ ルニア大学サン ディ エゴ校等の国
内外の一流研究機関及び国内企業と 連携し 、 所属機関や部
局等の既成の枠を 越えて組織さ れた6つの教育研究ク ラ ス
タ ーの複数ク ラ スタ ーで学修する 新し い大学院教育構想
「 革新医療創生CHI BA卓越大学院」 が文部科学省卓越大学
院プロ グラ ムに採択さ れ、 6年一貫の博士課程学位プロ グ
ラ ムを 構築し た。

・ 人文社会科学系教育研究機構において、 リ ーディ ン グ研
究と し ての未来型公正社会研究や新学術領域研究を 基盤と
し た「 グロ ーバル関係融合研究」 及び「 小地域推定の統計
手法開発と 貧困・ 公衆衛生・ 災害への応用」 を 中心に、 社
会科学系の卓越し た教育・ 研究を 推進し た。

・ 人文社会科学系教育研究機構が中心と なり 、 アジア・
ユーラ シア研究と Di gi t al  Humani t i es2. 0を 中核と する 教
育研究分野の開拓について検討を 行い、 こ れを 卓越大学院
構想「 アジアユーラ シア・ グロ ーバルリ ーダー養成のため
の臨床人文学教育プロ グラ ム」 と し て結実さ せ、 文部科学
省卓越大学院プロ グラ ムに人文系と し て唯一採択さ れ、 5
年一貫の博士課程学位プロ グラ ムを 構築し た。

・ 理工系の教育研究を 円滑に推進する ため、 自然科学系教
育研究機構の下に「 理工系教育運営会議」 を 設置し 、 融合
理工学府における 社会のイ ノ ベーショ ン を 先導する よ う な
研究者・ 高度専門技術者や本学の卓越し た研究分野を 担う
先導的若手研究者を 育成する ため、 特に優秀な学生に対し
て、 「 大学院先進科学プロ グラ ム」 を 運営し た。 また、 附
属セン タ ーであっ た分子キラ リ ティ 研究セン タ ーの全学組
織化を 行っ た。

・ 未来医療教育研究機構によ る 知財支援・ 研究推進活動に
よ り 、 令和３ 年度は38件（ 平成27年度比237. 5%増） の特許
出願が行われた。

・ 医学研究院、 薬学研究院、 看護学研究院、 真菌医学研究
セン タ ーの各部局に研究講演情報ディ スプレ イ を 設置し 、
部局間で研究情報を 共有し 、 共同研究の促進に努めた。 そ
の結果、 亥鼻地区における 企業等と の共同研究契約は81件
/387, 550千円（ 前年度比 それぞれ88. 3%/70. 8%増） と な
り 、 受託研究契約は104件/1, 661, 061千円（ 前年度比 それ
ぞれ62. 5%/88. 1%増） であっ た。

66 ◆　 生命科学分野について
は、 未来医療教育研究機構が
司令塔と なり 、 「 治療学」 拠
点創成のため、 亥鼻キャ ン パ
ス各部局の教育研究を 推進す
る 。
　 また、 文系分野及び理系分
野については、 それぞれを 統
括する 人文社会科学系教育研
究機構、 自然科学系教育研究
機構が司令塔と なり 、 構成部
局の教育研究を 推進する 。

運営基盤機構
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67 運営基盤機構 ・ グロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹（ GP基幹） に
おいて、 各研究プロ ジェ ク ト の個別の状況を ヒ ア
リ ン グし た上で、 GP基幹が推進する 研究プロ ジェ
ク ト 全体の進捗状況や個別プロ ジェ ク ト の重要性
等を 踏まえ、 以下のと おり 学内資源の戦略的配分
を 実施し た。
（ １ ） 研究部門３ プロ ジェ ク ト と 次世代研究イ ン
キュ ベータ 19プロ ジェ ク ト に対し て、 研究資源の
戦略的重点投下を 実施し た。
（ ２ ） 国際的卓越研究の創出のため、 研究部門に
研究加速・ 推進担当研究者５ 名を 、 イ ン キュ ベー
タ に２ 名を 継続し て配置し た。 さ ら に、 国際的卓
越拠点形成を 目的と し て、 研究部門に産業連携・
加速担当1名を 配置し た。
（ ３ ） 「 国際研究ネッ ト ワーク 構築のための支援
プロ グラ ム」 を 実施し 、 研究集会等のリ モート 開
催についても 支援し た。 「 若手研究者育成プロ グ
ラ ム」 を 、 コ ロ ナ禍の影響はあり つつも 継続し て
支援を 実施し た。
（ ４ ） 研究プロ ジェ ク ト の研究力向上を 支える 研
究基盤の充実に向けて、 共用機器・ 設備の安定的
運用を 目的と し た当該機器・ 設備の整備、 更新等
維持管理経費の支援を 実施し た。

・ 監事機能を 強化する 方策の一つと し て、 監事は役員会、
経営協議会等の諸会議に参加し ており 、 監事の第三者的視
点から の意見を 踏まえ、 内部統制機能の構築など組織運営
の改善を 図っ ている 。
また、 監事と 機能強化について意見交換を 行っ た上で、 監
査室において以下の取り 組みを 行っ た。
（ 1） 監事監査計画を 全学へ周知し 、 監事監査のテーマに
該当する 事務局該当課及び部局へ監事ヒ アリ ン グの調整及
び実施時に監査室職員が同席し 補助を 行っ た。 令和２ 年度
は13部局と 令和３ 年度は事務局長と の意見交換を はじ め6
部局の部局長等に対する ヒ アリ ン グの調整及び実施補助を
行っ た。
（ 2） 監事監査における 前年度の実施内容を 踏まえて内部
監査計画を 作成し 、 監査テーマの選定において相互に連携
する など、 監査機能の充実を 図っ た。
（ 3） 毎年開催し ている 会計監査人、 監事、 監査室の三者
協議会について令和2・ 3年度は９ 月に実施し 、 会計監査人
と の連携を 強化する と と も に、 三者の監査計画及び前年度
決算監査時の発見事項に対する 改善策について情報共有を
図っ た。

（ ） 毎年度開催さ れる 監事協議会関東 甲信越支部会議

◆　 学長を 中心と する 運営組
織を 基盤と し て、 ガバナン ス
機能を 強化し 、 経営協議会学
外委員等、 有識者の意見やス
テーク ホルダーから のニーズ
を 適切に業務運営に反映し 、
組織横断的かつ柔軟な大学運
営を 行う 。
　 また、 監事機能の強化のた
めのサポート 体制を 充実す
る 。

・ 「 生命・ 理工・ 人社の3分野における 世界レ ベルの研究
（ 研究三峰） の推進」 と 「 次世代を 担う イ ノ ベーショ ン 創
出」 を 目的と し てグロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹（ GP基
幹） を 設置し た。 また、 「 国際社会で活躍でき る 次世代型
人材育成」 を 目的と し て、 国際未来教育基幹を 設置し た。
両基幹と も に、 国内外の有識者を 構成員と し て配置し 、 運
営や戦略的な判断に対する 助言を 受ける 仕組みを 確立し
た。

・ GP基幹において、 特定の研究分野への研究資源の戦略的
重点投下や、 共用機器・ 設備の維持管理経費の支援を 実施
し た。

・ 国際未来教育基幹において「 次世代型人材育成計画アク
ショ ン プラ ン の進捗状況に係る 中間評価（ 自己点検・ 評価
及び外部評価） 」 を 実施し た。 併せて同基幹キャ ビ ネッ ト
における 外部評価を 実施し 、 その評価結果を 踏まえ、 普遍
教育及び学部専門教育における 新し い英語カ リ キュ ラ ム、
数理・ データ サイ エン ス教育、 オン ラ イ ン 留学プロ グラ ム
の活用によ る 全員留学、 大学院共通教育英語科目の拡充等
の教育改善を 実施し た。

・ 経営戦略基幹の活動内容や大学の中長期的な経営戦略に
ついて評価を 受け、 必要な指導・ 助言を 得る ため、 今年度
から 新たに経営協議会学外委員のう ち 少数によ る アド バイ
ザリ ーボード を 設置し た。

・ 監事機能を 強化する 方策の一つと し て、 監事は
役員会、 経営協議会等の諸会議に参加し ており 、
監事の第三者的視点から の意見を 踏まえ、 内部統
制機能の構築など組織運営の改善を 図っ ている 。
また、 監事と 機能強化について意見交換を 行っ た
上で、 監査室において以下の取り 組みを 行っ た。

（ １ ） 監事ヒ アリ ン グの調整及び実施時に同席し
ての記録、 実施後の速やかな記録整理等のサポー
ト を 行っ ている 。

（ ２ ） 監事監査における 前年度の実施内容を 踏ま
えて内部監査計画を 作成し 、 監査テーマの選定に
おいて相互に連携する など、 監査機能の充実を
図っ た。

（ ３ ） 毎年開催し ている 会計監査人、 監事、 監査
室の三者協議会を 11月に実施し 、 会計監査人と の
連携を 強化する と と も に、 三者の監査計画

及び前年度決算監査時の発見事項に対する 改善策
に 情報共有を 図 た 

監査室

・ 国際未来教育基幹において、 「 次世代型人材育
成計画アク ショ ン プラ ン の進捗状況に係る 中間評
価（ 自己点検・ 評価及び外部評価） 」 の結果等を
踏まえ、 国の動向や、 ENGI NE等の大学の方針等の
状況に沿っ て見直し たアク ショ ン プラ ン に基づ
き 、 普遍教育及び学部専門教育における 新し い英
語カ リ キュ ラ ム、 数理・ データ サイ エン ス教育、
オン ラ イ ン 留学プロ グラ ムの活用によ る 全員留
学、 大学院共通教育英語科目の拡充等の教育改善
を 実施し た。

･学外委員が過半数を 占める 経営協議会での議論
等を 踏まえ、 概算要求や資金運用計画等に対する
意見を 大学運営に反映さ せている 。

・ 経営戦略基幹の活動内容や大学の中長期的な経
営戦略について評価を 受け、 必要な指導・ 助言を
得る ため、 今年度から 新たに経営協議会学外委員
のう ち 少数によ る アド バイ ザリ ーボード を 設置し
た。

◆　 グロ ーバルプロ ミ ネン ト
研究基幹及び国際未来教育基
幹を はじ めと する 運営組織に
よ り 、 大学の機能強化を 図る
と と も に、 経営協議会学外委
員等の有識者の意見、 ステー
ク ホルダーのニーズを 大学運
営に反映さ せる 。
　 また、 監事機能の強化のた
めのサポート 体制の充実を 図
る 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
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（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ68 ・ 国立六大学連携コ ン ソ ーシアム国際連携機構会
議において、 アセアン の単位互換制度活用につい
ての検討が行われており 、 EU圏の単位基準である
ECTSと 日本の単位基準と の調整を 図る ため、 国立
六大学連携機構と し て質保証も 含めた単位互換の
在り 方についても 引き 続き 検討を 行っ た。 特にEU
を 離脱し た英国のラ ッ セルグループと 国立六大学
連携機構はアラ イ アン ス間の合意を 得る べく 調整
を 図っ た。 コ ロ ナ禍で大学等がロ ッ ク アウト さ
れ、 EU圏の大学等と は意思決定の遅れや片務的な
条項や法的拘束のある も のが多いこ と から たいへ
ん時間を 要し ている ため、 調整に時間がかかっ て
いる 。

・ 本事業入試専門部会の計画に基づき 、 特別選抜
の在り 方や主体性等の評価に係る 聞き 取り 調査を
実施し た。 本学では、 依然、 新型コ ロ ナウイ ルス
感染状況の影響を 受ける 中で、 10月以降は近隣都
県の高等学校14校を 訪問し 主体性評価や英語外部
認定試験、 特別選抜の志願動向などのヒ アリ ン グ
を 行い、 12月14日開催の六大学連携入試事業ワー
キン グで報告を する と と も に、 他大学と の情報共
有を 行っ た。 本事業は今年度が最終年度と なる
が、 次年度以降も 引き 続き 本学独自の事業と し て
特別選抜等の実施方法の検討を 行っ ていく こ と と
し た。

（ 4） 毎年度開催さ れる 監事協議会関東・ 甲信越支部会議
等において、 監査室が幹事校と の連絡調整や照会事項の回
答等にあたっ て監事と 意見交換を 行う こ と で、 協議課題等
についての認識を 共有し た。

　

　

について情報共有を 図っ た 。

（ ４ ） 毎年度開催さ れる 監事協議会関東・ 甲信越
支部会議等において、 監査室が幹事校と の連絡調
整や照会事項の回答等にあたっ て監事と 意見交換
を 行う こ と で、 協議課題等についての認識を 共有
し た。

◆　 国立六大学連携コ ン ソ ー
シアムにおいて、 EU圏大学等
と のアラ イ アン ス間交流を 実
施する と と も に、 入学者選抜
における 資質・ 能力を 評価・
測定する ための共通的手法の
開発を 連携し て進める 。

　

　

・ 国立六大学連携コ ン ソ ーシアムにおいて、 EU圏の大学等
と のアラ イ アン ス間交流を 実施する ため、 平成28年度にオ
ラ ン ダのシーボルト ハウス内に、 国立六大学欧州事務所を
設置し た。 また、 平成29年６ 月に本コ ン ソ ーシアム主催の
日蘭シン ポジウムを 実施し 、 オラ ン ダ大使館、 Nuf f i c( オ
ラ ン ダ高等教育国際協力機構） 及びオラ ン ダ大学関係者と
今後の交流について意見交換を 行っ た。 さ ら に、 アラ イ ア
ン ス間交流の促進を 目的と し 、 ASEAN地域の大学連合等と
の交流を 行う ため、 ８ 月に国立六大学バン コ ク 事務所を 新
設し た。

・ 平成30年度にミ ャ ン マーにおける 人材育成や、 日本と
ミ ャ ン マーにおける 教育・ 学術交流を 目的と し て、 ミ ャ ン
マー教育省高等教育局と 協力協定を 締結し た。

・ 平成28年度に本コ ン ソ ーシアムと 中国卓越大学連盟
（ Excel l ence9) と の協力協定を 締結し 、 新たなアラ イ アン
ス間交流の体制を 整え、 平成30年11月に日中教育交流会に
おいて教育・ 研究協力を 謳っ た「 淡路島宣言」 に署名し
た。 さ ら に、 令和元年３ 月にE9連盟と のジョ イ ン ト シン ポ
ジウムを 上海で開催し た。

・ 令和２ 年度は日本・ イ ン ド ネシア両国の教育・ 研究交流
を 基盤と し たASEAN地域での連携を 促進さ せる ため、 国立
六大学スラ バヤ事務所（ イ ン ド ネシア） を 設置し た。

・ 令和３ 年12月に国立六大学連携コ ン ソ ーシアムと 台北大
学連盟と の研究交流の促進と ネッ ト ワーク の構築を 目的と
し たジョ イ ン ト シン ポジウムを オン ラ イ ン 開催し た。

・ 中国E９ 連盟と 国立六大学連携コ ン ソ ーシアムと のアラ
イ アン ス間交流については、 令和元年11月に日中教育交流
会における 学長フ ォ ーラ ムにおいて検討を 行っ た。

◆　 国立六大学連携コ ン ソ ー
シアム（ 千葉大学、 新潟大
学、 金沢大学、 岡山大学、 長
崎大学、 熊本大学） によ る 各
大学の強み・ 特色を 活かし た
連携を 展開し 、 教育・ 研究機
能を 強化する 。

運営基盤機構
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中期計画推進

担当組織
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Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ 学長裁量経費の配分にあたっ ては、 各取組について、 具
体的な取組内容、 成果指標の妥当性と 継続中の取組におい
てはその達成状況、 さ ら にはその取組を 推進する こ と に
よ っ て得ら れる 効果等を 客観的なデータ を 活用する こ と に
よ り 、 十分に審査し 、 学長が示すビ ジョ ン の達成に向けて
どれだけ効果がある のかを 判断し たう えで戦略的にメ リ ハ
リ を つけた配分を 行っ た。 特に、 4つの各戦略に対し て重
点的に措置し 、 運営費交付金（ 機能強化促進分） や法人運
営活性化支援分を 一体的に活用する こ と によ り 、 本学の機
能強化を 推進し た。

・ 本学の機能強化に資する 事業に対し て、 重点的に学内予
算、 スペース及び人員配置の再配分を 実施し た。 さ ら に、
GPCA、 アク ティ ブ・ ラ ーニン グ経験、 学習時間のモニタ リ
ン グ、 入試に関する 分析及び満足度に関する 分析を 実施
し 、 本分析結果に関する FDを 役員・ 各部局長に対し て実施
し た。

・ 工学系再開発基本計画の策定において、 施設マネジメ ン
ト システムのデータ ベースに基づき 、 40棟56, 022㎡（ 保有
面積比8. 9%） を 対象に共有スペースの集約と 再配分を 行っ
た。

・ 国内外の大学における Top10%論文率の推移を 調査し 、 本
学と の比較分析を 行っ た。 また、 全学の全教員に対し 、 過
去13年間にわたる 科研費申請・ 獲得採否等の推移分析、 類
型化を 行い、 その結果を も っ て科研費獲得促進に向け研究
担当理事と 10部局長の面談を 実施し た。

◆　 学長のリ ーダーシッ プに
よ り 大学のビ ジョ ン に基づ
き 、 全学的な視点から 客観
的・ 合理的なデータ を 活用す
る と と も に、 改革の実施状況
を 評価し て、 学内予算、 ス
ペース、 人員配置を 戦略的か
つ重点的に再配分する 。

運営基盤機構◆　 大学のビ ジョ ン に基づく
戦略的な取組に対し 、 客観
的・ 合理的なデータ を 活用し
て、 学長裁量経費によ る 学内
予算、 スペース及び人員配置
の再配分を 行う 。

・ 「 研究力強化のための外部研究費獲得促進」 等
の戦略的な取組に対し て、 学長裁量経費によ り 予
算措置を 行っ た。 また、 同経費を 活用し 、 戦略的
な人的資源の重点配置を 実施し た。

・ 全学施設の利用状況調査（ Net FM） を 実施（ 令
和３ 年５ 月） 。 令和２ 年度の改修で新設さ れた理
学部5号館内競争的スペースが審査の上、 利用開
始（ 令和３ 年４ 月～） 。 工学系総合研究棟１ の低
利用の部屋について、 戦略的かつ有効な活用のた
め学長裁量スペースに振替え（ 2部屋計98㎡、 ス
ペースチャ ージ徴収額490, 000円／年の増額に相
当） 。

・ 教員人事調整委員会において、 「 第3期中期目
標期間における 教員人事計画」 に基づき 検討を 行
い、 引き 続き グロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹、
国際学術研究院及び医学研究院（ 亥鼻高機能化）
などに教員の重点再配置を 行っ た。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・ 令和４ 年３ 月１ 日現在、 年俸制適用者278名
（ 従来型年俸制 平成28年度： 104名→103名、 新
年俸制 令和２ 年１ 月導入時： ３ 名→175名） 、 ク
ロ スアポイ ン ト メ ン ト 制度適用者10名、 テニュ ア
ト ラ ッ ク 制適用者27名と なっ ている 。 年俸制につ
いては、 採用者に原則と し て適用さ れる 新年俸制
を 令和２ 年１ 月１ 日付けで導入し たこ と によ り 全
体数は増加し ている 。 テニュ アト ラ ッ ク 制適用者
は、 採用者が少ないなか、 教員人事調整委員会に
おいて若手教員を 雇用する 人事計画を 承認し た結
果、 適用者数が増加（ 令和２ 年度： 22名→令和３
年度： 27名） し た。 ク ロ スアポイ ン ト メ ン ト 制度
の締結数は延べ20件（ 平成28年度： ４ 件→令和３
年度： 20件） と なっ ている 。

・ 「 第3期中期目標期間における 教員人事計画」 に基づく
教員人事不補充計画の実施によ り 、 限ら れた採用枠の中、
年俸制、 ク ロ スアポイ ン ト メ ン ト 制度、 テニュ アト ラ ッ ク
制を 活用し た。 教員人事計画に基づき 、 採用・ 昇任し た後
の教員については、 任期規程に基づく 評価、 テニュ アト
ラ ッ ク 規程に基づく 評価、 教育研究活動評価又は年俸制に
係る 業績評価の実施によ り 、 実効性（ 優れた研究者の確
保・ 育成） を 高めた。 さ ら に、 学術研究推進機構若手研究
者育成部門テニュ アト ラ ッ ク 部会において、 テニュ アト
ラ ッ ク 制の普及・ 定着に向けた助成制度の整備やセミ ナー
実施等の取組を 行い、 学内支援事業の改善等、 制度の実効
性の向上を 図っ た。

・ 第3期終了時点において、 年俸制適用者は278名（ 従来型
年俸制 H28: 104名→103名、 新年俸制 R2. 1導入時: 3名→
175名） 、 ク ロ スアポイ ン ト メ ン ト 制適用者は10名（ H28: 4
名） と なっ ている 。 テニュ アト ラ ッ ク 制のさ ら なる 普及・
定着を 図る ため、 テニュ アト ラ ッ ク セミ ナーを 開催し 、 テ
ニュ アト ラ ッ ク 教員に研究発表の機会を 提供する と と も
に、 制度及びテニュ アト ラ ッ ク 教員の認知度の向上を 図っ
た。

◆　 国内外から 優秀な人材を
確保する ため、 年俸制やク ロ
スアポイ ン ト メ ン ト 制度、 テ
ニュ アト ラ ッ ク 制を 活用す
る 。
　 本学独自のテニュ アト ラ ッ
ク 制を 検証し 、 特にテニュ ア
審査等によ っ て、 よ り 実効性
の高い制度と なる よ う 検討を
進める と と も に、 テニュ アト
ラ ッ ク 教員育成等に関する 各
種取組を 着実に運営する 。
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・ テニュ アト ラ ッ ク 制を 促進する ため、 テニュ ア
ト ラ ッ ク 教員を 対象と し た以下の学内支援事業を
実施し た。
（ １ ） テニュ アト ラ ッ ク 制推進制度（ スタ ート
アッ プ経費支援）
（ ２ ） テニュ アト ラ ッ ク 教員主催セミ ナー支援制
度（ セミ ナー開催経費支援　 ※２ 回公募実施） 　
（ ３ ） テニュ アト ラ ッ ク 研究推進助成制度　 （ 研
究費支援　 ※公募実施）

・ テニュ アト ラ ッ ク 審査・ 評価部会において、 テ
ニュ アト ラ ッ ク 教員の厳正なテニュ ア審査・ 中間
評価を 実施し た（ 令和３ 年６ 月16日、 11月25日開
催） 。

・ 「 第３ 期中期目標期間における 教員人事計画」 に基づく
教員人事不補充計画の実施によ り 、 限ら れた採用枠の中、
年俸制、 ク ロ スアポイ ン ト メ ン ト 制度、 テニュ アト ラ ッ ク
制を 活用し た。 教員人事計画に基づき 、 採用・ 昇任し た後
の教員については、 任期規程に基づく 評価、 テニュ アト
ラ ッ ク 規程に基づく 評価、 教育研究活動評価又は年俸制に
係る 業績評価の実施によ り 、 実効性（ 優れた研究者の確
保・ 育成） を 高めた。 さ ら に、 学術研究・ イ ノ ベーショ ン
推進機構研究戦略企画本部企画支援室( 旧･学術研究推進機
構若手研究者育成部門) テニュ アト ラ ッ ク 部会において、
テニュ アト ラ ッ ク 制の普及・ 定着に向けた助成制度の整備
やセミ ナー実施等の取組を 行い、 学内支援事業の改善等、
制度の実効性の向上を 図っ た。

・ 令和元年度は年俸制適用者119名（ 従来型年俸制平成27
年度比26名増の115名、 新年俸制４ 名） 、 ク ロ スアポイ ン
ト メ ン ト 制度適用者13名（ 平成27年度比12名増） 、 テニュ
アト ラ ッ ク 制適用者17名（ 平成27年度比7名減） と なっ て
おり 、 年俸制適用者は新年俸制を 令和２ 年１ 月に導入し た
こ と によ り 増加し ている 。 テニュ アト ラ ッ ク 制のさ ら なる
普及・ 定着を 図る ため、 テニュ アト ラ ッ ク セミ ナーを 開催
し 、 テニュ アト ラ ッ ク 教員に研究発表の機会を 提供する と
と も に、 制度及びテニュ アト ラ ッ ク 教員の認知度の向上を
図っ た。

・ テニュ アト ラ ッ ク 制（ 全学型） によ る 採用は、 令和２ 年
度は2名、 令和３ 年度は採用がなかっ た（ 採用予定者1名が
入国制限によ り 入国不可であっ た） 。

・ テニュ アト ラ ッ ク 制（ 全学型） を 促進する ため、 テニュ
アト ラ ッ ク 制（ 全学型） を 対象と し た以下の学内支援事業
を 実施し た。
（ 1） テニュ アト ラ ッ ク 制推進制度（ スタ ート アッ プ経費
支援）
（ 2） テニュ アト ラ ッ ク 教員主催セミ ナー支援制度（ セミ
ナー開催経費支援　 ※2回公募実施） 　
（ 3） テニュ アト ラ ッ ク 研究推進助成制度　 （ 研究費支援　
※公募実施）

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構

教員人事調整委
員会

◆　 多様な採用方法によ り 、
国内外から 優秀な人材を 確保
する 。 独創的で優秀な若手研
究者の養成を 目指し 、 テニュ
アト ラ ッ ク 制の普及・ 定着を
推進し 、 公募によ り 優れた研
究者を 確保、 育成する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

・ ホームページ等を 活用し 、 制度の趣旨等を 周知
し ており 、 令和４ 年３ 月31日現在、 ク ロ スアポイ
ン ト メ ン ト 制度の締結数は延べ20件（ 平成28年
度： ４ 件→令和３ 年度： 20件） と なっ ている 。 新
年俸制の適用者は、 新年俸制導入時（ 令和２ 年１
月１ 日） の３ 名から 、 R4. 3. 1現在175名と 増加し
ている 。 なお175名のう ち 月給制適用者から の移
行者は14名と なっ ている 。 なお、 新年俸制につい
ては、 例年各部局に対し て、 月給制から の移行確
認を 行っ ており 、 適宜給与シミ ュ レ ーショ ン を 実
施する こ と で、 移行を 促し ている こ と から 、 制度
の理解と いう 計画は達成し たと 認識し ている 。 ま
た、 ク ロ スアポイ ン ト メ ン ト についても 、 人文科
学系・ 自然科学系・ 生命科学系（ 附属病院含む）
の各部局において制度を 実施し た実績がある こ と
から 、 制度の理解と いう 計画は達成し たと 認識し
ている 。

・ 年俸制に係る 業績評価規程及び事務職員等人事評価実施
規程に基づき 、 教員の業績評価及び事務職員の人事評価を
実施し 、 評価結果を 年俸制業績給及び勤勉手当に反映さ せ
た。 また、 教育研究活動評価規程に基づく 評価結果の処遇
への反映を 、 平成30年１ 月の昇給から 実施し た。 科研費等
の間接経費獲得状況を 年俸制業績評価項目と し 、 その相当
額を 業績給に反映する こ と によ り 、 教員のモチベーショ ン
を 高め、 教育研究の活性化につながっ ている 。 さ ら に、 教
室系の技術職員についても 、 平成30年度よ り 新たに評価対
象者に加え、 職員の能力や勤務実績を 適正に評価する と と
も に、 その評価結果を 処遇に反映さ せた。 なお、 人事給与
マネジメ ン ト 改革における 業績評価の在り 方について検討
さ れ、 令和２ 年１ 月１ 日に「 教員業績評価」 を 導入し 、 常
時勤務する 教授、 准教授、 講師、 助教及び助手を 対象と し
た給与体系に係わら ず、 評点に基づく 一律評価を 、 令和２
年度実績について評価を 実施し た。

・ 年俸制適用教員に対し て７ 月に業績評価を 行い、 その評
価結果を 10月から 業績給に反映さ せた。 事務職員及び技術
職員の人事評価については、 令和元年７ 月の事務組織の再
編に伴い、 評価体制を 見直し 、 能力評価及び中間評価を 10
月に、 最終評価を ３ 月に実施し た。 その評価結果を 12月及
び６ 月の勤勉手当並びに１ 月の昇給に反映さ せた。 年俸制
適用者以外の全教員を 対象と し た、 教育研究活動評価を 各
部局単位で10月に実施し た。 その評価結果を １ ２ 月の昇給
に反映さ せた。 人事給与マネジメ ン ト 改革に伴う 新年俸制
度の導入に伴い教員の業績評価について見直し を 行い、 現
行の3規程（ 「 国立大学法人千葉大学職員の年俸制に係る
業績評価規程」 「 国立大学法人千葉大学教育研究活動評価
規程」 「 国立大学法人千葉大学教員の定期評価に関する 規
程」 ） を 廃止し て、 新たに「 国立大学法人千葉大学教員業
績評価規程（ 令和２ 年1月1日制定） 」 を 制定し た。 本規程
に基づき 、 今後は新年俸制度の基に採用さ れた教員ばかり
でなく 、 現行の教員全ての能力や成果が厳格かつ公正に評
価さ れ、 その評価結果が処遇へ適切に反映さ せる こ と が可
能になっ た。

◆　 年俸制適用教員を はじ め
教員の業績評価及び職員の人
事評価を 適切に実施し 、 その
評価結果を 活用し て、 教職員
の能力や実績を 適切に処遇へ
反映する 。

◆　 適切な業績評価に基づく
新年俸制やク ロ スアポイ ン ト
メ ン ト 制度について、 全学的
に理解を 深める こ と によ り 、
適用者数の増加を 図る 。

71

教員業績評価委
員会

72 ・ 令和２ 年１ 月１ 日に制定し た「 国立大学法人千
葉大学教員業績評価規程」 に基づき 、 全学の統一
の評価制度で1, 029名に対し て令和２ 年度の業績
評価を 行っ た。 なお評価結果は、 年俸制職員及び
新年俸制適用職員は10月から の業績給に、 月給制
職員は12月と 翌年６ 月の勤勉手当及び翌年１ 月の
昇給に反映さ れる 。 統一の評価制度と し ての初年
度の結果を 踏まえ、 教員業績評価委員会内にワー
キン ググループ設置し 、 評価手順等の課題につい
て議論し 意見を 取り まと め、 ３ 月３ 日開催の教員
業績評価委員会で承認し 、 「 教員業績の実施方
針」 が学長決定さ れた。 教員業績評価委員会で
は、 今後も 複数年の評価結果を 基に、 評点と 評価
区分の妥当性を 含めて引き 続き 検討する こ と を 確
認し た。

・ 事務職員及び技術職員の人事評価については、
能力評価及び業績中間評価を 10月に実施し 、 業績
最終評価を ３ 月に実施する 。 その評価結果につい
ては、 12月及び翌年６ 月の勤勉手当並びに翌年１
月の昇給に処遇と し て反映さ せる 予定である 。 ま
た、 事務職員及び技術職員の評価のシステム化の
検討にあわせて、 規程及び要項その他の通知で定
めのない事柄等の整理を 行っ た。

教員人事調整委
員会

◆　 全教員の業績評価並びに
事務職員及び技術職員の人事
評価を 実施し 、 教職員の能力
や勤務実績を 適正に評価する
と と も に、 評価結果を 処遇に
反映さ せる 。

・ 年俸制やク ロ スアポイ ン ト メ ン ト の制度について、 全学
会議の場における 定期的な制度趣旨等の周知、 メ ール及び
ウェ ブサイ ト 、 グループウェ ア（ サイ ボウズガルーン ） に
おける 掲示板の活用によ る 周知、 FD研修などを 実施し 、 適
用拡大を 図っ た。 年俸制については適用者278名（ 従来型
年俸制 平成28年度： 104名→103名、 新年俸制 令和２ 年１
月導入時： ３ 名→175名） と なっ ている 。 ク ロ スアポイ ン
ト メ ン ト 制度については、 第３ 期開始時（ 平成28年度） は
４ 件であっ たが、 第３ 期終了時点においては延べ20件実施
し たと こ ろ である 。 なお、 平成30年度国立大学法人評価に
おいて「 従前の制度では得難い人材を 民間企業等から 活
用」 し ている 点が高く 評価さ れている 。

・ 令和２ 年１ 月１ 日から 、 新し い給与システム（ 国家公務
員の給与制度に準拠し た硬直的な給与制度から 脱却し た新
たな年俸制） である 新年俸制を 導入する と と も に、 全学共
通の枠組みの中、 能力や成果が厳格かつ公正に評価さ れ、
その評価結果が適切に処遇に反映さ れる 新たな業績評価制
度を 構築し た。 なお、 新年俸制の導入にあたっ ては、 制度
の理解と 推進を 目的に、 西千葉地区、 亥鼻地区及び松戸地
区において説明会を 実施し た。 上記の取組みの結果、 本学
の「 人事給与マネジメ ン ト 改革状況」 は、 令和２ 年度予算
「 成果を 中心と する 実績状況に基づく 配分」 の算定におい
て、 重点支援の枠組内順位「 １ 位」 、 令和４ 年度予算にお
いてはグループ⑤内で「 ３ 位」 と なっ た。

◆　 優秀で多様な人材を 確保
する ため、 適切な業績評価に
基づく 年俸制を 推進する と と
も に、 ク ロ スアポイ ン ト メ ン
ト 制度を 促進する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ 妊娠や子育て、 介護等によ る 負担が大き く 研究
支援要員を 希望し た者は22名と 令和２ 年度よ り 多
く 申請があっ たが、 予算の都合上、 教員15名（ う
ち 女性教員６ 名） に対し て研究支援要員20名を 配
置し た。 また、 「 ベビ ーシッ タ ー利用料補助制
度」 に28名が事前の利用登録があり 、 14名（ う ち
女性10名） の利用があっ た。 研究支援要員配置に
ついては、 女性教員よ り 男性教員へ多く 支援し た
が、 新型コ ロ ナウィ ルス感染拡大の影響で、 ベ
ビ ーシッ タ ー利用が女性教員で多く 認めら れたと
考えら れる 。

・ 女性教職員比率は、 対前年度比微増（ 1. 1%増
（ 令和２ 年度： 50. 8%→令和３ 年度： 51. 9%） ）
で、 男女比率は同率である が、 それに対し て女性
管理職比率は微減（ 1. 9%減（ 令和２ 年度： 21. 2%
→令和３ 年度： 19. 3%） ） で男性管理職比率の1/4
であっ た。 女性教職員比率50％維持は、 ハラ スメ
ン ト 防止活動、 ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス実践の
啓発活動を 行い、 育児休暇や不妊治療休暇が取得
さ れやすい環境や育児休業から の復帰への支援等
のための体制が整備さ れた結果、 妊娠出産に伴う
辞職者が減っ ている こ と によ る 成果である と 考え
る 。 また、 一般的に、 女性教職員の場合、 ラ イ フ
イ ベン ト に伴い仕事や研究が中断する こ と によ っ
て、 男性教職員よ り も 業績を 増加さ せにく い状況
にある こ と や無意識のバイ アスがある と 考えら れ
ている ので、 管理者向けの各種セミ ナー等を 実施
し て意識改革を 行っ た。

・ 女性・ 若手研究者に研究者のキャ リ アパスを 示
すため、 研究リ ーダーと し て活躍し ている 研究者
の国際的な研究活動等を 紹介する ためロ ールモデ
ル集を 作成し た。

・ 育児休業から 復帰し た教員、 育児負担のある 教員、 介護
負担のある 教員等に対し て研究支援要員を 配置し 、 ワー
ク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス支援体制の充実を 図っ た。 また、 在
職比率の低い女性上位職の登用促進のため、 年俸制に係る
業績評価等を 活用し 、 評価が高い女性教員を 昇任さ せる 取
組を 実施し た。 こ う し た取組を 行っ た結果、 女性教職員に
占める 管理的業務の比率の向上については、 中期計画にお
いて設定し ている 数値（ 16%） に対し て、 令和３ 年度は
19. 3％と 計画を 上回っ て達成し た。

・ 令和２ 年度よ り ダイ バーシティ 研究環境実現イ ニシア
ティ ブ（ 先端型） を 獲得し 、 「 グロ ーバル・ ダイ バーシ
ティ 研究者育成事業」 を 実施し 、 女性研究者の国際活動の
促進を 図っ ている 。

・ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス支援体制の更なる 充実を 図る
ため、 令和２ 年度から 運営基盤機構男女共同参画推進部門
を ダイ バーシティ 推進部門に改組し た。 女性教職員比率
は、 令和３ 年度 56. 4％（ 平成28年度比12. 4%増） と 向上し
た。

運営基盤機構ダ
イ バーシティ 推
進部門

◆　 運営基盤機構ダイ バーシ
ティ 推進部門は、 研究支援要
員の配置や保育支援の助成等
によ り 、 ワーク ・ ラ イ フ ・ バ
ラ ン ス支援体制を 充実し 、 女
性教職員や女性管理職の比率
の向上を 図る 。

73 ◆　 ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン
ス支援体制を 充実し 、 特に女
性教職員がその能力を 発揮で
き る 環境を 整備し 、 女性教職
員の比率を 向上さ せる 。 特に
管理的業務の女性比率につい
ては、 16％程度と する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅳ Ⅳ74 ◆　 生命科学分野について
は、 未来医療教育研究機構が
司令塔と なり 、 「 治療学」 拠
点創成のため、 亥鼻キャ ン パ
ス各部局の教育研究を 推進す
る 。
　 また、 文系分野及び理系分
野については、 それぞれを 統
括する 人文社会科学系教育研
究機構、 自然科学系教育研究
機構が司令塔と なり 、 構成部
局のピ ーク と なる 教育研究分
野の開拓に向けた検討を 推進
する 。

計画No. 66で確認運営基盤機構 ※以下すべて計画No. 66の再掲

・ 未来医療教育研究機構において、 平成30年度に新規の治
療薬・ 治療法の開発、 事業展開・ 統括などを 世界的に推進
でき る 博士人材を 養成する こ と を 目的と し て、 関連機関等
と 連携し て国際治療学研究教育ハブ拠点を 形成し 、 その拠
点内に、 産学連携治療学講座を 設置し 、 産学連携教育体制
を 整備し た。

・ 未来医療教育研究機構が中心と なり 、 国立研究開発法人
理化学研究所やカ リ フ ォ ルニア大学サン ディ エゴ校等の国
内外の一流研究機関及び国内企業と 連携し 、 所属機関や部
局等の既成の枠を 越えて組織さ れた6つの教育研究ク ラ ス
タ ーの複数ク ラ スタ ーで学修する 新し い大学院教育構想
「 革新医療創生CHI BA卓越大学院」 が文部科学省卓越大学
院プロ グラ ムに採択さ れ、 6年一貫の博士課程学位プロ グ
ラ ムを 構築し た。

・ 人文社会科学系教育研究機構において、 リ ーディ ン グ研
究と し ての未来型公正社会研究や新学術領域研究を 基盤と
し た「 グロ ーバル関係融合研究」 及び「 小地域推定の統計
手法開発と 貧困・ 公衆衛生・ 災害への応用」 を 中心に、 社
会科学系の卓越し た教育・ 研究を 推進し た。

・ 人文社会科学系教育研究機構が中心と なり 、 アジア・
ユーラ シア研究と Di gi t al  Humani t i es2. 0を 中核と する 教
育研究分野の開拓について検討を 行い、 こ れを 卓越大学院
構想「 アジアユーラ シア・ グロ ーバルリ ーダー養成のため
の臨床人文学教育プロ グラ ム」 と し て結実さ せ、 文部科学
省卓越大学院プロ グラ ムに人文系と し て唯一採択さ れ、 5
年一貫の博士課程学位プロ グラ ムを 構築し た。

・ 理工系の教育研究を 円滑に推進する ため、 自然科学系教
育研究機構の下に「 理工系教育運営会議」 を 設置し 、 融合
理工学府における 社会のイ ノ ベーショ ン を 先導する よ う な
研究者・ 高度専門技術者や本学の卓越し た研究分野を 担う
先導的若手研究者を 育成する ため、 特に優秀な学生に対し
て、 「 大学院先進科学プロ グラ ム」 を 運営し た。 また、 附
属セン タ ーであっ た分子キラ リ ティ 研究セン タ ーの全学組
織化を 行っ た。

・ 未来医療教育研究機構によ る 知財支援・ 研究推進活動に
よ り 、 令和３ 年度は38件（ 平成27年度比237. 5%増） の特許
出願が行われた。

・ 医学研究院、 薬学研究院、 看護学研究院、 真菌医学研究
セン タ ーの各部局に研究講演情報ディ スプレ イ を 設置し 、
部局間で研究情報を 共有し 、 共同研究の促進に努めた。 そ
の結果、 亥鼻地区における 企業等と の共同研究契約は81件
/387, 550千円（ 前年度比 それぞれ88. 3%/70. 8%増） と な
り 、 受託研究契約は104件/1, 661, 061千円（ 前年度比 それ
ぞれ62. 5%/88. 1%増） であっ た。

◆　 社会のニーズに対応し た
効果的な教育研究を 推進する
ため、 Tr i pl e Peaksにおいて
それぞれの部局を 統括する
「 機構」 を 設置する と と も
に、 学長のリ ーダーシッ プの
も と に、 改革の実施状況を 評
価し て、 大学のビ ジョ ン に基
づき 学内資源の再配分を する
こ と によ り 組織改革を 不断に
行う 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・ 平成28年度に、 千葉大学国際粘膜免疫・ アレ ルギー治療
学研究拠点を 構成する 「 千葉研究セン タ ー」 と 「 San 
Di ego研究セン タ ー」 、 平成30年度に「 治療学人工知能
（ AI ） セン タ ー」 を 新設し た。 医学薬学府においては、 平
成30年度よ り 、 シャ リ テ医科大学と の国際共同大学院構想
の一環と し て、 ベルリ ン にて共同講義を 開講し 、 コ ース修
了者には両大学から サーティ フ ィ ケイ ショ ン を 授与する プ
ロ グラ ムがスタ ート し た。 今後も 両大学で共同互換性のあ
る 授業、 e-l ear ni ngの設置検討も 進めていく 。 また、 本
学・ 金沢・ 長崎大学と の共同教育課程と し て、 先進予防医
学共同専攻を 設置し た。 同専攻において、 平成30年度から
始まっ たフ ィ ールド 実習科目に長崎大学や金沢大学の学生
が来学し 、 医療機関情報実習やゲノ ム実習を 受講する 等、
大学の垣根を 越えて興味のある 講義を 受講でき る 共同専攻
の理念が実現し た。

・ 同専攻のフ ィ ールド 実習科目では、 2大学の学生が、 医
療機関情報実習やゲノ ム実習の講義を 大学の垣根を 越えて
受講する こ と が可能と なっ た。 また、 3大学で連携し て、
厳格性と 透明性を 確保し た学位審査を 実施し ており 、 条件
を 満たし た学生が早期修了でき る 体制を 整備し たこ と によ
り 、 本学の学生2名が早期修了し た。 シャ リ テ医科大学と
の国際共同大学院構想の一環と し て、 平成30年度から ベル
リ ン キャ ン パスにおいて、 両大学から サーティ フ ィ ケイ
ショ ン を 授与する 共同プロ グラ ムを 実施し ており 、 15名が
同プロ グラ ムを 修了し た。 両大学で共同互換性のある 授
業、 e-l ear ni ngの設置に向けて検討を 進めている 。

◆　 生命科学系分野において
は、 亥鼻キャ ン パスの医療系
3学部（ 医学部・ 薬学部・ 看
護学部） が「 治療学」 を キー
ワード と し て、 免疫システム
調節治療学関連の研究推進や
附属病院と の連携の下で専門
職連携教育によ っ て次世代対
応型医療人育成を 行い、 日本
発のイ ノ ベーショ ン 創出を 行
う 卓越し た研究拠点形成と な
る 教育研究組織の整備を 行
う 。 また、 他大学（ 金沢大
学・ 長崎大学） と 協力し て、
予防医科学に関する 新たな教
育組織を 立ち 上げ、 その機能
を 強化する 。

・ 平成28年度に、 千葉大学国際粘膜免疫・ アレ ルギー治療
学研究拠点を 構成する 「 千葉研究セン タ ー」 と 「 San 
Di ego研究セン タ ー」 、 平成30年度に「 治療学人工知能
（ AI ） セン タ ー」 を 新設し た。 医学薬学府においては、 平
成30年度よ り 、 シャ リ テ医科大学と の国際共同大学院構想
の一環と し て、 ベルリ ン にて共同講義を 開講し 、 コ ース修
了者には両大学から サーティ フ ィ ケイ ショ ン を 授与する プ
ロ グラ ムがスタ ート し た。 今後も 両大学で共同互換性のあ
る 授業、 e-l ear ni ngの設置検討も 進めていく 。 また、 本
学・ 金沢・ 長崎大学と の共同教育課程と し て、 先進予防医
学共同専攻を 設置し た。 同専攻において、 平成30年度から
始まっ たフ ィ ールド 実習科目に長崎大学や金沢大学の学生
が来学し 、 医療機関情報実習やゲノ ム実習を 受講する 等、
大学の垣根を 越えて興味のある 講義を 受講でき る 共同専攻
の理念が実現し た。

・ 同専攻のフ ィ ールド 実習科目では、 2大学の学生が、 医
療機関情報実習やゲノ ム実習の講義を 大学の垣根を 越えて
受講する こ と が可能と なっ た。 また、 3大学で連携し て、
厳格性と 透明性を 確保し た学位審査を 実施し ており 、 条件
を 満たし た学生が早期修了でき る 体制を 整備し たこ と によ
り 、 本学の学生2名が早期修了し た。 シャ リ テ医科大学と
の国際共同大学院構想の一環と し て、 平成30年度から ベル
リ ン キャ ン パスにおいて、 両大学から サーティ フ ィ ケイ
ショ ン を 授与する 共同プロ グラ ムを 実施し ており 、 15名が
同プロ グラ ムを 修了し た。 両大学で共同互換性のある 授
業、 e-l ear ni ngの設置に向けて検討を 進めている 。

未来医療教育研
究機構

◆　 生命科学系分野において
は、 亥鼻キャ ン パスの医療系
3学部（ 医学部・ 薬学部・ 看
護学部） が「 治療学」 を キー
ワード と し て、 免疫システム
調節治療学関連の研究推進や
附属病院と の連携の下で専門
職連携教育によ っ て次世代対
応型医療人育成を 行い、 日本
発のイ ノ ベーショ ン 創出を 行
う 卓越し た研究拠点形成と な
る 教育研究組織の整備を 行
う 。 また、 他大学（ 金沢大
学・ 長崎大学） と 協力し て、
予防医科学に関する 新たな教
育組織を 立ち 上げ、 その機能
を 強化する 。

・ 今年度はCOVI D19のためシャ リ テ医科大学にお
ける 集中講義等は開催でき ず、 相互認定等の取り
組みの実施はでき なかっ たが、 来年度に向けて取
り 組み計画を 策定し ている 。 令和４ 年度はグロ ー
バルヘルス環境医学実習の開講を 予定し ており 、
ド イ ツ シャ リ テ医科大学と 協働し ９ 月に集中講義
を 実施する 計画で、 具体的な検討を 始めている 。

◆　 医学薬学府先進予防医学
共同専攻において、 ３ 大学
（ 本学・ 金沢大学・ 長崎大
学） の特色を 活かし た教育シ
ステム・ 講義科目について、
音声を 含む講義の英語化や教
材資料のコ ン テン ツ 化等、 更
なる 改良を 加えつつ、 引き 続
き 実施・ 発展さ せる と と も
に、 厳格性と 透明性を 確保し
た学位審査を 継続実施する 。
　 さ ら に、 ド イ ツ のシャ リ テ
医科大学と のカ リ キュ ラ ムの
相互認定等を 目指し て、 メ
ディ アを 利用し た検討会など
を 計画し 、 両大学の連携強化
を 図る 。

75 ・ 3大学（ 本学・ 金沢大学・ 長崎大学） のそれぞ
れの特色を 活かし た講義科目の構成と ウェ ブによ
る 講義の実施、 英語化を 推進し た。 また、 テレ ビ
会議システムを 用いて３ 大学で学生の中間発表会
を 行っ た。 中間発表会では発表者の主指導教員と
他大学の福指導教員も 出席し 発表課題について討
論を 行っ た。 学位審査についても ３ 大学の教員も
加わり 厳格性と 透明性を 確保し 実施し ている 。 ま
た、 今年度は令和４ 年２ 月３ 日～５ 日にオン ラ イ
ン にて３ 大学およ びデュ ッ セルド ルフ 大学と の国
際共同研究に関する 議題を 含む日独シン ポジウム
を 開催し 、 延べ130名以上の参加を 得た。

医学薬学府
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

・ 質の高い中学校・ 高等学校教員の養成のための
教職課程改善の一環と し て、 全学教職セン タ ーが
教育学部と 連携のう え、 文学部、 理学部、 工学
部、 園芸学部の学生を 対象と し た教育実習ガイ ダ
ン スを 引き 続き 実施し 、 全学的な教職課程の質的
向上を 図っ た。

Ⅲ Ⅲ ・ 質の高い中学校・ 高等学校教員の養成のための教職課程
改善の一環と し て、 全学教職セン タ ーが教育学部と 連携の
う え、 文学部、 理学部、 工学部、 園芸学部の学生を 対象と
し た教育実習ガイ ダン スを 引き 続き 実施し 、 全学的な教職
課程の質的向上を 図っ た。

Ⅲ Ⅲ

・ 教育学部の新規教員採用については、 現場経験を 有し て
いる こ と を 条件と し て公募し 、 また、 教育学部入試に関し
て、 平成29年度一般入試よ り 、 面接ある いは専門適性検査
を 導入し 、 特別入試を 含むすべての入試において、 学力面
だけでなく 、 人物を 見る こ と が可能になっ た。 併せて大学
教員の採用条件等の検討を 行い、 学校現場で指導経験のあ
る 大学教員比率を 高める ための取組を 進める と と も に、 卒
業生の千葉県における 小学校教員採用占有率を 上げる ため
の教員採用試験対策講座の増設等の取組を 強化し ている 。
カ リ キュ ラ ムや授業内容、 入試方法等について、 在学生を
対象にアン ケート 調査を 実施し 、 その結果を も と によ り よ
い教育課程の構築について検討を 行っ た。

・ 学校現場で指導経験のある 大学教員比率を 高める ため、
附属学校園の副校長等を 学部並びに大学院担当特命教授と
し て任命し た。 卒業生の千葉県における 小学校教員採用占
有率を 上げる ため、 特命教授（ OBで校長職経験者） を 任命
し 、 教員採用試験に関する 相談業務を 行う ための教職サ
ポート ルームを 設置し た。 また、 現状の教職大学院を 拡大
し 修士課程から 教科領域コ ース等を 移行する 骨組みの下
で、 他大学によ る 教職大学院への教科領域導入モデルなど
の分析、 新設する 教員養成系修士課程と し て社会的要請を
踏まえた専攻等の検討を 行っ た。 併せて教育実習の質的向
上に関する 取組や全学教職セン タ ーに設置する 教職相談室
の開放について検討を 進めた。

76 教育学研究科

教育学部

◆　 教員養成分野において
は、 教育委員会等と の連携に
よ り 、 実践型教員養成機能へ
の質的転換を 図る こ と と し 、
附属学校を 活用し た指導経験
を 含め学校現場で指導経験の
ある 大学教員30％を 確保す
る 。
　 学士課程教育においては、
小学校を 中心に幼稚園、 中学
校等の教育に携わる 質の高い
教員を 養成する ための教育研
究組織を 整備する 。 また、 卒
業生の千葉県における 小学校
教員採用の占有率20％確保に
向けて、 入試制度改革や実践
的な指導力を 身につける ため
の教育課程改革を 行う 。 そし
て、 教員の需要状況を 踏まえ
た学生定員の見直し を 不断に
行う 。
　 さ ら に、 新し い学校づく り
の一員と なる 新人教員及びス
ク ールリ ーダーと なる 現職教
員の養成を 目的と し て、 修了
者の教員就職率100％を 目指
す教職大学院を 設置する と 同
時に、 既存修士課程について
も 、 教職大学院の教育課程に
関する 検討の動向を 踏まえな
がら 、 修士課程の教員養成機
能を 教職大学院へ段階的に移
行さ せる と と も に、 修了者
（ 現職教員を 除く ） の教員就
職率80％確保に向けて、 大学
院での学びを 教育実践に接続
する 力量を 高める ための教育
研究組織改革と 教育課程改革
を 行う 。
　 また、 総合大学の特性を 活
かし た質の高い中学校及び高
等学校の教員を 養成する ため
の取組を 行う 。

・ 修士課程教育において、 教職大学院の教育課程
に関する 検討の動向を 踏まえ、 教職大学院におけ
る 教員養成機能の強化を 行う と と も に、 ツ イ ン ク
ルコ ン ソ ーシアムを 活用し たグロ ーバル環境での
教育研究力養成を 推進する ための新たな専攻の設
置を 模索し た。

・ 教育学部において、 公募時に大学教員の採用条
件等を 検討し 、 学校現場の指導経験がある 、 ある
いは学校現場と 関わり が強い教員を 採用する こ と
ができ た。 また、 教育学部・ 附属学校兼任教員制
度を 活かし て、 特命教授・ 特命准教授を 採用し て
おり 、 その効果検証のための調査を 実施する 予定
である 。 その結果も 踏まえ、 学校現場で指導経験
のある 大学教員比率を 高める ための取組の効果を
検証し 、 必要な見直し を 行う 。

・ 卒業生の千葉県における 小学校教員採用占有率
を 上げる ために、 学生の教員志望の動機づけ対策
講座及び教員採用試験対策講座の増設によ り 、 教
員採用試験受験率、 合格率が上昇し た。 また、 教
職志望が高い入学者を 確保する ために、 総合型選
抜の定員数等について検討し た。

・ 全学教育セン タ ー内に設置し ている 全学教職セ
ン タ ーにおいて、 教育学部及び教職課程を 有する
各学部、 研究科（ 学府） と 連携し 、 質の高い中学
校・ 高等学校教員の養成のための教職課程の改善
を 進めた。

◆　 教育学部において、 大学
教員の採用条件等の検討を 行
う と と も に、 教育学部・ 附属
学校兼任教員制度を 活かし
て、 特命教授・ 特命准教授を
採用し 、 学校現場で指導経験
のある 大学教員比率を 高める
ための取組の効果を 検証し 、
必要な見直し を 行う 。
　 卒業生の千葉県における 小
学校教員採用占有率を 上げる
ために学生の教員志望の動機
づけ対策講座及び教員採用試
験対策講座の増設、 入試方法
の改善等の効果を 検証し 、 必
要な見直し を 行う 。
　 また、 修士課程教育におい
て、 教職大学院の教育課程に
関する 検討の動向を 踏まえ、
教員養成機能の教職大学院へ
の段階的な移行及び新たな専
攻の設置の計画を 進める 。
　 さ ら に、 全学教育セン タ ー
内に設置し ている 全学教職セ
ン タ ーにおいて、 教育学部及
び教職課程を 有する 各学部、
研究科（ 学府） と 連携し 、 質
の高い中学校・ 高等学校教員
の養成のための教職課程の改
善を 進める 。
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Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

78 ◆　 融合理工学府において、
博士前期課程・ 博士後期課程
の改組の完成に伴い、 よ り 柔
軟な履修方法や修了要件等の
検討を 行う こ と によ り 、 高度
な理工系人材育成を 実現する
ための必要な改善を 図る 。
　 また、 融合理工学府の特徴
を 活かし 、 従来の研究分野の
枠組を 超えた連携体制を 強化
する 。

自然科学系教育
研究機構

・ 博士前期課程・ 後期課程の完成に伴い、 他専攻
は勿論のこ と 他大学、 他研究科で履修し た科目の
単位を 修了要件単位数に組み入れら れる よ う に変
更し ており 、 俯瞰的視野を 持てる 人材育成を 実現
する ための改善を 図っ た。

・ 学位論文作成などの指導は主任指導教員1名及
び副指導教員２ 名（ 自コ ース１ 名、 他コ ース１
名） で行う 体制を 取っ ている 。 特別演習、 特別研
究においては、 最終学年の早い時期に自コ ースの
教員だけでなく 他コ ースの教員に対し ても 研究内
容の説明を 行い、 意見を 求める 機会を 設けてい
る 。 学位論文研究指導のプロ セスにも 積極的に他
コ ース教員から の意見を 聞く こ と ができ る よ う に
し た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 理工系分野においては、
基礎科学における 知識を 創造
する と と も にイ ノ ベーショ ン
創出を 牽引する マルチキャ リ
アの高度理工系人材を 育成
し 、 学際的研究を 推進する た
め新たな理工系融合型大学院
組織を 設置する 。

・ 博士前期課程・ 後期課程の完成に伴い、 他専攻は勿論の
こ と 他大学、 他研究科で履修し た科目の単位を 修了要件単
位数に組み入れら れる よ う に変更し ており 、 俯瞰的視野を
持てる 人材育成を 実現する ための改善を 図っ た。

・ 学位論文作成などの指導は主任指導教員1名及び副指導
教員2名（ 自コ ース１ 名、 他コ ース１ 名） で行う 体制を
取っ ている 。 特別演習、 特別研究においては、 最終学年の
早い時期に自コ ースの教員だけでなく 他コ ースの教員に対
し ても 研究内容の説明を 行い、 意見を 求める 機会を 設けて
いる 。 学位論文研究指導のプロ セスにも 積極的に他コ ース
教員から の意見を 聞く こ と ができ る よ う にし た。

Ⅲ Ⅲ

77 ・ 人文科学研究院に「 地域研究セン タ ー」 「 史資料文献学
研究セン タ ー」 「 総合人間学研究セン タ ー」 「 教育・ 学修
支援研究セン タ ー」 の4セン タ ーを 置き 、 強みを 持つ研究
を さ ら に強化する と と も に、 大学院生も 参加する 14研究プ
ロ ジェ ク ト を 運営する 形で大学院教育と 連動さ せ、 研究力
の強化と グロ ーバル人材の育成を 図っ た。 また、 社会科学
研究院の設置によ り 、 科研費特別研究の採択を 契機と し た
「 グロ ーバル関係融合研究セン タ ー」 の開設を はじ め、 公
共学研究において本研究院、 工学部、 園芸学研究科、 環境
リ モート セン シン グ研究セン タ ーなど理工融合の研究プロ
グラ ムの充実化が図ら れた。 さ ら に、 リ ーディ ン グ研究と
し ての未来型公正社会研究や新学術領域研究を 基盤と し た
「 グロ ーバル関係融合研究」 を 中心に、 公共学を 中心と し
た「 資本基盤マネジメ ン ト の理論と 社会実装の研究」 及び
統計学を 中核と し た「 小地域推定の統計手法開発と 貧困・
公衆衛生・ 災害への応用」 研究を 、 社会科学系の卓越し た
研究拠点と し てグロ ーバルプロ ミ ネン ト 研究基幹に直結す
る 研究事業と し て推進し た。 加えて、 専門法務研究科にお
いては、 法学未修者に対し ては、 本研究科修了弁護士を
チュ ータ ーと し て配置する 制度を 実施する と と も に、 女性
学生に対し て安全・ 安心な学修環境を 確保する ため、 住居
費の支援の実施や、 チュ ート リ アル等において女性のいる
グループには女性弁護士を 配置する など、 学生の特性に応
じ た指導を 行っ た。

・ 人文科学研究院に置いた4セン タ ーのも と で、 強みを 持
つ研究を さ ら に強化する と と も に、 令和元年度は大学院生
も 参加する 研究プロ ジェ ク ト 15件を 運営する 形で大学院教
育と 連動さ せ、 研究力の強化と グロ ーバル人材の育成を
図っ た。 また、 同研究院の東アジア・ ユーラ シア研究領域
において、 ロ シア人文大学や浙江工商大学と の国際交流の
進展、 国内の人文系研究機関と の連携の更なる 強化が、
「 臨床人文学」 を 中心と し た文理融合的教育研究の拠点形
成につながり 、 文部科学省の令和元年度卓越大学院プロ グ
ラ ムに採択さ れた。 さ ら に、 法科大学院において、 本年度
法学未修者に対し て、 「 未修者教育プロ グラ ム」 を 新たに
導入し た。 同プロ グラ ムでは、 未修入学予定者「 入学前オ
リ エン テーショ ン 」 を 実施し 、 入学後は授業科目「 法学学
習ガイ ド 」 （ 1単位） を 導入し 、 法学学修のための方法論
を 学んだ後に、 チュ ート リ アルを 実施する こ と で、 効率的
な法的知識の定着を 図っ た。 併せてチュ ート リ アルでは、
本研究科修了弁護士を チュ ータ ーと し て引き 続き 配置し 、
月に1回程度2時間の学修支援時間を 設けた。 加えて、 「 法
曹コ ース」 に関し て、 ６ 月に学部法科大学院連携法が成立
し 、 明治学院大学、 鹿児島大学と 協定を 締結し 、 令和２ 年
度から 法政経学部において、 「 法曹コ ース・ プロ グラ ム」
の導入を 決定し た。

◆　 人文社会科学系分野にお
いては、 グロ ーバル化し た知
識基盤社会を 支える 自立し た
指導的人材を 育成する ために
東アジア・ ユーラ シア研究、
公共学等、 総合性・ 融合性を
有し 、 かつ強みを 持つ教育研
究を 推進し つつ、 教育研究組
織を 整備する 。 法科大学院に
おいては、 司法試験の合格状
況や入学者選抜状況等を 考慮
に入れ、 教育内容の充実及び
質の向上の観点を 踏まえて教
育活動を 行う 。

・ 人文科学研究院に設置さ れている 地域研究セン
タ ーと 総合人間学研究セン タ ー、 社会科学研究院
に設置さ れている 公共研究セン タ ーでは、 いずれ
も 学際性を 基盤と し ており 、 強みを 持つ研究を さ
ら に強化し ている 。 また、 共同研究に参加する 学
生を 公募する 際は、 両研究院の枠を 越えて人文社
会系に属する 全学生が参加でき る 環境を 整える な
ど、 人文公共学府における 大学院教育と 連動さ
せ、 研究力の強化と グロ ーバル人材の育成を 図っ
ている 。 総合人間学研究セン タ ーにおいては本学
融合理工学府と の間で文理融合型の研究プロ ジェ
ク ト を 行っ た経験を 踏まえて、 学際的研究プロ
ジェ ク ト のさ ら なる 開発に努めている 。

・ 法科大学院においては「 法曹コ ース・ プロ グラ
ム」 と の連携を 確実に進めている 。

人文社会科学系
教育研究機構

◆　 グロ ーバル化し た知識基
盤社会を 支える 自立し た指導
的人材を 育成する ため、 人文
公共学府、 人文科学研究院・
社会科学研究院の先端研究と
大学院教育の協働によ り 、 各
研究院に設置し た研究セン
タ ーにおける 先端研究の活動
を 更に活発化し 、 東アジア・
ユーラ シア研究、 公共学等、
総合性・ 融合性を 有する プロ
ジェ ク ト 研究を 積極的に推進
する 。
　 また、 法科大学院におい
て、 法政経学部の「 法曹コ ー
ス・ プロ グラ ム」 と 連携し 、
同プロ グラ ム選択者向けの法
科大学院への特別選抜入試を
実施する 。
　 さ ら に、 新たに導入さ れた
共通到達度確認試験の結果を
法学未修者コ ース1年生の進
級判定に組み入れる こ と によ
り 、 法学未修者向けの「 未修
者教育プロ グラ ム」 を 確実に
実施する 。
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 第３ 期中期目標期間中、 環境健康フ ィ ールド 科学セン
タ ーにおいては、 植物工場拠点等の施設でNPO植物工場研
究会と 連携し て実施し ている 英語によ る 研修プロ グラ ムの
充実を 図り 、 東南アジア、 パナマ、 ロ シアから の学生の受
入れを 行っ たほか、 平成29年度に採択さ れた文部科学省世
界展開力事業（ ロ シア） 「 極東ロ シアの未来農業に貢献で
き る 領域横断型人材育成プロ グラ ム」 において、 農業六次
化、 施設園芸の高度化に貢献でき る 人材育成の取組と し
て、 ロ シア極東、 シベリ ア地方４ 大学から 48名の学生の受
入れを 行い、 令和２ 年度以降はコ ロ ナ対応と し て41名の学
生に対し て農業六次化、 施設園芸などに関わる オン ラ イ ン
プロ グラ ムを 開講し た。 また、 社会人の学び直し を 主目的
と し た都市農業に関わる 研修プロ グラ ムと し て、 令和２ 年
１ 月よ り 履修証明プロ グラ ム『 多様な農福連携に貢献でき
る 人材育成プロ グラ ム』 を 開設し た。 初年度に開講し た
「 入門コ ース」 は令和３ 年度に３ 期目の履修生を 迎える な
ど実績を 重ねており 、 令和３ 年３ 月から は入門コ ース修了
生を 対象と し た「 応用コ ース」 を 新たに開講し 、 令和４ 年
３ 月から は2期目と なる プロ グラ ムがスタ ート し ている 。
こ のよ う に、 中期目標期間の最終年度において、 基礎から
専門を 体系的に学べる 研修プロ グラ ムの構築を 実現する こ
と が出来た。 令和４ 年度以降においても 、 園芸技術の修得
を 主目的と し た「 園芸コ ース」 の開講が決定し ている ほ
か、 応用コ ース修了生を 対象と し て、 継続的に農福連携活
動に取り 組むネッ ト ワーク の開設準備を 進めている 。

◆　 園芸学分野においては、
「 食と 緑」 を キーワード と し
て、 国内外の社会の多様な
ニーズに対応でき 、 遺伝育種
や植物工場を 利用し た高付加
価値植物の生産システム開発
を 行う 高度専門職業人を 育成
し 、 アジアにおける 高等教育
研究拠点を 形成する ため、 グ
ロ ーバル化に対応し た教育研
究組織を 整備する 。

・ 令和元年度に開講し た「 入門コ ース」 について
は、 必要な見直し を 行いながら 、 令和３ 年度には
３ 期目を 迎える など順調に推移し ている 。 また、
令和２ 年度から 検討を 進めていた入門コ ース修了
生を 対象と する プロ グラ ムを 、 令和３ 年３ 月～７
月にかけて新たに「 応用コ ース」 と し て開講し 、
すでに令和４ 年３ 月から ２ 期目がスタ ート し てい
る 。 令和３ 年度においては、 こ のよ う に基礎から
専門を 体系的に学べる プロ グラ ムを 構築する こ と
が出来た。 こ れに加えて、 プロ グラ ムのさ ら なる
拡充を 目指し 検討し てき た「 園芸コ ース」 につい
ても 、 令和４ 年度から の開講が決定し ている 。 そ
の他「 応用コ ース」 修了生の実践活動と し て、 11
月にノ ウフ ク マルシェ ＠千葉大学の１ 回目を 開催
し 、 外部の関連団体と の連携を 図っ た。 更に12月
には、 こ れら セン タ ーで取り 組んでいる 活動内容
を 国際学会において紹介し た。

環境健康フ ィ ー
ルド 科学セン
タ ー

◆　 園芸学研究科の改組によ
り 、 国際通用性のある 園芸学
及びラ ン ド スケープ学の分野
における 高度かつ創造的な研
究・ 開発能力と 優れた学識を
持ち 、 食と 緑に関する 新たな
知見や価値を 創出する こ と で
豊かなグロ ーバル社会の実現
に貢献でき る 人材育成を 進め
る 。
　 また、 環境健康フ ィ ールド
科学セン タ ーにおいては、 リ
カ レ ン ト 教育の推進に資する
プロ グラ ムを 構築する ため、
「 農福連携」 に関する 履修証
明プロ グラ ムにおける コ ース
の拡充等を 図る 。

79 ・ 生命科学や植物工場を はじ めと する 園芸関連科学技術の
進歩や、 急速なグロ ーバル化、 攻めの農政に対応でき る 園
芸産業人の育成や、 災害の多発化と 社会の成熟化、 アジア
圏諸国における 経済発展に伴う 開発の進行に対処でき る ラ
ン ド スケープ専門家を 育成する ため、 令和２ 年度に園芸学
研究科の改組を 行っ た。 また、 環境健康フ ィ ールド 科学セ
ン タ ーにおいて、 植物工場拠点等の施設でNPO植物工場研
究会と 連携し て実施し ている 英語によ る 研修プロ グラ ムを
充実さ せ、 東南アジア、 パナマ、 ロ シアから の学生の受け
入れを 行っ た。 さ ら に、 平成29年度に採択さ れた文部科学
省世界展開力事業（ ロ シア） 「 極東ロ シアの未来農業に貢
献でき る 領域横断型人材育成プロ グラ ム」 によ り 、 ロ シア
極東2大学から 20名の学生の受入れを 行い、 農業六次化、
施設園芸の高度化に貢献でき る 人材育成の取組を 推進し
た。

・ 生命科学や植物工場を はじ めと する 園芸関連科学技術の
進歩や、 急速なグロ ーバル化、 攻めの農政に対応でき る 園
芸産業人の育成や、 災害の多発化と 社会の成熟化、 アジア
圏諸国における 経済発展に伴う 開発の進行に対処でき る ラ
ン ド スケープ専門家を 育成する ため、 令和２ 年度から 改組
によ り 園芸学研究科環境園芸学専攻の下に園芸科学、 ラ ン
ド スケープ学の2コ ースが開設さ れ、 ラ ン ド スケープ専門
家の育成、 国際通用性のある ラ ン ド スケープ学の学位（ 修
士・ 博士） を 授与する こ と が可能（ 本邦初） と なっ た。 ま
た、 環境健康フ ィ ールド 科学セン タ ーにおいて、 高度施設
園芸と 社会人の学び直し を 意識し た都市農業に関わる 研修
プロ グラ ムを 充実さ せる ため、 １ 月から 「 多様な農福連携
に貢献でき る 人材育成プロ グラ ム」 と し て、 履修証明プロ
グラ ムを 開設し た。

◆　 園芸学分野においては、
「 食と 緑」 を キーワード と し
て、 国内外の社会の多様な
ニーズに対応でき 、 遺伝育種
や植物工場を 利用し た高付加
価値植物の生産システム開発
を 行う 高度専門職業人を 育成
し 、 アジアにおける 高等教育
研究拠点を 形成する ため、 グ
ロ ーバル化に対応し た教育研
究組織を 整備する 。

・ 園芸学研究科改組によ り 基盤科目を 必修化し 、
園芸科学およ びラ ン ド スケープ学の高度な専門教
育に加え、 教育研究倫理、 研究リ テラ シー、 キャ
リ ア教育、 国際教育等、 高度専門職業人と し て必
要な能力を 強化する カ リ キュ ラ ムを 整備する と と
も に、 国際園芸ビ ジネス学プロ グラ ムなどのエキ
スパート 養成プロ グラ ムを 充実さ せ、 コ ースの人
材育成目標を 明確にする こ と で体系的に幅広い視
野を 持つ人材を 育成し ている 。 また、 英語開講科
目や英語対応科目を 増やし 、 ダブルディ グリ ープ
ロ グラ ムやオン ラ イ ン 留学プロ グラ ムを 推進する
こ と でグロ ーバル社会に対応でき る 人材育成を 進
めている 。 学部オン ラ イ ン 留学代替プロ グラ ムと
し て、 ８ 月に南京農業大学によ る 「 中国の園芸」
を 開講し 、 園芸学部２ 年生30名が参加し た。 ま
た、 FARMプロ グラ ムと し て、 ロ シアの４ 大学と 連
携し た大学院オン ラ イ ン 英語授業を 10月から 開講
し ４ 科目を 実施し た。 さ ら に、 工学研究科と 連携
し たオン ラ イ ン ワーク ショ ッ プを 開催し 、 JUSU-
COI Lプロ グラ ムの試行と し て、 アラ バマ大学と の
間で「 日本の園芸」 に関する 講座も 実施し た。 既
に終了し た、 世界展開力強化事業中南米PULI の成
果と し て、 パナマ科学技術振興庁と 千葉大学の間
で、 園芸学研究科博士後期課程学生派遣奨学金に
関わる 覚書が12月に締結さ れ、 令和４ 年10月から
研究生の受入れを 開始する こ と と なっ た。

園芸学研究院
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応（ メ ディ ア
授業や留学代替科目の活用等） を 行いつつ、 概ね
設置計画どおり 運営さ れた。

国際学術研究院 ◆　 グロ ーバルな視点から 問
題発見・ 解決する 能力を 持つ
グロ ーバル人材の養成を 目指
し た国際教養学部を 創設す
る 。

・ 平成28年度に国際教養学部を 設置し 、 設置計画を 着実に
履行し た。 令和３ 年度末の時点では、 長期留学及び短期留
学やオン ラ イ ン プロ グラ ムを 含め、 2年次学生の約71％、 3
年次学生の約92％、 4年次学生の約97％が留学を 経験し
た。 また、 英語によ る 授業及び英語の授業については、 国
際教養学部専門科目のう ち 22科目で実施し た。

・ 英語によ る 授業及び英語の授業については、 国際教養学
部専門科目のう ち 22科目で実施し 、 グロ ーバルな視点から
問題発見・ 解決する 能力を 持つグロ ーバル人材を 養成し
た。 また、 持続可能社会への転換や生命科学の進展、 高度
情報化社会の到来が提起する 問題に取り 組み、 社会システ
ムや知識のあり 方そのも のを 再構築し 、 新たな知性を 備え
た人材を 育成する ため、 人文社会科学・ 自然科学・ 生命科
学の研究領域を 混合し た全国で初の研究科等連係課程基本
実施組織である 「 大学院総合国際学位プロ グラ ム」 を 令和
２ 年度よ り 設置し 、 設置計画を 着実に履行し た。
新たな大学院学位プロ グラ ムの設置については中期計画を
上回っ ている と 判断し た。

・ 平成28年度に国際教養学部を 設置し 、 設置計画を 着実に
履行し た。 令和３ 年度末の時点では、 長期留学及び短期留
学やオン ラ イ ン プロ グラ ムを 含め、 2年次学生の約71％、 3
年次学生の約92％、 4年次学生の約97％が留学を 経験し
た。 また、 英語によ る 授業及び英語の授業については、 国
際教養学部専門科目のう ち 22科目で実施し た。

・ 英語によ る 授業及び英語の授業については、 国際教養学
部専門科目のう ち 22科目で実施し 、 グロ ーバルな視点から
問題発見・ 解決する 能力を 持つグロ ーバル人材を 養成し
た。 また、 持続可能社会への転換や生命科学の進展、 高度
情報化社会の到来が提起する 問題に取り 組み、 社会システ
ムや知識のあり 方そのも のを 再構築し 、 新たな知性を 備え
た人材を 育成する ため、 人文社会科学・ 自然科学・ 生命科
学の研究領域を 混合し た全国で初の研究科等連係課程基本
実施組織である 「 大学院総合国際学位プロ グラ ム」 を 令和
２ 年度よ り 設置し 、 設置計画を 着実に履行し た。
新たな大学院学位プロ グラ ムの設置については中期計画を
上回っ ている と 判断し た。

◆　 グロ ーバルな視点から 問
題発見・ 解決する 能力を 持つ
グロ ーバル人材の養成を 目指
し た国際教養学部を 創設す
る 。

・ 学務委員会によ る 学部教育全体の運営と 併せ
て、 ク ロ ス・ メ ジャ ー・ プロ ジェ ク ト ワーク 運営
WG及びメ ジャ ープロ ジェ ク ト 運営WGによ る メ
ジャ ープロ ジェ ク ト 科目の運営を 行う こ と によ
り 、 問題発見・ 解決能力を 有する グロ ーバル人材
の養成を 目指し た教育体制を 構築し た。 また、 こ
れまで以上に質と 密度の高い教育内容を 提供する
ため、 イ ン テン シブ・ イ シュ ー教育を 取り 入れた
カ リ キュ ラ ム改訂を 進めた。

国際教養学部◆　 国際教養学部において、
グロ ーバルな視点から 問題発
見・ 解決する 能力を 持つグ
ロ ーバル人材の養成を 目指し
た運営を 行う と と も に、 教育
体制、 教育内容について検証
する 。
　 また、 現代世界と 現代日本
が抱える 諸課題、 と り わけ国
連が提唱する 持続可能社会へ
の転換や生命科学の進展、 高
度情報化社会の到来が提起す
る 問題に取り 組み、 社会シス
テムや知識のあり 方そのも の
を 再構築し 、 新たな知性を 備
えた人材を 育成する ため、 大
学院総合国際学位プロ グラ ム
を 運営する 。

80
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）
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（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）
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（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

81 ◆　 大学運営に関する 専門
性、 外国語力を 向上さ せる た
め、 高度な専門的知識や語学
力を 養う 研修を 実施する と と
も に、 働き 方改革の一環と し
て、 在宅勤務用情報環境整備
を 実施する 。

◆　 職員の専門的知識及び業
務遂行能力の向上のため、 各
種研修を 実施する ほか業務の
効率化・ 合理化のための情報
化等を 推進する 。 グロ ーバル
化に対応する ため、 語学研修
及び海外派遣研修等を 計画的
に実施し 、 またそれぞれの専
門に合わせた技術研修等への
参加も 促進する 。 こ れら を 通
し て、 大学運営及び研究教育
支援に関する 専門性、 語学力
を 備えた職員を 育成する 。

・ 情報化の推進については、 事務情報システムの企画・ 調
達・ 設計・ 運用・ 見直し 等の各段階で運営基盤機構情報環
境部門によ る 審査を 必須と する 体制を 整備し たこ と によ
り 、 事務情報システムの効率的・ 効果的整備が図ら れる と
と も に、 情報化統括責任者（ CI O） のガバナン スが大幅に
強化さ れた。 さ ら に、 次期事務用フ ァ イ ルサーバの導入に
よ り 、 容量の拡大を 図り 、 個人管理のフ ァ イ ルの集約、 決
めら れた範囲の職員がフ ァ イ ルを 共有する こ と について検
討を 行い、 分散さ れていたフ ァ イ ルサーバを 一元管理する
こ と によ る アク セス権の管理やフ ァ イ ルの整理等管理業務
の効率化を 目的と し て、 次期事務用フ ァ イ ルサーバを 調達
し た。 加えて、 各部署における 情報機器の有効な活用によ
り 、 業務効率の向上を 図る と と も に、 情報漏えい等のリ ス
ク に対応する ため、 各部署に専門的知識を 持っ た人材（ 部
局情報化リ ーダー） を 配置し 、 育成に取り 組んだ。

・ 新フ ァ イ ルサーバの導入によ り 、 各所で設置し ていた
データ 管理用サーバを 廃止し 、 運用管理における 業務を 効
率化し た。

・ 働き 方改革促進のための在宅勤務用情報環境整
備と し て、 在宅勤務用端末の追加導入（ 新規購入
及び既存端末の再設定） によ っ て計252台の在宅
勤務用端末が整備さ れたと こ ろ である 。

・ また、 既存の事務用端末（ デスク ト ッ プ型） の
ノ ート 型端末への統一化によ る 在宅勤務用端末兼
用化及びセキュ リ ティ 対策システムの導入を 令和
４ 年３ 月末に実施し た。 今後、 業務状況に応じ て
各部局へ順次展開する 予定である 。 こ の取り 組み
によ り 、 全事務職員に在宅勤務用端末が整備さ れ
る ため、 働き 方改革の促進が見込まれる 。

運営基盤機構情
報環境部門

・ 各階層別研修において、 大学運営における 課題
解決や業務効率化及び適切な評価等に関する 知識
や技術を 向上する ためのプロ グラ ムを 実施し た
（ COVI D-19への対応を 踏まえ、 オン ラ イ ン 、 リ
モート 及び対面の併用によ り 実施） 。

・ 簿記研修（ オン ラ イ ン 及びテキスト 等にて４ 名
受講） 、 労働法制研修（ e-l ear ni ngにて25名受
講） を 実施し たほか、 ビ ジネススキルアッ プ研修
と し て、 業務効率化に資する エク セル活用研修を
実施し た（ オン ラ イ ン にて21名受講） 。

・ 専門性の高い業務の担当主催の研修と し て、 情
報セキュ リ ティ 、 個人情報保護、 法人文書管理及
び安全保障輸出管理等に関する 研修を e-l ear ni ng
にて実施し たほか、 勉強会を 開催し た。

・ また技術職員の技術業務の高度化を 目的と し て
交流研修会を 8月、 2月に実施し 57名が参加し た。

・ 語学研修（ TOEI C対策） を スマート フ ォ ン アプ
リ 及びテキスト 等によ る 学習にて実施し 57名が受
講し た。

・ TOEI C-I P試験を オン ラ イ ン にて12月、 ２ 月に実
施し 105名が受験。

・ 英文E-mai l ラ イ ティ ン グセミ ナーを オン ラ イ ン
で実施し 32名が受講し た。

・ ビ ジネス英語研修を オン ラ イ ン 及び対面で実施
し 36名が受講、 特に国際系業務担当者を 対象と し
た専門的なコ ミ ュ ニケーショ ン 英語研修を 実施
し 、 ４ 名が受講し た。

・ 職員の国際的視野の涵養や英語力発信能力の向
上を 図る こ と を 目的と し て、 提携校である マヒ ド
ン 大学イ ン タ ーナショ ナルカ レ ッ ジと 千葉大学共
催の留学生課SD研修を 実施し 、 12名が受講し た。

人事労務課 ・ 高度な専門的知識や業務遂行能力向上のための研修と し
て、 各階層別研修やビ ジネススキルアッ プ研修において、
大学運営における 課題解決や業務効率化及び適切な評価等
に関する 知識や技術を 高める プロ グラ ムを 取り 入れ、 職員
の大学運営にかかる 能力向上を 図っ た。 また、 簿記研修、
労働法制研修のほか、 各専門業務分野ごと のe-l ear ni ng研
修や勉強会等の開催によ り 、 教育研究支援に関する 専門性
を 備えた職員の育成を 行っ た。

・ 技術職員の技術業務の高度化を 目的と し て平成29年度か
ら 毎年交流研修会を 実施し た。

・ グロ ーバル化に対応する ため、 語学力等を 養う 研修と し
て、 こ れまでに短期海外派遣研修、 新規採用職員を 中心と
し た語学研修（ 英語TOEI C対策） 、 TOEI C-I P試験を 実施し
たほか、 窓口等での実践的な英語力を 養う こ と を 目的に平
成29年度から ビ ジネス英語研修、 令和２ 年度から 英文E-
mai l ラ イ ティ ン グセミ ナーを 実施、 令和元年度から は国際
系業務担当者を 対象と し た専門的なビ ジネス英語研修を 実
施し た。 更に、 令和３ 年度は職員の国際的視野の涵養や英
語力発信能力の向上を 図る こ と を 目的と し て、 提携校のマ
ヒ ド ン 大学イ ン タ ーナショ ナルカ レ ッ ジと 千葉大学共催に
よ る 留学生課SD研修を オン ラ イ ン にて実施し 職員の育成を
行っ た。

・ 簿記研修： 3級3名、 2級1名（ 平成28年度同数） 、 労働法
制研修（ e-l ear ni ng） 25名（ 平成28年度は集合研修3
名） 、 ビ ジネススキルアッ プ研修（ 令和元年度窓口ク レ ー
ム対応研修： 55名、 令和２ 年度マニュ アル作成セミ ナー：
24名、 令和３ 年度業務効率化に資する エク セル活用研修：
21名）

・ 文部科学省の国際教育交流担当職員長期研修プロ グラ
ム： 令和元年度1名（ 平成28年度比1名増） 、 短期海外派遣
研修： 令和元年度4名（ 平成28年度比2名減、 令和2， 3年度
はCOVI D-19の影響によ り 実施なし ） 。 マヒ ド ン 大学イ ン
タ ーナショ ナルカ レ ッ ジ・ 千葉大学留学生課SD研修（ 令和
３ 年度新設） ： 12名。

・ 新規採用職員を 中心と し た語学研修（ 英語TOEI C対
策） ： 57名（ 平成28年度比30名増） 、 TOEI C-I P試験： 105
名（ 平成28年度比15名増） 、 ビ ジネス英語研修： 36名（ 平
成29年度比2名増） 。 英文Emai l ラ イ ティ ン グセミ ナー（ 令
和２ 年度新設） ： 32名、 国際系業務担当者向けビ ジネス英
語研修（ 令和元年， 3年度実施） ： 4名。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 本学における 国際化の推進を 一層強化する ため、 国際交
流に関する 事務の一元化を 図る こ と を 目的と し て、 学術国
際部に置かれていた国際企画課について、 管理体制を 強化
し たう えで学務部に移管する など、 業務の効率化・ 合理化
を 考慮し 、 事務組織の見直し を 行っ た。

・ 令和元年度に実施し た大規模事務再編のフ ォ ロ ーアッ プ
を 実施し 、 指揮命令系統の曖昧さ などの課題を 明ら かにし
た。

・ 事務組織の中長期的な在り 方を 議論する ため、 「 事務組
織の在り 方検討WT/WG」 を 立ち 上げた。 部長級のWTでは、
施設業務や地区事務部の組織形態について議論し ている 。
また、 係長級のWGでは、 業務のト リ アージや効率化・ 合理
化について検討し ている 。

・ 警備、 清掃業務及び附属病院における 駐車場整理、 プレ
スリ リ ース等のアド バイ ザー業務及び産学官連携活動に係
る 利益相反マネジメ ン ト に関する 自己申告制度の構築に係
る アド バイ ザー業務、 安全保障貿易管理体制アド バイ ザー
業務、 事務情報システムの援用支援業務について、 アウト
ソ ーシン グを 活用し た。

・ 国立六大学コ ン ソ ーシアム内の各大学が保有する 既存
データ を 相互活用する こ と によ り 、 自大学の現況確認等を
行う と と も に、 各大学の戦略性を 持っ た企画立案に資する
こ と を 目的と し て、 国立六大学連携コ ン ソ ーシアムにおけ
る データ の活用に関する 申し 合わせを 策定し た。

◆　 業務の効率化・ 合理化の
ため、 必要に応じ 事務組織の
見直し を 行う と と も に、 アウ
ト ソ ーシン グの推進や他大学
等と の事務の共同実施及び大
規模災害等の発生に備えた連
携の構築等の大学間連携の取
組を 進める 。

・ 令和元年度に実施し た大規模事務再編のフ ォ
ロ ーアッ プを 実施し 、 指揮命令系統の曖昧さ など
の課題を 明ら かにし た。

・ 事務組織の中長期的な在り 方を 議論する ため、
今年度から 新たに「 事務組織の在り 方検討
WT/WG」 を 立ち 上げた。 部長級のWTでは、 施設業
務や地区事務部の組織形態について議論し てい
る 。 また、 係長級のWGでは、 業務のト リ アージや
効率化・ 合理化について検討し ている 。

企画政策課◆　 業務の効率化・ 合理化の
ため、 事務コ スト のスリ ム化
やアウト ソ ーシン グ活用の観
点を 踏まえ、 必要に応じ て事
務組織の見直し を 行う 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・  関係省庁の国立大学法人関係予算に関する 情
報を 一覧表と し て作成し 、 当該事務担当部課を 整
理し 、 積極的に情報収集を 行っ ていく よ う 促すと
と も に今後、 進捗状況を 管理し ていく 。

 ・ 財務情報の開示については、 昨年度までは校
友会や同窓会の場によ る 一部のステーク ホルダー
のみに提供を 行っ てき たが、 今回よ り よ り 広く 開
示する ために、 学外ホームページに「 決算概要」
と し て公表する こ と と し た。

 ・ 国立大学法人法第34条の２ における 土地等に
係る 貸付けについて、 令和２ 年５ 月26日開催の役
員会において、 柏の葉キャ ン パスの一部（ 約
48, 000㎡） を 英国ラ グビ ー校に対し 定期借地する
こ と を 決定し た。 令和２ 年６ 月４ 日付けにて文部
科学大臣宛に申請を 行い、 令和２ 年９ 月４ 日付け
にて認可を 受け、 令和３ 年７ 月に合意書を 締結
し 、 令和４ 年１ 月に基本協定書を 締結し た。 事業
協定書についても 締結に向けて調整を 進めてい
る 。

財務部

・ 科学研究費助成事業の獲得に向けて、 「 科研費セミ
ナー・ 科研費説明会」 「 科研費事前確認支援制度」 「 ヒ ア
リ ン グリ ハーサル」 「 科研費事後検証支援制度」 等を 実施
し た。 また、 新たな外部資金獲得のため、 学内の研究シー
ズを 網羅的に把握し ている 産業連携研究推進ステーショ ン
の企画力を 活かし た発案によ り 、 部局横断的に関連研究を
実施し ている 研究者と 共同研究等相手方の精鋭大企業6社
を 集結さ せ、 斬新でハイ イ ン パク ト な社会価値創出を 目指
す大型プロ ジェ ク ト 構想を 練り 上げ、 科学技術振興機構が
公募する 平成30年度産学共創プラ ッ ト フ ォ ーム共同研究推
進プロ グラ ム（ OPERA） の４ 拠点のう ち １ つに採択さ れ
た。

・ 必要な機能を 集約かつ拡充し て連動さ せ、 外部資金獲得
を 大幅に増加さ せる こ と を 目指す構想を 、 産業連携研究推
進ステーショ ン の支援のも と 策定し 、 内閣府が公募する
「 国立大学イ ノ ベーショ ン 創出環境強化事業」 に採択（ 1
位通過） さ れた。 イ ノ ベーショ ン 創出のための新たな産学
官連携拠点と し て「 学術研究・ イ ノ ベーショ ン 推進機構
（ I MO) 」 を 設立する と と も に、 優秀な人材獲得のため外部
TLOのネッ ト ワーク 等を 駆使し て働き かけ、 7名の高度専門
人材の採用を 決定し た。

・ 補助金では、 令和元年度「 卓越大学院プロ グラ ム」 （ 研
究拠点形成費等補助金（ 卓越大学院プロ グラ ム事業費） ）
に次の２ プロ グラ ムが採択さ れた。
　 ・ アジアユーラ シア・ グロ ーバルリ ーダー養成のための
臨床人文学教育プロ グラ ム（ 人文公共学府）
　 ・ 革新医療創生CHI BA卓越大学院（ 医学薬学府）

・ 「 収益を 伴う 事業」 について、 平成28年度から 学内周知
を 行っ ており 、 駐車場の有料化、 農産物の販売拡大及び看
護師宿舎の有料化などを 実施し 、 収益増加に努めている 。

・ 外部資金の獲得や自己収入の増加に向けた方策と し て、
一般社団法人千葉大学経済人倶楽部・ 絆と の連携によ り 、
公開講座の拡充を 図る と も に、 財務情報の開示方法と し
て、 昨年度まで作成し ていたフ ァ イ ナン シャ ルレ ポート を
発展さ せた統合報告書を 新たに作成し 、 校友会にて配布
し 、 ステーク ホルダーに向けて本学の情報発信を 行っ た。

 ・ 国立大学法人法第34条の２ における 土地等に係る 貸付
けについて、 令和２ 年５ 月26日開催の役員会において、 柏
の葉キャ ン パスの一部（ 約48, 000㎡） を 英国ラ グビ ー校に
対し 定期借地する こ と を 決定し た。 令和２ 年６ 月４ 日付け
にて文部科学大臣宛に申請を 行い、 令和２ 年９ 月４ 日付け
にて認可を 受け、 令和３ 年７ 月に合意書を 締結し 、 令和４
年１ 月に基本協定書を 締結し た。 事業協定書についても 締
結に向けて調整を 進めている 。

◆　 科学研究費助成事業を は
じ めと する 競争的研究資金、
産業連携共同研究、 受託研究
及び特許権等によ る 収入の増
加に向けて、 研究費の獲得を
促進する プロ グラ ムを はじ め
と し た諸方策を 実施する 。
　 また、 外部資金の獲得や自
己収入の増加に向けた方策と
し て、 関係省庁の国立大学法
人関係予算に関する 情報提
供、 ステーク ホルダーに効果
的に情報提供する ための財務
情報の開示、 収益を 伴う 事業
の検討を 行う と と も に、 収益
を 伴う 事業については、 社会
情勢等を 鑑み見直し を 行いつ
つ、 引き 続き 事業の拡大に努
める 。
　 さ ら に、 千葉大学SEEDS基
金への更なる 寄附金獲得のた
め、 基金担当理事及び基金担
当副学長を 中心に、 他部局、
産学連携、 就職支援担当部署
と 連携・ 協調し ながら 、 潜在
寄附者及び継続寄附者と の密
接な関係構築を 図る べく 、 情
報収集、 定期訪問等を 行う 。
特に校友会及び同窓会を 中心
と し た卒業生と のコ ミ ュ ニ
ケーショ ン を 強化する 。

◆　 外部資金の獲得や自己収
入の増加に向けた各種方策を
実施する 。 産業連携共同研
究、 受託研究及び特許権等に
よ る 収入を 確保し 、 千葉大学
SEEDS基金への寄附金等につ
いては、 卒業（ 修了） 生や企
業等と の協力関係を 強化する
等、 積極的な獲得に取り 組
む。

・ 令和元年に制度化し た大学発ベン チャ ー企業等
から 対価と し て株式等を 受ける こ と について、 上
場可能性も 含めてスト ッ ク オプショ ン を 受ける こ
と が妥当な有力候補事案と し て１ 件学内承認を
得、 契約締結を 行っ た。

・ 科研費獲得増に向けた個人研究への支援の更な
る 強化を 図る ため、 新たな取り 組みと し て、 ｢科
研費採択挑戦サポート ｣を 企画・ 実施し た（ サ
ポート 2021及び2022） 。 サポート 2021では、 令和
４ 年度科研費に応募し 不採択と なっ たも のの、 日
本学術振興会から 開示さ れる 審査結果の評価が
「 Ａ 」 の者で、 研究代表者と し て令和４ 年度科研
費に応募する 42件の研究計画に対し 、 研究計画調
書作成への助言、 研究費の支援等を 行っ た。 （ 応
募は49件） 。 また、 サポート 2022（ 応募は144
件） では、 助言を 受け応募し た令和４ 年度科研費
が評価「 Ａ 」 で不採択（ 不採択通知のあっ た96件
の審査結果開示は４ 月予定） と なっ た者に対し 、
同様の支援を 行う 計画である 。

・ 学内研究推進事業と し て「 研究費獲得促進プロ
グラ ム」 （ 多様型Ａ 、 多様型Ｂ 、 科研ステッ プ
アッ プ型） を 企画・ 実施し 、 25件の研究計画に対
し 支援等を 行っ た。 （ 応募は39件） 。 また、 同プ
ロ グラ ム（ 特定課題対応型／強化枠／若手研究者
海外派遣（ 在外研究員） 制度） を 新たに創設し
た。 本制度は、 科研費国際共同研究強化（ Ａ ） に
応募し た者（ 今年度は４ 件） を 対象と し ており 、
２ 月の科研費採択結果を 踏まえ、 本制度における
募集・ 審査の結果、 ２ 件の採択を 決定し た。 採択
し た若手研究者及び派遣元の研究室には、 次年度
以降、 研究費等（ 渡航費及び若手研究者の海外派
遣に伴い派遣元の研究室等において増加する 業務
に対応する ために研究室等で必要な経費の一部）
を 支援する 計画である 。 こ れによ り 、 科研費を は
じ めと し た競争的研究資金や共同研究、 受託研究
の獲得増加を 図っ ている 。

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

　

　

　

・ 今年度就任し た経営・ 基金担当理事を 筆頭に、
卒業生や全教職員への寄附依頼、 企業訪問（ 10月
から 再開） 等によ る 寄附募集活動を 行っ た結果、
寄附件数3, 369件、 寄附金額229, 193千円（ ２ 月末
時点） と なっ た。 特に修学支援基金は817件
29, 813千円（ 昨年同時期5, 502件132, 860千円） と
大き く 減少し ている が、 昨年度はコ ロ ナ禍の状況
で学生を 支援し たいと いう 寄附者の想いが強かっ
たも のと 分析でき る 。 件数・ 金額と も 過去最高の
昨年度（ 7, 007件・ 395, 562千円） を 上回る こ と は
難し いが、 令和３ 年度基金運営委員会目標金額
150, 000千円を 達成し た。

・ 新たに、 経営・ 基金担当理事を 中心に千葉市と
積極的に協議を 行い、 千葉市ふる さ と 納税を 活用
し た千葉大学基金を 令和４ 年度から 創設する こ と
を 決定し た。 加えて、 寄附者への謝意と し て学部
等が管理する 教室等に企業等の名前を 掲載する
「 千葉大学基金サン ク スプレ ート 制度」 創設に係
る ガイ ド ラ イ ン の制定、 災害治療学研究所支援等
の寄附目的への追加を 行い、 こ れら の新規基金獲
得方策を も と に寄附金額の拡大を 図る こ と と し て
いる 。

・ 卒業生のコ ミ ュ ニケーショ ン 強化については、
コ ロ ナ禍の状況を 踏まえ従来の対面開催を 改め、
新学長挨拶、 附属病院長特別公演、 サーク ル企
画、 西千葉キャ ン パスツ アー等のWEBコ ン テン ツ
を 掲載し た「 千葉大学webホームカ ミ ン グデー
2021」 を オン ラ イ ン で初めて開催し た（ 閲覧数
1, 791回） 。 また、 校友会公式SNS Cur i oの費用対
効果等を 検証し 、 同サービ スを 令和３ 年度末で終
了し 、 代替サービ スと し て校友会Facebookを 開設
し た。

・ 千葉大学基金への寄附金等について、 在学生の保護者や
教職員、 卒業（ 修了） 生に向けた募集活動、 地元企業等へ
の働き かけ、 卒業（ 修了） 生と の連携強化によ り 、 積極的
な獲得に取り 組んだ。 平成28年度の修学支援基金を はじ
め、 令和２ 年度にはみら い医療基金や若手研究者支援基金
を 創設する と と も に、 卒業生が寄附者の半数以上を 占める
こ と から 学部へ寄付を 可能と し た。 さ ら に令和２ 年度には
新型コ ロ ナウィ ルス感染症拡大に伴う 緊急支援事業を 実施
し 、 みら い医療基金の創設と 併せて過去最高の7, 007件・
395, 562千円の寄附があっ た。 令和３ 年度については、 み
ら い医療基金の継続的な募集活動等によ り 、 3, 369件、
229, 193千円（ ２ 月末時点） と なり 、 令和2・ 3年度いずれ
も 平成27年度寄附件数1, 577件・ 金額45, 722千円を 大き く
上回る 結果と なっ た。

・ 新たに、 経営・ 基金担当理事を 中心に千葉市と 積極的に
協議を 行い、 千葉市ふる さ と 納税を 活用し た千葉大学基金
を 令和４ 年度から 創設する こ と を 決定し た。 加えて、 寄附
者への謝意と し て学部等が管理する 教室等に企業等の名前
を 掲載する 「 千葉大学基金サン ク スプレ ート 制度」 創設に
係る ガイ ド ラ イ ン の制定、 災害治療学研究所支援等の寄附
目的への追加を 行い、 こ れら の新規基金獲得方策を も と に
寄附金額の拡大を 図る こ と と し ている 。

・ 卒業（ 修了） 生と の協力関係を 強化する ため、 従来から
千葉大学校友会SNS Cur i oによ り 卒業（ 修了） 生を 中心に
情報発信を 行っ てき たが、 費用対効果等を 検証し 、 同サー
ビ スを 令和３ 年度末で終了し 、 代替サービ スと し て校友会
Facebookを 開設し 卒業生を はじ め本学のステーク ホルダー
向けに魅力的な情報発信を 令和４ 年３ 月から 開始し た。 ま
た、 平成28年度から ホームカ ミ ン グデーを 開催し てき た
が、 令和２ 年度はコ ロ ナ禍のため開催を 中止し し 、 令和３
年度はコ ロ ナ禍の状況を 踏まえ従来の対面開催を 改め、 新
学長挨拶、 附属病院長特別公演、 サーク ル企画、 西千葉
キャ ン パスツ アー等のWEBコ ン テン ツ を 掲載し た「 千葉大
学webホームカ ミ ン グデー2021」 を オン ラ イ ン で初めて開
催し た（ 閲覧数1, 791回） 。

◆　 外部資金の獲得や自己収
入の増加に向けた各種方策を
実施する 。 産業連携共同研
究、 受託研究及び特許権等に
よ る 収入を 確保し 、 千葉大学
SEEDS基金への寄附金等につ
いては、 卒業（ 修了） 生や企
業等と の協力関係を 強化する
等、 積極的な獲得に取り 組
む。

運営基盤機構ア
ラ ムナイ 部門
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ◆　 附属病院の総合的な経営
戦略と し て「 経営改善行動計
画」 を 策定し 、 計画的に実践
する こ と によ り 、 一般診療経
費及び債務償還経費に見合う
収入を 確保する 。 また、 治験
等の充実によ り 外部資金を 獲
得する 。

・ 附属病院においては、 毎年度「 経営戦略」 を 策定・ 実施
し 、 進捗状況報告を 四半期に１ 回行っ ている 。 平成28年度
には、 効率的な経営と 増収へ向け、 平均在院日数の短縮や
DPCⅠ＋Ⅱ期間割合の上昇に焦点を 当て、 新たな病床運用
基準の運用を 開始し た。 その結果、 平均在院日数の大幅な
短縮、 DPCⅠ＋Ⅱ期間割合の向上が図ら れ、 入院診療単価
上昇へと つながっ た。
平成30年度には、 経営戦略の柱と なる 項目「 新入院患者数
の増加」 について、 新入院患者数の目標達成率及び科別
DPCⅠ+Ⅱ期間退院割合表を 病院経営広報と し て院内ウェ ブ
サイ ト へ掲載し た。 令和３ 年度には、 病院の経営目標と し
て、 「 必達病院収入額」 を 366億円と 設定。 また、 「 必達
業績評価指標」 を ①新入院患者数19, 240人、 ②手術室手術
件数9, 266件（ う ち 全身麻酔件数5, 220件） 、 ③医療費率
41. 7％と 設定し た。 こ れら を 達成に導く ための経営戦略・
実践指針を 策定。 3月末時点で、 附属病院収入額は379億
円、 新入院患者数は19, 069人、 手術件数は9, 055件、 医療
費率は44. 1％と なっ ており 、 経営戦略会議において毎月報
告し ている 。 また、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症によ る 収支
状況への影響についても 年間収支見込の見直し を 都度実施
し ている 。 さ ら に、 従来から 実施し ている 研究支援事業に
加え、 臨床研究推進のため相談支援部門を 新設し 、 特定臨
床研究を 含む臨床研究全体の支援を 推進し て外部資金の積
極的な獲得に繋げた。

・ 令和元年度に重点的に取り 組むべき 事項を 整理し た「 千
葉大学病院 Act i on Pl an 2019」 を 策定し 、 病院経営の健
全化と 基盤強化を 行う ための事項を 実施し ている 。 経営戦
略の柱と なる 項目「 新入院患者数の増加」 について、 新入
院患者数の増減状況20, 048人（ 平成27年度比11. 0％増） 及
び科別DPCⅠ＋Ⅱ期間退院割合表74. 2％（ 平成27年度比
5. 5％増） を 病院経営広報と し て院内ウェ ブサイ ト にて周
知し た。 また、 治験の契約件数は2, 285件、 契約金額
1, 503, 792千円、 受託研究については、 契約件数798件、 契
約金額2, 501, 597千円と なっ た。 ( 平成28年度～令和３ 年
度)

附属病院 （ 効率的な経営）
・ 病院の経営目標と し て、 「 必達病院収入額」 を
366億円と 設定。 また、 「 必達業績評価指標」 を
①新入院患者数19, 240人、 ②手術室手術件数
9, 266件（ う ち 全身麻酔件数5, 220件） 、 ③医療費
率41. 7％と 設定。 こ れら を 達成に導く ための経営
戦略・ 実践指針を 策定。 3月末時点で、 附属病院
収入額は379億円、 新入院患者数は19, 069人、 手
術件数は9, 055件、 医療費率は44. 1％と なっ てお
り 、 経営戦略会議において毎月報告し ている 。 ま
た、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症によ る 収支状況へ
の影響についても 年間収支見込の見直し を 都度実
施し ている 。

（ 外部資金獲得）
・ 令和４ 年3月末時点で、 治験の契約件数450件、
契約金額284, 122千円と なっ ている 。 受託研究に
ついては、 契約件数176件、 契約金額554, 062千円
と なっ ている 。

◆　 附属病院の経営戦略を 策
定し 、 病院経営の改善に向
け、 各種経営に係る データ を
収集・ 分析し て、 効率的な経
営を 行う 。
　 また、 引き 続き 、 治験、 受
託研究及び外部機関への研究
支援を 拡充し 、 外部資金を 獲
得する 。
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中期計画推進
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第３ 期中期計画
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中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）
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（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 学内諸会議の資料について、 学内用ウェ ブサイ ト に、 事
前に資料を 掲載し 、 各構成員が各自のパソ コ ン にダウン
ロ ード する こ と によ り 、 会議資料のペーパーレ ス化と 経費
節減を 図っ た。 また、 学内外から 本学の規程を 閲覧でき る
WEB規程集について、 必要な機能の洗い出し 、 業務フ ロ ー
の見直し 等を 踏まえシステムを 変更し たこ と によ り 、 平成
30年度における 1年あたり の運営経費が過去5年間平均
4, 234千円から 1, 080千円へ削減し た。 さ ら に、 平成30年度
よ り 個別学力検査の試験問題及び解答用紙の印刷を 従来の
国立印刷局から 民間業者への変更し たこ と によ り 、 約
4, 630千円節減し た。 加えて、 附属病院において、 平成29
年度に決定し た診療従事等調整手当の廃止等によ り 、 約2
億円の人件費を 削減し た。 上記のほか後述の平成31事業年
度の実施状況から 、 コ スト 管理の徹底に向け、 個々の取組
の多様性や客観的数値から も 中期計画を 上回っ ている と 判
断し た。

・ 学内予算の見える 化を 推進する ため、 財務データ や部局
別決算・ 予算執行状況調査の分析結果を 学内予算配分の抜
本的な見直し の参考と し 、 中期的な財務状況を 示し た財務
シミ ュ レ ーショ ン を 更新し た。 その他諸方策の主な事例と
し て、 附属病院において､臨床検査の外注委託について、
病院長以下病院全体で価格交渉に取り 組むこ と によ り 前年
度比で約2割の委託費を 削減し た。

・ 支払業務について、 千葉銀行から 総合振込手数料引き 上
げの申し 出があっ たため、 他大学等への聞き 取り 調査及び
他の金融機関への当該手数料照会、 試算を 行っ た結果、 令
和4年4月から 三井住友銀行を 利用する こ と に変更し 、 振込
手数料を 抑制する 。
（ 令和３ 年度実績比較で、 支払業務全体の必要経費▲

◆　 業務の効率化・ 合理化に
よ る コ スト 管理を 徹底し 、 経
費を 抑制する 。

・ 第４ 期中期目標期間を 見据え、 第４ 期の財務シ
ミ ュ レ ーショ ン を 作成し 、 学内会議にて議論を 経
たと こ ろ である 。 今後は、 シミ ュ レ ーショ ン にて
提案し た財源捻出案や予算執行額増減分析等の財
務データ を 活用し 、 各部局等の経費の抑制を 検討
し つつ、 令和４ 年度以降の予算編成を 実施し てい
く 。

・ 支払業務について、 千葉銀行から 総合振込手数
料引き 上げの申し 出があっ たため、 他大学等への
聞き 取り 調査及び他の金融機関への当該手数料照
会、 試算を 行っ た結果、 令和４ 年4月から 三井住
友銀行を 利用する こ と に変更し 、 振込手数料を 抑
制する 。
（ 令和３ 年度実績比較で、 支払業務全体の必要経
費▲1, 712千円の費用減少を 見込んでいる 。 ）

・ 調達プロ セスや仕様内容の見直し を 通じ た調達
費用の削減を 図る ために、 従来の現場主体の検討
から 一歩踏み込んだ施策と し て、 コ ン サルティ ン
グ事業者を 活用し た取組みを 開始する こ と と し
た。 令和３ 年度は財務データ （ 総勘定元帳） や契
約書類を 基に、 費用適正化の初期診断を 実施し
た。
（ 令和４ 年度は、 初期診断結果から 削減余地分析
を 行い、 費用適正化のための施策の実行を 、 当該
事業者と 共同で進めていく 予定である 。 ）

財務部

・ 令和元年度に実施し た大規模事務再編のフ ォ
ロ ーアッ プを 実施し 、 指揮命令系統の曖昧さ など
の課題を 明ら かにし た。 （ 計画No. 82の再掲） 。

・ 事務組織の中長期的な在り 方を 議論する ため、
今年度から 新たに「 事務組織の在り 方検討
WT/WG」 を 立ち 上げた。 部長級のWTでは、 施設業
務や地区事務部の組織形態について議論し てい
る 。 また、 係長級のWGでは、 業務のト リ アージや
効率化・ 合理化について検討し ている 。 （ 計画
No. 82の再掲） 。

・ 学内会議の効率化のため、 役員会等の全学的会
議の審議事項を 見直し た。

・ 業務監査において、 会議の短縮や学内事務書類
の簡素化等の状況を 確認し 、 学内ホームページで
情報共有を 行っ た。

・ 学内諸会議の資料について、 学内用ウェ ブサイ ト に、 事
前に資料を 掲載し 、 各構成員が各自のパソ コ ン にダウン
ロ ード する こ と によ り 、 会議資料のペーパーレ ス化と 経費
節減を 図っ た。

・ 学内外から 本学の規程を 閲覧でき る WEB規程集につい
て、 必要な機能の洗い出し 、 業務フ ロ ーの見直し 等を 踏ま
えシステムを 変更し たこ と によ り 、 平成30年度における 1
年あたり の運営経費が過去5年間平均4, 234千円から 1, 080
千円へ削減し た。

・ 平成30年度よ り 個別学力検査の試験問題及び解答用紙の
印刷を 従来の国立印刷局から 民間業者への変更し たこ と に
よ り 、 約4, 630千円を 節減し た。

・ 附属病院において、 平成29年度に決定し た診療従事等調
整手当の廃止等によ り 、 約2億円の人件費を 削減し た。

・ 令和元年度に実施し た大規模事務再編のフ ォ ロ ーアッ プ
を 実施し 、 指揮命令系統の曖昧さ などの課題を 明ら かにし
た。 （ 計画No. 82の再掲） 。

・ 事務組織の中長期的な在り 方を 議論する ため、 「 事務組
織の在り 方検討WT/WG」 を 立ち 上げた。 部長級のWTでは、
施設業務や地区事務部の組織形態について議論し ている 。
また、 係長級のWGでは、 業務のト リ アージや効率化・ 合理
化について検討し ている 。 （ 計画No. 82の再掲） 。

・ 学内会議の効率化のため、 役員会等の全学的会議の審議
事項を 見直し た。

・ 令和３ 年度業務監査において、 会議の短縮や学内事務書
類の簡素化等の状況を 確認し 、 学内ホームページで情報共
有を 行っ た。

企画政策課◆　 経費節減に向けた諸方策
を 実施する 。 また、 財務デー
タ の分析結果に基づく 学内予
算配分の検討を 踏まえ、 経費
の抑制を 図る 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

86 ◆　 学内向けウェ ブサイ ト で
省エネに関する データ （ 電
気・ ガス・ 上水・ 井水） を 部
局別及び建物別に公開し 、
「 省エネリ ーダー会議」 にお
いて、 全学のエネルギー消費
抑制を 図る 。
　  また、 エネルギー効率の
高い機器への更新等を エコ ・
サポート 制度を 活用し 推進す
る 。

施設企画課 ・ 毎月学内向けウェ ブサイ ト にて省エネに関する
データ ( 電気・ ガス・ 上水・ 井水) を 部局別及び建
物別に公開し ている 。

・ ８ 月６ 日に第１ 回省エネリ ーダー会議を 行い、
令和３ 年度のエネルギー管理標準に基づく 省エネ
行動計画について確認し 、 省エネ活動の確実な実
施について依頼し た。

・ エコ ・ サポート 制度について照明器具更新、
ディ ープフ リ ーザー更新で計５ 件採択し た。

・ 令和３ 年度４ 月～11月期のエネルギー使用量は
コ ロ ナ禍以前の令和元年度同期間と 比較し て西千
葉キャ ン パスは93. 5％、 松戸キャ ン パスは95. 6％
と 大幅な削減と なっ ている 。 亥鼻キャ ン パスは新
築によ り 延床面積が増えたため、 114. 9％と 増加
し ている 。

Ⅲ Ⅲ ◆　 エネルギーに関する デー
タ を 公開する と と も に、 情報
を 一元的に管理し 、 全学のエ
ネルギー消費を 抑制する 施策
を 実行する 。

・ 毎月学内ウェ ブサイ ト に部局別と 建物別の省エネに関す
る データ （ 電気・ ガス・ 上水・ 井水） を 過去2年分と 比較
し たグラ フ で表示し 公開し ている 。 また、 部局に対し てエ
ネルギー使用量が多い場合は指導・ 助言を 行いエネルギー
の抑制を 図っ た。 さ ら に、 毎年度、 「 省エネリ ーダー会
議」 を 実施し 、 部局別のエネルギー使用状況を 報告し て当
該年度の消費量の抑制を 図る と と も に、 省エネ成果と 当該
年度の省エネ行動計画に基づく エネルギー管理を 推進し
た。
・ エコ ・ サポート 制度については、 空調機・ 冷蔵庫の更新
やLED照明への交換などの省エネ対策に対し て中期計画6年
間で97件を 採用し て約2, 286万円の補助を 行い、 エネル
ギー消費の抑制を 実施し た。

Ⅲ Ⅲ

1, 712千円の費用減少を 見込んでいる 。 ）

・ 調達プロ セスや仕様内容の見直し を 通じ た調達費用の削
減を 図る ために、 従来の現場主体の検討から 一歩踏み込ん
だ施策と し て、 コ ン サルティ ン グ事業者を 活用し た取組み
を 開始する こ と と し た。 令和３ 年度は財務データ （ 総勘定
元帳） や契約書類を 基に、 費用適正化の初期診断を 実施し
た。
（ 令和4年度は、 初期診断結果から 削減余地分析を 行い、
費用適正化のための施策の実行を 、 当該事業者と 共同で進
めていく 予定である 。 ）
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ財務部 ・ 長期運用については、 証券会社等に市場動向についてヒ
アリ ン グを 行い、 よ り 利率の高い債券を 購入し ている 。 短
期運用については、 資金の状況に応じ て、 複数の金融機関
から 提案を 受け、 最も 利率の高い提案を 行っ た金融機関
で、 譲渡性預金又は大口定期預金にて運用を 行っ ている 。
また、 資金運用先と し て、 国内銀行の他に外国銀行と の取
引を 新たに拡大でき る よ う 運用基準の一つである 運用先選
定条件を 緩和し た。 さ ら に、 学内施設の利用に関する 意向
調査を 実施し 、 廃止が決定し た環境健康フ ィ ールド 科学セ
ン タ ー海浜環境園芸農場（ 熱川地区） 及び医学薬学府附属
薬用資源教育セン タ ー館山圃場に関する 保有資産の有効活
用の可能性について金融機関を 通じ て情報収集を 行っ た。
上記のほか後述の保有資産の有効利用策や平成31事業年度
の実施状況、 平成27年度の中期計画策定時には想定し な
かっ た取組の多様性を 考慮し 、 中期計画を 上回っ ている と
判断し た。

・ 効率的で効果的な運用を 行う ため、 国立大学法人法第三
十四条の三における 業務上の余裕金の運用にかかる 文部科
学大臣の認定基準に定める 「 第二」 区分を 申請し 、 令和元
年７ 月10日に認定を 受け業務上の余裕金の運用範囲の拡大
を 図っ た。 ７ 月の認定を 受けて、 新たに設置さ れた資金運
用管理委員会の助言のも と 基本ポート フ ォ リ オ、 資金運用
方針・ 資金運用計画を 作成し 、 利率の高い無担保社債の購
入、 利率の高い債券への買換えの計画、 利率の高い特約付
定期預金への預け入れを 実施し た。 また、 西千葉キャ ン パ
スに隣接する 東京大学生産技術研究所附属千葉実験所跡地
の取得に関し 、 国庫納付金の取扱いを 含め、 よ り 有効な活
用を 図る ため、 文部科学省連絡調整会議に東大キャ ン パス
移転計画の一部と し て報告し 、 了承さ れた。

 ・ 国立大学法人法第34条の２ における 土地等に係る 貸付
けについて、 令和２ 年５ 月26日開催の役員会において、 柏
の葉キャ ン パスの一部（ 約48, 000㎡） を 英国ラ グビ ー校に
対し 定期借地する こ と を 決定し た。 令和２ 年６ 月４ 日付け
にて文部科学大臣宛に申請を 行い、 令和２ 年９ 月４ 日付け
にて認可を 受け、 令和３ 年７ 月に合意書を 締結し 、 令和４
年１ 月に基本協定書を 締結し た。 事業協定書についても 締
結に向けて調整を 進めている （ 計画No. 83の再掲） 。

◆　 リ スク に配慮し つつ、 適
正かつ有効に資金を 運用す
る 。 また、 保有資産の現状を
把握し 、 教育・ 研究・ 診療に
支障のない範囲で、 有効利用
を 促進する 。

・ 本年度の資金運用方針・ 計画に則り 、 第二区分
認定後に購入可能と なっ た商品を 中心に運用を
行っ ている 。 また、 預託金融機関の経営状況につ
いて、 毎月２ 回、 自己資本比率及び複数の格付機
関によ る 評価を 調査し 信用リ スク について監視し
ている 。 さ ら に、 本学所有債券の時価評価額の動
向についても 日々確認し ている 。

・ 長期及び短期運用については、 市場動向につい
て証券会社等から 情報の収集を 行い、 リ スク 管理
を 行っ た上、 適切な運用を 行っ ている 。

 ・ 西千葉キャ ン パスに隣接する 東京大学生産技
術研究所附属千葉実験所跡地の取得については、
令和４ 年３ 月末までに交換・ 売買契約締結予定で
ある 。

 ・ 国立大学法人法第34条の２ における 土地等に
係る 貸付けについて、 令和２ 年５ 月26日開催の役
員会において、 柏の葉キャ ン パスの一部（ 約
48, 000㎡） を 英国ラ グビ ー校に対し 定期借地する
こ と を 決定し た。 令和２ 年６ 月４ 日付けにて文部
科学大臣宛に申請を 行い、 令和２ 年９ 月４ 日付け
にて認可を 受け、 令和３ 年７ 月に合意書を 締結
し 、 令和４ 年１ 月に基本協定書を 締結し た。 事業
協定書についても 締結に向けて調整を 進めている
（ 計画No. 83の再掲） 。

◆　 余裕金の運用について
は、 金融市場の動向や金融政
策を 注視する と と も に、 取引
金融機関のリ スク の監視を 継
続的に行い、 元本の安全性を
十分確保し つつ、 効率的な資
金運用に努める 。
　 また、 保有資産にかかる 土
地・ 建物の有効活用を 行う と
と も に自己収入の確保に努め
る 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ・ 全学の点検・ 評価と し て、 「 大学基本データ 分析によ る
自己点検・ 評価」 及び「 年度計画の実施状況に基づく 自己
点検・ 評価」 を 毎年度実施し た。 また、 各部局において
も 、 第3期中期目標期間における 自己点検評価・ 外部評価
の実施計画に基づき 、 計画的に点検・ 評価を 実施し た。

・ 平成29年度国立大学法人評価委員会によ る 評価結果を 踏
まえ、 附属病院における 画像診断に関する 確認体制の不備
について、 体制、 教育、 システムの改善等に反映し 、 公表
し た。

・ 教育の質保証に関する 内部質保証体制を 見直し 、 各分野
の責任組織の点検・ 評価結果や改善計画を 大学評価部門が
取り まと め、 組織的な改善ができ る よ う 、 規程等を 整備し
た。

・ 第4期中期目標・ 中期計画の評価指標について、 各指標
担当組織が客観的・ 合理的なフ ォ ロ ーアッ プを 行える よ
う 、 ロ ジッ ク モデルの様式を 整備し た。 次年度以降、 中期
計画以外の全学的な計画・ 戦略等についても 点検・ 評価体
制を 整備し ていく 予定である 。

◆　 客観的・ 合理的なデータ
を 活用し て、 全学及び部局の
点検・ 評価を 実施し 、 評価結
果を 教育・ 研究の質の向上を
はじ めと し た大学運営の改善
の取組に結びつける 。

・ 年度計画及び中期計画の実施状況に基づく 全学
の自己点検・ 評価の運用方法を 見直し 、 各計画の
担当組織が部局の状況を 踏まえて点検・ 評価を 実
施でき る よ う にし た。

・ 教育の質保証に関する 内部質保証体制を 見直
し 、 各分野の責任組織の点検・ 評価結果や改善計
画を 大学評価部門が取り まと め、 組織的な改善が
でき る よ う 、 規程等を 整備し た。

・ 第4期中期目標・ 中期計画の評価指標につい
て、 各指標担当組織が客観的・ 合理的なフ ォ ロ ー
アッ プを 行える よ う 、 ロ ジッ ク モデルの様式を 整
備し た。 次年度以降、 中期計画以外の全学的な計
画・ 戦略等についても 点検・ 評価体制を 整備し て
いく 予定である 。

運営基盤機構大
学評価部門

◆　 全学及び部局の点検・ 評
価を 着実に実施する と と も
に、 点検・ 評価項目における
傾向と 分析を 踏まえ、 教育・
研究の質の向上を はじ めと し
た大学運営の改善の取組に結
び付ける 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ◆  本学のブラ ン ディ ン グの
ための体制を 整備し 、 新たな
広報戦略を 策定・ 実行する こ
と によ り 、 戦略的広報活動を
推進する 。

・ 広報誌「 ち ばだいプレ ス」 の企画立案にあたっ
ては、 広報室員よ り 関係部局の担当者に意見を 求
める と と も に、 広報室主動のも と 協働し て取材・
製作を 進める こ と で、 情報発信の意識づけを 図っ
た。

・ 昨年度に引き 続き 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症
に関する 本学の発信情報を まと めた特設ウェ ブサ
イ ト では、 学生・ 教職員等本学の構成員に向けた
情報や近隣住民・ 学外関係者等に向けた情報を 、
本学の各部署それぞれが積極的に発信し た。

・ 従前よ り 発信すべき 情報に応じ 、 記者会見やプ
レ スリ リ ース等を 行っ てき たが、 それら に加えて
今年度から 年数回の記者発表会の場を 設け、 千葉
大学の取り 組みを 記者の方々へダイ レ ク ト に発信
する 機会を 増やし た。

・ 大学の風景やマスコ ッ ト を 活用し たオリ ジナル
グッ ズの販売、 マスコ ッ ト を 活用し た大学の様子
が伝わる 動画・ 画像の発信等、 よ り 広い層を タ ー
ゲッ ト にし た新たな大学の魅力発信に取り 組ん
だ。

・ SNS（ t wi t t er 、 Facebook） を 積極的に活用し て
情報発信を 行い、 令和４ 年３ 月上旬にはTwi t t er
のフ ォ ロ ワーが１ 万人を 超えた。

広報戦略本部 ・ 広報戦略本部において策定し た広報基本方針に基づき 、
「 広報に対する 意識（ 広報マイ ン ド ） の醸成」 「 正確かつ
適切な情報発信」 「 効果的な広報活動の推進」 「 統一的な
広報活動の推進」 を 実施する ため、 広報に係る 研修と し て
部局長等を 対象と し たリ スク 発生時の広報対応研修及び全
職員を 対象と し た広報デザイ ン 研修を 実施し た。 また、 プ
レ スリ リ ースにあたっ ては、 記者ク ラ ブへの提供、 記者会
見の実施（ 県政記者ク ラ ブ、 文部科学省等） 、 記者メ ーリ
ン グリ スト を 通じ て報道各社へ直接情報提供を 行う と と も
に、 ウェ ブサイ ト への掲載、 ネッ ト 配信サービ ス
（ PRTi mes、 ＠大学） 、 SNS（ t wi t t er 、 Facebook） 等、 各
種広報媒体を 活用し 、 様々なステーク ホルダーに向けた情
報発信を 行っ た。 さ ら に、 本学の新たな広報ツ ールである
千葉大学コ ーヒ ーを 基軸と し た地域連携イ ベン ト の実施、
千葉市や千葉商工会議所へ千葉大学グッ ズ（ コ ーヒ ー、 は
ち みつ等） の紹介・ 販売相談等を 実施し 、 千葉大学ブラ ン
ド の積極的な発信を 図っ た。 上記の他、 後述の「 令和２ 年
度入学者選抜試験（ 学部） 志願者数国立大学１ 位」 など、
個々の取組の多様性や実施状況から 、 中期計画を 上回っ て
いる と 判断し た。

・ ６ 月に役員、 部局長等を 対象と し たリ スク 発生時の広報
対応にかかる 研修を 、 12月に全教職員を 対象と し た広報に
関する 基本知識やプレ スリ リ ース方法の習得を 目的と し た
研修を 実施し た。 また、 プレ スリ リ ースにあたっ ては、 記
者ク ラ ブへの提供、 記者会見の実施（ 県政記者ク ラ ブ、 文
部科学省等） 、 記者メ ーリ ン グリ スト を 通じ て報道各社へ
直接情報提供を 行う と と も に、 ウェ ブサイ ト への掲載、
ネッ ト 配信サービ ス（ PRTi mes、 ＠大学） 、 SNS
（ t wi t t er 、 Facebook） 等、 各種広報媒体を 活用し 、 様々
なステーク ホルダーに向けた情報発信を 行っ た。

・ 広報誌「 ち ばだいプレ ス」 の企画立案にあたっ ては、 広
報室員よ り 関係部局の担当者に意見を 求める と と も に、 広
報室主導のも と 協働し て取材・ 製作を 進める こ と で、 情報
発信の意識づけを 図っ た。 さ ら に、 大学の広報活動を 意識
さ せる ためにも 、 広報誌が完成し た際には、 学生を 含む全
構成員に周知を 図っ た。

・ 大学の風景やマスコ ッ ト を 活用し たオリ ジナルグッ ズを
作成し 、 よ り 広い層を タ ーゲッ ト にし た新たな大学の魅力
発信に取り 組んだ。

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に関する 本学の発信情報を ま
と めた特設ページにおいては、 学生・ 教職員等本学の構成
員に向けた情報や近隣住民・ 学外関係者等に向けた情報を
わかり やすく 体系的にまと め、 本学の各部署それぞれが積
極的に発信し た。

・ 医学部附属病院では新型コ ロ ナウイ ルス感染症に関連
し 、 病院長メ ッ セージ、 病院における 対応状況や経営悪化
の現状等、 メ ディ アへ積極的に情報発信し た。 また、 新型
コ ロ ナウイ ルスに関する 基本情報や感染対策等の動画を
YouTubeへ掲載し 、 院内外で活用さ れている 。

・ 従前よ り 発信すべき 情報に応じ 、 記者会見やプレ スリ
リ ース等を 行っ てき たが、 それら に加えて令和３ 年度から
年数回の記者発表会の場を 設け、 千葉大学の取り 組みを 記
者の方々へダイ レ ク ト に発信する 機会を 増やし た。

・ 大学の風景やマスコ ッ ト を 活用し たオリ ジナルグッ ズの
販売、 マスコ ッ ト を 活用し た大学の様子が伝わる 動画・ 画
像の発信等、 よ り 広い層を タ ーゲッ ト にし た新たな大学の
魅力発信に取り 組んだ。

・ SNS（ t wi t t er 、 Facebook） を 積極的に活用し て情報発信
を 行い、 令和４ 年３ 月上旬にはTwi t t er のフ ォ ロ ワーが1万
人を 超えた。

◆　 広報戦略本部が中心と な
り 、 各部局及びその構成員の
広報に対する 意識（ 広報マイ
ン ド ） を 醸成し 、 情報発信力
を 強化する 活動を 行う 。
　 また、 発信すべき 情報に応
じ 、 記者会見やプレ スリ リ ー
ス、 SNS等の多様な手法や大
学オリ ジナルグッ ズを 活用し
て効果的な広報活動を 行う 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

◆  教育研究等に関する 基本
情報や教育・ 研究データ ベー
スを 活用し た学術成果の情報
等、 大学の有意な教育研究活
動の成果を 学術成果リ ポジト
リ 等によ り 国内外に広く 公開
する 。 また、 自己点検・ 評価
や第三者評価の結果や大学
ポート レ ート を 活用する こ と
によ り 、 法人運営に関する 基
本情報について、 適切に公開
する 。

・ 学術成果リ ポジト リ 「 CURATOR」 においてかねてよ り 学
位論文、 紀要論文、 研究データ 等を 公開し てき ており 、 累
積公開件数は約94, 000件と なっ た。 また平成30年に萩庭植
物標本画像データ 51, 819点に電子コ ン テン ツ 国際的識別子
DOI を 付与し 、 萩庭植物標本画像の研究データ と し ての流
通性を 高めた。 機関リ ポジト リ における 研究データ への大
規模なDOI 付与は国内初であり 、 平成30年度国立大学法人
評価結果において高く 評価さ れた。

・ 本学の研究成果と し ての著作物の可視性を 高める ため、
令和２ 年度に「 千葉大学の本棚（ cu-Books） 」  を 公開し
た。 こ れは本学教員の著作図書や機関リ ポジト リ から 公開
さ れた紀要論文の電子版を 合わせて発信する ポータ ルサイ
ト である 。 著者のコ メ ン ト も 掲載する こ と がで

・ 学術成果リ ポジト リ 「 CURATOR」 において学位
論文、 紀要論文、 研究データ 等を 公開し ており 、
約94, 000件を 超える コ ン テン ツ が登録さ れてい
る 。

・ 本学教員がデジタ ルで新たに制作し たモノ グラ
フ およ び、 教員が過去に冊子体で発行し たモノ グ
ラ フ や科研費報告書にDOI を 付与し てリ ポジト リ
から 公開する 等、 本学教員によ る 多様なコ ン テン
ツ の発掘・ 公開を 推進し 、 ６ 件のモノ グラ フ ・ 科
研費報告書を DOI 付き で公開し た。

・ 令和２ 年度に公開し た千葉大学の本棚cu-Books 
では、 本学教員の著作図書や機関リ ポジ

附属図書館

・ 国立大学法人と し ての公表事項や教育研究情報（ 学校教
育法施行規則第172条の2関係） 、 自己点検・ 評価や第三者
評価の結果等の法人運営に関する 基本情報については、 随
時ウェ ブサイ ト で更新・ 公開でき る 体制を 整備し た。 ま
た、 大学ウェ ブサイ ト ト ッ プページから 各コ ン テン ツ まで
の導線を 見直し 、 必要な情報に真っ 直ぐ 辿り 着ける よ う 改
善を 図っ た。 併せて、 大学公式SNS（ t wi t t er 、 Facebook）
の運用方法を 見直し 、 プレ スリ リ ース、 イ ベン ト 情報等を
よ り 積極的に発信し た。  さ ら に、 学術成果リ ポジト リ
「 CURATOR」 において学位論文、 紀要論文、 研究データ 等
を 公開し ており 、 CURATORで公開し ている 萩庭植物標本画
像データ 51, 819点に電子コ ン テン ツ 国際的識別子DOI を 付
与し 、 萩庭植物標本画像の研究データ と し ての流通性を 高
めた。 機関リ ポジト リ における 研究データ への大規模な
DOI 付与は国内初と なる 。 本取組は、 平成30年度国立大学
法人評価結果において高く 評価さ れた。

・ 大学公式ウェ ブサイ ト において、 視認性向上の観点か
ら 、 ニュ ース、 イ ベン ト 情報のう ち 特に重要性の高いも
の、 長期掲載を 必要と する も のについて、 ト ッ プページで
固定化でき る 機能を 実装し た。 また、 視認性・ 操作性向上
の観点から 、 ト ッ プページスラ イ ド の仕様を 変更する と と
も に、 話題性の高いスラ イ ド を 優先表示さ せる よ う 、 体制
を 整備し た。 さ ら に、 学術成果リ ポジト リ 「 CURATOR」 に
おいて学位論文、 紀要論文、 研究データ 等を 公開し てお
り 、 本年度の取組と し て、 千葉大学日本文化研究会民話分
科会が46年前に発行し た「 日本文化研究会民俗調査報告
書」 15点を 、 卒業生ら によ る 電子化の活動を 経て、 学術成
果リ ポジト リ よ り 公開し た。

・ 日本語版ウェ ブサイ ト では、 視認性向上の観点から 、 令
和２ 年度にト ッ プページのスラ イ ダーの取扱いを 見直し 、
旬の情報を 掲載する など、 訪問者への誘引を 図っ た。 ま
た、 令和３ 年度には、 ト ッ プページを リ ニュ ーアルし 、
「 ピ ッ ク アッ プ」 項目の新設、 研究・ 産学連携ページへの
アク セス向上等を 行っ た。

・ 各部局等において、 新型コ ロ ナウイ ルスの感染拡大に伴
い、 対面での広報活動が制限さ れる なか、 各種説明会や
オープン キャ ン パス、 学部紹介等を 従来の対面式に代わ
り 、 ウェ ブサイ ト のコ ン テン ツ 拡充や新規動画制作等、 オ
ン ラ イ ン 上で実施し た。

・ アカ デミ ッ ク ・ リ ン ク ・ セン タ ーでは、 論文・ 著作図書
等、 教員の成果物である 書籍等を 紹介する ポータ ルサイ ト
「 千葉大学の本棚： cu-Books」 を 新たに公開し 、 SNSと 連
動し て情報発信でき る 仕組みを 構築し た。

・ 日本語版ウェ ブサイ ト のト ッ プページを リ
ニュ ーアルし 、 「 ピ ッ ク アッ プ」 項目の新設、 研
究・ 産学連携ページへのアク セス向上等を 行っ
た。 また、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対策と
し てイ ベン ト 等が制限さ れる 中、 ウェ ブサイ ト 上
でのオープン キャ ン パスや説明会の開催、 学部案
内動画やウェ ブサイ ト の作成等、 コ ン テン ツ の拡
充を 図っ た。

・ 国立大学法人と し ての公表事項や教育研究情報
（ 学校教育法施行規則第172条の２ 関係） 、 自己
点検・ 評価や第三者評価の結果等の法人運営に関
する 基本情報について、 随時ウェ ブサイ ト で更
新・ 公開でき る 体制を 提供し 、 各担当と 協力し な
がら 公開方法等について検討を 行っ た。

広報戦略本部◆　 教育研究情報が社会によ
り 効果的に伝わる よ う ウェ ブ
サイ ト 等の改善・ 充実を 図る
と と も に、 自己点検・ 評価や
第三者評価の結果等の法人運
営に関する 基本情報につい
て、 社会へ広く 発信でき る よ
う 工夫する 。
　 また、 本学刊行の紀要等の
教育研究活動の成果を 学術成
果リ ポジト リ によ り 国内外に
広く 公開する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

広報戦略本部 ・ 英語版ウェ ブサイ ト について、 閲覧対象者を 意
識し た情報発信を 行う べく 、 広報戦略本部・ グ
ロ ーバル推進基幹が協働のも と 、 視認性の向上、
コ ン テン ツ の整理のためのリ ニュ ーアルを 行い、
継続し てコ ン テン ツ の充実度向上に取り 組んだ。
「 対象者を 意識し た、 情報が探し やすいHPに」 を
リ ニュ ーアルの方針と 定め、 情報を 対象者別に分
類し 、 ページ構成全体像を 分かり 易く 提示し た。
また、 英語で行われる 授業についての情報など、
留学生が特に興味を 持つ情報については新たに追
加し た。

Ⅲ Ⅲ ・ 英語版ウェ ブサイ ト の認識性向上を 図る べく 、 広報戦略
本部と グロ ーバル・ キャ ン パス推進基幹が共同し て問題点
を 共有、 既存コ ン テン ツ の見直し を 進め、 令和２ 年度に計
2回に渡り 更新し た。

・ 令和３ 年度に「 対象者を 意識し た、 情報が探し やすいHP
に」 を リ ニュ ーアルの方針と 定め、 情報を 対象者別に分類
し 、 ページ構成全体像を 分かり 易く 提示し た。 また、 英語
で行われる 授業についての情報など、 留学生が特に興味を
持つ情報については新たに追加し た。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

  

 

き 、 所蔵場所、 電子版へのリ ン ク 、 さ ら にSNSへの発信も
行う 機能も 併せ持つも のであり 、 主に人文社会科学系の重
要な研究成果である 図書（ 単行書） について、 図書館に配
架する だけでなく 広く 社会に発信する こ と ができ 、 大学の
ブラ ン ド 力向上につながる こ と が期待さ れる 。 令和４ 年３
月末現在で213件の著作物についての情報を 発信し ている

 

ト リ から 公開さ れた紀要論文の電子版を 合わせ
て、 令和３ 年度には99件の研究成果を 発信し た。

・ 平成28年度に英語版ウェ ブサイ ト の全面リ ニュ ーアルを
行い、 日本語版と デザイ ン を 統一し た。 また、 特に優先度
の高いアカ デミ ッ ク カ レ ン ダーを 英語版ウェ ブサイ ト の分
かり やすい位置に配置する と と も に、 本学の特色である 6
タ ーム制を 分かり やすく ビ ジュ アル化し た。 さ ら に、 国際
的な広報活動を 実践すべく 、 米国科学振興協会が提供する
オン ラ イ ン ニュ ースサービ ス「 Eur ekAl er t 」 の導入に着手
し 、 平成30年度には2件のリ リ ースを 実施し た。 こ れら を
活用し 、 英語版ウェ ブサイ ト のト ッ プページに表示さ れる
「 News&Event s」 の更新を 行い、 コ ン テン ツ の充実を 図っ
た。
 令和２ 年度には本学の国際的な活動を アピ ールすべく 、
SGUを 始めと する 様々な取組を 英語で簡潔に説明する ペー
ジを 作成し た。 また、 留学生の関心が高い内容も 追加で掲
載し た。 令和３ 年度には「 Pr esi dent ’ s Choi ce」 と 題し
て、 月に1回程度、 本学学長いち 推し のニュ ースを 英語で
発信し ている 。 また、 本学の各海外拠点について、 沿革と
活動概要を まと めたページを 作成し た。 その他、 当該年度
に注力する 研究や英語で受講可能な授業一覧などを 、 タ イ
ムリ ーに更新し ている 。

・ 視認性向上の観点から 、 News&Event s情報のう ち 特に重
要性の高いも の、 長期掲載を 必要と する も のについて、
ト ッ プページで固定化でき る 機能を 、 日本語版ウェ ブサイ
ト での実装と 併せて英語版ウェ ブサイ ト でも 実装し た。 更
に、 レ イ アウト も 改善を し 、 パソ コ ン 、 タ ブレ ッ ト 、 ス
マート フ ォ ン など、 どの端末から も 見やすいよ う に、 画面
の大き さ に応じ てページの構成や画像自体が変わる よ う に
対応を 行っ た。

・ 「 Pr esi dent ’ s Choi ce」 と 題し て、 月に１ 回
程度、 本学学長いち 推し のニュ ースを 英語で発信
し ている 。 また、 本学の各海外拠点について、 沿
革と 活動概要を まと めたページを 作成し た。 その
他、 当該年度に注力する 研究や英語で受講可能な
授業一覧などを 、 タ イ ムリ ーに更新し ている 。

グロ ーバル・
キャ ン パス推進
基幹

91 ◆　 広報戦略本部と グロ ーバ
ル・ キャ ン パス推進基幹が共
同し て、 英語版ウェ ブサイ ト
のコ ン テン ツ レ イ アウト の視
認性向上、 コ ン テン ツ 内容の
充実等を 図り 、 海外の学生、
研究者等に向けた情報発信を
推進する 。

◆　 本学の情報を よ り 広く 国
内外へ発信する ため、 外国語
ウェ ブサイ ト を 含めた大学の
学外向けウェ ブサイ ト につい
て、 内容を 改善・ 充実する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

・ イ ン フ ラ 長寿命化計画（ 行動計画） を 踏まえて、 個別施
設計画を 作成する ためのワーキン ググループを 定期的に開
催し 、 継続的な検討を 行い、 劣化防止の計画を 用いて、 大
学全体の施設に関し て整備計画を 策定し た。 こ れまでに実
施し た主な改修整備は、 西千葉キャ ン パスにおいて、 「 附
属幼稚園」 「 附属中学校」 「 教育学部音楽棟」 「 人文社会
系総合研究棟」 「 理学部5号館」 、 亥鼻キャ ン パスにおい
て、 「 福利厚生施設」 「 サーク ル会館」 、 松戸キャ ン パス
において、 「 附属図書館松戸分館」 、 長沼原団地におい
て、 「 附属特別支援学校」 の改修工事を 行っ た。

・ 施設整備費補助金によ り 、 給水設備改修（ 西千葉、 亥
鼻） 、 ガス設備改修（ 西千葉） 、 防災設備改修（ 亥鼻） を
行っ た。 また、 理学部3号館等の空調機更新及び各所
シャ ッ タ ー等の法令対応を 実施する と と も に、 ラ イ フ ラ イ
ン 再生や建物改修等の概算要求を 行い、 令和元年度補正予
算で1件、 令和２ 年度予算で2件、 令和３ 年度予算で2件採
択さ れた。 さ ら に、 附属病院中央診療棟、 PFI 事業によ る
医学系総合研究棟がと も にR2年度に完成し た。

・ 各部局と 連携を 図り 、 千葉大学環境エネルギー方針及び
キャ ン パスごと の環境目的・ 環境目標・ 実施計画に従い、
全学的な環境負荷の削減に取り 組み、 内部監査によ り 取組
状況を 確認し た。 なお、 環境I SO学生委員会を 主体と し た
環境マネジメ ン ト システムの運用の取組が評価さ れ、 世界
的な数々の賞を 受賞し た。 また、 地域住民の方々と 交流す
る 場を 設ける こ と を 目的と し た花壇整備や落ち 葉等の有効
利用を 展開する こ と を 目的と し て作成し たたい肥の地域住
民へ頒布などを 実施し た。
・ 平成29年度から 開始し た「 ７ 色の虹を 千葉から 未来へ 
～千葉大学×京葉銀行 ecoプロ ジェ ク ト ～」 を 本年度も 継
続し 、 地域活性と 環境に貢献し た。 近年はメ ディ ア取材も
増え（ 2017-令和３ 年度において、 新聞記事掲載やテレ ビ
報道などは74件） 、 プロ ジェ ク ト への参加者だけでなく 、
間接的な環境やSDGsの啓発につながっ ている 。

・ 毎月学内向けウェ ブサイ ト にて省エネに関する データ
( 電気・ ガス・ 上水・ 井水) を 部局別及び建物別に公開し て
いる 。

・ 空調設備更新計画に基づき 、 工学部１ 号棟・ 総合校舎8
号館・ 附属幼稚園・ 国際教育セン タ ー・ 附属中学校・ （ 亥
鼻） 福利施設・ 学内共同研究セン タ ー・ 人文社会科学系総
合研究棟・ 工学部１ ５ 号棟等の空調設備更新を 計画通り 実
施し た。 医薬系Ⅰ空調設備について（ R4. 5完成予定） 施工
中である 。
消防設備改修計画に基づき 附属中学校等電灯（ 誘導灯） 設
備等改修工事によ り 照明器具を LED化し 省エネを 図っ た。

・ 令和３ 年度４ 月～11月期のエネルギー使用量はコ ロ ナ禍
以前の令和元年度同期間と 比較し て、 亥鼻キャ ン パスは新
築によ り 延床面積が増えたため、 114. 9％と 増加し ている
が、 西千葉キャ ン パスは93. 5％、 松戸キャ ン パスは95. 6％
と 大幅な削減と なっ ている

・ I SO14001の適用範囲である 附属病院を 除く 主要4キャ ン
パスの総エネルギー投入量について、 I SO14001を 取得する
前の2004年度と コ ロ ナ前の令和元年度を 比較する と 9. 1％
削減さ れた。

◆　 西千葉、 松戸、 柏の葉、
亥鼻キャ ン パスにおける 環境
マネジメ ン ト システム規格
（ I SO14001） 及び環境エネル
ギーマネジメ ン ト 規格
（ I SO50001） の内部監査等を
含むシステムを 確実に運用し
て、 質の高い環境教育・ 研究
の推進及びキャ ン パス全体の
環境負荷削減と 環境美化を 実
施する 。 併せて地域と の連携
によ る 環境改善活動を 推進す
る 。

◆　 地球環境に配慮し た良好
なキャ ン パス環境の整備を 推
進し 、 教育研究施設、 附属病
院、 附属図書館、 学生寮にお
いて、 教育研究、 医療環境及
び学生生活の充実のため、 新
たな施設整備計画を 策定し 、
国の財政措置の状況を 踏ま
え、 必要な施設設備の整備・
改修等を 計画的に実施する 。
また、 PFI 事業によ り 、 医学
系総合研究棟を 整備する 。

・ 個別施設計画に基づき 、 施設整備費補助金によ
り （ 亥鼻） 給水設備改修を 実施。

・ 劣化防止費等執行計画に基づき 、 （ 西千葉） 工
学部15号棟等空調設備改修、 （ 西千葉） 理学部３
号館屋上防水等改修、 （ 西千葉） 人文社会科学系
総合研究棟空調設備他改修、 （ 亥鼻） 特高変電所
屋上防水改修、 （ 西千葉） 工学部４ ・ ６ 号棟便所
改修、 （ 亥鼻） 蓄電池設備改修等を 実施。

運営基盤機構
キャ ン パス整備
企画部門

◆　 イ ン フ ラ 長寿命化計画や
劣化防止費等執行計画書に基
づき 、 整備・ 改修を 計画的に
実施する 。

施設企画課 ・ 令和３ 年度は学生委員会に１ 年生が170名加入
し 、 全体で300名近い学生と と も に環境マネジメ
ン ト システムの運用を 進めている 。 京葉銀行と 連
携し た「 千葉大学×京葉銀行ecoプロ ジェ ク ト 」
も コ ロ ナ禍でも 実施でき る 工夫を し ながら 全ての
企画を 進行さ せている 。 本プロ ジェ ク ト の継続性
発展性が評価さ れ、 令和３ 年12月に、 サステイ ナ
ブルキャ ン パス賞2021学生活動部門を 受賞し た。

・ 毎月学内向けウェ ブサイ ト にて省エネに関する
データ ( 電気・ ガス・ 上水・ 井水) を 部局別及び建
物別に公開し ている 。

・ 空調設備更新計画に基づき 、 人文社会科学系総
合研究棟空調設備改修工事、 工学部15号棟等空調
設備改修工事によ り 老朽空調を 更新し た。 また、
医薬系総合研究棟Ⅰ期７ 階空調設備改修工事を 計
画し 現在施工中（ 令和４ 年５ 月20日完成予定） 。

・ 消防設備改修計画に基づき 附属中学校等電灯
（ 誘導灯） 設備等改修工事によ り 照明器具を LED
化し 省エネを 図っ た。
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◆　 環境マネジメ ン ト システ
ム規格（ I SO14001） に準拠し
た運用を 進め、 環境I SO学生
委員会の参加を 得て、 地域の
関係機関と 連携し た環境改善
活動を 実施する 。
　 また、 環境エネルギーマネ
ジメ ン ト 規格（ I SO50001） に
準拠し たエネルギーレ ビ ュ ー
を 行う ため、 学内向けウェ ブ
サイ ト で省エネに関する デー
タ （ 電気・ ガス・ 上水・ 井
水） を 部局別及び建物別に公
開し 、 全学のエネルギー消費
抑制を 図る 。
　 さ ら に、 老朽化し た空調機
及び、 照明器具の更新など省
エネルギーに資する 工事を 推
進する 。

93
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ 「 千葉大学キャ ン パスマスタ ープラ ン 2017」 を 平成29年
度に策定する と と も に、 全学共同利用スペースのう ち 、 学
長のト ッ プマネジメ ン ト によ り 戦略的に配分さ れる 学長裁
量スペースと 公募制の競争的スペースについて、 継続し て
スペースの確保を 行っ た。 令和４ 年度初頭の策定を 目指し
て、 「 千葉大学キャ ン パスマスタ ープラ ン 2022」 の改訂を
行っ た。

・ イ ン フ ラ 長寿命化計画に基づき 、 附属図書館松戸分館改
築、 亥鼻特高変電所や小湊中央棟等の防水改修、 特別支援
学校改修（ Ⅰ期） 、 理学部3号館等の空調機更新・ 長寿命
化改修、 工学部4・ 6号棟便所改修、 亥鼻蓄電池設備改修、
各所防火シャ ッ タ ー法令対応工事等を 実施し た。

・ 工学系再開発基本計画の策定において、 施設マネジメ ン
ト システムのデータ ベースに基づき 、 40棟56, 022㎡（ 保有
面積比8. 9%） を 対象に共有スペースの集約と 再配分を 行っ
た（ 計画No. 69の再掲） 。

◆　 教育研究活動に配慮し つ
つ、 効率的かつ効果的な施設
利用を 推進する ため、 老朽化
対策の観点から キャ ン パスマ
スタ ープラ ン を 見直し 、 施設
マネジメ ン ト システムを 運用
し て、 施設の有効活用及びス
ペースの再配分を 行う 。

◆　 第４ 期中期目標・ 中期計
画に向けて、 キャ ン パスマス
タ ープラ ン の改訂に取り 組
む。
　 また、 施設設備の整備・ 改
修等を 計画的に実施し 、 キャ
ン パスマスタ ープラ ン に沿っ
て、 効率的かつ効果的な施設
利用を 推進する 。
　 さ ら に、 施設点検評価を 実
施し 、 評価結果を 踏まえ、 施
設の有効利用等を 促進する と
と も に、 第４ 期中期目標・ 中
期計画に向けて、 スペース
チャ ージ徴収額・ 徴収部局の
拡大に取り 組む。

94 ・ キャ ン パスマスタ ープラ ン の改訂作業が進行中
（ R4年度初頭に発行予定） 。

・ 計画No. 92に示すほか、 劣化防止費等執行計画
等に基づき 、 （ 亥鼻） 看護・ 医薬系総合研究棟、
（ 西千葉） 文・ 法政経学部１ 号棟等の外壁・ 屋上
防水改修、 （ 西千葉） 総合校舎６ 号館、 （ 西千
葉） フ ロ ン ティ ア医工学セン タ ー、 （ 亥鼻） 看
護・ 医薬系総合研究棟等の空調設備改修、 （ 西千
葉） 本部棟、 （ 西千葉） 附属小学校等の給排水設
備改修等を 実施。

・ キャ ン パスマスタ ープラ ン の考え方に基づき 、
工学系再開発、 東大生産技術研究所（ 東大生研）
跡地開発、 柏の葉の北側敷地への移転等の計画を
検討。 西千葉の東大生研跡地購入や亥鼻の市道拡
幅に伴い、 各団地の地区計画を 見直し 。

・ 全学施設の利用状況調査（ Net FM） を 実施（ 令
和３ 年５ 月） 。 令和２ 年度の改修で新設さ れた理
学部5号館内競争的スペースが審査の上、 利用開
始（ 令和３ 年４ 月～） 。 工学系総合研究棟１ の低
利用の部屋について、 戦略的かつ有効な活用のた
め学長裁量スペースに振替え（ 2部屋計98㎡、 ス
ペースチャ ージ徴収額490, 000円／年の増額に相
当） （ 計画No. 69の再掲） 。

運営基盤機構
キャ ン パス整備
企画部門
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ・ 化学物質及び高圧ガスに関する チェ ッ ク を 全学の研究室
及び各部局の化学物質管理者が行っ た。 千葉大学化学物質
管理システム（ CUCRI S） によ る 化学物質管理では、 各研究
室から の多く のト ラ ブルに対応する と と も に、 毒劇物デー
タ ベースを 最新版に更新し 、 ウェ ブサイ ト 上で管理漏れの
ないよ う に周知徹底を 図っ た。 また、 リ スク マネジメ ン ト
に係る 意識の向上や知識の習得等を 図り 、 大学運営の円滑
化に資する こ と を 目的と し て、 3キャ ン パス遠隔システム
を 活用し た「 危機管理に関する 講習会」 を 開催し た。 さ ら
に、 全学教職員、 学生を 対象に、 災害時における 応急措置
等の知識の向上を 図る こ と を 目的と し た防災に関する 講習
会・ 訓練を 実施し た。 感染症に関する 情報を 取得し た場合
には、 速やかにウェ ブサイ ト ・ SNS等によ り 学生・ 教職員
に対策を 含めて情報提供し た。 上記の他後述の大規模災害
発生時の関東・ 甲信越地区国立大学法人等間の連携や学生
主体によ る 歩車分離レ ーン の設置など、 個々の取組の多様
性や実施状況から 、 中期計画を 上回っ ている と 判断し た。

・ 化学物質の適切な管理については、 爆発物製造防止対策
を 含めて、 良好な管理が継続さ れている こ と を 確認し た。
高圧ガスについても 同様に、 化学物質等の報告書や衛生管
理者の巡視などで確認し た。 また、 感染症対策に関する 情
報の提供と し て、 海外留学学生対象のガイ ダン スにおける
感染症対策・ 予防接種記録の確認などの周知を 行う と と も
に、 SNS、 ウェ ブサイ ト 等を 通じ て最新の感染症流行情報
を 周知する と と も に、 新型コ ロ ナウイ ルス肺炎に係る 注意
喚起を 行っ た｡加えて、 西千葉キャ ン パスにおいて、 自動
車を 進入禁止と し 、 歩車分離レ ーン を 設置し た。

◆　 有害薬品等の適正な管
理、 感染症危機対策、 防災対
策の更なる 推進、 防犯システ
ムの改善、 構内交通安全対策
等、 全学的なリ スク マネジメ
ン ト の取組を 進め、 安全・ 安
心なキャ ン パスを 構築する と
と も に安全な職場環境及び教
育研究環境を 整備する 。

・ 全学の研究室及び各部局の化学物質管理者によ る 化学物
質及び高圧ガスに関する チェ ッ ク を 実施し た。 千葉大学化
学物質管理システム（ CUCRI S） を バージョ ン 2から 3にグ
レ ード アッ プさ せ、 システムの効率化を 図っ た。 また、 化
学薬品管理に関する 各研究室から のト ラ ブルに対応する と
と も に、 ウェ ブサイ ト 上で管理漏れのないよ う に周知徹底
を 図っ た。 さ ら に、 全学教職員、 学生を 対象に、 災害時に
おける 応急措置等の知識の向上を 図る こ と を 目的と し た防
災に関する 講習会・ 訓練を 実施し た。 感染症に関する 情報
を 取得し た場合には、 速やかにウェ ブサイ ト ・ SNS等によ
り 学生・ 教職員に対策を 含めて情報提供し た。 化学物質の
適切な管理について、 爆発物製造防止対策を 含めて、 良好
な管理が継続さ れている こ と を 確認する と と も に、 PRTR法
で指定さ れている 化学物質（ 1, 000 kg以上使用し た化学物
質） の千葉市への届け出も 実施し た。 また、 使用量が100 
kg以上の化学物質については千葉大学環境I SO事務局に報
告し 、 こ れら の内容は環境報告書に掲載さ れた。 高圧ガス
についても 同様に、 化学物質等の報告書や衛生管理者の巡
視などで確認し た。

・ 感染症対策に関する 情報の提供と し て、 海外留学学生対
象のガイ ダン スでの感染症対策・ 予防接種記録の確認と 、
SNS、 ウェ ブサイ ト 等での最新の感染症流行情報、 特に新
型コ ロ ナウイ ルス肺炎に係る 注意喚起（ 第8報まで） を 周
知し た｡さ ら に、 3キャ ン パス遠隔システムを 活用し た危機
管理に関する 講習会（ 参加者： 167名） を 開催し 、 リ スク
マネジメ ン ト 能力向上、 大学運営の円滑化を 図っ た。 加え
て、 西千葉キャ ン パスにおいて、 自動車を 進入禁止と し 、
歩車分離レ ーン を 設置し た。

・ 全学のCUCRI Sを 使用し ている 実験系の研究室
に、 化学物質（ 薬品・ 試薬） およ び高圧ガスの使
用・ 管理・ 廃棄に関する チェ ッ ク リ スト （ 全国の
研究機関等の事故事例などを 参考に毎年改訂） に
よ る 点検を 例年の１ 回（ 春期のみ） から ２ 回（ 春
秋） に増やし て実施し 、 80％以上の回収率が得ら
れた。 また、 同時に化学物質のリ スク アセスメ ン
ト も 各研究室に実施し ても ら い、 安全意識の向上
が図ら れた。 麻薬・ 向精神薬・ 一般医薬品につい
ては、 関係部署と 協力し 附属病院以外の研究室に
おける 管理状況の把握に努めている 。

・ 海外留学は依然厳し く 制限さ れている が、 事前
の健康確認、 ワク チン 接種の支援（ 職域接種（ 大
学拠点接種） での新型コ ロ ナウイ ルスワク チン 接
種を 含む） を 行い、 個別に大学が承認し た学生に
ついて渡航が許可さ れている 。 また、 現状で渡航
に必要な情報提供を 個別の学生に行っ ている 。 帰
国後の健康観察についても 個別に確認を 行っ た
（ 令和３ 年度実績84件） 。

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症が収束し ていない状
況下において、 密集を 避けつつ災害時における 安
全行動確認など、 防災意識の向上を 図る ため９ 月
７ 日に千葉市が主催する シェ イ ク アウト 訓練に全
学生・ 教職員を 対象と し 参加し た。

運営基盤機構危
機管理部門

総合安全衛生管
理機構

◆　 総合安全衛生管理機構を
中心と し て、 千葉大学化学物
質管理システム（ CUCRI S） に
よ る 化学物質の適切な管理や
化学物質の管理点検報告書の
活用によ る 薬品・ 試薬・ 高圧
ガスの管理徹底を 図る と と も
に、 CUCRI Sの管理対象外と
なっ ている 麻薬・ 向精神薬・
一般医薬品などについて、 関
係部署と 協力、 連携し て大学
附属病院以外の各研究室にお
ける 管理状況の把握に努め
る 。
　 また、 海外留学予定学生を
対象に留学前健康支援を 実施
する と と も に、 感染症対策を
中心と し た海外渡航時に必要
な学生向け情報の提供を 行
う 。
　 さ ら に、 運営基盤機構危機
管理部門を 中心に、 防災訓練
等を 行い、 危機管理に関する
意識向上を 図る 。
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計画№ 令和３ 年度計画
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Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

97 ◆　 ハラ スメ ン ト のないキャ
ン パスを 目指し 、 ハラ スメ ン
ト 関連の研修・ 講演等によ
り 、 学生及び教職員の意識啓
発を 行う 。

人事労務課 ・ ハラ スメ ン ト 防止にかかる パン フ レ ッ ト ・ リ ー
フ レ ッ ト を 学生及び教職員等に配布し 、 日頃よ り
ハラ スメ ン ト 防止への意識づけを 行っ た。 さ ら
に、 ハラ スメ ン ト にかかる 基礎的事項や日頃から
の意識づけについて学ぶ、 ハラ スメ ン ト 講習会を
オン デマン ド 形式にて実施する と と も に、 学内者
（ 教職員・ 学生等） なら ばいつでも 閲覧でき る よ
う 、 当該資料を 学内向けホームページで公開し
た。 また、 ハラ スメ ン ト の概要、 相談窓口の役割
と 適切な対応方法等を テーマと し た学内ハラ スメ
ン ト 相談員（ 各部局から 選出さ れた教職員） 向け
の研修を 、 コ ロ ナ禍の現況を ふまえ資料配布の形
で実施し た。

Ⅲ Ⅲ ◆　 学生・ 教職員に対する セ
ク シュ アルハラ スメ ン ト 、 ア
カ デミ ッ ク ハラ スメ ン ト 、 パ
ワーハラ スメ ン ト 、 その他の
ハラ スメ ン ト のないキャ ン パ
スを 目指し て、 研修及び講演
等の取組を 進める 。

・ 学内のハラ スメ ン ト 相談員（ 各部局から 選出さ れた教職
員） 向けに相談業務の基礎的事項から ハラ スメ ン ト の類型
などを 学ぶ研修を 毎年実施し 、 ハラ スメ ン ト 相談対応の充
実を 図っ た。 また、 管理職、 学生窓口担当等を 対象にハラ
スメ ン ト 相談を 円滑に進める ための研修会を 実施し た。

・ 各部局において当該部局の教職員を 対象と し たハラ スメ
ン ト 防止に関する 意識の醸成のため、 職員が日常的に直面
する モデル事例を 作り 、 座談会形式で対応方法を 議論し 合
う 参加型FD研修を 企画・ 実施し た。

・ 管理職（ 部局長等） を はじ め、 全学教職員向けのハラ ス
メ ン ト 防止に関する 講演会を 実施し た（ ハラ スメ ン ト の類
型、 セク シュ アルマイ ノ リ ティ （ LGBT） への理解、 障害学
生への理解、 アン ガーマネージメ ン ト 、 コ ミ ュ ニケーショ
ン の重要性等） 。

Ⅲ Ⅲ

運営基盤機構危
機管理部門

・ 「 千葉大学における 危機管理に関する PDCAサイ
ク ルについて」 に基づき 、 各リ スク 事象所掌委員
会等の令和２ 年度活動計画に関する 進捗状況を 12
月15日開催の危機管理委員会で確認し た。 危機管
理委員会での意見を 踏まえ、 想定さ れている リ ス
ク を 把握する ため、 令和４ 年度計画作成の際に、
現在把握も し く は想定し ている 具体的なリ スク を
記載する よ う に依頼を 行っ た。

Ⅲ Ⅲ ・ 役員会において、 前年度に発生し た事件・ 事故の概要説
明を 含めた内部統制の実施状況を 報告する と と も に、 当該
年度の各リ スク 事象所掌委員会等の活動計画を 確認し た。
また、 「 千葉大学における 危機管理に関する PDCAサイ ク ル
について」 に基づき 、 各リ スク 事象所掌委員会等の年度活
動計画に関する 進捗状況を 危機管理委員会で確認し 、 全学
リ スク 等の情報共有を 図っ た。

・ 各年度の内部監査計画の各業務監査の実施において、 本
学の内部統制システムに基づく 内部統制の整備及び運用の
状況を 確認する と と も に、 被監査部局等へ監査結果を 通知
し 、 改善の取組状況を 確認し た。

Ⅲ Ⅲ

監査室 ・ 令和３ 年度内部監査計画によ る 業務・ 会計各監
査の実施において、 本学の内部統制システムに基
づく 内部統制の整備及び運用の状況を 確認し てい
る 。 監査を 実施し た事項については、 被監査部局
等へ監査結果を 通知し た。

Ⅲ Ⅲ ・ 内部監査計画によ る 業務・ 会計各監査の実施において、
本学の内部統制システムに基づく 内部統制の整備及び運用
の状況を 確認し ている 。

・ 監査を 実施し た事項について、 被監査部局等へ監査結果
を 通知し た。

Ⅲ Ⅲ
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98 ◆　 運営基盤機構危機管理部
門において、 純粋リ スク の情
報の共有化を 図る と と も に、
適切な対応がさ れている か確
認する 。
　 また、 内部統制に対する 業
務監査を 実施する 。

・ 健康支援システムを 用いて、 個々の受診者に健診関連の
通知を 行い、 非予約者には予約の勧告、 健診結果の非閲覧
者には閲覧勧告を 通知し 、 受診率向上を 図っ た。 また、 西
千葉地区に体組成検査機「 I nBody370」 を 導入し 、 検査の
結果、 肥満者と 判断さ れた者には、 1人あたり 1回～3回の
保健指導を 実施し た。 併せて、 I nbody利用の有無に関わら
ず全地区の職員のう ち 35歳を 除く 40歳未満かつBMI 30以上
を 対象に血液検査を 実施し 保健指導を 行っ た。 さ ら に、 ス
ト レ スチェ ッ ク を 行い、 高スト レ ス者には産業医の面接指
導を 行っ た。 その中で、 産業医の面接指導を 希望し ない高
スト レ ス者について、 心理士によ る 補助面接を 開始し 、 メ
ン タ ルヘルス予防対策の充実を 図っ た。 加えて、 健康診断
を 受ける 全学生を 対象と し た精神症状に関する Web問診を 2
回行い、 精神症状の存在が疑われる 学生に対し ては保健管
理棟への受診勧奨を 行っ た。

・ 健康診断の事後措置と し て、 BMI 25以上の肥満学生・ 職
員、 特定健診で積極的支援が必要な職員を 対象に、
I nBody370を 用いた体組成検査を 基にし た保健指導を 実施
し た（ 学生は295名( 1名につき 1回から 3回) 、 職員は計425
件） 。

◆　 学生・ 教職員の健康を 維
持する ため、 健康診断システ
ムの効率的な運用、 生活習慣
病対策、 メ ン タ ルヘルスケア
意識の向上のための施策を 実
行する 。

・ 健康支援システムを 利用し て、 学生教職員の保
健指導を 行っ た。 スト レ スチェ ッ ク はシステムを
利用し てリ マイ ン ド を 行い受検率が上昇し 、 面接
指導希望者が増加し た。 過重労働については、 在
宅勤務の促進などの効果も あり 面接指導の対象者
が減じ た。

・ 感染症対策を 十分に行い昨年度は職員８ 人し か
施行でき なかっ た保健指導を 、 健康支援システム
を 利用し て、 学生60人、 職員70人の指導を 行っ
た。 職場のスト レ スチェ ッ ク も 支援システム上で
複数回のリ マイ ン ド を 行い、 スト レ スチェ ッ ク は
システムを 利用し てリ マイ ン ド を 行っ た結果令和
２ 年度の49％から 受検率が79％に上昇し た。 過重
労働については、 在宅勤務の促進などの効果も あ
り 面接指導の対象者が減じ た。

総合安全衛生管
理機構

◆　 学生・ 教職員の健康を 維
持する ため、 健康診断システ
ムの効率的な運用によ り 、 生
活習慣病対策、 メ ン タ ルヘル
スケア意識の向上、 海外留学
時の健康管理のための施策を
積極的に推進する 。
　 また、 職場における スト レ
スチェ ッ ク 制度を 利用し て、
メ ン タ ルヘルス予防対策の充
実を 図る 。
さ ら に、 過重労働対策と し
て、 限度時間を 越えて労働し
た職員を 対象に、 医師が面接
指導を 行う 。

◆　 法令遵守によ る 社会の高
い信頼を 維持確保する ため、
内部統制を 機能さ せ、 教育・
研究、 大学運営、 社会貢献の
PDCAサイ ク ルを 徹底する と と
も に、 内部統制の取組につい
て業務監査を 実施する 。
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計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における
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る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
全学教育セン
タ ー

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会において、 「 教養展開科目
（ ジェ ン ダーを 考える ） 」 ４ 科目を 開講し ている
ほか、 全学教育セン タ ー大学院共通教育運営部会
において、 大学院共通教育領域の一つに「 研究・
社会倫理」 を 設定し 、 こ れに類する ３ 科目を 開講
し た。

・ 学部教育委員会にて、 学部１ 年次学生全員を 対
象と し た倫理教育e-l ear ni gの受講が周知さ れ、
受講の徹底が指示さ れたほか、 大学院教育委員会
にて、 国が示すガイ ド ラ イ ン を 踏まえた、 研究倫
理教育e-l ear ni ngについて、 大学院新入生への受
講を 周知する と と も に、 昨年度の受講状況を 確認
し 、 未受講者のある 部局に対し て、 受講の徹底を
指示し た。

Ⅲ Ⅲ ・ 学部1年次学生について、 ガイ ダン ス等で倫理教育を 実
施する と と も に、 倫理教育e-l ear ni gの受講を 義務付け
た。 大学院1年次学生についても 、 ガイ ダン ス等で倫理教
育を 実施する と と も に、 APRI Nが提供する 研究倫理教育プ
ロ グラ ム（ APRI N eラ ーニン グプロ グラ ム） の受講を 義務
付けた。 加えて、 大学院共通教育領域の一つに「 研究・ 社
会倫理」 を 設定し 、 大学院共通教育科目3科目を 全学に展
開し た。

Ⅲ Ⅲ

99 ◆　 適正な研究活動のため、
「 研究活動における 不正行為
への対応等に関する ガイ ド ラ
イ ン 」 を 踏まえて制定し た規
程に基づき 、 適正な研究活動
の保持・ 推進に向けた体制の
整備・ 検証を 行う と と も に、
不正行為の未然防止を 図る た
め、 研究者倫理教育を 実施し
研究者倫理を 向上さ せる 。

◆　 各部局において、 国が示
すガイ ド ラ イ ン を 踏まえた研
究倫理教育を 引き 続き 実施す
る と と も に、 部局が行う 研究
倫理教育に関する 取組内容に
対し 、 学術研究・ イ ノ ベー
ショ ン 推進機構管理リ スク マ
ネジメ ン ト 部門が評価を 行
い、 必要に応じ て見直し や改
善等の指導を 行う 。
　 また、 国際未来教育基幹
キャ ビ ネッ ト イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー、 学部教育委員
会及び大学院教育委員会は、
各学部、 研究科（ 学府） にお
ける 研究倫理を 含めた倫理教
育実施状況を 確認する と と も
に、 各学部、 研究科（ 学府）
は、 倫理教育に係る 科目や指
導について、 必要な見直し を
行う 。

・ 国が示すガイ ド ラ イ ン を 踏まえ、 「 各研究分野に共通す
る 研究倫理教育」 及び「 研究分野の特性に応じ た研究倫理
教育」 を 実施し た。 研究倫理教育の実施状況については、
研究活動適正推進部会において半期毎にモニタ リ ン グし て
おり 、 着任後、 速やかに研究倫理教育を 受講し なければな
ら ないこ と を 明確化する と と も に、 「 各研究分野に共通す
る 研究倫理教育」 の未修了者については、 当該研究倫理教
育の受講が修了する までの間、 「 外部研究費」 への応募を
認めないこ と を 取り 決めた。 また、 学内の各研究分野の特
性に配慮する 必要がある こ と などから 、 研究活動適正推進
部会で長期的な課題と し て検討を 行っ てき た研究資料等の
保存期間について、 国が示すガイ ド ラ イ ン を 踏まえ、 「 国
立大学法人千葉大学における 研究活動の適正推進及び研究
活動上の不正行為への対応に関する 規程」 を 一部改正し
た。 さ ら に、 全ての大学院学生を 対象と し て、 APRI Nが提
供する 研究倫理教育プロ グラ ム（ APRI N eラ ーニン グプロ
グラ ム） の受講を 義務付ける と と も に、 受講の状況を 確認
し た。 加えて、 研究・ 社会倫理分野を 大学院共通教育の核
と し て位置づけた上で、 「 研究・ 社会倫理」 科目と し て、
医学薬学府の「 医学薬学研究序説・ 生命倫理学特論」 及び
融合理工学府の「 技術者倫理・ 知的財産」 の2科目を 各研
究科・ 学府開講科目と し て、 全学に展開し た。

・ 「 研究分野の特性に応じ た研究倫理教育」 プロ グラ ム及
び「 各研究分野に共通する 研究倫理教育」 プロ グラ ムを 実
施し 、 各部局の実施状況を 確認し た。 研究倫理教育未修了
者がいる 部局長（ 研究倫理教育責任者） に対し て、 未修了
者に研究倫理教育を 実施さ せる こ と ､未修了者は受講が修
了する までの間「 外部研究費」 への応募を 認めないこ と 、
実施状況の報告を 行う こ と を 通知し た。 また、 各学部、 研
究科（ 学府） における 研究倫理も 含めた倫理教育の実施状
況と し て、 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー大学院共通教育運営部会において、 大学院共通教育領
域の一つに「 研究・ 社会倫理」 を 設定し 、 こ れに沿っ た授
業科目と し て、 「 医学薬学研究序説・ 生命倫理学特論」 及
び「 技術者倫理・ 知的財産」 の2科目を 指定し たほか、 令
和２ 年度の科目の拡充について、 各部局への依頼を 行っ
た。 さ ら に、 学生の研究倫理教育に係る 授業科目の必修化
や科目数の増加に関する 取組と し て、 法政経学部において
は、 新入生全員が受講する 「 入門法政経学」 や「 基礎ゼミ
ナール」 及び情報リ テラ シーの授業のほか、 少人数の「 演
習科目」 や卒業論文作成を めざす「 ゼミ ナール」 などの複
数の科目において、 学部学生の研究倫理教育を 実施し た。
園芸学研究科においては、 令和２ 年度改組に伴っ て新カ リ
キュ ラ ムを 作成し 、 研究倫理教育に係る 授業科目を 必修科
目と し た。

・ 国が示すガイ ド ラ イ ン を 踏まえ各部局において
策定し た「 研究分野の特性に応じ た研究倫理教
育」 プロ グラ ムを 引き 続き 実施する と と も に、
「 各研究分野に共通する 研究倫理教育」 プロ グラ
ムについても 引き 続き 実施し ている 。

・ 各部局の受講状況について、 令和３ 年度第１ 回
研究活動適正推進部会（ ６ 月開催・ メ ール審議）
で実施状況の確認を 行い、 部会長（ 研究担当理
事） から 、 研究倫理教育未修了者がいる 部局長
（ 研究倫理教育責任者） に対し て、 未修了者に研
究倫理教育を 実施さ せる こ と ､未修了者は受講が
修了する までの間「 外部研究費」 への応募を 認め
ないこ と を 通知し た。 大学運営会議（ 7月開催）
において、 研究倫理教育実施状況及び未修了者へ
の対応について報告を 行い、 部局長へ周知し た。

・ 第３ 回研究活動適正推進部会（ ８ 月開催） にお
いて、 新設部局（ DRI ） の研究倫理教育の科目を
確認し 、 実施する よ う 通知し た。

・ 部局における 「 研究分野の特性に応じ た研究倫
理教育」 のコ ース作成・ 変更の参考と し て、 更
新・ 新設さ れる 単元について随時案内を 行っ てい
る 。

学術研究・ イ ノ
ベーショ ン 推進
機構

86



計画№ 令和３ 年度計画
中期計画推進

担当組織
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 年度計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 年度計画）

最終評価
（ 年度計画）

第３ 期中期計画
中期計画推進担当組織における

実施状況（ 中期計画）

中期計画推進
担当組織によ
る 自己評価

（ 中期計画）

最終評価
（ 中期計画）

国際未来教育基
幹キャ ビ ネッ ト
イ ノ ベーショ ン
教育セン タ ー

・ 国際未来教育基幹キャ ビ ネッ ト 全学教育セン
タ ー普遍教育運営部会において、 「 教養展開科目
（ ジェ ン ダーを 考える ） 」 ４ 科目を 開講し ている
ほか、 全学教育セン タ ー大学院共通教育運営部会
において、 大学院共通教育領域の一つに「 研究・
社会倫理」 を 設定し 、 こ れに類する ３ 科目を 開講
し た。

・ 学部教育委員会にて、 学部１ 年次学生全員を 対
象と し た倫理教育e-l ear ni gの受講が周知さ れ、
受講の徹底が指示さ れたほか、 大学院教育委員会
にて、 国が示すガイ ド ラ イ ン を 踏まえた、 研究倫
理教育e-l ear ni ngについて、 大学院新入生への受
講を 周知する と と も に、 昨年度の受講状況を 確認
し 、 未受講者のある 部局に対し て、 受講の徹底を
指示し た。

Ⅲ Ⅲ ・ 学部1年次学生について、 ガイ ダン ス等で倫理教育を 実
施する と と も に、 倫理教育e-l ear ni gの受講を 義務付け
た。 大学院1年次学生についても 、 ガイ ダン ス等で倫理教
育を 実施する と と も に、 APRI Nが提供する 研究倫理教育プ
ロ グラ ム（ APRI N eラ ーニン グプロ グラ ム） の受講を 義務
付けた。 加えて、 大学院共通教育領域の一つに「 研究・ 社
会倫理」 を 設定し 、 大学院共通教育科目3科目を 全学に展
開し た。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ100 ・ 部局における 公的研究費等に係る 不正使用防止対策の実
施状況等のモニタ リ ン グにおいて、 不正使用を 発生さ せる
要因を 検証し 、 その結果を も と に、 公的研究費等使用ハン
ド ブッ ク 及び不正防止計画を 改正し 、 コ ン プラ イ アン ス意
識の向上を 目的と し た理解度調査を 実施する こ と と し た。
なお、 「 公的研究費等の不正防止に対する 取り 組み」 につ
いて学外ウェ ブサイ ト へ掲載し ている ほか、 本学の在学生
に対し ても 研究費の適正な執行について周知を 図る ため、
在学生向けのウェ ブサイ ト に掲載し た。 また、 日帰業務に
係る 交通費の請求について、 提出の遅延等不適切な事案が
散見し たこ と から 、 請求様式の改正と 運用ルールの見直し
を 実施・ 運用を 開始し た。 さ ら に、 タ ク シー利用基準の改
正を 行い、 チケッ ト 管理者を 定める と と も に、 チケッ ト の
受払を 行う 交付責任者を 配置する こ と によ り 、 チケッ ト の
管理体制を 強化し た。

・ 各部局における 公的研究費等に係る 不正使用防止対策の
実施状況等を も と に実施要項に基づいてモニタ リ ン グを 実
施し た結果、 不正使用を 発生さ せる よ う な新たな要因等が
ないこ と を 確認し た。 また、 e-l ear ni ngを 活用し た公的研
究費等の使用ルールについての理解度テスト 「 公的研究費
の取扱い」 を 教員、 事務職員を 対象に実施する と と も に、
本学の学生にも 公的研究費等の不正防止に対する 取組につ
いて周知する ため、 学生向けのウェ ブサイ ト において閲覧
でき る よ う 工夫し た。

◆　 公的研究費等の不正使用
を 防止する ため、 「 研究機関
における 公的研究費の管理・
監査のガイ ド ラ イ ン 」 を 踏ま
えて制定し た規程に基づき 、
公的研究費等の取扱いについ
て、 適正な管理及び運営を 行
う 。

・ 各部局における 公的研究費等に係る 不正使用防
止対策等の実施状況報告等を 基に、 ８ 月にモニタ
リ ン グを 実施し 、 １ 月中にコ ン プラ イ アン ス室会
議に諮る 予定である 。

・ 昨年度に引き 続き 、 公的研究費の不正防止に対
する 取り 組みについて学外ウェ ブサイ ト へ掲載し
ている ほか、 学生に対し ても 研究費の適正な執行
について周知を 図る ため、 在学生向けのページか
ら 閲覧でき る よ う に工夫し ている 。

・ 令和３ 年２ 月に「 研究機関における 公的研究費
の管理・ 監査のガイ ド ラ イ ン 」 の改正があっ たた
め、 関連規程改正や「 公的研究費等使用ハン ド
ブッ ク 」 、 「 不正防止計画」 の見直し と 「 公的研
究費等に関する コ ン プラ イ アン ス教育及び啓発活
動実施計画」 の新規策定について、 １ 月中にコ ン
プラ イ アン ス室会議に諮る 予定である 。

財務部◆　 不正使用防止対策の実施
状況の検証・ 不正使用防止対
策のモニタ リ ン グ及び公的研
究費等の使用ルールの理解度
調査を 通じ て、 公的研究費等
の適正な管理及び運営を 行
う 。
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Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ１ ． 個人情報を 含めた情報セキュ リ ティ に関する
自己点検、 研修及び監査の実施及び監査結果を 踏
まえて部局に対し 実施し た支援の内容
【 研修会実施状況】
（ １ ） ４ /６ ～11/30 新任教員向け研修( オン デマ
ン ド 配信) ： 216名
（ ２ ） ４ /１ ～６ /30 新任事務職員向け研修会( 情
報セキュ リ ティ に関する e-l ear ni ng研修) ： 35名
（ ３ ） ６ /７ ～７ /６  部局長向け個人情報・ 情報
セキュ リ ティ 研修会( オン デマン ド 配信) ： 93名
（ ４ ） 11/26 課長職以上情報セキュ リ ティ 研修
会： 34名
（ ５ ） 10/１ ～10/29 特定個人情報等に係る 事務
取扱担当者向けオン ラ イ ン 研修： 344名
（ ６ ） １ /23 個人情報・ 情報セキュ リ ティ 研修会
( 執行部対象) :  18名

【 個人情報及び情報セキュ リ ティ 自己点検】
（ １ ） ９ /13 全教職員に対し 一斉メ ールにて実施
依頼
（ ２ ） 12/２  大学運営会議において実施状況を 報
告
（ ３ ） 12/14各部局に対し 、 未実施者へのフ ォ
ロ ーアッ プを 依頼
（ ４ ） ３ /10 大学運営会議において最終の実施状
況を 報告

【 部局内研修】
（ １ ） ６ /７  各部局へ実施依頼を 送付（ ２ /21締
切、 年２ 回以上実施依頼） 。 過去１ 年間にイ ン シ
デン ト が発生し た部局及び昨年度の情報セキュ リ
ティ 監査において指摘を 受けた部局については、
それを 踏まえた研修を 実施する よ う 条件を 提示
（ ２ ） ３ /29 情報セキュ リ ティ 委員会において結
果報告

【 監査実施状況】
（ １ ） 実地監査
令和２ 年３ 月～令和３ 年４ 月にかけて発生し た情
報セキュ リ ティ イ ン シデン ト について監査対象部
局にヒ アリ ン グを 実施し 、 事案発生時に当該部局
よ り 提出さ れた「 情報セキュ リ ティ イ ン シデン ト
発生時の確認事項リ スト 」 に記載さ れた再発防止
策が適切に講じ ら れている かを 検証する ため、 対
象6部局に対する 実地監査に、 情報セキュ リ ティ
に精通し た職員が参画( 12/６ ～12/22) し た。

（ ２ ） 書面監査
　 上記（ １ ） のイ ン シデン ト のう ち 、 個人情報を
含む事案が発生し た監査対象部局に書面確認を 実
施し 、 保有個人情報等について適切な取扱いがな
さ れている かを 検証する ため、 対象６ 部局に対す
る 書面監査に、 個人情報保護に精通し た職員が参
画し た。 実地監査・ 書面監査実施後、 内部監査報
告書の作成を 支援し 、 監査結果( 実地監査・ 書面
監査) を 踏まえて、 当該部局の「 指摘事項」 及び
「 指導・ 助言事項」 に対する 回答票の作成を 依頼
し 提出いただいた。 来年度、 改善措置の実施状況
を 確認する 予定。

101 ◆　 個人情報を 含めた情報セ
キュ リ ティ に関する 自己点
検、 研修及び監査を 行い、 監
査結果を 踏まえ、 部局に対し
必要な支援を 行う 。
　 また、 「 千葉大学サイ バー
セキュ リ ティ 対策等基本計
画」 に基づき 、 総括情報保護
管理責任者（ CI SO） の下、 千
葉大学情報危機対策チーム
（ C-csi r t ） を 中心に情報セ
キュ リ ティ リ スク 管理に取り
組む。
　 さ ら に、 C-csi r t におい
て、 発生し う る 情報セキュ リ
ティ イ ン シデン ト に備え、 迅
速かつ適切な対応が行える よ
う 、 外部の研修や外部機関と
の情報交流等の場を 活用し 、
メ ン バーのスキルアッ プを 図
る と と も に、 部局に対する 支
援を 行い、 本学の情報セキュ
リ ティ 水準の維持・ 向上を 図
る 。
　 加えて、 各種ソ フ ト ウェ ア
の適正な利用を 確保し 、 こ れ
を 確認する ための方策を 実施
する 。

・ 全教職員を 対象に情報セキュ リ ティ 及び個人情報保護に
関する 理解度を 認識さ せる こ と を 目的に、 情報セキュ リ
ティ 及び個人情報保護自己点検を 実施し た。 新任教員、 新
採用職員、 部局情報保護管理責任者、 執行部等、 対象ごと
に情報セキュ リ ティ に関する 研修を 実施し 、 各部局におい
ても 年3回の研修を 実施し た。 千葉大学情報危機対策チー
ム（ C-csi r t ） の中核と なる コ アメ ン バーについては、 専
門的知識習得のため、 学外での研修に参加し た。 また、 各
種ソ フ ト ウェ アの適正な利用の確保のため、 「 学生が本学
に持ち 込むパソ コ ン の取扱手順書」 を 整備し 、 有償ソ フ ト
ウェ アは正規ラ イ セン スのも のを 使用する と と と も に不正
使用等は行わないなどが記述さ れた「 学内ネッ ト ワーク へ
の持込パソ コ ン 接続に関する 誓約書」 に署名を 求める こ と
と し た。 さ ら に、 情報資産管理・ 法人文書管理のルールの
一元化、 管理業務の効率化及び教職員の認知度向上を 図る
こ と を 目的と し て、 「 国立大学法人千葉大学情報安全管理
規程」 を はじ めと し た関係規程の一部改正を 行っ た。 加え
て、 千葉県警と 協力し て、 事務職員に対する メ ール訓練の
実施や研修講師派遣を 行う など、 幅広いサイ バー空間の脅
威の低減に向けた効果的な諸活動が評価さ れ、 千葉県警よ
り 感謝状を 授与さ れた。

・ 全教職員を 対象に情報セキュ リ ティ 及び個人情報保護自
己点検を 実施する と と も に、 受講対象毎に内容を 変えた情
報セキュ リ ティ に関する 研修を 実施し 、 各部局においても
年2回以上の研修を 実施し た。 また、 本学主催のも と 、 学
術系CSI RT情報交流会を 6月（ 21機関参加） 、 10月（ 23機関
参加） 、 1月（ 23機関参加） に開催し 、 各機関CSI RTの活動
内容や事例・ 取組などを 発表し 合い、 今後の活動に向けて
知見を 深めた。 さ ら に、 C-csi r t の中核と なる コ アメ ン
バーは、 専門的知識習得のため学外での研修を 受講し 、 部
局メ ン バーについては、 C-csi r t と し ての活動及びイ ン シ
デン ト 発生時の対応についての見識を 深める ため、 学内で
の研修を 受講し た。 加えて、 不正なソ フ ト ウェ アダウン
ロ ード の疑いのある 通信が確認さ れた際、 利用者への事前
通知なし に当該機器の通信を 遮断する こ と を 予告する 通知
を 行い、 不正なソ フ ト ウェ アの利用に対し ては一層の厳し
い措置を と る 方針を 定めた。

情報セキュ リ
ティ 委員会

◆　 個人情報を 含めた情報資
産の適正かつ円滑な運営のた
め、 情報セキュ リ ティ に対す
る 教職員の意識改革のための
自己点検及び研修等を 実施す
る と と も に、 個人情報を 含め
た情報資産に係る 取扱いの見
直し を 進める 。 また、 情報安
全管理体制を 整備し 実施体制
を 充実さ せ、 情報セキュ リ
ティ 関係諸規程に基づく 対策
の遵守を 徹底する と と も に、
定期的な実施状況の確認と 改
善を 行う 。
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２ ． 総括情報保護管理責任者（ CI SO） の下、 千葉
大学情報危機対策チーム（ C-csi r t ） を 中心に情
報セキュ リ ティ リ スク 管理に取り 組んだ事例
（ １ ） 本学で利用さ れている ク ラ ウド サービ スの
利用状況の把握、 本学のガイ ド ラ イ ン が求める 情
報セキュ リ ティ 対策の実施状況の確認、 及び情報
セキュ リ ティ イ ン シデン ト が発生し た際に迅速に
対応する こ と 等を 目的と し て、 各部局において利
用さ れている ク ラ ウド サービ スについて、 台帳を
整備し た。 （ 台帳に掲載さ れたク ラ ウド サービ
ス： 95件）
（ ２ ） 学術系CSI RT情報交流会SNSにおいて、 参加
大学と 情報セキュ リ ティ に関する 知見や警戒情報
等について情報共有し た。 また、 ８ /27に第10回
学術系CSI RT情報交流会（ オン ラ イ ン 開催） に参
加し た。

３ ． C-csi r t メ ン バーのスキルアッ プの実施及び
部局に対する 支援の実施状況
【 コ アメ ン バー向け研修】
C-csi r t の中核と なる コ アメ ン バーについて、 専
門的知識習得のため、 学外で以下の研修を 受講
（ １ ） ９ /16 文部科学省サイ バーセキュ リ ティ 研
修（ 戦略マネジメ ン ト 層） ： １ 名
（ ２ ） ９ /21-22 国立大学法人情報化要員研修
（ データ 分析のためのPyt hon基礎） ： ３ 名
（ ３ ） ９ /21-24 文部科学省サイ バーセキュ リ
ティ 研修（ 大学等CSI RT研修（ 応用編） ） ： 1名
（ ４ ） 10/５  国立大学法人情報化要員研修( CSI RT
強化ト レ ーニン グ マルウェ ア感染対応編) ： １ 名
（ ５ ） 10/18-19 国立大学法人情報化要員研修( I T 
Pr oのためのMi cr osof t  Azur e早わかり ) ： ２ 名
（ ６ ） 10/８  文部科学省サイ バーセキュ リ ティ 研
修( CI SOマネジメ ン ト 研修) ： １ 名
（ ７ ） １ /31-２ /１  文部科学省関係機関情報セ
キュ リ ティ 監査担当者研修( 応用編) ： １ 名

【 C-csi r t 部局メ ン バー向け研修】
（ １ ） ７ /26 C-csi r t と し ての活動及びイ ン シデ
ン ト 発生時の対応についての見識を 深める ため、
学内で部局メ ン バー向け研修を 開催、 53名参加
( C-csi r t コ アメ ン バーも 含む) 。

（ ６ ） 昨今発生し たイ ン シデン ト やC-csi r t に提
供さ れた情報セキュ リ ティ リ スク に関わる 情報を
踏まえ、 学内に下記①～⑥について注意喚起を 実
施し た。
①５ /20 保有する 個人情報または機密情報の適切
な管理について
②12/２  Webサーバおよ びコ ン テン ツ 管理システ
ムにおける 侵害事案について
③12/２  不審メ ールに関する 注意喚起( 一斉配信)
④２ /10 不審メ ール（ EMOTET） に関する 注意喚起
( 一斉配信)
⑤３ /７  EMOTETの感染を 狙う メ ール・ えき ねっ と
を 騙る フ ィ ッ シン グメ ールに関する 注意喚起( 一
斉配信)
⑥不審なメ ールに対する 注意喚起メ ール17回、 ツ
イ ート 64回、 リ ツ イ ート 278回
（ ７ ） 本学の情報セキュ リ ティ 製品で検知し たマ
ルウェ ア及び不審な通信の対応を 164件実施し
た。
（ ８ ） 教職員から 確認依頼のあっ た不審なメ ール
に対する 調査対応を 146件実施し た。
（ ９ ） １ /27 C-csi r t のコ アメ ン バーと 部局メ ン
バー（ １ チーム６ 名の２ チーム） で関係部門横断
的なイ ン シデン ト 対応訓練を 実施し た。
（ 10） ２ /28～３ /31 本学管理下のウェ ブサイ ト
に対する 脆弱性診断を 専門業者に外部委託し 実施
し た。
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４ ． 各種ソ フ ト ウェ アの適正な利用の確保及び確
認の方策の検討状況
（ １ ） 学内における 不正なソ フ ト ウェ アの使用を
防止する ため、 不正なソ フ ト ウェ ア等のダウン
ロ ード サイ ト へのアク セスロ グがあっ た際に、 速
やかに当該部局に通報し 当該機器利用者にダウン
ロ ード の有無等の操作状況についての調査を 実施
し た。 令和３ 年４ 月～令和４ 年３ 月にかけて９ 件
のダウン ロ ード サイ ト へのアク セスを 検知し た
が、 いずれも 不正なソ フ ト ウェ ア等のダウン ロ ー
ド は行われていないこ と を 確認し た。
（ ２ ） 本学が所有し ている ソ フ ト ウェ アが適正に
利用さ れている か確認する ため、 全学に対し 昨年
度作成し たコ ン ピ ュ ータ ・ ソ フ ト ウェ アラ イ セン
スの管理台帳の更新を 依頼し た。 その結果、 全学
において全てのラ イ セン スが適正に利用さ れてい
る こ と を 確認でき た。
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